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奈良市子ども・子育て支援事業計画
「奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン」の進捗状況について

（第20回奈良市子ども・子育て会議資料）

平成30年1月31日

奈良市子ども未来部子ども政策課
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 1 事業名 奈良市子ども会議開催事業 部名 子ども未来部 課名 子ども政策課

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容
子どもの意見表明や参加を支援するための取り組みとして、子どもの自
主的・自発的な運営による「子ども会議」を開催します。

指標
奈良市の子ども会議参加者の
意見表明に対する満足度
（％）

平成26年度
実績値

平成27年度より実施

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

千円 (予算) 千円

(決算) 756 千円 (決算) 730 千円

千円 (予算) 900 千円 (予算)(予算) 1,191 千円 (予算) 917

(決算) 千円(決算) 千円

予算・決算額

(目標) 90 (目標) 95

(実績) 77.5 (実績) 79.6 (実績)

目標値と実績値

(目標) 75 (目標) 80 (目標) 85

(決算) 千円

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

子どもにやさしいまちづくり
を推進するため、子どもが意
見表明をし、参加する場とし
て「奈良市子ども会議」を開
催する。この会議に自主的及
び自発的に参加し取り組んで
もらえるよう子どもたちの関
心を高めていく。
また、「奈良市子ども会議」
での提案を市政に反映できる
よう事業展開を行っていく。

今後も引き続き、子ども会議
を開催し、この会議に自主的
及び自発的に参加し取り組ん
でもらえるよう子どもたちの
関心を高めていく。また、
「奈良市子ども会議」で出さ
れた意見を市政に反映できる
よう事業展開を行っていく。

(実績) (実績)

取り組み内容・成果等

「奈良市子どもにやさしいま
ちづくり条例」が平成27年4
月1日から施行されたことか
ら、「奈良市子ども会議」を
開催し、会議に参加した子ど
もたちの意見をまとめ、市長
に提出した。

「奈良市子どもにやさしいま
ちづくり条例」に基づき、２
回目となる「奈良市子ども会
議」を開催した。今回は会議
の中に子どもたちが話し合う
テーマに関する担当課職員に
出席してもらい、議論を行
い、子どもたちから出された
意見をまとめ、市長に提出し
た。

担当課評価 Ｂ Ｂ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども・子育て会議
における意見等

・積極的に意見交換する子ど
もたちが目立ち、内容も工夫
されている。参加する子ども
たちにとって意味のある取り
組みとなっているが、「奈良
市全体の子どもたちに向け
て」と考えると、もっと取り
組み方に広がりがあっても良
いのではないか。例えば、事
前に子どもたちの意見を集め
るような取り組みになってい
けば、子ども会議の意義も更
に深まるのではないかと思
う。
・ 学校を通して先生から学
年便りに記載してもらう等、
工夫すれば、より周知できる
のではないか。
・ 中学、高校生の市政を含
めた政治への興味、関心を意
識的に増加させなければなら
ない。そういう意味でも特に
10代の意見は将来の市政に
とって大変重要だと考えるの
で、積極的事業展開に期待し
たい。10代の就労者の意見を
取り入れても良いかと思う。
・ 全国レベルでも先進的な
取り組みを実践していると高
く評価する。今後は、困難を
有する子どもたちなど多様な
参加を促進すること、テーマ
をしぼった上でより具体的な
実施計画を実施することを求
める。
・ 今後、どのような手立て
が考えられるのか、子ども会
議参加者に議論してもらうの
もよいのではないか。

・ 子どもからの意見をいか
に市政に反映したか、反映で
きない場合はその理由を、子
どもや市民にフィードバック
していただきたい。
・ 来年度以降の子ども会議
の周知の際に、子ども会議に
おける具体的な子どもたちの
議論の流れ等を伝えることが
できればより興味を持っても
らえるのではないかと思う。

・参加した子どもの満足度も
高く、意味のある充実した取
り組みになっていると思う。
ただ、参加する子どもが一部
の生徒・児童に限られてし
まっているという点はあると
思います。「奈良市の子ども
たちにとって」と考えると、
各学校の児童会や生徒会、あ
るいは地域教育協議会や放課
後子ども教室などとの連携を
図るなどの工夫で、より多く
の子どもたちの参加する取組
から出てくる意見を持って臨
む形の子ども会議というもの
になれば、その価値も高まる
のではないかとも思います。
・子ども自身が考え、提案
し、可能なことは実現してい
くというプロセスを体験する
ことは、子どもの自尊心を高
めると考えます。
・事業の推進については、
テーマ設定方法や募集方法の
再考が必要。
・昨年度の子どもからの意見
書について、どのようなこと
を市が実施したのかについ
て、わかりやすく解説してい
くことが必要だと思います。
・今後もっと「奈良市子ども
会議」の存在について周知を
図っていく必要があると思
う。
・政策実現型の子ども会議と
して、関西地区では先進的な
実践を取組んでいると評価し
ている。点から線へ、線から
面に広げていくために、中学
校区ごとにより身近な生活課
題についておとなと一緒に話
し合い、施策に反映できるよ
うにしてほしい。また審議会
への子ども若者の参加も検討
してほしい。
・「子ども会議」に参加した
子どもたちが、引き続き活躍
できる場があるとよいと思
う。子ども同士の学び合いの
場が生み出せるとよい。
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

奈良市子ども会議における参
加者募集やその取り組み方に
ついては、決まったやり方を
続けるのではなく、いただい
た多くのご意見を参考にしな
がら、子ども会議がよりよい
取り組みとなるよう常に改善
を図っていく。
特に参加者募集については、
より多様な意見が出されるよ
うに周知先を増やす等の工夫
をしていきたいと考えてい
る。
また、会議の取り組み方につ
いても、「テーマを絞るこ
と」や「奈良市子ども会議の
やり方について子ども会議参
加者に議論してもらう」等の
方法を取り入れていきたいと
考えている。

より多くの子どもに参加して
もらう工夫として、今までに
参加者がいない学校等への個
別の案内や、子どもの集まる
施設での啓発などを行った。
地域教育協議会については、
子ども会議での意見や取組に
ついての情報共有を行ってい
る。子ども会議の意見を受け
て市がどのようなことを行っ
たかについても周知し、より
多くの地域の子どもたちに参
加してもらえるよう取り組み
たいと考えている。
子ども会議の今後のテーマ設
定については、参加者のアン
ケート結果等に基づいた工夫
を取り入れ、より議論が深ま
るように取り組んでいきたい
と考えている。
また、過去の子ども会議参加
者の中で１８歳以上になった
参加者には子ども会議サポー
ターの案内をする等して、子
ども会議のサポート側に参加
する機会をつくり、子ども同
士の学び合いの場にもなるよ
う取り組みたい。

・積極的に意見交換する子ど
もたちが目立ち、内容も工夫
されている。参加する子ども
たちにとって意味のある取り
組みとなっているが、「奈良
市全体の子どもたちに向け
て」と考えると、もっと取り
組み方に広がりがあっても良
いのではないか。例えば、事
前に子どもたちの意見を集め
るような取り組みになってい
けば、子ども会議の意義も更
に深まるのではないかと思
う。
・ 学校を通して先生から学
年便りに記載してもらう等、
工夫すれば、より周知できる
のではないか。
・ 中学、高校生の市政を含
めた政治への興味、関心を意
識的に増加させなければなら
ない。そういう意味でも特に
10代の意見は将来の市政に
とって大変重要だと考えるの
で、積極的事業展開に期待し
たい。10代の就労者の意見を
取り入れても良いかと思う。
・ 全国レベルでも先進的な
取り組みを実践していると高
く評価する。今後は、困難を
有する子どもたちなど多様な
参加を促進すること、テーマ
をしぼった上でより具体的な
実施計画を実施することを求
める。
・ 今後、どのような手立て
が考えられるのか、子ども会
議参加者に議論してもらうの
もよいのではないか。

・ 子どもからの意見をいか
に市政に反映したか、反映で
きない場合はその理由を、子
どもや市民にフィードバック
していただきたい。
・ 来年度以降の子ども会議
の周知の際に、子ども会議に
おける具体的な子どもたちの
議論の流れ等を伝えることが
できればより興味を持っても
らえるのではないかと思う。

・参加した子どもの満足度も
高く、意味のある充実した取
り組みになっていると思う。
ただ、参加する子どもが一部
の生徒・児童に限られてし
まっているという点はあると
思います。「奈良市の子ども
たちにとって」と考えると、
各学校の児童会や生徒会、あ
るいは地域教育協議会や放課
後子ども教室などとの連携を
図るなどの工夫で、より多く
の子どもたちの参加する取組
から出てくる意見を持って臨
む形の子ども会議というもの
になれば、その価値も高まる
のではないかとも思います。
・子ども自身が考え、提案
し、可能なことは実現してい
くというプロセスを体験する
ことは、子どもの自尊心を高
めると考えます。
・事業の推進については、
テーマ設定方法や募集方法の
再考が必要。
・昨年度の子どもからの意見
書について、どのようなこと
を市が実施したのかについ
て、わかりやすく解説してい
くことが必要だと思います。
・今後もっと「奈良市子ども
会議」の存在について周知を
図っていく必要があると思
う。
・政策実現型の子ども会議と
して、関西地区では先進的な
実践を取組んでいると評価し
ている。点から線へ、線から
面に広げていくために、中学
校区ごとにより身近な生活課
題についておとなと一緒に話
し合い、施策に反映できるよ
うにしてほしい。また審議会
への子ども若者の参加も検討
してほしい。
・「子ども会議」に参加した
子どもたちが、引き続き活躍
できる場があるとよいと思
う。子ども同士の学び合いの
場が生み出せるとよい。

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ担
当
課
評
価

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ａ Ａ

2 / 69 ページ



■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 2 事業名 教育・保育施設及び地域型保育事業の整備 部名 子ども未来部 課名
子ども政策課

保育所・幼稚園課

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容
待機児童解消や多様な教育・保育ニーズに対応するため、既存の教育・
保育資源を活用するとともに、民間活力による教育・保育施設及び地域
型保育事業等の整備を行います。

指標 3号認定の利用定員数(人）
平成26年度

実績値
平成27年度より実施

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 教育・保育

千円

千円(決算)(決算) 348,039 千円 (決算) 0 千円

(繰越分298,539)
348,039

千円 (予算) 49,500

(決算)

千円 (予算)
(繰越分170,214)

455,154
千円 (予算) 千円

2,928

(決算)

目標値と実績値

(目標) 2,686 (目標) 2,686 (目標)

千円

(目標) 2,928

(実績) 2,681 (実績) 2,738 (実績)

2,763

千円

(実績)

予算・決算額

(予算)

担当課評価 Ｂ Ｂ

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

「奈良市子どもにやさしいま
ちづくりプラン」に基づき、
重点的な取組が必要な中央区
域及び西部南区域の保育所待
機児童の解消を目指す。
特に0～2歳児は待機児童の
80％以上を占めており、今後
も民間活力による整備のほ
か、あらゆる手法を組み合わ
せることで、多様な選択肢の
中から保育施設を選択できる
環境を整えていく必要があ
る。

「奈良市子どもにやさしいま
ちづくりプラン」に基づき、
重点的な取組が必要な中央区
域及び西部南区域の保育所待
機児童の解消を目指す。
なお、小規模保育事業につい
ては、設置に向けた予算措置
を行ったが、関係機関との協
議を重ねることにより、既存
施設の増改築による定員拡充
を図っていくこととなった。

取り組み内容・成果等

保育所待機児童対策として、
平成27年8月、西部北区域に
ＹＭＣＡあきしの保育園を設
置するとともに、中央区域及
び西部南区域に小規模保育事
業(合計3か所)の設置運営事
業者の公募を実施し事業者を
選定した。

平成28年4月、中央区域(1園)
及び西部南区域(2園)に小規
模保育事業所を設置し、同年
8月、西部南区域に民間保育
所設置公募を行い事業者を選
定した。さらに、西大寺保育
園の耐震改修工事に並行し
て、増築を行うことで定員の
拡充を行うこととなった。

(予算)

(実績)

(目標)

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども・子育て会議
における意見等

・待機児童の解消、量的達成
は喫緊の課題である。同時
に、未来に向かう子どもの育
ちの保障は達成可能なのかが
課題である。子育て支援の受
け皿として必要なことは、子
どもの最善の利益であり、子
どもが10年20年後に人として
育ったのかである。長期的視
点での検証及び総合的・包括
的に見る視点が求められる。
・地域性(都心部、都心部以
外)によって、利用者の割合
が大きく異なるように感じ
る。地域に応じた効率的な事
業運営を行っていただきた
い。
・幼稚園での延長保育の充実
も推進するべきである。
・地域型保育事業の増加等で
入所児童数は増加している
が、待機児童の解消という点
ではむしろ増加傾向にある。
いわゆる隠れ待機児も含め3
号認定対象者は今後も更に増
加が予測される。
・保育所待機児童の解消に向
けての環境整備は早急にとり
行わなければ全く意味がない
とは思われるが、財政状況や
様々な問題から考えると大変
難しい状況であることは否め
ない。但し、解消できると
「暮らしやすい自治体」とし
て認識され、住居を構える世
帯が増えるとも考えられるの
で、今後も出生数の減少は予
測されるが、就労家庭は増加
すると思うので、積極的な取
り組みに期待したい。

・自家用車を持たない世帯が
利用しやすいように、駅から
近い場所に整備を検討する事
も必要なのではないか。
・多様な選択肢の中から、ど
の保育施設を選べばよいの
か、保育施設を選択するため
の情報提供も求められるので
はないだろうか。

・子育て支援の受け皿として
必要なことは子どもの最善の
利益であり、子どもが10年20
年後に人として育ったのかで
ある。長期的視点での検証及
び総合的・包括的に見る視点
が求められる。
・財政上の問題と理想論との
ミスマッチが大きく、解決に
向けてのハードルは高いとは
思いますが、時代ニーズに
マッチしたスタイルの整備・
設置・事業運営をお願いした
いと思います。
・待機児童の増加や育児する
親・子どもの両方の角度から
考え、現代の社会や育児の状
況と、市のこども園や保育園
の行政の計画がマッチしてい
るかを今一度検証・検討して
いただくことを望みます。
現在は、子育ての当事者が行
政の制度に無理やり合わせて
育児する状況になっているよ
うに思います。育児する人達
がどのように子育てしたいか
を調査していただき、それに
合うような行政計画をたてて
いただきたいです。ちなみ
に、3歳からの子ども園では
今の育休制度では3歳までは
待てません。加えて、私立認
定保育園から私立認定こども
園への移行は、待機児童の解
消にはなっていないと思いま
す。

・昨年度は予算を全く執行し
ていない状況ですが、既存施
設の増改築でも費用は掛かる
もの。これは小規模保育施設
を設置していくという方針を
やめて、既存の保育所などを
増改築して定員を増やしてい
くという方針を決めた一年間
だったということでしょう
か。待機児童解消の問題は差
し迫った課題と言えますの
で、スピード感を持った施策
が必要と思われます。
・「中央区域及び西部南区域
の保育所待機児童の解消を目
指す」実体把握は進んでいる
と思うが、西部・北部地域か
らの入所者も多い。駅前保育
所確保だけでなく、西部・北
部地域での充実を。
・本プランでも指摘している
ように「乳幼児期における教
育・保育は、生涯にわたる人
格形成の基礎を培う重要なも
の」であり、本条例の理念で
もある「子どもの最善の利益
を保障する」観点からも、当
初の目標そのものを抜本的に
見直し、小規模保育事業や幼
保再編によるこども園化を基
本にした対策ではなく、公設
公営も含めた特定保育施設の
整備拡充へ、基本施策を転換
していくことが望ましい。
・待機児童の解消は喫緊の課
題であることから、新設・既
存施設の増改築を問わず積極
的に推進してほしい。
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども・子育て会議
における意見等

・待機児童の解消、量的達成
は喫緊の課題である。同時
に、未来に向かう子どもの育
ちの保障は達成可能なのかが
課題である。子育て支援の受
け皿として必要なことは、子
どもの最善の利益であり、子
どもが10年20年後に人として
育ったのかである。長期的視
点での検証及び総合的・包括
的に見る視点が求められる。
・地域性(都心部、都心部以
外)によって、利用者の割合
が大きく異なるように感じ
る。地域に応じた効率的な事
業運営を行っていただきた
い。
・幼稚園での延長保育の充実
も推進するべきである。
・地域型保育事業の増加等で
入所児童数は増加している
が、待機児童の解消という点
ではむしろ増加傾向にある。
いわゆる隠れ待機児も含め3
号認定対象者は今後も更に増
加が予測される。
・保育所待機児童の解消に向
けての環境整備は早急にとり
行わなければ全く意味がない
とは思われるが、財政状況や
様々な問題から考えると大変
難しい状況であることは否め
ない。但し、解消できると
「暮らしやすい自治体」とし
て認識され、住居を構える世
帯が増えるとも考えられるの
で、今後も出生数の減少は予
測されるが、就労家庭は増加
すると思うので、積極的な取
り組みに期待したい。

・自家用車を持たない世帯が
利用しやすいように、駅から
近い場所に整備を検討する事
も必要なのではないか。
・多様な選択肢の中から、ど
の保育施設を選べばよいの
か、保育施設を選択するため
の情報提供も求められるので
はないだろうか。

意見等に対する対応状況

多様化する就学前の教育・保
育ニーズに対応するため、従
来の幼稚園と保育所といった
二者択一ではなく、認定こど
も園や地域型保育事業も含め
た多様な選択肢の中から教
育・保育施設を選択できる環
境を整えていく必要がある。
特に保育所待機児童の解消に
あたっては、地域ごとのニー
ズの変化や少子化を見据えて
取り組む必要があり、認可保
育所の新設のみに頼るのでは
なく、既存民間保育所や地域
型保育事業といった民間活力
を積極的に活用することによ
り、スピード感をもって対応
していきたいと考えている。

増加・多様化し続ける保育ニー
ズを適宜把握し、必要な箇所と
量を考慮したうえで教育・保育
施設を整備する必要がある。特
に、待機児童数の多くを0～2歳
児の3号認定が占めていること
から、重点的に対策を行う必要
があり、市立幼保施設の再編だ
けでなく、私立保育所の新設や
既存保育施設の定員拡充による
大幅な3号認定の定員増を行っ
ている。今後も待機児童につい
ては、地域ごとのニーズ及び少
子化による児童数減少を精査・
考慮しながら、市単独の人材・
財源だけでは難しいスピード感
を持った対策を民間活力を積極
的に活用し、実施していきたい
と考えている。

・子育て支援の受け皿として
必要なことは子どもの最善の
利益であり、子どもが10年20
年後に人として育ったのかで
ある。長期的視点での検証及
び総合的・包括的に見る視点
が求められる。
・財政上の問題と理想論との
ミスマッチが大きく、解決に
向けてのハードルは高いとは
思いますが、時代ニーズに
マッチしたスタイルの整備・
設置・事業運営をお願いした
いと思います。
・待機児童の増加や育児する
親・子どもの両方の角度から
考え、現代の社会や育児の状
況と、市のこども園や保育園
の行政の計画がマッチしてい
るかを今一度検証・検討して
いただくことを望みます。
現在は、子育ての当事者が行
政の制度に無理やり合わせて
育児する状況になっているよ
うに思います。育児する人達
がどのように子育てしたいか
を調査していただき、それに
合うような行政計画をたてて
いただきたいです。ちなみ
に、3歳からの子ども園では
今の育休制度では3歳までは
待てません。加えて、私立認
定保育園から私立認定こども
園への移行は、待機児童の解
消にはなっていないと思いま
す。

・昨年度は予算を全く執行し
ていない状況ですが、既存施
設の増改築でも費用は掛かる
もの。これは小規模保育施設
を設置していくという方針を
やめて、既存の保育所などを
増改築して定員を増やしてい
くという方針を決めた一年間
だったということでしょう
か。待機児童解消の問題は差
し迫った課題と言えますの
で、スピード感を持った施策
が必要と思われます。
・「中央区域及び西部南区域
の保育所待機児童の解消を目
指す」実体把握は進んでいる
と思うが、西部・北部地域か
らの入所者も多い。駅前保育
所確保だけでなく、西部・北
部地域での充実を。
・本プランでも指摘している
ように「乳幼児期における教
育・保育は、生涯にわたる人
格形成の基礎を培う重要なも
の」であり、本条例の理念で
もある「子どもの最善の利益
を保障する」観点からも、当
初の目標そのものを抜本的に
見直し、小規模保育事業や幼
保再編によるこども園化を基
本にした対策ではなく、公設
公営も含めた特定保育施設の
整備拡充へ、基本施策を転換
していくことが望ましい。
・待機児童の解消は喫緊の課
題であることから、新設・既
存施設の増改築を問わず積極
的に推進してほしい。

担
当
課
評
価

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

― ―

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 3 事業名 市立こども園の設置 部名 子ども未来部 課名
子ども政策課

こども園推進課

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容
「奈良市幼保再編基本計画」「奈良市幼保再編実施計画」に基づき、市
立幼保施設の再編を進めながら、「市立こども園（幼保連携型認定こど
も園）」の設置を進めます。

指標
市立こども園の設置数
（各年度4月1日）(園）

平成26年度
実績値

平成27年度より実施

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

千円

千円(決算)(決算) 28,475 千円 (決算)
(繰越分8,185)

278,812
千円

47,823 千円 (予算)
(繰越分11,300)

315,395

(決算)

千円 (予算)
(繰越分528,000)

1,204,368
千円 (予算) 千円

32

(決算)

目標値と実績値

(目標) 7 (目標) 9 (目標)

千円

(目標) 25

(実績) 7 (実績) 9 (実績)

12

千円

(実績)

予算・決算額

(予算)

担当課評価 Ａ Ａ

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

「奈良市幼保再編実施計画の
再編優先エリア実施方針」に
基づき、合計7園の市立こど
も園開園と、鶴舞幼稚園の私
立幼保連携型認定こども園へ
の移行に向けた取組を進め
る。今後も保護者や地域の理
解を得ながら、市立こども園
だけではなく私立幼保連携型
認定こども園にも順次移行さ
せることで、保護者の増加・
多様化する保育ニーズに迅速
に対応し、市全体の更なる教
育・保育の充実を目指す。

平成28年8月に再編実施方針
を追加決定し、市立幼保施設
の統合による市立こども園4
園の設置と民間移管による私
立こども園2園の設置方針を
公表した。
また、私立認定こども園は、
私立保育園からの移行によ
り、平成28年4月で合計5園と
なっているが、私立幼稚園の
認定こども園移行についても
協議を進め、保護者の増加・
多様化する保育ニーズに迅速
に対応し、市全体の更なる教
育・保育の充実を目指す。

取り組み内容・成果等

市立幼保施設の再編に関する
計画及び方針に基づき取組を
進め、平成27年4月には合計7
園の市立こども園(幼保連携
型認定こども園)の設置が完
了するとともに、さらに市立
こども園2園の移行に向けた
準備行為を進めた。

市立幼保施設の再編に関する
計画及び方針に基づき取組を
進め、平成28年4月には合計9
園の市立こども園(幼保連携
型認定こども園)の設置が完
了するとともに、さらに市立
こども園3園の移行に向けた
園舎改修工事等の準備行為を
進めた。

(予算)

(実績)

(目標)

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども・子育て会議
における意見等

・待機児童の解消、量的達成
は喫緊の課題である。同時
に、未来に向かう子どもの育
ちの保障は達成可能なのかが
課題である。子育て支援の受
け皿として必要なことは、子
どもの最善の利益であり、子
どもが10年20年後に人として
育ったのかである。長期的視
点での検証及び総合的・包括
的に見る視点が求められる。
・地域性(都心部、都心部以
外)によって、利用者の割合
が大きく異なるように感じ
る。地域に応じた効率的な事
業運営を行っていただきた
い。

・幼保再編実施計画の具体的
な情報公開を、もっと早い段
階で行うべきではないかと思
う。たとえ変更になる予定で
あっても、奈良市全体の計画
を公開する方が理解を得られ
やすい。現状の順次公表で
は、特に子育てが始まったば
かりの若い保護者には、先が
見えない不安感ばかりが煽ら
れる状況も生まれているよう
に思う。
・予算的に余裕があるのであ
れば、計画を先行し、実施し
ていただきたい。
・市立こども園の再編につい
ては、保護者や地域住民より
不安の声があがっており、保
護者や地域住民の声に謙虚に
耳を傾け、柔軟に対応してい
ただきたい。

・子育て支援の受け皿として
必要なことは、子どもの最善
の利益であり、子どもが10年
20年後に人として育ったのか
である。長期的視点での検証
及び総合的・包括的に見る視
点が求められる。
・財政上の問題と理想論との
ミスマッチが大きく、解決に
向けてのハードルは高いとは
思いますが、時代ニーズに
マッチしたスタイルの整備・
設置・事業運営をお願いした
いと思います。
・待機児童の増加や育児する
親・子どもの両方の角度から
考え、現代の社会や育児の状
況と、市のこども園や保育園
の行政の計画がマッチしてい
るかを今一度検証・検討して
いただくことを望みます。
現在は、子育ての当事者が行
政の制度に無理やり合わせて
育児する状況になっているよ
うに思います。育児する人達
がどのように子育てしたいか
を調査していただき、それに
合うような行政計画をたてて
いただきたいです。ちなみ
に、3歳からの子ども園では
今の育休制度では3歳までは
待てません。加えて、私立認
定保育園から私立認定こども
園への移行は、待機児童の解
消にはなっていないと思いま
す。
・市立こども園の設置は、私
立幼稚園の認定こども園移行
についてということで評価が
高くなっている。確かに尽力
してきた経緯がある。しかし
ながら、「協議を進め、保護
者の増加・多様化する保育
ニーズに迅速に対応し、市全
体の更なる教育・保育の充実
を目指す。」ことに終わら
ず、設置計画が保育ニーズに
迅速に対応してはじめて言え
ることではないか。今後の課
題である。これは「保育所等
の延長保育」項目についても
同じことが言える。また、
「幼稚園の一時預かり保育」
「休日保育事業」「夜間保育
事業」はC評価である。多様
化する保育ニーズに対応する
ためには、これらの課題の実
態と必要性を考慮し、事業の
拡充を目指すことが大切であ
る。

・市立こども園の設置数が幼
保再編実施計画どおりに進ん
でいる一方で、提供していた
だいたデータによれば平成29
年度は待機児童数が増加（85
名から163名）しています。
定員を確保するという点だけ
でなく、通園や通勤の利便性
や地域性、こども園化に伴う
様々な不安なども考慮してい
かなければならないとも思い
ます。もし「以前の形なら利
用出来たのに」といったケー
スがあるのならば、そうした
声から実施計画を考えていく
必要もあるのかとも思いま
す。
・市立こども園の再編につい
ては他の評価も同様である
が、必ずしも計画通り執行す
ることが高評価とは言えな
い。本プランの最大の目的は
子育てしやすいまちづくりに
あり、保護者や地域住民の声
に謙虚に耳を傾け地域によっ
ては幼稚園や保育園を存続さ
せるなど、再編計画の見直し
も含め柔軟に対応すべきでは
ないか。また、幼保連携型に
ついては、３歳以上の園児は
設置運営基準により同じ年齢
での学級編成が原則となって
おり、生活リズムの違いや長
期休暇のあるなし、幼稚園教
諭と保育士による勤務条件や
保育感の違いなど、全国的に
も様々な問題点が指摘されて
いる。幼保連携型だけに固執
せず、幼稚園型、保育所型、
または保育時間の延長（実質
2号認定）など、周辺地域の
実態やニーズも加味し柔軟に
対応していくことが求められ
る。
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども・子育て会議
における意見等

・待機児童の解消、量的達成
は喫緊の課題である。同時
に、未来に向かう子どもの育
ちの保障は達成可能なのかが
課題である。子育て支援の受
け皿として必要なことは、子
どもの最善の利益であり、子
どもが10年20年後に人として
育ったのかである。長期的視
点での検証及び総合的・包括
的に見る視点が求められる。
・地域性(都心部、都心部以
外)によって、利用者の割合
が大きく異なるように感じ
る。地域に応じた効率的な事
業運営を行っていただきた
い。

・幼保再編実施計画の具体的
な情報公開を、もっと早い段
階で行うべきではないかと思
う。たとえ変更になる予定で
あっても、奈良市全体の計画
を公開する方が理解を得られ
やすい。現状の順次公表で
は、特に子育てが始まったば
かりの若い保護者には、先が
見えない不安感ばかりが煽ら
れる状況も生まれているよう
に思う。
・予算的に余裕があるのであ
れば、計画を先行し、実施し
ていただきたい。
・市立こども園の再編につい
ては、保護者や地域住民より
不安の声があがっており、保
護者や地域住民の声に謙虚に
耳を傾け、柔軟に対応してい
ただきたい。

意見等に対する対応状況

市立こども園の設置について
は、現時点では過小規模と
なった市立幼稚園を含む校区
から優先して取り組みを進め
ているところであり、幼保再
編の全体像の公表には至って
いない。しかし「私の地域に
ある園が今後どうなるのか、
もっと早く教えてほしい」と
いう声を多くいただいている
のも事実である。
市立こども園の設置は、他園
の再編により生み出された人
材・財源を基礎としているこ
とから、計画の前倒しは困難
な状況にあるが、幼保再編の
実施にあたっては、可能な限
り早い段階で情報公開を行っ
たうえで、強引に進めること
なく、保護者や地域の理解を
得ながら進めていきたいと考
えている。

市立幼稚園の過小規模化及び
保護者の保育ニーズの増加・
多様化に対応するため、市立
幼保施設を再編し、計画的に
認定こども園へ移行を行って
いるところであるが、待機児
童については潜在的なニーズ
の顕在化により大幅に増加し
ており、市立幼保施設の再編
により生み出された人材と財
源のみでは対応が難しくなっ
ていることが実情である。そ
のため、市立こども園の設置
に加えて、民間移管による私
立幼保連携型認定こども園の
設置や私立保育施設の新設及
び定員増による、迅速且つ柔
軟な待機児童対策が必要であ
ると考える。また、再編につ
いては強引に進めることな
く、保護者や地域の意見に丁
寧に対応し、理解を得ながら
進めていきたいと考えてい
る。

・子育て支援の受け皿として
必要なことは、子どもの最善
の利益であり、子どもが10年
20年後に人として育ったのか
である。長期的視点での検証
及び総合的・包括的に見る視
点が求められる。
・財政上の問題と理想論との
ミスマッチが大きく、解決に
向けてのハードルは高いとは
思いますが、時代ニーズに
マッチしたスタイルの整備・
設置・事業運営をお願いした
いと思います。
・待機児童の増加や育児する
親・子どもの両方の角度から
考え、現代の社会や育児の状
況と、市のこども園や保育園
の行政の計画がマッチしてい
るかを今一度検証・検討して
いただくことを望みます。
現在は、子育ての当事者が行
政の制度に無理やり合わせて
育児する状況になっているよ
うに思います。育児する人達
がどのように子育てしたいか
を調査していただき、それに
合うような行政計画をたてて
いただきたいです。ちなみ
に、3歳からの子ども園では
今の育休制度では3歳までは
待てません。加えて、私立認
定保育園から私立認定こども
園への移行は、待機児童の解
消にはなっていないと思いま
す。
・市立こども園の設置は、私
立幼稚園の認定こども園移行
についてということで評価が
高くなっている。確かに尽力
してきた経緯がある。しかし
ながら、「協議を進め、保護
者の増加・多様化する保育
ニーズに迅速に対応し、市全
体の更なる教育・保育の充実
を目指す。」ことに終わら
ず、設置計画が保育ニーズに
迅速に対応してはじめて言え
ることではないか。今後の課
題である。これは「保育所等
の延長保育」項目についても
同じことが言える。また、
「幼稚園の一時預かり保育」
「休日保育事業」「夜間保育
事業」はC評価である。多様
化する保育ニーズに対応する
ためには、これらの課題の実
態と必要性を考慮し、事業の
拡充を目指すことが大切であ
る。

・市立こども園の設置数が幼
保再編実施計画どおりに進ん
でいる一方で、提供していた
だいたデータによれば平成29
年度は待機児童数が増加（85
名から163名）しています。
定員を確保するという点だけ
でなく、通園や通勤の利便性
や地域性、こども園化に伴う
様々な不安なども考慮してい
かなければならないとも思い
ます。もし「以前の形なら利
用出来たのに」といったケー
スがあるのならば、そうした
声から実施計画を考えていく
必要もあるのかとも思いま
す。
・市立こども園の再編につい
ては他の評価も同様である
が、必ずしも計画通り執行す
ることが高評価とは言えな
い。本プランの最大の目的は
子育てしやすいまちづくりに
あり、保護者や地域住民の声
に謙虚に耳を傾け地域によっ
ては幼稚園や保育園を存続さ
せるなど、再編計画の見直し
も含め柔軟に対応すべきでは
ないか。また、幼保連携型に
ついては、３歳以上の園児は
設置運営基準により同じ年齢
での学級編成が原則となって
おり、生活リズムの違いや長
期休暇のあるなし、幼稚園教
諭と保育士による勤務条件や
保育感の違いなど、全国的に
も様々な問題点が指摘されて
いる。幼保連携型だけに固執
せず、幼稚園型、保育所型、
または保育時間の延長（実質
2号認定）など、周辺地域の
実態やニーズも加味し柔軟に
対応していくことが求められ
る。

担
当
課
評
価

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

ー ー

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ
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■基本情報

■事業の取組状況 ※ （　）内は私立幼稚園実績含む

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 4 事業名 幼稚園等の一時預かり事業 部名 子ども未来部 課名
こども園推進課
保育所・幼稚園課

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容
幼稚園や認定こども園の通常の教育時間外に、希望する園児を対象に一
時預かり事業を実施し、保護者の子育てを支援します。

指標 年間延べ利用者数（人）
平成26年度

実績値
14,087

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 (8)一時預かり事業

千円 (予算) 千円

(決算) 67,761 千円 (決算) 75,615 千円

千円 (予算) 75,258 千円 (予算)(予算) 75,673 千円 (予算) 99,148

(決算) 千円(決算) 千円

予算・決算額

(目標) 57,934 (目標) 56,907

(実績)
（78,866）

37,349
(実績)

（77,908）
39,442

(実績)

目標値と実績値

(目標) 60,311 (目標) 59,578 (目標) 58,616

(決算) 千円

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

保護者の子育てを支援するた
め預かり保育事業の利用につ
いて、さらなる利用者拡大を
目指す。

今後も引き続き、幼稚園及び
認定こども園で一時預かり実
施園を増やすことで、利用者
拡大を目指し、子育て支援の
充実を図る。

(実績) (実績)

取り組み内容・成果等

幼稚園と認定こども園におけ
る在園児を対象とした預かり
保育事業について、市立幼稚
園9園及び市立認定こども園7
園で実施し、保護者の子育て
を支援した。

主として、幼稚園と認定こど
も園に在籍する満3歳以上の
幼児で、教育時間外において
も引き続き保育を行う一時預
かり事業を実施し、子育て支
援を行った。H28年度は、市
立幼稚園9園、市立認定こど
も園9園及び私立認定こども
園1園で本事業を実施した。

・子育て支援の受け皿として
必要なことは、子どもの最善
の利益であり、子どもが10年
20年後に人として育ったのか
である。長期的視点での検証
及び総合的・包括的に見る視
点が求められる。預かり保育
や休日保育は、評価はＣであ
るが、本当に必要な拠点はど
こかを考えることも大切であ
る。利用率だけではかれる内
容ではない。今後は必要な利
用者が利用できる体制構築も
視野に入れる評価が必要と考
える。また、地域住民や保護
者の理解が重要であり、双方
にとって、またこれからの子
育て世帯や子どもの最善の利
益を考えた取り組みを目指す
必要がある。
・財政上の問題と理想論との
ミスマッチが大きく、解決に
向けてのハードルは高いとは
思いますが、時代ニーズに
マッチしたスタイルの整備・
設置・事業運営をお願いした
いと思います。

・体制充実によって待機児童
の解消にも繋がると思うの
で、未実施のところでの実施
の推進が重要。延長保育や、
一預かり保育を希望する人の
実体把握が重要である。特
に、シングル家庭での把握
が、貧困家庭対策の参考にな
り、その後の小中学校での対
策になる。
・評価がCになっているのが
気になるが、待機児童を持つ
保護者の教育や保育に対する
考え方によるニーズと各施設
の設置や変換の方向性が少し
ずれているように感じる。保
育所での延長保育、幼稚園や
認定子ども園での預かり保育
を増加させようという狙いは
分かるが、それに伴う人件費
や実際の人員確保など難しい
現状があると思われる。保育
士の質の向上と処遇改善及び
幼稚園、認定こども園の教諭
（保育教育士）についても同
じく処遇改善について早急に
取り組むべきではないかと思
う。
・新制度により、保育短時
間、保育標準時間の2区分と
なり、それを超えた場合は延
長保育料が発生する仕組みと
なり、前年度からは認定が厳
格運用になり、特に短時間認
定を受けた保護者は日々変動
する仕事の終了時間とお迎え
の時間のせめぎあいのなかで
余裕を無くし子どもにきつく
当たったり自責の念に駆られ
たり、逆に、保育時間が保育
料の対価であり権利であると
認識することで、子どもの迎
えの時間が遅くなり、保育量
が増大するといった弊害も生
れている。保育で大切な子ど
もを保護者と保育者が共同し
て育てていくという意識が希
薄化し保護者と保育士との間
に分断を生むことなども懸念
されており、こういった視点
からの評価も検討すべきと考
える。園や保護者から聞き取
りするなど、実際にどうなっ
ているのかを検証し、保育料
の差が1.7％しかないなかで
短時間・標準時間の区分をな
くすことも含め再検討すべき
と考える。
・利用者の実績値が低い原因
は何かの分析・検討が必要。
そもそもニーズがないのか、
ニーズはあるが、周知が不十
分なのか、周知はされている
が利用しにくい制度のためな
のか、その原因によって対応
策も異なる。
・待機児童を解消するために
は、様々なリソースを活用す
る必要があり、幼稚園での一
時預かりもしっかりと取り組
むべきであると考える。目標
となる人数をしっかりケアで
きるよう取り組んでほしい。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｃ Ｃ

子ども・子育て会議
における意見等

・ 待機児童の解消、量的達
成は喫緊の課題である。同時
に、未来に向かう子どもの育
ちの保障は達成可能なのかが
課題である。子育て支援の受
け皿として必要なことは、子
どもの最善の利益であり、子
どもが10年20年後に人として
育ったのかである。長期的視
点での検証及び総合的・包括
的に見る視点が求められる。
・地域性(都心部、都心部以
外)によって、利用者の割合
が大きく異なるように感じ
る。地域に応じた効率的な事
業運営を行っていただきた
い。

・幼稚園の預かり保育の改善
点等の部分は、保護者の子育
てを支援するためだけではな
く、子どもの家庭以外の居場
所のため、子どもが集団経験
をするためなど子どもの育ち
の視点を追加したほうがよい
のではないか。
・預かり保育事業の利用希望
者は増加しており、事業実施
園数の増加が必要である。
・幼稚園の預かり保育事業の
利用者拡大は体制が十分でな
いところも多いため難しいと
思う。積極的な預かり保育事
業に取り組む幼稚園にはある
程度の補助が必要になるが、
現在それが十分でないと思わ
れる。
・１回あたりの料金設定では
なく、１時間ごとの料金にし
たらもっと利用しやすくなる
のではないか。
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

・子育て支援の受け皿として
必要なことは、子どもの最善
の利益であり、子どもが10年
20年後に人として育ったのか
である。長期的視点での検証
及び総合的・包括的に見る視
点が求められる。預かり保育
や休日保育は、評価はＣであ
るが、本当に必要な拠点はど
こかを考えることも大切であ
る。利用率だけではかれる内
容ではない。今後は必要な利
用者が利用できる体制構築も
視野に入れる評価が必要と考
える。また、地域住民や保護
者の理解が重要であり、双方
にとって、またこれからの子
育て世帯や子どもの最善の利
益を考えた取り組みを目指す
必要がある。
・財政上の問題と理想論との
ミスマッチが大きく、解決に
向けてのハードルは高いとは
思いますが、時代ニーズに
マッチしたスタイルの整備・
設置・事業運営をお願いした
いと思います。

・体制充実によって待機児童
の解消にも繋がると思うの
で、未実施のところでの実施
の推進が重要。延長保育や、
一預かり保育を希望する人の
実体把握が重要である。特
に、シングル家庭での把握
が、貧困家庭対策の参考にな
り、その後の小中学校での対
策になる。
・評価がCになっているのが
気になるが、待機児童を持つ
保護者の教育や保育に対する
考え方によるニーズと各施設
の設置や変換の方向性が少し
ずれているように感じる。保
育所での延長保育、幼稚園や
認定子ども園での預かり保育
を増加させようという狙いは
分かるが、それに伴う人件費
や実際の人員確保など難しい
現状があると思われる。保育
士の質の向上と処遇改善及び
幼稚園、認定こども園の教諭
（保育教育士）についても同
じく処遇改善について早急に
取り組むべきではないかと思
う。
・新制度により、保育短時
間、保育標準時間の2区分と
なり、それを超えた場合は延
長保育料が発生する仕組みと
なり、前年度からは認定が厳
格運用になり、特に短時間認
定を受けた保護者は日々変動
する仕事の終了時間とお迎え
の時間のせめぎあいのなかで
余裕を無くし子どもにきつく
当たったり自責の念に駆られ
たり、逆に、保育時間が保育
料の対価であり権利であると
認識することで、子どもの迎
えの時間が遅くなり、保育量
が増大するといった弊害も生
れている。保育で大切な子ど
もを保護者と保育者が共同し
て育てていくという意識が希
薄化し保護者と保育士との間
に分断を生むことなども懸念
されており、こういった視点
からの評価も検討すべきと考
える。園や保護者から聞き取
りするなど、実際にどうなっ
ているのかを検証し、保育料
の差が1.7％しかないなかで
短時間・標準時間の区分をな
くすことも含め再検討すべき
と考える。
・利用者の実績値が低い原因
は何かの分析・検討が必要。
そもそもニーズがないのか、
ニーズはあるが、周知が不十
分なのか、周知はされている
が利用しにくい制度のためな
のか、その原因によって対応
策も異なる。
・待機児童を解消するために
は、様々なリソースを活用す
る必要があり、幼稚園での一
時預かりもしっかりと取り組
むべきであると考える。目標
となる人数をしっかりケアで
きるよう取り組んでほしい。

子ども・子育て会議
における意見等

・ 待機児童の解消、量的達
成は喫緊の課題である。同時
に、未来に向かう子どもの育
ちの保障は達成可能なのかが
課題である。子育て支援の受
け皿として必要なことは、子
どもの最善の利益であり、子
どもが10年20年後に人として
育ったのかである。長期的視
点での検証及び総合的・包括
的に見る視点が求められる。
・地域性(都心部、都心部以
外)によって、利用者の割合
が大きく異なるように感じ
る。地域に応じた効率的な事
業運営を行っていただきた
い。

・幼稚園の預かり保育の改善
点等の部分は、保護者の子育
てを支援するためだけではな
く、子どもの家庭以外の居場
所のため、子どもが集団経験
をするためなど子どもの育ち
の視点を追加したほうがよい
のではないか。
・預かり保育事業の利用希望
者は増加しており、事業実施
園数の増加が必要である。
・幼稚園の預かり保育事業の
利用者拡大は体制が十分でな
いところも多いため難しいと
思う。積極的な預かり保育事
業に取り組む幼稚園にはある
程度の補助が必要になるが、
現在それが十分でないと思わ
れる。
・１回あたりの料金設定では
なく、１時間ごとの料金にし
たらもっと利用しやすくなる
のではないか。

意見等に対する対応状況

市立幼稚園等の一時預かり
は、待機児童を多く抱える地
域のニーズが高い園で、在園
児の希望者を対象に実施して
いる。今後は、幼保再編計画
の推進にあわせて、効果的な
拡大を図る。

幼稚園等において、日常生活
上の突発的な事情や就労等に
より家庭での保育が困難な場
合において、一時預かり事業
を実施している。市立こども
園においては全園で実施して
いるが、幼稚園では未実施園
もある中、本当に必要な拠点
での実施を目指し、各園でア
ンケート調査等の方法により
ニーズを把握したい。
また、保育士の処遇改善につ
いても国の動向を踏まえ取り
組んでいく。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ｂ Ｂ

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｃ ー
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

子ども・子育て会議
における意見等

・ 待機児童の解消、量的達
成は喫緊の課題である。同時
に、未来に向かう子どもの育
ちの保障は達成可能なのかが
課題である。子育て支援の受
け皿として必要なことは、子
どもの最善の利益であり、子
どもが10年20年後に人として
育ったのかである。長期的視
点での検証及び総合的・包括
的に見る視点が求められる。
・地域性(都心部、都心部以
外)によって、利用者の割合
が大きく異なるように感じ
る。地域に応じた効率的な事
業運営を行っていただきた
い。

・利用希望者のニーズ把握が
必要である。

・子育て支援の受け皿として
必要なことは、子どもの最善
の利益であり、子どもが10年
20年後に人として育ったのか
である。長期的視点での検証
及び総合的・包括的に見る視
点が求められる。
・財政上の問題と理想論との
ミスマッチが大きく、解決に
向けてのハードルは高いとは
思いますが、時代ニーズに
マッチしたスタイルの整備・
設置・事業運営をお願いした
いと思います。
・市立こども園の設置は、私
立幼稚園の認定こども園移行
についてということで評価が
高くなっている。確かに尽力
してきた経緯がある。しかし
ながら、「協議を進め、保護
者の増加・多様化する保育
ニーズに迅速に対応し、市全
体の更なる教育・保育の充実
を目指す。」ことに終わら
ず、設置計画が保育ニーズに
迅速に対応してはじめて言え
ることではないか。今後の課
題である。これは「保育所等
の延長保育」項目についても
同じことが言える。また、
「幼稚園の一時預かり保育」
「休日保育事業」「夜間保育
事業」はC評価である。多様
化する保育ニーズに対応する
ためには、これらの課題の実
態と必要性を考慮し、事業の
拡充を目指すことが大切であ
る。

・体制充実によって待機児童
の解消にも繋がると思うの
で、未実施のところでの実施
の推進が重要。延長保育や、
一預かり保育を希望する人の
実体把握が重要である。特
に、シングル家庭での把握
が、貧困家庭対策の参考にな
り、その後の小中学校での対
策になる。
・№4で、評価がCになってい
るのが気になるが、待機児童
を持つ保護者の教育や保育に
対する考え方によるニーズと
各施設の設置や変換の方向性
が少しずれているように感じ
る。保育所での延長保育、幼
稚園や認定こども園での預か
り保育を増加させようという
狙いは分かるが、それに伴う
人件費や実際の人員確保など
難しい現状があると思われ
る。保育士の質の向上と処遇
改善及び幼稚園、認定こども
園の教諭（保育教育士）につ
いても同じく処遇改善につい
て早急に取り組むべきではな
いかと思う。
・保育士の確保の問題なども
あり、ニーズをしっかりと把
握していただき、適切な対応
をお願いします。

平成29年度 平成30年度 平成31年度平成27年度 平成28年度

2,284(目標)

多様化する保育ニーズに対応
するため延長時間の拡大等、
事業の拡充を目指す。

2,193

就労する保護者にとって保育
所が利用しやすい環境を整え
るため、利用時間を超えた延
長保育事業を実施する市内私
立保育所、認定こども園及び
小規模保育事業所28園に補助
を実施したほか、市立保育所
6園においても本事業を実施
した。

担当課評価 Ａ Ａ

千円

125,756 千円 (予算)

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

多様化する保育ニーズに対応
するため延長時間の拡大等、
事業の拡充を目指す。

取り組み内容・成果等

2,375

(実績) 2,361 (実績) 2,339 (実績)

(目標) (目標)

目標値と実績値

2,102

(実績)

(目標)

千円 (予算)

(決算) 72,299 千円 (決算) 70,991

(目標) 2,467

千円

(決算)

(実績)

子育てと仕事の両立ができる
ような環境を整備するため、
私立保育所23園、認定こども
園5園及び小規模保育事業所4
園で利用時間を超えた延長保
育事業を実施したほか、市立
保育所6園においても同様の
事業を実施した。

千円 (予算)

千円(決算)千円

104,816

予算・決算額

千円 (予算)

2,081

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 (2)時間外保育事業

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容
保護者の就労形態の多様化等に伴う延長保育の需要に対応するため、保
育所や認定こども園等において認定された利用時間を超えた保育を実施
し、就労世帯等の支援を図ります。

指標 延長保育利用児童数(人）
平成26年度

実績値

(決算) 千円

(予算) 158,064

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 5 事業名 保育所等の延長保育 部名 子ども未来部 課名
こども園推進課
保育所・幼稚園課
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ｂ Ｂ担
当
課
評
価

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｃ ー

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども・子育て会議
における意見等

・ 待機児童の解消、量的達
成は喫緊の課題である。同時
に、未来に向かう子どもの育
ちの保障は達成可能なのかが
課題である。子育て支援の受
け皿として必要なことは、子
どもの最善の利益であり、子
どもが10年20年後に人として
育ったのかである。長期的視
点での検証及び総合的・包括
的に見る視点が求められる。
・地域性(都心部、都心部以
外)によって、利用者の割合
が大きく異なるように感じ
る。地域に応じた効率的な事
業運営を行っていただきた
い。

・利用希望者のニーズ把握が
必要である。

意見等に対する対応状況

地域に応じた効率的な実施に
ついて、子どもの最善の利益
を重視し、多様化する保育
ニーズや地域の実情を把握
し、事業拡大を図りたい。

現在、公立保育所において午
前7時から午後7時までの延長
保育を6園で実施している
が、時代ニーズ・地域の実情
を把握し、事業拡大を図りた
い。
また、延長保育における保育
内容、職員間の連携、保護者
との連絡方法等の充実を図
り、保護者の多様化する保育
ニーズに合った更なる整備を
行っていきたい。
保育士の処遇改善についても
国の動向等を踏まえ取り組ん
でいく。

・子育て支援の受け皿として
必要なことは、子どもの最善
の利益であり、子どもが10年
20年後に人として育ったのか
である。長期的視点での検証
及び総合的・包括的に見る視
点が求められる。
・財政上の問題と理想論との
ミスマッチが大きく、解決に
向けてのハードルは高いとは
思いますが、時代ニーズに
マッチしたスタイルの整備・
設置・事業運営をお願いした
いと思います。
・市立こども園の設置は、私
立幼稚園の認定こども園移行
についてということで評価が
高くなっている。確かに尽力
してきた経緯がある。しかし
ながら、「協議を進め、保護
者の増加・多様化する保育
ニーズに迅速に対応し、市全
体の更なる教育・保育の充実
を目指す。」ことに終わら
ず、設置計画が保育ニーズに
迅速に対応してはじめて言え
ることではないか。今後の課
題である。これは「保育所等
の延長保育」項目についても
同じことが言える。また、
「幼稚園の一時預かり保育」
「休日保育事業」「夜間保育
事業」はC評価である。多様
化する保育ニーズに対応する
ためには、これらの課題の実
態と必要性を考慮し、事業の
拡充を目指すことが大切であ
る。

・体制充実によって待機児童
の解消にも繋がると思うの
で、未実施のところでの実施
の推進が重要。延長保育や、
一預かり保育を希望する人の
実体把握が重要である。特
に、シングル家庭での把握
が、貧困家庭対策の参考にな
り、その後の小中学校での対
策になる。
・№4で、評価がCになってい
るのが気になるが、待機児童
を持つ保護者の教育や保育に
対する考え方によるニーズと
各施設の設置や変換の方向性
が少しずれているように感じ
る。保育所での延長保育、幼
稚園や認定こども園での預か
り保育を増加させようという
狙いは分かるが、それに伴う
人件費や実際の人員確保など
難しい現状があると思われ
る。保育士の質の向上と処遇
改善及び幼稚園、認定こども
園の教諭（保育教育士）につ
いても同じく処遇改善につい
て早急に取り組むべきではな
いかと思う。
・保育士の確保の問題なども
あり、ニーズをしっかりと把
握していただき、適切な対応
をお願いします。
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 6 事業名 休日保育事業 部名 子ども未来部 課名 保育所・幼稚園課

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容
保育所において、日曜・祝日などに就労するため、保育を必要とする保
護者の子どもを預かり保育します。

指標 休日保育延べ利用者数（人）
平成26年度

実績値
740

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

千円 (予算) 千円

(決算) 8,079 千円 (決算) 7,281 千円

千円 (予算) 8,623 千円 (予算)(予算) 8,400 千円 (予算) 8,344

(決算) 千円(決算) 千円

予算・決算額

(目標) 750 (目標) 750

(実績) 695 (実績) 547 (実績)

目標値と実績値

(目標) 750 (目標) 750 (目標) 750

(決算) 千円

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

日曜・祝日などに保育を必要
とする保護者に対して、休日
保育の情報を積極的に提供
し、休日保育利用人数を増や
していく。

日曜・祝日などに保育を必要
とする保護者に対して、休日
保育の情報を積極的に提供
し、休日保育利用人数を増や
していく。

(実績) (実績)

取り組み内容・成果等

就労する保護者にとって保育
所が利用しやすい環境を整え
るため、休日保育事業を実施
する市内私立保育所2園に、
保育所運営委託費を支払っ
た。

就労する保護者にとって保育
所が利用しやすい環境を整え
るため、休日保育事業を実施
する市内私立保育所2園に、
保育所運営委託費を支払っ
た。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｃ Ｃ

子ども・子育て会議
における意見等

・ 待機児童の解消、量的達
成は喫緊の課題である。同時
に、未来に向かう子どもの育
ちの保障は達成可能なのかが
課題である。子育て支援の受
け皿として必要なことは、子
どもの最善の利益であり、子
どもが10年20年後に人として
育ったのかである。長期的視
点での検証及び総合的・包括
的に見る視点が求められる。
・地域性(都心部、都心部以
外)によって、利用者の割合
が大きく異なるように感じ
る。地域に応じた効率的な事
業運営を行っていただきた
い。

・受け入れ保育園の体制支援
が必要である。
・休日保育については実施箇
所が少ない。各園でアンケー
ト調査を行うなどニーズの高
い園では優先的に実施できる
よう予算化の検討していただ
きたい。
・今後は情報拡大に努めてい
ただきたい。

・子育て支援の受け皿として
必要なことは、子どもの最善
の利益であり、子どもが10年
20年後に人として育ったのか
である。長期的視点での検証
及び総合的・包括的に見る視
点が求められる。預かり保育
や休日保育は、評価はＣであ
るが、本当に必要な拠点はど
こかを考えることも大切であ
る。利用率だけではかれる内
容ではない。今後は必要な利
用者が利用できる体制構築も
視野に入れる評価が必要と考
える。また、地域住民や保護
者の理解が重要であり、双方
にとって、またこれからの子
育て世帯や子どもの最善の利
益を考えた取り組みを目指す
必要がある。
・土曜の夕方以降、日曜祝日
の保育の少なさ、病児保育の
時の親子のケアをどうするか
が、課題として残っている。
・財政上の問題と理想論との
ミスマッチが大きく、解決に
向けてのハードルは高いとは
思いますが、時代ニーズに
マッチしたスタイルの整備・
設置・事業運営をお願いした
いと思います。

・休日保育については実施箇
所が少ないため就労場所等へ
の通勤時間の関係から預けに
くく、実際には高額な自費に
よる託児所へ預けるケースも
少なくない。各園でアンケー
ト調査を行うなどニーズの高
い園で優先的に実施できるよ
う予算化の検討を。

・ニーズを把握した上で、周
知とともに、利用しやすい制
度を検討することが必要。
・保育士の確保の問題なども
あり、ニーズをしっかりと把
握していただき、適切な対応
をお願いします。
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

子ども・子育て会議
における意見等

・ 待機児童の解消、量的達
成は喫緊の課題である。同時
に、未来に向かう子どもの育
ちの保障は達成可能なのかが
課題である。子育て支援の受
け皿として必要なことは、子
どもの最善の利益であり、子
どもが10年20年後に人として
育ったのかである。長期的視
点での検証及び総合的・包括
的に見る視点が求められる。
・地域性(都心部、都心部以
外)によって、利用者の割合
が大きく異なるように感じ
る。地域に応じた効率的な事
業運営を行っていただきた
い。

・受け入れ保育園の体制支援
が必要である。
・休日保育については実施箇
所が少ない。各園でアンケー
ト調査を行うなどニーズの高
い園では優先的に実施できる
よう予算化の検討していただ
きたい。
・今後は情報拡大に努めてい
ただきたい。

・子育て支援の受け皿として
必要なことは、子どもの最善
の利益であり、子どもが10年
20年後に人として育ったのか
である。長期的視点での検証
及び総合的・包括的に見る視
点が求められる。預かり保育
や休日保育は、評価はＣであ
るが、本当に必要な拠点はど
こかを考えることも大切であ
る。利用率だけではかれる内
容ではない。今後は必要な利
用者が利用できる体制構築も
視野に入れる評価が必要と考
える。また、地域住民や保護
者の理解が重要であり、双方
にとって、またこれからの子
育て世帯や子どもの最善の利
益を考えた取り組みを目指す
必要がある。
・土曜の夕方以降、日曜祝日
の保育の少なさ、病児保育の
時の親子のケアをどうするか
が、課題として残っている。
・財政上の問題と理想論との
ミスマッチが大きく、解決に
向けてのハードルは高いとは
思いますが、時代ニーズに
マッチしたスタイルの整備・
設置・事業運営をお願いした
いと思います。

・休日保育については実施箇
所が少ないため就労場所等へ
の通勤時間の関係から預けに
くく、実際には高額な自費に
よる託児所へ預けるケースも
少なくない。各園でアンケー
ト調査を行うなどニーズの高
い園で優先的に実施できるよ
う予算化の検討を。

・ニーズを把握した上で、周
知とともに、利用しやすい制
度を検討することが必要。
・保育士の確保の問題なども
あり、ニーズをしっかりと把
握していただき、適切な対応
をお願いします。

意見等に対する対応状況

保育所の入所受付時等におい
て、休日保育に係る情報を積
極的に提供するとともに、保
護者の保育についてのニーズ
把握に努めていく。

保育所の入所受付時に、保育
コンシェルジュが保護者の家
庭状況、就労状況などをきめ
細やかに聞き取りを行ってお
り、保護者に休日保育のニー
ズがある場合に、休日保育の
情報を提供していく。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ｂ Ｂ

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｃ Ｃ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 7 事業名 夜間保育事業 部名 子ども未来部 課名 保育所・幼稚園課

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容
保育所において、夜間に就労するため、保育を必要とする保護者の子ど
もを預かり保育します。

指標 夜間保育所延べ入所者数（人）
平成26年度

実績値
489

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

千円 (予算) 千円

(決算) 8,192 千円 (決算) 7,366 千円

千円 (予算) 8,169 千円 (予算)(予算) 9,983 千円 (予算) 8,100

(決算) 千円(決算) 千円

予算・決算額

(目標) 480 (目標) 480

(実績) 473 (実績) 336 (実績)

目標値と実績値

(目標) 480 (目標) 480 (目標) 480

(決算) 千円

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

夜間に就労するため保育を必
要とする保護者に対して、夜
間保育の情報を積極的に提供
していく。

夜間に就労するため保育を必
要とする保護者に対して、夜
間保育の情報を積極的に提供
していく。

(実績) (実績)

取り組み内容・成果等

就労する保護者にとって保育
所が利用しやすい環境を整え
るため、夜間保育事業を実施
する市内私立保育所1園に、
保育所運営委託費を支払っ
た。

就労する保護者にとって保育
所が利用しやすい環境を整え
るため、夜間保育事業を実施
する市内私立保育所1園に、
保育所運営委託費を支払っ
た。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ Ｃ

子ども・子育て会議
における意見等

・ 待機児童の解消、量的達
成は喫緊の課題である。同時
に、未来に向かう子どもの育
ちの保障は達成可能なのかが
課題である。子育て支援の受
け皿として必要なことは、子
どもの最善の利益であり、子
どもが10年20年後に人として
育ったのかである。長期的視
点での検証及び総合的・包括
的に見る視点が求められる。
・地域性(都心部、都心部以
外)によって、利用者の割合
が大きく異なるように感じ
る。地域に応じた効率的な事
業運営を行っていただきた
い。

・子育て支援の受け皿として
必要なことは、子どもの最善
の利益であり、子どもが10年
20年後に人として育ったのか
である。長期的視点での検証
及び総合的・包括的に見る視
点が求められる。
・土曜の夕方以降、日曜祝日
の保育の少なさ、病児保育の
時の親子のケアをどうするか
が、課題として残っている。
・財政上の問題と理想論との
ミスマッチが大きく、解決に
向けてのハードルは高いとは
思いますが、時代ニーズに
マッチしたスタイルの整備・
設置・事業運営をお願いした
いと思います。

・保育士の確保の問題なども
あり、ニーズをしっかりと把
握していただき、適切な対応
をお願いします。
・実績が減少しているので、
様々な手法での情報発信を積
極的に行い、増加につなげて
ほしい。
・情報の提供方法についての
検討が必要。なぜ、情報が十
分に必要な保護者に届いてい
ないのか、現在の取組を評価
した上で、今後可能な具体的
方策の提示が必要。

意見等に対する対応状況

保育所の入所受付時等におい
て、夜間保育に係る情報を積
極的に提供するとともに、保
護者の保育についてのニーズ
把握に努めていく。

保育所の入所受付時に、保育
コンシェルジュが保護者の家
庭状況、就労状況などをきめ
細やかに聞き取りを行ってお
り、保護者に夜間保育のニー
ズがある場合に、夜間保育の
情報を提供していく。
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ｂ Ｂ

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｃ Ｃ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 8 事業名 保育所及び幼稚園等職員研修の推進 部名 子ども未来部 課名 こども園推進課

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容

指標 ー
平成26年度

実績値
ー

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

子どもの人権を十分配慮し、多様な教育・保育ニーズ及び子育て支援等
のサービスに対応するため、保育所及び幼稚園、認定こども園に勤務す
る職員を対象に園内外の研修を実施し、資質向上を図ります。

千円

(決算) 1,043 千円 (決算) 923 千円

千円 (予算) 1,089 千円 (予算)(予算) 1,438 千円 (予算) 1,063

(決算) 千円

ー (目標) ー

(決算) 千円

千円 (予算)

(決算) 千円

予算・決算額

(目標) ー (目標) ー

(実績) ー (実績) ー (実績)

目標値と実績値

(目標) ー (目標)

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

多様化する保護者の教育・保
育ニーズに応じるため市立の
保育所・幼稚園・こども園の
保育士等への研修により資質
の向上を図る。また、現在在
職の職員の退職、休職等を防
ぐための研修も実施する。職
員一人ひとりが自己研鑽を
し、日常の実践と結びついた
園内研修や幼保の枠を超えた
教育・保育の力量を高めるた
めの研修を充実させていく。

本市の保育教育士における年
齢層別の課題や、国の動き、
多様化する地域、保護者の
ニーズ等、様々な保育にかか
わる情報、実態を見据えて、
それらに対応していくため職
員一人一人の教育・保育力の
向上に必要な研修内容と体制
を見直し、充実させていく。

(実績) (実績)

取り組み内容・成果等

連携大学等の指導を受け、本
市の幼稚園教諭と保育士が参
加して、これからの教育・保
育の担い手として必要とされ
る資質向上に向け、公開保
育、実践事例研究会等の様々
な研修を実施してきた。熟練
した職員が不足している中、
文部科学省委託調査研究事業
では、人材育成を行う養成プ
ログラムの開発にも取り組ん
できた。

新任保育教育士、園長、副園長
など経験年数に応じた研修や、
特別支援、教育・保育内容など
専門的な研修を実施し、又、大
学・専門分野の指導者を講師と
して指導を受け、社会情勢や
ニーズに対応していけるよう資
質向上に向けた研修を実施し
た。公開保育、実践事例研究会
等実践的な研修や文部科学省委
託調査研究事業において人材育
成の研修も行い、私立園への参
加の呼びかけも行った。

・公立だけでなく私立の職員
についても園の経営者任せに
せず、同様の研修が保障でき
るよう一定の予算措置が必要
である。
・保育者の資質向上は、公立
園だけではなく、私立園にお
いても重要である。公私合同
研修の開催が望まれる。
・資質向上のための教職員研
修は大事だが、実際はニーズ
が多様で、時間を確保するこ
とが困難になっていることも
事実で、良い研修の機会が
あってもそれに参加できない
物理的状況もあるという事実
も把握されたい。
・子どもにやさしいまちづく
り条例を研修の項目に入れて
いただきたい。
・保育士の研修を推進するた
めには、保育士の人数を増や
さなければ推進できないよう
に思う。

・研修の推進は質的保障の根
幹である。特に就学前の研修
の充実は保育所・こども園を
含めて求められる。幼児教育
センターの配置や新採用者に
対するアドバイザー配置など
は、幼稚園・保育所・こども
園・小学校、公立民間が一致
して実施していくことが今後
の課題である。子どもにやさ
しいまちづくり条例がせっか
く奈良市としてあるので、そ
れを生かした研修などがある
とよいと思う。

・現場の先生方は現状ですら
多忙なのではないでしょう
か。推進を行う為には、推進
出来る体制を整える為の現状
見直しが必要では。
・保育の質は研修も重要であ
るが、学びを実践に生かし、
実践から教訓を導き出し職員
みんなで共有することが重要
です。経験を積み重ねていく
ためにも、その前提として、
保育士が働き続けられ環境を
つくることが重要となってく
る。認可保育所（公立・私
立）で働く保育士の勤続年数
を明らかにし、保育士の労働
条件、労働環境の改善をはか
るなかで、他の指標と同様に
数値目標化することが重要で
はないか。また、本プラン、
子どもにやさしいまちづくり
条例の基本理念、園児数から
も公立だけでなく私立の職員
についても園の経営者任せに
せず同様の研修や勤続年数の
アップが保障できるよう一定
の予算措置が必要ではない
か。
・様々な研修があるなか、奈
良市としての独自の研修と、
県との連携を必要とした研修
を公私立全体で計画をたて受
講できるよう、引き続き取り
組んでいただきたいと思いま
す。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ Ｂ

子ども・子育て会議
における意見等
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

意見等に対する対応状況

以前より公私立保育所・幼稚
園・こども園の職員を対象と
した合同研修会を実施してい
る。今後も多様化するニーズ
に対応し、保育の資質向上を
図る研修を実施するととも
に、保育士確保に努め、研修
の推進を図っていく。

本市が実施している研修につ
いては、対象を公立園だけで
なく、私立園にも対象を広
げ、奈良市としての就学前教
育の充実を図れるように実施
している。アンケート等で現
場に求められる研修内容の把
握や実践につながる研修方法
を検証するとともに、園内に
おいて研修内容を全職員で共
有する方法なども含め、研修
体制の推進を整え、さらに充
実させたいと考える。

・公立だけでなく私立の職員
についても園の経営者任せに
せず、同様の研修が保障でき
るよう一定の予算措置が必要
である。
・保育者の資質向上は、公立
園だけではなく、私立園にお
いても重要である。公私合同
研修の開催が望まれる。
・資質向上のための教職員研
修は大事だが、実際はニーズ
が多様で、時間を確保するこ
とが困難になっていることも
事実で、良い研修の機会が
あってもそれに参加できない
物理的状況もあるという事実
も把握されたい。
・子どもにやさしいまちづく
り条例を研修の項目に入れて
いただきたい。
・保育士の研修を推進するた
めには、保育士の人数を増や
さなければ推進できないよう
に思う。

・研修の推進は質的保障の根
幹である。特に就学前の研修
の充実は保育所・こども園を
含めて求められる。幼児教育
センターの配置や新採用者に
対するアドバイザー配置など
は、幼稚園・保育所・こども
園・小学校、公立民間が一致
して実施していくことが今後
の課題である。子どもにやさ
しいまちづくり条例がせっか
く奈良市としてあるので、そ
れを生かした研修などがある
とよいと思う。

・現場の先生方は現状ですら
多忙なのではないでしょう
か。推進を行う為には、推進
出来る体制を整える為の現状
見直しが必要では。
・保育の質は研修も重要であ
るが、学びを実践に生かし、
実践から教訓を導き出し職員
みんなで共有することが重要
です。経験を積み重ねていく
ためにも、その前提として、
保育士が働き続けられ環境を
つくることが重要となってく
る。認可保育所（公立・私
立）で働く保育士の勤続年数
を明らかにし、保育士の労働
条件、労働環境の改善をはか
るなかで、他の指標と同様に
数値目標化することが重要で
はないか。また、本プラン、
子どもにやさしいまちづくり
条例の基本理念、園児数から
も公立だけでなく私立の職員
についても園の経営者任せに
せず同様の研修や勤続年数の
アップが保障できるよう一定
の予算措置が必要ではない
か。
・様々な研修があるなか、奈
良市としての独自の研修と、
県との連携を必要とした研修
を公私立全体で計画をたて受
講できるよう、引き続き取り
組んでいただきたいと思いま
す。

子ども・子育て会議
における意見等

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ｂ Ｂ

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｃ ー

16 / 69 ページ



■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

平成30年度 平成31年度

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 9 事業名 保育所及び幼稚園等と小学校との連携の推進 部名 子ども未来部 課名 こども園推進課

千円

(決算) ー 千円 (決算) ー 千円

事業内容
中学校まで連携・接続した教育をめざし、保育所及び幼稚園、認定こど
も園から小学校への滑らかな接続を図るとともに、小学校との連携を推
進します。

指標

予算・決算額

(予算)

(決算)

ー
平成26年度

実績値
ー

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

平成27年度 平成28年度 平成29年度

ー 千円 (予算) ー

(決算)

千円 (予算) ー 千円 (予算) 千円 (予算)

千円(決算) 千円

(実績) (実績)

ー

千円

(目標) ー (目標) ー

目標値と実績値

(目標) ー (目標) ー (目標)

(実績) ー (実績) ー (実績)

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

保・幼・小の接続がスムーズ
におこなえるよう、幼児・児
童の交流だけでなく、教員間
の交流を持ち、子どもたちの
育ちについて意見を交わす機
会を持った。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

子どもの育ちは、幼稚園・保
育所等で完結するものではな
く、小学校等との連携が重要
となることから、本市におい
ては、幼稚園・保育所等から
小学校へのスムーズな接続を
図るため、カリキュラム、指
導の内容や方法に関わるも
の、幼稚園・保育所の職員と
小学校の教員間や、児童と生
徒間の交流という点について
さらに様々な取り組みを行
う。

今後、幼保連携型認定こども
園教育・保育要領、幼稚園教
育要領、保育所保育指針が改
訂になり、小学校との接続の
部分を丁寧に見ていくことが
大切になる。そのことを見据
え、奈良市で作成した奈良市
立こども園カリキュラムの大
幅な見直し、改訂に向けての
取り組みを進めていく。連携
が進んでいる園とあまりでき
ていないところがあるので、
奈良市全体で進めていけるよ
うにしていきたい。

取り組み内容・成果等

連携大学等の指導を受け、本
市の保育教育士が参加して、
これからの教育・保育の担い
手として必要とされる資質に
ついて、公開保育等を通して
指導案等を学んだ。

担当課評価 Ｃ Ｃ

子ども・子育て会議
における意見等

・保育所及び幼稚園等と小学
校との連携の推進・特別支援
教育支援員の配置（幼稚
園）・民間保育所等運営費補
助金・保育所等のサービス評
価の実施がC評価である。こ
れらは今求められる具体的な
保育実践に直結する内容であ
る。どの項目も重要課題とし
て位置づけ、今後の具体的実
施に結びつくように努めてい
ただきたい。

・小中一貫教育の中での幼稚
園・保育園の位置付けの明確
化が必要である。
・実態を把握した上で「連
携」として具体的に何を実施
していくのか、検討していく
ことが必要である。

・今後、幼保連携型認定こど
も園教育・保育要領、幼稚園
教育要領、保育所保育指針が
改訂になり、小学校との接続
の部分を丁寧に見ていくこと
が大切になる。奈良市で作成
した奈良市立こども園カリ
キュラムの見直しや改訂に向
けての取り組みを進めていく
ことは大切である。しかしな
がら、C評価としているとこ
ろは、もう少し頑張って取り
組んできたこととして自信を
持ってもよいのではないか。
改善することと、やってきた
ことを否定することとはちが
う。連携が進んでいる園とあ
まりできていないところがあ
るので、奈良市全体で進めて
いけるようにしていくことこ
そが大切である。

・Ｃの評価というのは、奈良
市で子育てしていく上で非常
に不安を感じる評価です。待
機児童を数字上で解消できて
も、この部分での評価がプラ
スにならなければ、意味がな
いように思います。
・現場の先生方は現状ですら
多忙なのではないでしょう
か。推進を行う為には、推進
出来る体制を整える為の現状
見直しが必要では。
・保育所は幼稚園に比べ広い
地域からの通園しており卒園
後の小学校がバラバラになる
ところもあり、小学校との滑
らかな連携ということが難し
い状況もあると思います。こ
ども園化が進む中で「連携が
進んでいる園とあまりできて
いない園」といった違いがど
こから出てくるのかを分析
し、何かしらの目標・指標を
打ち出していく必要があると
思います。
・今まで以上に小学校への継
続が大切とされていることも
あり、公私立全園が小学校と
の連携を図れるよう引き続き
取り組んでいただきたいと思
います。
・これから育ちゆく子供たち
の礎となる重要な課題である
故、”連携”や”推進”と
いった言葉で終わることな
く、具体論としての取り組み
への議論をお願いしたい。
・奈良市全体で幼小接続を進
めていくためには、小中一貫
教育とつなげながら、中学校
区ごとに保幼小中合同研修等
を重ねていくなど、学校区単
位での丁寧な積み重ねが必
要。
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども・子育て会議
における意見等

・保育所及び幼稚園等と小学
校との連携の推進・特別支援
教育支援員の配置（幼稚
園）・民間保育所等運営費補
助金・保育所等のサービス評
価の実施がC評価である。こ
れらは今求められる具体的な
保育実践に直結する内容であ
る。どの項目も重要課題とし
て位置づけ、今後の具体的実
施に結びつくように努めてい
ただきたい。

・小中一貫教育の中での幼稚
園・保育園の位置付けの明確
化が必要である。
・実態を把握した上で「連
携」として具体的に何を実施
していくのか、検討していく
ことが必要である。

・今後、幼保連携型認定こど
も園教育・保育要領、幼稚園
教育要領、保育所保育指針が
改訂になり、小学校との接続
の部分を丁寧に見ていくこと
が大切になる。奈良市で作成
した奈良市立こども園カリ
キュラムの見直しや改訂に向
けての取り組みを進めていく
ことは大切である。しかしな
がら、C評価としているとこ
ろは、もう少し頑張って取り
組んできたこととして自信を
持ってもよいのではないか。
改善することと、やってきた
ことを否定することとはちが
う。連携が進んでいる園とあ
まりできていないところがあ
るので、奈良市全体で進めて
いけるようにしていくことこ
そが大切である。

・Ｃの評価というのは、奈良
市で子育てしていく上で非常
に不安を感じる評価です。待
機児童を数字上で解消できて
も、この部分での評価がプラ
スにならなければ、意味がな
いように思います。
・現場の先生方は現状ですら
多忙なのではないでしょう
か。推進を行う為には、推進
出来る体制を整える為の現状
見直しが必要では。
・保育所は幼稚園に比べ広い
地域からの通園しており卒園
後の小学校がバラバラになる
ところもあり、小学校との滑
らかな連携ということが難し
い状況もあると思います。こ
ども園化が進む中で「連携が
進んでいる園とあまりできて
いない園」といった違いがど
こから出てくるのかを分析
し、何かしらの目標・指標を
打ち出していく必要があると
思います。
・今まで以上に小学校への継
続が大切とされていることも
あり、公私立全園が小学校と
の連携を図れるよう引き続き
取り組んでいただきたいと思
います。
・これから育ちゆく子供たち
の礎となる重要な課題である
故、”連携”や”推進”と
いった言葉で終わることな
く、具体論としての取り組み
への議論をお願いしたい。
・奈良市全体で幼小接続を進
めていくためには、小中一貫
教育とつなげながら、中学校
区ごとに保幼小中合同研修等
を重ねていくなど、学校区単
位での丁寧な積み重ねが必
要。

意見等に対する対応状況

今年度国から学習指導要領・
幼稚園教育指導要領等の改訂
に向けた方向性の取りまとめ
が打ち出され、幼小接続（幼
児教育と小学校教育の接続）
の重要性がその背景に盛り込
まれている。奈良市では、そ
れに先がけ、奈良市立こども
園カリキュラムで掲げている
理念を「生きぬく子どもの育
成」とし、奈良市教育大綱の
「目標」と同じ方向性で子ど
もの育成に取り組んでいる。
市立こども園・保育園・幼稚
園の子どもたちに一貫した教
育・保育を提供し、就学につ
ながる「学びに向かう力」を
育むことで幼小接続の強化に
努めたい。また、連携を充実
させるために具体的手立てを
検討していきたい。

こども園化が進む中で、連携
の進んでいる園とあまり進ん
でいない園においては、小学
校に隣接している等の各園の
設置状況により自然な交流が
難しいことも関係している
中、交流回数ではなく内容を
工夫して連携を進めていきた
い。
また、改訂を進めている奈良
市立こども園カリキュラムに
おいて、小学校との接続につ
いての内容を更に重視し、小
学校生活に滑らかにつないで
いく。
先を見据え、子どもの学びや
育ちをつなぎ、円滑に接続で
きるように引き続き奈良市全
体で努めていくことが必要で
ある。
公私立ともに学校区での研
修・交流・情報交換を積み重
ねる等地域全体での取り組み
に力を入れていきたい。

担
当
課
評
価

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｃ ー

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ｂ Ｂ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 10 事業名 特別支援教育支援員の配置（幼稚園等） 部名 子ども未来部 課名 こども園推進課

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容

指標
特別支援教育知識保有者の

人数の割合（％）
平成26年度

実績値
平成27年度より実施

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

幼稚園等に在園する特別な支援を要する幼児に対して、必要な支援を提
供することにより、他の幼児を含めて行き届いた教育を提供するととも
に、特別支援教育の充実を図ります。

千円

(決算) 35,079 千円 (決算) 36,261 千円

千円 (予算) 80,621 千円 (予算)(予算) 37,000 千円 (予算) 37,500

(決算) 千円

32 (目標) 48

(決算) 千円

千円 (予算)

意見等に対する対応状況

本市で定めた配置基準により
特別支援教育支援員を配置し
ている。園児一人一人に必要
な支援の方法は異なるため、
増加する特別支援を要する幼
児に対して、よりきめ細かな
対応及び行き届いた教育の提
供ができるよう、人材確保に
努めたい。

支援を要する園児に対して、
奈良市子ども発達センターと
連携を取りながら必要な支援
員の配置を行うとともに、
年々増加傾向にある支援を要
する園児に対応するため、引
き続き人材確保に努めたい。
また、特別支援教育支援員と
しての専門的知識取得のた
め、研修機会（回数）を増や
すとともに、保護者の特別支
援教育に対する関心・ニーズ
に対応できるような研修内容
にしていく等、更なる充実を
図っていく。

(決算) 千円

予算・決算額

(目標) 63 (目標) 76

(実績) 10.3 (実績) 19 (実績)

目標値と実績値

(目標) 17 (目標)

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

過小規模化している幼稚園を
統廃合し、こども園に再編し
ても特別な支援を継続し、必
要とする幼児に対してさらに
きめ細やかな教育を保障す
る。

特別支援に関する専門的知識
を持って、特別支援教育支援
員がより適切な教育を提供す
る必要があるが、勤務体制・
雇用形態により研修に参加す
ることが困難になる場合があ
るため、支援員の研修への参
加体制を見直す。

(実績) (実績)

取り組み内容・成果等

平成23年度から26年度に引き
続き平成27年度においても発
達センターでの専門的な評価
を基に配置を行うとともに、
認定こども園等一部幼稚園に
複数配置を行った。

平成28年度も引き続き奈良市
子ども発達センターと連携を
取りながら支援員の配置を
行った。また、特別支援教育
支援員として専門的知識の必
要性から研修の場を設けた。

・保育所及び幼稚園等と小学
校との連携の推進・特別支援
教育支援員の配置（幼稚
園）・民間保育所等運営費補
助金・保育所等のサービス評
価の実施がC評価である。こ
れらは今求められる具体的な
保育実践に直結する内容であ
る。どの項目も重要課題とし
て位置づけ、今後の具体的実
施に結びつくように努めてい
ただきたい。

・特別支援を要する幼児は増
加傾向にあるが、十分な手立
てがとれていない。これにつ
いても正しい判断のもと加配
をつけることができるなど、
環境を整えられたい。また、
就園前後に実施されている乳
幼児健診での診断やその後の
きめ細かな指導、援助がある
と良いように思う。
・教育支援員の育成は急にで
きるものではないので、必要
人数の確保については着実に
取り進めていただきたい。

・多様なニーズに応えるため
に新しい保育や教育のあり方
を検討するべき。オルタナ
ティブスクールなども保育・
教育の選択肢として検討して
いったり、保育園の先生や学
校の先生の業務効率化で、
IoTの導入を大胆に検討して
いくべき。

・特別支援学級等の充実は多
様な教育・保育ニーズに対応
するために、極めて重要なこ
とであり、早期の充実をお願
いしたい。
・特別支援に関しては現場の
ニーズにこたえられるべく支
援員の配置やそれに関する研
修が受講できるような処遇改
善に積極的に目を向けて頂き
たい。
・支援員の研修として、参加
体制の見直しに加えて、勤務
園に専門家を派遣し、園全体
で研修を行うなどの研修方法
の充実・検討も必要。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｃ Ｃ

子ども・子育て会議
における意見等
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

意見等に対する対応状況

本市で定めた配置基準により
特別支援教育支援員を配置し
ている。園児一人一人に必要
な支援の方法は異なるため、
増加する特別支援を要する幼
児に対して、よりきめ細かな
対応及び行き届いた教育の提
供ができるよう、人材確保に
努めたい。

支援を要する園児に対して、
奈良市子ども発達センターと
連携を取りながら必要な支援
員の配置を行うとともに、
年々増加傾向にある支援を要
する園児に対応するため、引
き続き人材確保に努めたい。
また、特別支援教育支援員と
しての専門的知識取得のた
め、研修機会（回数）を増や
すとともに、保護者の特別支
援教育に対する関心・ニーズ
に対応できるような研修内容
にしていく等、更なる充実を
図っていく。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ｂ Ｂ

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｃ ー
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 11 事業名 公立保育所等の充実 部名 子ども未来部 課名 こども園推進課

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容

指標 保育所・こども園の
入所児童数（人）

平成26年度
実績値

3,006

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

公立保育所等においても、保育環境及び保育サービスの充実を図ること
により、子育てと仕事の両立支援をめざします。

千円

(決算) 890,208 千円 (決算) 978,926 千円

千円 (予算) 1,381,770 千円 (予算)(予算) 1,007,137 千円 (予算) 1,096,871

(決算) 千円

3,420 (目標) 3,790

(決算) 千円

千円 (予算)

(決算) 千円

予算・決算額

(目標) 4,615 (目標) 4,840

(実績) 3,032 (実績) 2,955 (実績)

目標値と実績値

(目標) 3,420 (目標)

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

保育所等の園児は１日のほと
んどを園内で過ごすことにな
るため安全で快適な保育環境
を保つことは重要なことであ
ることから老朽化した施設及
び設備の修繕、保守管理を随
時行うことにより安心して生
活が送れるよう保育環境を整
え、少しでも多くの子どもを
預かれるように努める。

今後も保育サービスの充実を
図るため、保育教育士の研修
を実施し、質の向上を図ると
ともに、臨時保育教育士の処
遇改善を行うことで、保育教
育士を確保し、年々増加する
待機児童を解消し、更なる体
制を整えていく。

(実績) (実績)

取り組み内容・成果等

多様化する保護者のニーズに
応え、保育環境及び保育サー
ビスの充実を図るため公立保
育所全園において完全給食の
実施を行った。

待機児童の解消を目指し、保
育園の整備を促進すると共
に、親の就労形態の多様化に
対応した保育サービス(延長
保育・子育て相談等)の充実
を図った。

・目標には届いていない。全
事業の中で最も予算が割り振
られている事業であり、求め
られることも多いと思うが、
目標に届くよう魅力ある保育
所にしていただきたい。

・多様なニーズに応えるため
に新しい保育や教育のあり方
を検討するべき。オルタナ
ティブスクールなども保育・
教育の選択肢として検討して
いったり、保育園の先生や学
校の先生の業務効率化で、
IoTの導入を大胆に検討して
いくべき。

Ｃの評価というのは、奈良市
で子育てしていく上で非常に
不安を感じる評価です。待機
児童を数字上で解消できて
も、この部分での評価がプラ
スにならなければ、意味がな
いように思います。
・課題に書かれている内容か
らの指標としては、入所児童
数よりも保育士数の方が適切
なのかと思います。
・保育士不足の解消において
は、指摘されているように臨
時保育教育士の処遇改善が喫
緊の課題。保育士離職者が復
帰しやすいように、研修制度
（講義・実習）の検討が求め
られる。
・公立、民間を問わず保育所
では非正規雇用が主力となっ
ており、公立では5割、民間
ではバラツキはあるものの高
いところでは7割、9割が非正
規という園もあり、生涯にわ
たる人格形成の基礎を培う重
要な時期を担う保育、教育体
制として疑問を持たざるを得
ない。一般的に保育士の労働
環境はブラック化しており、
介護と並び人が集まりにくい
職種といわれている。公立で
も非正規となると、賃金も低
く、土曜出勤や時差勤務な
ど、労働条件的にも良くなく
就労につながりにくい。奈良
市子どもにやさしいまちづく
り条例の理念でもある「子ど
もの最善の利益を保障する」
観点からも、非正規も含めた
思い切った処遇改善が必要。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ Ｃ

子ども・子育て会議
における意見等
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

意見等に対する対応状況

老朽化の進む施設及び設備の
計画的な修繕、保守管理を行
うとともに、保育士等の人材
確保に努め、保育環境及び保
育サービスの充実を図ってい
く。

臨時保育教育士の処遇改善を
進めるとともに就職フェア等
人材確保に努め、また、保育
教育士の意欲向上につながる
研修内容、保育内容の充実を
図り保育教育士の定着化を
図っていくことにより、待機
児童解消の実現を目指す。
引き続き、老朽化の進む施設
及び設備の計画的な修繕、保
守管理を行い保育環境の充実
を図っていく。

・目標には届いていない。全
事業の中で最も予算が割り振
られている事業であり、求め
られることも多いと思うが、
目標に届くよう魅力ある保育
所にしていただきたい。

・多様なニーズに応えるため
に新しい保育や教育のあり方
を検討するべき。オルタナ
ティブスクールなども保育・
教育の選択肢として検討して
いったり、保育園の先生や学
校の先生の業務効率化で、
IoTの導入を大胆に検討して
いくべき。

Ｃの評価というのは、奈良市
で子育てしていく上で非常に
不安を感じる評価です。待機
児童を数字上で解消できて
も、この部分での評価がプラ
スにならなければ、意味がな
いように思います。
・課題に書かれている内容か
らの指標としては、入所児童
数よりも保育士数の方が適切
なのかと思います。
・保育士不足の解消において
は、指摘されているように臨
時保育教育士の処遇改善が喫
緊の課題。保育士離職者が復
帰しやすいように、研修制度
（講義・実習）の検討が求め
られる。
・公立、民間を問わず保育所
では非正規雇用が主力となっ
ており、公立では5割、民間
ではバラツキはあるものの高
いところでは7割、9割が非正
規という園もあり、生涯にわ
たる人格形成の基礎を培う重
要な時期を担う保育、教育体
制として疑問を持たざるを得
ない。一般的に保育士の労働
環境はブラック化しており、
介護と並び人が集まりにくい
職種といわれている。公立で
も非正規となると、賃金も低
く、土曜出勤や時差勤務な
ど、労働条件的にも良くなく
就労につながりにくい。奈良
市子どもにやさしいまちづく
り条例の理念でもある「子ど
もの最善の利益を保障する」
観点からも、非正規も含めた
思い切った処遇改善が必要。

子ども・子育て会議
における意見等

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ｂ Ｂ

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｃ ー

22 / 69 ページ



■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容

指標 ー
平成26年度

実績値
ー

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

乳幼児期からの適切な食事のとり方や望ましい食習慣の定着、食を通じ
た豊かな人間性の育成など、心身の健全育成を図るため、保育所等で
「食育カリキュラム」を作り、実施します。また、「奈良市立保育園・
こども園食物アレルギー対応マニュアル」に基づき、食物アレルギーの
ある園児に安全な給食を提供します。

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 12 事業名 保育所等における食育の推進 部名 子ども未来部 課名 こども園推進課

千円 (予算) ー 千円

(決算) ー 千円 (決算) ー 千円

千円 (予算) ー 千円 (予算) ー(予算) ー 千円 (予算) ー

(決算) 千円

目標値と実績値

(目標) ー (目標) ー (目標) ー

(決算) 千円

予算・決算額

(実績) ー (実績) ー (実績)

(決算) 千円

(実績) (実績)

奈良市立園「食育カリキュラ
ム」に基づき、各園で各年齢
に応じた食育目標・食育計画
を作成し、食育に取り組んで
いる。平成27年3月に改正し
た「食物アレルギー対応マ
ニュアル」を周知し、園の安
全管理体制を強化した。

(目標) ー (目標) ー

平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ Ｂ

取り組み内容・成果等

奈良市立園「食育カリキュラ
ム」を作成した。これにより
各園で各年齢に応じ食育目標
を設定し食育計画を作成でき
るようになった。また「食物
アレルギー対応マニュアル」
を幼稚園にも適用し行事等の
全ての食事提供に関する安全
管理体制を強化した。

平成27年度 平成28年度 平成29年度

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

食育計画の「クッキング保育」
は、衛生管理や食物アレルギー
への配慮等、安全確保が必要
で、徹底した安全管理のために
「クッキング保育」計画作成段
階における、各園への助言・指
導を強化する。また近年、重度
化や多様性化している食物アレ
ルギーへの対応は、マニュアル
の個々人に応じた弾力的な運用
と保護者・園の相互理解が課題
である。園の対応例を全園で共
有およびマニュアル化し、また
誤食事故の未然防止に向けて各
園のヒヤリハット例等を会議で
共有し、改善策の考案へ繋げて
いく。

「クッキング保育」計画作成段
階において、衛生管理や食物ア
レルギーへの配慮等を各園に助
言・指導し、より安全に食育に
取り組むことができるよう支援
する。
食物アレルギー対応マニュアル
に基づいた給食の提供には保護
者・園（保育士・調理員）の相
互理解が必要である。マニュア
ルを運用する中での問題点や対
応例等を全園で共有する。
また誤食事故の未然防止に向け
て各園のヒヤリハット例等を会
議で共有し、改善策の考案へ繋
げていく。

意見等に対する対応状況

・第三者機関等より複数の
方々の意見を取り入れては如
何と思います。
・調理段階では適切な除去食
や代替食を管理できる栄養士
（あるいは調理員）の存在が
必要ですし、また食事時間中
では混入や誤飲などによるア
ナフィラキシーショックにも
職員が適切に対応出来るよう
な研修等が必要だと思いま
す。子どもの命に関わる問題
でもあり瞬時の判断の遅れが
重大な結果につながる場合
も、マニュアルだけでない十
分な準備が必要かと思いま
す。
・食物アレルギーを持つ乳幼
児は増加傾向にあり、全国的
には死亡事故などの重大な事
故も多数報告されている。対
策については保護者との連携
強化やヒヤリハットになどの
情報共有は大事だが、入所児
童数の増加に伴いアレルギー
対応児が増加するなか、個人
の努力だけでは限界であり、
アレルギー対応児の多い園へ
の調理職員の加配などの一定
の予算措置が必要ではない
か。

食物アレルギーを含め、食育
に関する研修や給食会議を実
施している。また、食物アレ
ルギーをもつ子どもへの対応
として、調理員をはじめとし
た職員に対して、作成したマ
ニュアルの啓発等を行い、誤
食のない環境・体制整備を図
りたい。

食物アレルギー対応について
は、マニュアルの啓発等を引
き続き行うとともに、アレル
ギー調査票の項目を増やす
等、個々の園児をより詳しく
把握できるようにし、誤食事
故の未然防止に努めていく。
また、医師を講師とした研修
や、実際にキットを用いてエ
ピペンの使い方を学ぶ研修な
ど、マニュアルの理解と実践
につながるような機会を設
け、緊急時により迅速に適切
な対応ができるような環境・
体制整備を図りたい。

子ども・子育て会議
における意見等

・食物アレルギーは命にも直
結する大事な課題。対策につ
いては保護者との連携強化は
必要だがマニュアル整備だけ
では十分に対応できない。調
理職員の加配などの一定の予
算措置が必要である。
・食物アレルギーをもつ子ど
もへの対応もマニュアル作成
だけでなく、幼稚園、保育所
等の教員の研修で積極的実施
されたい。

23 / 69 ページ



■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

ー

意見等に対する対応状況

平成31年度

担
当
課
評
価

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｂ

食物アレルギーを含め、食育
に関する研修や給食会議を実
施している。また、食物アレ
ルギーをもつ子どもへの対応
として、調理員をはじめとし
た職員に対して、作成したマ
ニュアルの啓発等を行い、誤
食のない環境・体制整備を図
りたい。

食物アレルギー対応について
は、マニュアルの啓発等を引
き続き行うとともに、アレル
ギー調査票の項目を増やす
等、個々の園児をより詳しく
把握できるようにし、誤食事
故の未然防止に努めていく。
また、医師を講師とした研修
や、実際にキットを用いてエ
ピペンの使い方を学ぶ研修な
ど、マニュアルの理解と実践
につながるような機会を設
け、緊急時により迅速に適切
な対応ができるような環境・
体制整備を図りたい。

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 13 事業名 民間保育所等運営費補助金 部名 子ども未来部 課名 保育所・幼稚園課

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容
運営費補助金の交付により、保育サービスの内容の充実を図り、多様化
する保育ニーズに応えることで、子育てと仕事の両立支援をめざしま
す。

指標 入所児童数（人）
平成26年度

実績値
5,882

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

千円 (予算) 千円

(決算) 404,487 千円 (決算) 407,953 千円

千円 (予算) 551,250 千円 (予算)(予算) 510,736 千円 (予算) 531,296

(決算) 千円(決算) 千円

予算・決算額

(目標) 6,217 (目標) 6,112

(実績) 6,003 (実績) 6,039 (実績)

目標値と実績値

(目標) 6,364 (目標) 6,332 (目標) 6,295

(決算) 千円

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

子どもの最善の利益と保育士
等の処遇改善を目的として、
保育の質を高めることに資す
るよう、引き続き補助を行っ
ていく。

各園の職員配置等保育体制の
さらなる充実と、より質の高
い保育の実践を図るため、引
き続き補助を行っていく。

(実績) (実績)

取り組み内容・成果等

保護者からの多様な保育ニー
ズに対応し、民間保育所等に
おける保育内容の充実を実現
した。

保育士の処遇改善のため、職
員給与改善に関する補助単価
の増額を行った。様々な保育
ニーズに対応できるよう民間
保育所等における保育内容の
充実を図った。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｃ Ｂ

子ども・子育て会議
における意見等

・保育所及び幼稚園等と小学
校との連携の推進・特別支援
教育支援員の配置（幼稚
園）・民間保育所等運営費補
助金・保育所等のサービス評
価の実施がC評価である。こ
れらは今求められる具体的な
保育実践に直結する内容であ
る。どの項目も重要課題とし
て位置づけ、今後の具体的実
施に結びつくように努めてい
ただきたい。

・国基準の改定が原則ではあ
るが奈良市においても引き上
げを行い保育士確保を優位に
行えるよう支援が必要と考え
る。
・保育士の確保が各計画の基
になるので、処遇の改善につ
いては早急に実施していただ
きたい。

・公立、民間を問わず保育所
では非正規雇用が主力となっ
ており、公立では5割、民間
ではバラツキはあるものの高
いところでは7割、9割が非正
規という園もあり、生涯にわ
たる人格形成の基礎を培う重
要な時期を担う保育、教育体
制として疑問を持たざるを得
ない。一般的に保育士の労働
環境はブラック化しており、
介護と並び人が集まりにくい
職種といわれている。公立で
も非正規となると、賃金も低
く、土曜出勤や時差勤務な
ど、労働条件的にも良くなく
就労につながりにくい。奈良
市子どもにやさしいまちづく
り条例の理念でもある「子ど
もの最善の利益を保障する」
観点からも、非正規も含めた
思い切った処遇改善が必要。

意見等に対する対応状況

保育士の処遇改善について
は、職員給与改善に関する補
助単価の増額をし、引き続き
保育内容の充実を目的として
補助を行っていく。

保育士の処遇改善について
は、非正規も含めた常勤職員
の給与改善に関する補助を
行っており、前年度に続き補
助単価を増額することで、引
き続き保育内容の充実を目指
していく。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ｂ Ｂ

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｃ Ｃ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 14 事業名 保育所等のサービス評価の実施 部名 子ども未来部 課名
こども園推進課
保育所・幼稚園課

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容
保育所等に第三者評価を導入し、保育サービスの質の向上を目的とし
て、これまでに提供してきた保育内容や保育の質を、保護者や子どもの
視点から見直し改善します。

指標 第三者評価を受審する
施設数（園）

平成26年度
実績値

0

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

千円 (予算) 千円

(決算) 0 千円 (決算) 0 千円

千円 (予算) 4,950 千円 (予算)(予算) 0 千円 (予算) 5,250

(決算) 千円(決算) 千円

予算・決算額

(目標) 7 (目標) 7

(実績) 0 (実績) 0 (実績)

目標値と実績値

(目標) 0 (目標) 7 (目標) 7

(決算) 千円

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

(公立)市立保育園において
は、幼保再編に伴いこども園
に移行後、随時学校評議員制
度を導入する予定であり、現
行においても、その方向性を
視野に入れ、園運営の充実・
改善に努めている。さらに、
今後の方針として、第三者評
価の導入についても具体的展
望を掲げ、推進していく。
(私立)平成28年度以降、私立
保育所等の第三者評価受審に
対する予算を計上し、5年に1
度程度受審するよう働きかけ
ていく。

(公立)引き続き、市立保育園
においては、幼保再編に伴い
こども園に移行後、随時学校
評議員制度を導入する予定で
あり、現行においても、その
方向性を視野に入れ、園運営
の充実・改善に努めている。
さらに、今後の方針として、
第三者評価の導入についても
具体的展望を掲げ、推進して
いく。
(私立)平成28年度については
私立保育所等の第三者評価受
審を実施した園は無かったた
め、5年に1度程度受審するよ
う働きかけていく。

(実績) (実績)

取り組み内容・成果等

(公立)全園において自己評価
の推進が定着している。市立
こども園・幼稚園では学校関
係者評価の充実により、園運
営の充実・改善が図られてい
る。
(私立)平成27年度は私立保育
所等の第三者評価受審に対す
る予算はない。

(公立)自己評価をもとに地
域、保護者、園児のニーズを
受け止めながら、各園での研
修、会議を重ね課題理解に努
める。
このことにより、園運営の充
実・改善が図られた。
(私立)平成28年度より私立保
育所等の第三者評価受審に対
する予算を保育所運営委託費
等として計上している。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｃ Ｃ

子ども・子育て会議
における意見等

・保育所及び幼稚園等と小学
校との連携の推進・特別支援
教育支援員の配置（幼稚
園）・民間保育所等運営費補
助金・保育所等のサービス評
価の実施がC評価である。こ
れらは今求められる具体的な
保育実践に直結する内容であ
る。どの項目も重要課題とし
て位置づけ、今後の具体的実
施に結びつくように努めてい
ただきたい。

・私立保育所等の第三者評価
受審については、民間保育所
等運営費補助を行うのであれ
ば、５年ではなく３年に一度
ぐらいが良いのではないか。
・第三者評価の結果について
は公表を通じて、レベルアッ
プを図っていただきたい。
・保育内容や保育の質の向上
を、保護者や子どもの視点か
ら見直す際に、長時間保育や
早期教育的な保育内容など、
保護者ニーズと子どものニー
ズが必ずしも合致しない場合
がある。子どもの最善の利益
の視点からの評価が求められ
る。

・昨年、今年とメディアでも
話題になったいくつかの保育
園や幼稚園での運営問題は、
行政からのチェック体制の不
備（人手や予算がないた
め？）も指摘されていまし
た。行政で認定した園につい
ては少なくとも書面だけでな
く抜き打ちでチェックできる
体制を作っていただくことを
望みます。

Ｃの評価というのは、奈良市
で子育てしていく上で非常に
不安を感じる評価です。待機
児童を数字上で解消できて
も、この部分での評価がプラ
スにならなければ、意味がな
いように思います。
・第三者機関等より複数の
方々の意見を取り入れては如
何と思います。
・第三者評価制度については
実績がなかったが、働きかけ
だけで実施につなげることが
できるのか。
・第三者評価を受審した施設
数が０であった原因は何か、
課題を明確にした上での具体
的な対策が必要。
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

子ども・子育て会議
における意見等

・保育所及び幼稚園等と小学
校との連携の推進・特別支援
教育支援員の配置（幼稚
園）・民間保育所等運営費補
助金・保育所等のサービス評
価の実施がC評価である。こ
れらは今求められる具体的な
保育実践に直結する内容であ
る。どの項目も重要課題とし
て位置づけ、今後の具体的実
施に結びつくように努めてい
ただきたい。

・私立保育所等の第三者評価
受審については、民間保育所
等運営費補助を行うのであれ
ば、５年ではなく３年に一度
ぐらいが良いのではないか。
・第三者評価の結果について
は公表を通じて、レベルアッ
プを図っていただきたい。
・保育内容や保育の質の向上
を、保護者や子どもの視点か
ら見直す際に、長時間保育や
早期教育的な保育内容など、
保護者ニーズと子どものニー
ズが必ずしも合致しない場合
がある。子どもの最善の利益
の視点からの評価が求められ
る。

・昨年、今年とメディアでも
話題になったいくつかの保育
園や幼稚園での運営問題は、
行政からのチェック体制の不
備（人手や予算がないた
め？）も指摘されていまし
た。行政で認定した園につい
ては少なくとも書面だけでな
く抜き打ちでチェックできる
体制を作っていただくことを
望みます。

Ｃの評価というのは、奈良市
で子育てしていく上で非常に
不安を感じる評価です。待機
児童を数字上で解消できて
も、この部分での評価がプラ
スにならなければ、意味がな
いように思います。
・第三者機関等より複数の
方々の意見を取り入れては如
何と思います。
・第三者評価制度については
実績がなかったが、働きかけ
だけで実施につなげることが
できるのか。
・第三者評価を受審した施設
数が０であった原因は何か、
課題を明確にした上での具体
的な対策が必要。

意見等に対する対応状況

（公立）保育内容、保育サー
ビス等の向上につながるよう
こども園化にあわせて順次、
学校評議員制度の導入を図
り、より開かれた園づくりを
推進していく。
・ご指摘のように保護者と子
どものニーズが異なる場合も
ある。だからこそ園の役割と
して、保護者に子ども理解を
図り、親と子の関係を築くた
めの架け橋となることが必要
である。このことを十分に配
慮した園運営を啓発してい
く。
（私立）子ども・子育て支援
制度における公定価格の定め
において第三者評価の受審は
５年に１度程度の想定であ
り、その期間内で１回限りの
加算とされている。平成28年
度以降、全ての私立保育所等
について、第三者評価受審に
係る予算を確保していく。

（公立）委員からのご意見を
真摯に受けとめ、保育所にお
ける評議員制度の導入に向け
て有効性を検証し、実施に向
けて取り組みを図る。
（私立）認可した私立園に対
しては、適切な教育・保育が
提供されているのかを年１回
全ての園において監査を実施
し、改善を要する事項につい
ては指導を行っている。
また、平成29年度以降、私立
保育所等について第三者評価
受審に係る予算を確保してい
るが、受審した施設が０に留
まっている。私立保育所等へ
第三者評価受審の働きかけの
在り方について検討を進め
る。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ｃ Ｂ

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｃ ー
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 15 事業名 私立幼稚園運営費補助金 部名 子ども未来部 課名 保育所・幼稚園課

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容
運営費補助金の交付により、私立幼稚園の教育条件の維持向上と園児に
かかる経済的負担の軽減を図り、幼稚園の経営の健全性を高めることで
私立幼稚園の健全な発展を図ります。

指標 在園児童数（人）
平成26年度

実績値
1,618

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

千円 (予算) 千円

(決算) 24,441 千円 (決算) 24,341 千円

千円 (予算) 24,800 千円 (予算)(予算) 24,800 千円 (予算) 24,800

(決算) 千円(決算) 千円

予算・決算額

(目標) 1,630 (目標) 1,630

(実績) 1,623 (実績) 1,626 (実績)

目標値と実績値

(目標) 1,630 (目標) 1,630 (目標) 1,630

(決算) 千円

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

継続して実施することによ
り、保護者の就園上の経済的
負担の軽減や奈良市の幼稚園
教育の充実発展を図る。

継続して実施することによ
り、保護者の就園上の経済的
負担の軽減や奈良市の幼稚園
教育の充実発展を図る。

(実績) (実績)

取り組み内容・成果等

市内私立幼稚園15園全園に運
営費補助金を交付した。人件
費及び管理運営に関する費用
を補助することにより、私立
幼稚園の教育条件の維持及び
向上を図った。

私立幼稚園の幼児に係る就園
上の経済的負担の軽減を図る
とともに、私立幼稚園の教育
条件の維持及び向上に資する
ため、市内私立幼稚園15園全
園に、運営費補助金を交付し
た。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ Ｂ

子ども・子育て会議
における意見等

・私立幼稚園が担う公的役割
も増していると思われるの
で、できる限りの保障が必要
だと思う。
・私立幼稚園は、保育園、こ
ども園が充実することで、存
在意義が問われている。長
年、地域の中で、子供達を見
守って地域を作ってきた役割
を考えると、補助金以外に情
報発信などで、支援していく
必要を感じる。

―

意見等に対する対応状況

幼児教育への需要に対応して
いくため、私立幼稚園の教育
条件の維持及び向上を支援し
ていく。 ―

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ｂ Ｂ

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｃ Ｃ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 16 事業名 人権教育推進のための副教材の配付 部名 学校教育部 課名 学校教育課

ー

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

学校における人権教育の推進を図るため、副教材として人権教育テキス
ト「なかまとともに」を小・中・高等学校に配付し、活用を図っていま
す。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容

指標 ー

予算・決算額

(予算)

(決算) 千円

平成26年度
実績値

千円

千円(決算) 千円(決算) 0 千円 (決算) 0 千円

0 千円 (予算) 0

(決算)

千円 (予算) 0 千円 (予算) 千円 (予算)

(実績)

目標値と実績値

(目標) ー (目標) ー (目標) (目標) ー (目標) ー

(実績) ー (実績) ー (実績)

ー

(実績)

担当課評価 Ｂ Ｂ

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

配布初年度であったため、さ
らなる活用を目指す必要があ
る。効果的な活用時期や方法
を研修会等で呼びかけること
で、活用校をさらに増やし、
事業のさらなる推進を図る。

今後も、多くの教育現場での
活用を目指す必要がある。効
果的な活用時期や方法を研修
会等で呼びかけることで、活
用校をさらに増やし、事業の
さらなる推進を図る。

取り組み内容・成果等

副教材「なかまとともに」を
配付し、積極的な活用を呼び
かけた。平成２６年３月完成
した教材ではあるが、平成２
８年度の人権教育推進計画の
年間計画にすでに位置づけて
いる校もあり、活用が進んで
いる。

副教材「なかまとともに」を
配付し、様々な機会を通じて
活用を呼びかけた。平成２６
年３月完成した教材ではある
が、平成２９年度の人権教育
推進計画の年間計画でも多く
の学校で活用が予定されてい
る。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況 ―

・本市独自の世界遺産学習を
通して、伝統と文化を尊重す
る気持ちを育成しています。
・特に道徳の授業において、
自分ならどう考え行動するの
かを子供たち同士で議論した
り、多様な視点から意見を出
し合う中で自分ができること
を考えたりするような転換が
図られます。

―

・奈良市独自の郷土に愛着が
持てるような教育を実施でき
るように今後も目指して頂き
たい。
・子ども達に本当に響いてい
るのか、子ども達自身に聞
き、こまめに検証していただ
ければと思います。
・人権の中でも、子どもの権
利学習＋子どもにやさしいま
ちづくり条例を啓発する内容
を盛り込んでほしい。

担
当
課
評
価

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｂ Ｂ

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ｂ Ｂ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 17 事業名 地域で決める学校予算事業 部名 学校教育部 課名 地域教育課

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容

指標 会計担当者設置校区数（校区）
平成26年度

実績値
12

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

中学校区を単位として、地域と学校が連携・協働し、地域全体で子ども
を育てる体制をつくります。

千円

(決算) 95,299 千円 (決算) 87,768 千円

千円 (予算) 88,903 千円 (予算)(予算) 98,000 千円 (予算) 89,161

(決算) 千円

13 (目標) 15

(決算) 千円

千円 (予算)

(決算) 千円

予算・決算額

(目標) 17 (目標) 19

(実績) 11 (実績) 12 (実績)

目標値と実績値

(目標) 12 (目標)

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

地域と学校が連携・協働して
事業を推進するため、地域の
人材を積極的に活用してい
き、教職員の負担を減らし、
地域と教職員の相互理解を図
る。コーディネーターの育成
を目的とした研修等の開催を
行い、小中一貫教育の観点か
ら中学校区でめざす子ども像
を共有し、その子ども像に向
けて学校支援活動の充実を図
ることや学校評価を行うこと
により、事業の持続的な発展
を目指す。

平成29年度も引き続き、会計
研修の実施や呼びかけを行っ
ていく。また同時に、中学校
区でめざす子ども像を共有し
た上で学校支援活動の充実を
図ること、合同研修の実施、
活動の評価を地域教育協議会
と学校園が共に行うこと等、
協議会と学校園の相互理解を
深める仕組みづくりを進め、
より円滑な連携・協働活動を
目指す。

(実績) (実績)

取り組み内容・成果等

教職員の負担を減らし持続発
展に向けた取組を行うため、
今後全地域教育協議会（21校
区）に会計処理を行う会計担
当者を置く。各年度の目標値
は単年度の数値とする。

年4回実施したコーディネー
ター研修において会計処理の
基礎的な内容の研修を1回実
施し、また事業説明会等にお
いて呼びかけを行ってきたも
のの、地域教育協議会（21校
区）の会計処理を行う会計担
当者数はほぼ現状維持となっ
た。

・地域と学校の連携全般にい
えることだが、地域に開かれ
た学校として、地域と学校を
結ぶ連携コーディネーターに
期待したい。

・会計担当者設置は実務的に
重要なポイントだとは思いま
すが、地域で決める学校予算
事業を形骸化させない為に
は、学校・地域・保護者がど
れだけこの事業の内容や意義
を理解しているのかが重要か
と思っています。
・中学校区の連携において、
会計研修を行っている時点
で、学校、教員、地域に負担
のかかる事業であるように感
じる。
・学校の特色をより出しやす
いプログラムにすべきではな
いでしょうか。
・評価Cということなので、
具体的な方策が見えてこない
気がする。
・地域教育協議会では、子ど
も参加をより大切にしてほし
い。また、地域が学校を支援
するだけではなく、児童・生
徒が地域の課題を一緒に考え
ていき、子ども会議と連携す
る工夫を図ってほしい。その
ためには、地域教育協議会の
平準化が必要だと考える。
・No.9「保育所及び幼稚園等
と小学校との連携の推進」の
連携強化とも重ねて、中学校
区単位での連携を進める仕組
みづくりを期待する。市内の
中学校区の中で、連携がうま
く進んでいる事例から学ぶな
ど、好事例を広げる仕組みな
ども考えられる。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ Ｃ

子ども・子育て会議
における意見等
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

意見等に対する対応状況

地域と学校を繋ぐ地域コー
ディネーターは本事業の要で
あり、引き続き、本事業に参
加する地域人材の発掘、育成
を進めたい。また、地域と学
校の情報共有、相互理解が進
む仕組み作りを推進したい。

・事業の内容や意義を学校・
地域・保護者等に理解してい
ただくことは重要だと考えて
いる。そのために、事業の趣
旨を実現させる予算執行につ
いて、地域の方々で考え実行
できるようになることは、自
立的な地域の組織として学校
とともに地域全体で子どもを
育てる体制づくりの基盤にな
ると考える。
・国庫補助金を活用している
委託事業であり、委託金の使
途が明確に定められている。
会計研修は、委託事業として
の適正な支出について理解を
深めていただくために、国の
方針を踏まえた事業趣旨の確
認、任意団体として必要にな
る納税等の事務の確認を行う
等、地域教育協議会の事務の
平準化を図る場として実施し
ている。
・地域教育協議会と子ども会
議が連携し、児童・生徒が参
画しながら、情報共有を図
る。そうした情報を、地域・
学校の特性を踏まえた多様な
プログラムの充実に繋げてい
く仕組みづくりを推進してい
く。
・中学校区単位での連携・協
力体制の促進について、学校
園訪問時の聞き取り等を踏ま
えて、各地域教育協議会全体
で話し合うきっかけを投げか
ける、研修会のテーマとして
取り上げる等、工夫を図りた
い。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｂ Ｂ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 18 事業名 世界遺産学習推進事業 部名 学校教育部 課名 学校教育課

14.2

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

世界遺産等の文化遺産や自然環境などを通じて、地域に対する誇りを育
て、奈良で学んだことを誇らしげに語れる子どもを育成します。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容

指標
地域や社会をよくするために
何をすべきかを考えたことが
ある児童の割合（％）

予算・決算額

(予算)

(決算) 千円

平成26年度
実績値

千円

千円(決算) 千円(決算) 5,802 千円 (決算) 6,256 千円

6,482 千円 (予算) 6,912

(決算)

千円 (予算) 6,863 千円 (予算) 千円 (予算)

(実績)

目標値と実績値

(目標) 15 (目標) 16 (目標) (目標) 18 (目標) 19

(実績) 15 (実績) - (実績)

17

(実績)

担当課評価 Ｂ Ｂ

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

ＩＣＴや英語等を活用した現
地学習が行えるよう、指導資
料を提供する。また、世界遺
産学習の副読本をデジタル化
し、活用を図る。今後も、世
界遺産学習連絡協議会会員を
増やすとともに、情報交換を
図り、世界遺産学習のさらな
る充実を目指す。

デジタル化した副読本を効果
的に活用し、ねらいに即した
現地学習が行えるよう、指導
資料を提供する。世界遺産学
習の展示会を充実させ、市民
に対して積極的に発信する機
会を設ける。今後も、世界遺
産学習連絡協議会を通じた児
童生徒の学習成果を発信する
機会の充実を目指す。

取り組み内容・成果等

平成27年度は2689人の小学5
年生が現地学習に取り組み、
世界遺産に触れ、理解や関心
を深めることができた。また
「第6回世界遺産学習全国サ
ミット」では、飛鳥小の代表
児童が学習の取組を発表する
機会を得た。連絡協議会に
は、30団体が加盟している。

平成28年度は2678人の小学5
年生が現地学習に取り組み、
世界遺産に触れ、理解や関心
を深めることができた。また
「第7回世界遺産学習全国サ
ミット」では、椿井小が学習
の取組を発表する機会を得
た。世界遺産学習展示会を開
催し、児童生徒の学習成果を
発信した。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

・総合「なら」においても世
界遺産学習を位置付け、各学
校で小１～中３の年間計画を
立て、学年に応じた取組を
行っている。
・こども園や幼稚園において
は、それぞれの園に合わせて
地域を知る活動を行ってい
る。菜の花を育て、油を奉納
するなど特色ある活動を行っ
ている。

・本施策は昔から大切に受け
継がれてきた奈良の文化財や
伝統文化、自然環境の価値を
本物に触れながら「深く知
る」ために、多くの人との関
わりを通して、先人の営みや
願いを学ぶ。単に歴史的事実
を知るだけでなく、維持継承
に携わっている人々の思いを
知ることで、生まれ育った地
域に誇りをもち、今度は自分
が受け継いでいく立場として
どう生き、行動していくかを
考えられる子どもの育成を図
るものである。そのために、
全国学力学習状況調査にある
児童質問紙にある設問を目標
値にした。
・全国学力学習状況調査にあ
る児童質問紙にある設問を指
標としているが、平成28年度
の調査では本設問が取り上げ
られなかったため、実績値を
記入できていない。
・各校で、調べたり考えたり
したことをまとめ、学級、学
年、学校単位で発表してい
る。校外では世界遺産学習全
国サミットinひらいずみや教
育センターの作品展で学習成
果の発信をしている。

・世界遺産学習について予算
まで組んでいるのなら、もっ
と子ども目線で楽しいお話と
学習方法をお願いしたい。学
年や歳に応じて目線も変えて
内容を変えてもらえるとよい
と思う。
・自分達の暮らす地域への愛
着やプライドを持つようにな
る取り組みへの工夫が必要に
なると思うが、幼稚園児や保
育園児に年齢を引き下げての
取り組みも合わせて検討する
ことも必要に思う。

・「世界遺産学習」＝「地域
や社会をよくするために何を
すべきかを考えたことがあ
る」は、ひとつの観点だとは
思いますが、単純に結び付か
ないようにも思います。この
項目の目標値として、もっと
適切なものはないでしょう
か。
・「奈良で学んだことを誇ら
しげに語る」と世界遺産学習
がイコールになるとは考えづ
らい。指標である「地域や社
会をよくするために何をすべ
きかを考えたことがある児童
の割合」を高めるために、ど
のようなことが必要なのかの
検証が必要ではないでしょう
か。
・実施したのであれば、目標
値に比べ実績がどうであった
のか評価してほしい。
・インプットだけでなく、子
ども達自身が学んだことをア
ウトプットできる機会を是非
たくさん作ってあげてくださ
い。
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

意見等に対する対応状況

・総合「なら」においても世
界遺産学習を位置付け、各学
校で小１～中３の年間計画を
立て、学年に応じた取組を
行っている。
・こども園や幼稚園において
は、それぞれの園に合わせて
地域を知る活動を行ってい
る。菜の花を育て、油を奉納
するなど特色ある活動を行っ
ている。

・本施策は昔から大切に受け
継がれてきた奈良の文化財や
伝統文化、自然環境の価値を
本物に触れながら「深く知
る」ために、多くの人との関
わりを通して、先人の営みや
願いを学ぶ。単に歴史的事実
を知るだけでなく、維持継承
に携わっている人々の思いを
知ることで、生まれ育った地
域に誇りをもち、今度は自分
が受け継いでいく立場として
どう生き、行動していくかを
考えられる子どもの育成を図
るものである。そのために、
全国学力学習状況調査にある
児童質問紙にある設問を目標
値にした。
・全国学力学習状況調査にあ
る児童質問紙にある設問を指
標としているが、平成28年度
の調査では本設問が取り上げ
られなかったため、実績値を
記入できていない。
・各校で、調べたり考えたり
したことをまとめ、学級、学
年、学校単位で発表してい
る。校外では世界遺産学習全
国サミットinひらいずみや教
育センターの作品展で学習成
果の発信をしている。

担
当
課
評
価

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ａ Ａ

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 19 事業名 フューチャースクール構想実証事業 部名
教育総務部
学校教育部

課名
教育総務課
学校教育課

83

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

タブレット端末等のＩＣＴ機器を小学校・中学校に配備し、その活用を
通して基礎学力の定着や学習意欲、コミュニケーション能力や課題解決
力の向上を図ります。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容

指標 授業におけるＩＣＴ活用による
児童生徒の満足度の割合（％）

予算・決算額

(予算)

(決算) 千円

平成26年度
実績値

千円

千円(決算) 千円(決算) 35,964 千円 (決算) 51,841 千円

40,195 千円 (予算) 51,974

(決算)

千円 (予算) 113,412 千円 (予算) 千円 (予算)

(実績)

目標値と実績値

(目標) 85 (目標) 87 (目標) (目標) 91 (目標) 93

(実績) 89 (実績) 86 (実績)

89

(実績)

担当課評価 Ｂ Ｂ

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

課題としては、学校における
ICTの積極的な活用推進と、
普通教室における効果的な授
業の推進を図る必要がある。
取り組みの方向性としては、
引き続き、ICTの効果検証の
ため、モデル校各校の協力の
もと調査指標を収集する。ま
た、小中学校において更に積
極的かつ効果的な活用が図ら
れるように、研究を進めてい
く。

モデル校の効果検証の結果、
タブレット端末の学習効果が
一定示された。
29年度については、奈良市の
小中学校全体において、老朽
化した既設の教育用パソコン
をタブレット型端末へ更新す
る。
また、更新の完了に先立っ
て、授業において既設のICT
機器を活用した授業実践が進
められるように学校現場の支
援を行う。

取り組み内容・成果等

一人1台のタブレット端末の
実証研究として中学1校、小
学3校のモデル校を設置。中
学4校、小学6校のパソコン教
室をタブレット型端末により
機器更新した。ICTの効果と
して、子どもたちの学習に対
する関心意欲が高まる傾向が
みられる。

タブレット端末を活用するこ
とを通して、学力を向上させ
たり、テストで自分の力が発
揮できたりした児童の割合が
70％以上にのぼることが確認
できた。タブレット端末は児
童生徒の学習に対する関心・
意欲を高め、学力を向上させ
ることができると判断した。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

教員のスキルアップを目的に
マネジメントリーダー研修を
はじめICTに関する研修を実
施し、学校において中心的な
役割を担えうる教員の育成を
進めている。全校への展開に
ついては、計画的にICT環境
を整備推進できるよう準備を
進めている。

確かな授業力とICTの組合せ
が重要であることが確認でき
ている。どの授業のどの場面
でどのように活用するかしな
いかが重要であることから環
境の整備と教員支援に取り組
んでいく。満足度に代る成果
指標として、教員の指導力の
観点も重要であると考えてお
り、既存調査によると年々向
上が見られる状況である。

・ ICT推進については、教員
のスキルアップを図ることが
重要である。モデル校設置の
必要は理解するが、できるだ
け全校で取り組める体制づく
りが必要である。

・教育の充実が求められるな
か、デジタル化に偏ることな
くそれぞれの事業が進められ
ることを望みます。
・子ども達のICT化だけでな
く、先生たちの業務の効率化
も行い、先生が子どもとじっ
くり関わる時間をとれるよう
な仕組みを作れたらいいと思
う。昔に比べて学習に躓きの
ある子どもへの配慮は進んで
きていると思う。特別支援学
級への通級など、障害手帳が
なくても入れるようになった
のは、ありがたい。

・実際に教育効果のあるICT
機器の活用が求められると思
います。生徒の満足度より
「タブレット端末の学習効
果」というものを指標化出来
ないものでしょうか。
・満足度が高く維持されてい
ると思う。引き続き端末の更
新に取り組んでほしい。
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ａ Ａ

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 20 事業名 地域に開かれた魅力ある学校・教育の推進（学校の自己評価） 部名 学校教育部 課名 学校教育課

83

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

各学校がその教育活動や学校運営の状況について自己評価を行い、成果
や課題を明らかにして改善を進めるとともに、それを保護者や地域社会
に公開することで、開かれた学校づくりを進めます。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容

指標
普段の教育活動や学校行事を参
観する機会を設けている学校・
園の割合（％）

予算・決算額

(予算)

(決算) 千円

平成26年度
実績値

千円

千円(決算) 千円(決算) 0 千円 (決算) 0 千円

0 千円 (予算) 0

(決算)

千円 (予算) 0 千円 (予算) 千円 (予算)

(実績)

目標値と実績値

(目標) 85 (目標) 87 (目標) (目標) 93 (目標) 95

(実績) 84 (実績) 87 (実績)

90

(実績)

担当課評価 Ｂ Ｂ

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

アンケート形式の学校評価が
定着しているが、評価項目や
評価指数の設定が課題となっ
ている。また今後、評価の客
観性を高め、結果を学校、保
護者、地域と共有する中で、
一体となって開かれた学校づ
くりを進めていくことが課題
である。

学校評価の実施は、改善点の
明確化や教職員の意欲喚起に
効果がみられるが、一方で評
価結果の活用に課題を感じて
いる学校がある。学校評価の
結果を参加者全員で共有し、
担当者を中心に課題の改善に
取り組んでいくことが必要で
ある。

取り組み内容・成果等

88％の学校が全教職員参加の
もとに学校評価を進め、課題
を明確にし、共有している。
また評価者に学校の自己評価
の結果と課題に対する改善策
を示している。

全教職員参加のもとで学校評
価を進め、課題を明確にし、
共有している学校の割合が
89％になった。また、評価結
果に基づく改善方策の検討を
全職員参加の体制で行ってい
る学校の割合が80％を超えて
いる。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

全ての市立学校において学校
の自己評価とともに学校関係
者評価を行い、HPや学校便り
を通じて結果を公表してい
る。市教委に提出された結果
をとりまとめた奈良市内の学
校評価の状況も公開してい
る。地域に開かれた魅力ある
学校づくりをさらに促進でき
るよう、PDCAサイクルを活用
していく。

・評議員から意見をいただく
ことは学校運営の組織的・継
続的な改善や教職員の意識改
革に不可欠なものであると考
えている。
・自分の校区ではない学校の
取組を知ることは、校区の学
校の活性化にもつながると考
えるが、見学は厳しい。学校
HP等によって他校の取組を知
ることも可能であると考え
る。

・学校評価がアンケート形式で
行われているが、学校の情報が
保護者や地域に十分提供されて
いないところがあるので、学校
からの多様な情報の提供方法の
検討が必要である。
・魅力ある学校・教育の推進は
今後も期待したい。校長はじめ
管理職のリーダーシップのもと
チームとしての学校経営と地域
に根ざした学校になるべく事業
が展開されることを期待する。
・評価項目や評価指数の設定を
早急に行い、情報の公開を積極
的に行っていただきたい。

・仕組みづくりは目標を上回り
評価できるが、今後は評議員か
らの活発な意見がいただけるよ
う取り組んでもらいたい。
・ＰＴＡや地域の住民など自分
の校区ではない学校も申し込み
制などによって見学できる機会
があれば良いと思う。子ども達
も、自分の学校以外の学校を見
学し、案内も児童にさせるな
ど、相対的な評価ができ、いろ
いろ学べることがあるのではと
思います。

担
当
課
評
価

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ａ Ａ

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 21 事業名 学校評議員制度の推進 部名 学校教育部 課名 学校教育課

52

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

学校運営を地域に開かれた特色あるものにするため、学校評議員を設置
します。校長は評議員に意見を求めながら、自主的・自立的な学校運営
を推進します。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容

指標

学校評価において、学校評議員
からの意見を教職員全体で共有
する仕組がある学校園の割合
（％）

予算・決算額

(予算)

(決算) 千円

平成26年度
実績値

千円

千円(決算) 千円(決算) 92 千円 (決算) 67 千円

153 千円 (予算) 111

(決算)

千円 (予算) 111 千円 (予算) 千円 (予算)

(実績)

目標値と実績値

(目標) 60 (目標) 62 (目標) (目標) 66 (目標) 68

(実績) 57 (実績) 74 (実績)

64

(実績)

担当課評価 Ｂ Ｂ

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

学校評議員制度は定着し、一
定の機能を果たしているもの
の、評議員の任期が２年であ
るため、その人材選定と確保
が難しくなってきている。
また今後、評議員から出され
た意見の活用や、評議員を通
した地域との連携などを充実
させる必要がある。

学校評議員には、今後も引き
続き、学校運営に関する情報
提供の方法を工夫し、建設的
な意見をいただけるよう取り
組んでいく。また、評議員制
度が形骸化することのないよ
う、学校運営のPDCAサイクル
に位置付けていく。

取り組み内容・成果等

学校運営協議会が設置されて
いる学校を除くすべての市立
学校において、学校評議員制
度を導入した。地域住民の信
頼に応え、家庭や地域と連携
協力し、一体となって子ども
の成長を図っていく学校園づ
くりを推進できた。

学校評議員制度において、評
議員からの意見を教職員全体
で共有する仕組がある学校園
の割合が大幅に増加した。そ
の結果、評議員からの意見を
具体的な教育活動に活かすこ
とができた。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

評議員が学校との関わりをも
つ機会を増やし、評議員の意
見を学校運営に活かす環境を
作っていく。 ー

・評議員が日頃から学校運営
に関心を持ち、学校行事等に
関われる機会の増加が必要で
ある。評議員の負担が増加す
るが、適切な評価を得るため
には必要であり、評議員も評
価のためには学校との関わり
を持つことが必要だと思う。 ―

担
当
課
評
価

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｃ Ｃ

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

ー ー

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

本市では、１学級あたりの上
限児童数を1･2年生30人、
3.4.5.6年生は、35人とする
少人数学級編制を実施して、
児童一人ひとりにきめ細かな
指導を行うとともに、若手教
員には、OJTはもとより、さ
らに校長OBを派遣し、授業観
察等を通して、教員としての
資質の向上のための指導体制
を構築している。

平成25年度に小学校全学年で
実施し目標を達成している。
その後は限られた予算の中で
効果的な学級編制に移行して
いる。成果として、全国学
力・学習状況調査の結果、児
童の生活習慣や学習習慣の改
善が見られた。今後、新学習
要領への対応や教育課題に対
して、より効果的な学級編制
を検討していく。

・1クラス40人の教室運営に無
理があるように思う。せめて、
補助の先生を付けるなどの対策
が必要だと思う。
・ＯＪＴが重要であると考えて
いるので、積極的に適切な支援
をしていただきたい。

・少人数学級の実施において、
クラスサイズを小さくすること
だけでなく個別対応を重視して
いくという市の方向性は分かり
ますが、〇〇人以下といった明
確な目標もなくなり、良くなっ
ているのか否かは身近なところ
の体感的なものになっていま
す。評価する上で「目に見えに
くくなっている」とも感じられ
ます。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ Ｂ

取り組み内容・成果等

奈良市立小学校において、国
の学級編制基準（１年生３５
人、２年生から６年生は４０
人）を上回る学級編制を市単
独事業で実施している。
　平成２７年度は小学校全学
年で継続実施し、１・２年生
は３０人、３・４・５・６年
生は３５人の２段階で少人数
学級編制を実施した。

平成２８年度は小学校１・２年
生は１学級３０人、３年生から
４年生３５人を上限とする少人
数学級編制を実施した。
なお、５・６年生については、
中学校への接続を考慮し、４０
人学級編制とした。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

市単独事業であるため、予算
の確保が課題である。また配
置する市費講師の教員として
の資質の向上も課題である。
今後は、経験豊富な講師の任
用等を行いながら、毎年、市
単独事業である少人数学級編
制基準の見直しも含め、他の
施策とあわせ、より教育的な
効果がえられるよう検討して
いく。

クラスサイズを小さくするこ
とだけでは解決が難しい、個
別対応が必要な課題への対応
が求められる。講師は、臨時
的任用であるため、継続性や
研修の機会が教諭に比べて少
ない等、資質の向上が課題で
ある。今後、引き続き県の少
人数加配の活用を図り効果的
な運用を行い、経験豊富な講
師の任用に努め、講師の質の
向上を図る。

予算・決算額

(目標) ー

目標値と実績値

(目標) ー (目標)

(実績)

千円

225,208 千円

千円 (予算)

ー

(決算) 千円

(予算)240,743 千円 (予算)

(目標) ー

(実績) ー (実績) ー (実績)

(目標) ー

(決算) 千円

(実績)

(決算) 348,839 千円 (決算)

事業内容

指標 ―
平成26年度

実績値
－

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

少人数学級を実施し、よりきめ細かな指導を行うことにより、子どもの
教育の充実を図ります。

千円

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

(予算) 350,805 千円 (予算) 250,912

(決算)

千円

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 22 事業名 小学校での少人数学級の実施 部名 教育総務部 課名 教職員課

38 / 69 ページ



■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

子ども・子育て会議
における意見等

・ 教職員研修の推進は質的
保障の根幹である。幼児教育
センターの配置や新採用者に
対するアドバイザー配置など
は、幼稚園・保育所・こども
園・小学校、公立と民間が一
致して実施していくことが今
後の課題である。子どもにや
さしいまちづくり条例がある
ので、それを生かした研修な
どがあるとよいと思う。
・若手教員が増加したため、
経験豊富な講師の任用や校内
での人材育成（OJT）の体制
作りは急務である。

・教育の充実が求められるな
か、デジタル化に偏ることな
くそれぞれの事業が進められ
ることを望みます。
・子ども達のICT化だけでな
く、先生たちの業務の効率化
も行い、先生が子どもとじっ
くり関わる時間をとれるよう
な仕組みを作れたらいいと思
う。昔に比べて学習に躓きの
ある子どもへの配慮は進んで
きていると思う。特別支援学
級への通級など、障害手帳が
なくても入れるようになった
のは、ありがたい。
・具体的な事案として、③質
の高い教育・保育の一体的提
供と内容の充実(No.8～
No.15)の事業とそれぞれ有機
的に連携して頂きたいと思い
ます。

・教職員研修の推進は質的保
障の根幹である。特に就学前
の研修の充実は保育所・こど
も園を含めて求められる。幼
児教育センターの配置や新採
用者に対するアドバイザー配
置などは、幼稚園・保育所・
こども園・小学校、公立民間
が一致して実施していくこと
が今後の課題である。子ども
にやさしいまちづくり条例が
せっかく奈良市としてあるの
で、それを生かした研修など
があるとよいと思う。
・研修を受けた人の満足度を
目標に設定するのと合わせ
て、「研修に参加したかった
けど、できなかった」「研修
に参加したくなかった」とい
うような研修に参加しなかっ
た人達の声を聞いた上での目
標を設定するのはいかがで
しょうか。より意義のある研
修内容を検討できるのはない
かと思います。
・子どもも教員も疲れている
ような気がします。多忙化、
孤立化を防ぐためにも、若い
教員が意見をいいやすい環
境、教員が助け合える環境を
整えてください。その上で、
子どものいのちが大切にされ
る教育が引き続きなされるこ
とを願っています。

担当課評価 Ｂ Ｂ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

「教員個別訪問研修」では、
年齢等に応じて、one-to-one
で実施したが、今後、経験年
数に応じて研修を実施すると
ともに、校内での人材育成
（OJT）の体制作りについて
の適切な支援を行う必要があ
る。

来年度から法定研修として導
入される、「中堅教諭等資質
向上研修」の適切な実施に向
けた準備が必要である。ま
た、各校における人材育成の
システム構築に向け、「教員
個別訪問研修」「集合型研
修」においてOJTなどの手法
を取り入れた支援を引き続き
行う必要がある。

取り組み内容・成果等

「集合型研修」は、講座内容
を精選して実施するととも
に、若手教員を対象にした
「教員個別訪問研修」や「中
学校区別訪問研修」を新たに
実施した。「授業づくりの改
善や意欲の向上につながっ
た。」等の意見を多数聞いて
いる。

「中学校区別訪問研修」を全
中学校区で実施し、小中一貫
教育の充実を図った。「教員
個別訪問研」は、小学校に加
え中学校の教員に対して拡大
実施した。アンケート調査か
ら、教員のモチベーションの
向上はもとより、ＩＣＴを活
用した授業改善が進んだこと
が分かった。

目標値と実績値

(目標) 91.4 (目標) 91.6 (目標) 91.8 (目標) (目標)

(実績) 92.6 (実績) 93.8 (実績) (実績)

92.0

千円 (決算) 千円 (決算)

(実績)

92.2

千円

予算・決算額

(予算) 16,904 千円 (予算) 20,929 千円 千円

(決算) 14,750 千円 (決算) 19,853 千円 (決算)

(予算) 24,332 千円 (予算) 千円 (予算)

該当なし

奈良市教育センターを拠点とした研修と教員一人一人の指導力に応じた
研修及び児童生徒の発達と学びの連続性をふまえた中学校区別の研修を
実施し、教員の意識改革と指導力向上を目指します。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 23 事業名 教職員研修の推進 部名 学校教育部 課名 教育支援課

事業内容

指標 研修満足度（％）
平成26年度

実績値
91.2

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

担
当
課
評
価

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

― ―

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

学校園を取り巻く社会状況及
び本市の特性等を考慮し、関
係機関との連携・調整を図り
ながら研修を実施し、教職員
の資質能力の向上を図ってい
く。
また、若手教員の増加に伴
い、これまで学校を支えてき
た経験豊かな教員の実践的知
識や指導技術を次世代に引き
継ぐとともに、若手教員を育
てるための組織体制づくりの
支援も行っていく。

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

教職員研修は、子どもたち一
人一人にきめ細かな指導がで
きるよう指導力や資質の向上
を目的に実施しており、実践
事例に基づく内容や参加教員
のグループワークを中心にし
た内容も多く取り入れてい
る。特に若手教員それぞれの
特質や抱える課題等に合わせ
て教員の資質向上を図ること
ができるよう指導主事が直接
学校に訪問する教員個別訪問
研修も実施している。
また、教員の主体的な研修の
支援として、クラウドを活用
したモバイルラーニングも整
備を進めている。

・ 教職員研修の推進は質的
保障の根幹である。幼児教育
センターの配置や新採用者に
対するアドバイザー配置など
は、幼稚園・保育所・こども
園・小学校、公立と民間が一
致して実施していくことが今
後の課題である。子どもにや
さしいまちづくり条例がある
ので、それを生かした研修な
どがあるとよいと思う。
・若手教員が増加したため、
経験豊富な講師の任用や校内
での人材育成（OJT）の体制
作りは急務である。

・教育の充実が求められるな
か、デジタル化に偏ることな
くそれぞれの事業が進められ
ることを望みます。
・子ども達のICT化だけでな
く、先生たちの業務の効率化
も行い、先生が子どもとじっ
くり関わる時間をとれるよう
な仕組みを作れたらいいと思
う。昔に比べて学習に躓きの
ある子どもへの配慮は進んで
きていると思う。特別支援学
級への通級など、障害手帳が
なくても入れるようになった
のは、ありがたい。
・具体的な事案として、③質
の高い教育・保育の一体的提
供と内容の充実(No.8～
No.15)の事業とそれぞれ有機
的に連携して頂きたいと思い
ます。

・教職員研修の推進は質的保
障の根幹である。特に就学前
の研修の充実は保育所・こど
も園を含めて求められる。幼
児教育センターの配置や新採
用者に対するアドバイザー配
置などは、幼稚園・保育所・
こども園・小学校、公立民間
が一致して実施していくこと
が今後の課題である。子ども
にやさしいまちづくり条例が
せっかく奈良市としてあるの
で、それを生かした研修など
があるとよいと思う。
・研修を受けた人の満足度を
目標に設定するのと合わせ
て、「研修に参加したかった
けど、できなかった」「研修
に参加したくなかった」とい
うような研修に参加しなかっ
た人達の声を聞いた上での目
標を設定するのはいかがで
しょうか。より意義のある研
修内容を検討できるのはない
かと思います。
・子どもも教員も疲れている
ような気がします。多忙化、
孤立化を防ぐためにも、若い
教員が意見をいいやすい環
境、教員が助け合える環境を
整えてください。その上で、
子どものいのちが大切にされ
る教育が引き続きなされるこ
とを願っています。
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 24 事業名 中学校給食実施事業 部名 学校教育部 課名 保健給食課

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容
健康で安心、安全な食を提供するため、小学校に加え、中学校でも給食
を実施します。

指標 中学校給食実施校数（校）
平成26年度

実績値
中学校１２校

（学校給食提供校）

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

千円 (予算) 千円

(決算) 164,949 千円 (決算) 253,317 千円

千円 (予算) 377,355 千円 (予算)(予算) 148,378 千円 (予算) 266,377

(決算) 千円(決算) 千円

予算・決算額

(目標) 21 (目標) 21

(実績) 16 (実績) 20 (実績)

目標値と実績値

(目標) 16 (目標) 21 (目標) 21

(決算) 千円

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

平成２８年度には、最終のⅣ
期の５校（若草・平城東・三
笠・登美ヶ丘・都南）の給食
室を建設し、竣工した順に給
食を随時提供していく予定で
す。

平成２９年度には、Ⅳ期の１
校（都南）を４月に開始して
中学校全校の給食開始となり
ます。

(実績) (実績)

取り組み内容・成果等

学校給食未実施校の中学校に
ついて、平成２３年１０月の
「奈良市中学校給食導入検討
委員会」、平成２４年２月の
「奈良市立中学校給食実施計
画策定会議」の報告に基づ
き、平成２５年度にモデル校
２校、平成２６年度に第Ⅱ期
４校、平成２７年度にはⅢ期
の５校（平城・飛鳥・京西・
登美ヶ丘北・二名）の給食を
開始いたしました。

学校給食未実施校の中学校に
ついて、平成２３年１０月の
「奈良市中学校給食導入検討
委員会」、平成２４年２月の
「奈良市立中学校給食実施計
画策定会議」の報告に基づ
き、平成２５年度にモデル校
２校、平成２６年度にⅡ期４
校、平成２７年度にはⅢ期の
５校、の給食を開始いたし、
平成２８年度には、Ⅳ期の４
校（若草・平城東・登美ヶ
丘・三笠）の４校を開始しま
した。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ Ｂ

子ども・子育て会議
における意見等

・給食の内容、費用について
の問題が無いのか、（給食費
の回収率も含めて）明確にし
ていくことが必要である。
・保護者の現状を鑑みるにと
ても必要な事業である。粛々
と進めていただければ有り難
い。

・中学校全校の給食開始は、
保護者の負担の軽減につなが
るので非常に評価できる。ま
た、保護者の費用負担も軽減
できるよう取り組んでいただ
きたい。

意見等に対する対応状況

・給食の内容については、栄
養のバランスを考えながら子
どもの嗜好を把握し、地産地
消に取り組んでいく。また、
給食費の回収率は９８％
（小・中）だが、学校の協力
を求め１００％を目指し取り
組む。
・未実施校の給食については
予定を前倒しにして、できる
だけ早く給食実施に向けて取
り組む。

・給食未実施の中学校に安心
安全な給食を提供するための
事業でありこれによりこども
にやさしいまちづくりを目指
しております。給食費の負担
軽減につきましては学校給食
法第１１条に設置者及び保護
者の負担が規定されていると
ころでもあり、今のところ無
償化の予定はございません。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｃ Ｂ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 25 事業名 放課後児童健全育成事業 部名 学校教育部 課名 地域教育課

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容

指標 入所児童数（人）
平成26年度

実績値
2,859

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 (3)放課後児童健全育成事業

保護者が就労などで昼間家庭にいない世帯の小学生を預かり、放課後児
童健全育成事業施設内において、集団生活を体験させながら、健全育成
を図ります。

千円

(決算) 581,265 千円 (決算) 619,207 千円

千円 (予算) 656,969 千円 (予算)(予算) 608,400 千円 (予算) 629,320

(決算) 千円

3,019 (目標) 3,100

(決算) 千円

千円 (予算)

(決算) 千円

予算・決算額

(目標) 3,181 (目標) 3,259

(実績) 2,860 (実績) 3,058 (実績)

目標値と実績値

(目標) 2,939 (目標)

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

研修会のさらなる充実を図り
保育の質を向上させるととも
に、主任指導員制度や巡回指
導により、管理体制を強化し
ていく。また、放課後児童支
援員に係る都道府県認定資格
研修を計画的に受講させる。
さらに、学校・関係機関・放
課後子ども教室などとの連携
の強化や、特別な支援が必要
な児童に対する支援の推進を
図り、多様な保護者ニーズを
把握しながら事業内容を充実
していく。

研修会のさらなる充実を図り
保育の質を向上させるととも
に、主任指導員制度や巡回指
導により、管理体制を強化し
ていく。また、放課後児童支
援員に係る都道府県認定資格
研修を計画的に受講させる。
さらに、学校・関係機関・放
課後子ども教室などとの連携
の強化や、特別な支援が必要
な児童に対する支援の推進を
図り、多様な保護者ニーズを
把握しながら事業内容を充実
していく。

(実績) (実績)

取り組み内容・成果等

市内４６ホームにおいて、１
９時までの延長保育を完全実
施し、保護者のニーズを取り
入れながら児童の受け入れを
図った。

主任制度、指導員研修、巡回
指導等により指導員の資質を
高め、児童が放課後等を安
全・安心に過ごせる環境を提
供した。また、延長保育や学
習プログラム事業を実施し、
バンビーホームの機能強化を
図った。

・ 放課後児童健全育成事
業、児童館の事業の更なる充
実を願う。子ども食堂など帰
宅後一人で過ごす子どもが多
い校区では、子ども食堂の実
施を助成するなどの対応があ
ればと思う。放課後の過ごし
方が子どもの人との関係性の
育ちにつながる。評価は単な
る事業実施だけではなく、子
どもの笑顔や人との関係性、
登校率などに相関していけた
らと思う。また、児童館と連
携した取り組みや地域の子育
て支援拠点として、子育て親
子を対象とした交流、子育て
についての相談、情報提供、
その他の援助を行う子育て広
場の実施、地域における子育
て支援の充実につながる利活
用の促進が課題である。
・子どもにやさしいまちづく
り条例を研修の項目に入れて
いただきたい。貧困家庭に対
する学習支援、文化的豊かさ
を享受するための機会の保
障、遊びの権利の保障を考慮
したプログラムを検討してい
ただきたい。

・現状のバンビーホームで
は、何より「保育の質」が最
も大きな課題となっているよ
うに感じる。
・バンビーホームは、施設の
広さの課題があると思う。
ハード面に関してももっと目
を向けて検討する必要があ
る。

・支援を要する子どもに個別
に対応していく必要性も生ま
れてくるかと思うので、柔軟
な対応に期待したい。
・保護者が就労していなくて
も利用する事はできないもの
か。

・子どもにやさしいまちづくり
条例を研修の項目に入れたらど
うか。貧困家庭に対する学習支
援、文化的豊かさを享受するた
めの機会の保障、遊びの権利の
保障を考慮したプログラムを検
討する必要がある。深刻な課題
といえる。帰宅後一人で過ごす
子どもが多い校区では、子ども
食堂の実施を助成するなどの対
応が求められる。ただ、子ども
だけではなく、擬似的な出会い
の場として高齢者や地域の様々
な方が集えるようなことも必要
である。子どもの格差は放課後
の過ごし方に顕著に表れると考
えられる。
・これから夫婦ともに就労して
いる家族は増えていく中で、地
域で子どもを育てる仕組みは大
事だと思う。小学生になると子
どもの親の姿が見えにくくな
り、何かあっても気軽に話がで
きる環境でないのが気がかりで
ある。親が先生や支援者とだけ
でも繋がり合える仕組みをどの
ように構築するかが課題だと思
う。
・保育所において、延長保育等
に頼っていた保護者が、子ども
たちの放課後の預け先に苦労す
る話は非常に多く聞きます。
保育所・幼稚園から小・中学校
までの連携を密にするために
も、子どもたちの放課後につい
て、より充実したサービスの提
供が求められます。
・子どもの居場所・特別支援が
必要な児童に対する支援に至る
まで、是非各学校の図書室を活
用して欲しい。どの児童も公平
に通える図書室は絶好の場所だ
と思います。さらに、教師の授
業支援や子どもの読書推進、関
連機関との連携など図書室運営
できる学校司書の配置を切望し
ます。加えて、子ども達自身に
放課後や学校・教室以外の居場
所の希望を聞く努力をしていた
だけたらと思います。子どもた
ちの希望と大人の考えている居
場所がマッチしているかを是非
検証してください。
・広報活動に関わっては、他の
事業においても、その強化が求
められている。事業ごとの強化
だけではなく、市全体として、
事業を関連付けながら、総合的
に広報を強化していく視点も必
要だと考える。
・放課後児童健全育成事業、児
童館の事業の更なる充実を願
う。子ども食堂など帰宅後一人
で過ごす子どもが多い校区で
は、子ども食堂の実施を助成す
るなどの対応があればと思う。
放課後の過ごし方が子どもの人
との関係性の育ちにつながる。
評価は単なる事業実施だけでは
なく、子どもの笑顔や人との関
係性、登校率などに相関してい
けたらと思う。また、児童館と
連携した取り組みや地域の子育
て支援拠点として、子育て親子
を対象とした交流、子育てにつ
いての相談、情報提供、その他
の援助を行う子育て広場の実
施、地域における子育て支援の
充実につながる利活用の促進が
課題である。

・バンビーホームも保育所同様
に隠れ待機児童の問題はあると
思います。研修会等の充実を
図って頂いているとは思います
が、まだまだ「バンビーホーム
を利用したいが出来ない」と
いった家庭もあるように思いま
す。より一層の保育の質の向上
が求められていると思います。
・多様な働き方による学童保育
の潜在的なニーズを含めて把握
していくことが必要だと考えま
す。
・保育所・幼稚園から小学校へ
の連携と共に、学童保育への連
携も大切なことの一つだと感じ
ています。今以上にしっかりと
した連携を取れる仕組みを作る
ことも必要だと思います。
・目標を上回っており評価でき
る。更なる事業内容の充実に期
待したい。
・共働き世帯や一人親家庭の増
加に伴い、バンビーホームが過
密状態であることを心配してい
ます。放課後の時間を安心して
過ごせるように、人員配置と快
適なスペースの確保を図ってく
ださい。また、放課後の格差と
いわれる中で、バンビに通う子
どもたちの遊びの権利保障、学
習権保証を図ってください。さ
らに、他府県では帰宅後ひとり
ぼっちで食事している子どもの
増加に対応して、学童保育で子
ども食堂を行っている学校もあ
ります。困窮家庭のニーズに対
応してほしいと思います。児童
デーサービスが充実してきたこ
とにより、障害をもつ子どもの
居場所が確保されましたが、一
方で、分断化、孤立化が進んで
います。個別支援に集中するあ
まり、いっしょに助け合うとい
う文化が失われつつあるように
危惧しています。いぜん中高校
世代の放課後の居場所が充実し
ていません。中高校世代の居場
所について検討してください。
・個別の評価だけではなく、放
課後の子どもたちの居場所作り
の視点から総合的に捉え、検討
することも必要では。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ａ Ｂ

子ども・子育て会議
における意見等
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意見等に対する対応状況

・バンビーホームの施設に関
しては、狭隘度・老朽度を考
慮しながら年次的に整備を進
めていく。また、保育の質の
向上のため、支援を要する児
童に対する研修等を行ってい
るが、今後さらに研修内容の
充実を目指したい。
・バンビーホームの入所要件
については、保護者の就労の
他に、保護者の病気・通学・
介護等により放課後保育に欠
ける場合も含まれている。

・バンビーホームの保育の質
をさらに向上させるため研修
内容を充実させていく。ま
た、児童がバンビーホームに
おいて有意義に過ごせるよう
引き続き各バンビーホームに
おいて指導ビジョン及び年間
計画を作成していく。
・主任を中心に保育園、小学
校等との連携強化を図り、児
童や保護者を適切に支援して
いく。
・児童がバンビーホームにお
いて多様な体験ができるよう
学習プログラム事業を引き続
きモデル実施していく。
・バンビーホームを利用する
児童の増加に伴い、施設整備
を加速化させ児童が安全・安
心で快適に過ごせる環境の整
備を推進していく。

・ 放課後児童健全育成事
業、児童館の事業の更なる充
実を願う。子ども食堂など帰
宅後一人で過ごす子どもが多
い校区では、子ども食堂の実
施を助成するなどの対応があ
ればと思う。放課後の過ごし
方が子どもの人との関係性の
育ちにつながる。評価は単な
る事業実施だけではなく、子
どもの笑顔や人との関係性、
登校率などに相関していけた
らと思う。また、児童館と連
携した取り組みや地域の子育
て支援拠点として、子育て親
子を対象とした交流、子育て
についての相談、情報提供、
その他の援助を行う子育て広
場の実施、地域における子育
て支援の充実につながる利活
用の促進が課題である。
・子どもにやさしいまちづく
り条例を研修の項目に入れて
いただきたい。貧困家庭に対
する学習支援、文化的豊かさ
を享受するための機会の保
障、遊びの権利の保障を考慮
したプログラムを検討してい
ただきたい。

・現状のバンビーホームで
は、何より「保育の質」が最
も大きな課題となっているよ
うに感じる。
・バンビーホームは、施設の
広さの課題があると思う。
ハード面に関してももっと目
を向けて検討する必要があ
る。

・支援を要する子どもに個別
に対応していく必要性も生ま
れてくるかと思うので、柔軟
な対応に期待したい。
・保護者が就労していなくて
も利用する事はできないもの
か。

・子どもにやさしいまちづくり
条例を研修の項目に入れたらど
うか。貧困家庭に対する学習支
援、文化的豊かさを享受するた
めの機会の保障、遊びの権利の
保障を考慮したプログラムを検
討する必要がある。深刻な課題
といえる。帰宅後一人で過ごす
子どもが多い校区では、子ども
食堂の実施を助成するなどの対
応が求められる。ただ、子ども
だけではなく、擬似的な出会い
の場として高齢者や地域の様々
な方が集えるようなことも必要
である。子どもの格差は放課後
の過ごし方に顕著に表れると考
えられる。
・これから夫婦ともに就労して
いる家族は増えていく中で、地
域で子どもを育てる仕組みは大
事だと思う。小学生になると子
どもの親の姿が見えにくくな
り、何かあっても気軽に話がで
きる環境でないのが気がかりで
ある。親が先生や支援者とだけ
でも繋がり合える仕組みをどの
ように構築するかが課題だと思
う。
・保育所において、延長保育等
に頼っていた保護者が、子ども
たちの放課後の預け先に苦労す
る話は非常に多く聞きます。
保育所・幼稚園から小・中学校
までの連携を密にするために
も、子どもたちの放課後につい
て、より充実したサービスの提
供が求められます。
・子どもの居場所・特別支援が
必要な児童に対する支援に至る
まで、是非各学校の図書室を活
用して欲しい。どの児童も公平
に通える図書室は絶好の場所だ
と思います。さらに、教師の授
業支援や子どもの読書推進、関
連機関との連携など図書室運営
できる学校司書の配置を切望し
ます。加えて、子ども達自身に
放課後や学校・教室以外の居場
所の希望を聞く努力をしていた
だけたらと思います。子どもた
ちの希望と大人の考えている居
場所がマッチしているかを是非
検証してください。
・広報活動に関わっては、他の
事業においても、その強化が求
められている。事業ごとの強化
だけではなく、市全体として、
事業を関連付けながら、総合的
に広報を強化していく視点も必
要だと考える。
・放課後児童健全育成事業、児
童館の事業の更なる充実を願
う。子ども食堂など帰宅後一人
で過ごす子どもが多い校区で
は、子ども食堂の実施を助成す
るなどの対応があればと思う。
放課後の過ごし方が子どもの人
との関係性の育ちにつながる。
評価は単なる事業実施だけでは
なく、子どもの笑顔や人との関
係性、登校率などに相関してい
けたらと思う。また、児童館と
連携した取り組みや地域の子育
て支援拠点として、子育て親子
を対象とした交流、子育てにつ
いての相談、情報提供、その他
の援助を行う子育て広場の実
施、地域における子育て支援の
充実につながる利活用の促進が
課題である。

・バンビーホームも保育所同様
に隠れ待機児童の問題はあると
思います。研修会等の充実を
図って頂いているとは思います
が、まだまだ「バンビーホーム
を利用したいが出来ない」と
いった家庭もあるように思いま
す。より一層の保育の質の向上
が求められていると思います。
・多様な働き方による学童保育
の潜在的なニーズを含めて把握
していくことが必要だと考えま
す。
・保育所・幼稚園から小学校へ
の連携と共に、学童保育への連
携も大切なことの一つだと感じ
ています。今以上にしっかりと
した連携を取れる仕組みを作る
ことも必要だと思います。
・目標を上回っており評価でき
る。更なる事業内容の充実に期
待したい。
・共働き世帯や一人親家庭の増
加に伴い、バンビーホームが過
密状態であることを心配してい
ます。放課後の時間を安心して
過ごせるように、人員配置と快
適なスペースの確保を図ってく
ださい。また、放課後の格差と
いわれる中で、バンビに通う子
どもたちの遊びの権利保障、学
習権保証を図ってください。さ
らに、他府県では帰宅後ひとり
ぼっちで食事している子どもの
増加に対応して、学童保育で子
ども食堂を行っている学校もあ
ります。困窮家庭のニーズに対
応してほしいと思います。児童
デーサービスが充実してきたこ
とにより、障害をもつ子どもの
居場所が確保されましたが、一
方で、分断化、孤立化が進んで
います。個別支援に集中するあ
まり、いっしょに助け合うとい
う文化が失われつつあるように
危惧しています。いぜん中高校
世代の放課後の居場所が充実し
ていません。中高校世代の居場
所について検討してください。
・個別の評価だけではなく、放
課後の子どもたちの居場所作り
の視点から総合的に捉え、検討
することも必要では。

子ども・子育て会議
における意見等
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

意見等に対する対応状況

・バンビーホームの施設に関
しては、狭隘度・老朽度を考
慮しながら年次的に整備を進
めていく。また、保育の質の
向上のため、支援を要する児
童に対する研修等を行ってい
るが、今後さらに研修内容の
充実を目指したい。
・バンビーホームの入所要件
については、保護者の就労の
他に、保護者の病気・通学・
介護等により放課後保育に欠
ける場合も含まれている。

・バンビーホームの保育の質
をさらに向上させるため研修
内容を充実させていく。ま
た、児童がバンビーホームに
おいて有意義に過ごせるよう
引き続き各バンビーホームに
おいて指導ビジョン及び年間
計画を作成していく。
・主任を中心に保育園、小学
校等との連携強化を図り、児
童や保護者を適切に支援して
いく。
・児童がバンビーホームにお
いて多様な体験ができるよう
学習プログラム事業を引き続
きモデル実施していく。
・バンビーホームを利用する
児童の増加に伴い、施設整備
を加速化させ児童が安全・安
心で快適に過ごせる環境の整
備を推進していく。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｂ Ｂ

44 / 69 ページ



■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 26 事業名 放課後子ども教室推進事業 部名 学校教育部 課名 地域教育課

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容

指標
放課後子ども教室の
年間実施日数（日）

平成26年度
実績値

31

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

放課後等に小学校等を活用して、子どもたちの安全・安心な活動拠点
(居場所)を設け、地域の方々の参画を得てスポーツ等交流活動を実施す
ることにより、子どもたちが地域社会の中で心豊かで健やかに育まれる
環境づくりを行います。

千円

(決算) 24,134 千円 (決算) 20,745 千円

千円 (予算) 20,899 千円 (予算)(予算) 24,773 千円 (予算)
（繰越分96,577）

117,322

(決算) 千円

33 (目標) 34

(決算) 千円

千円 (予算)

(決算) 千円

予算・決算額

(目標) 34 (目標) 35

(実績) 32 (実績) 31 (実績)

目標値と実績値

(目標) 32 (目標)

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

放課後子ども教室の開催日数
の増加やプログラム内容の充
実、バンビーホームとの連携
強化に取り組んでいく。

引き続き、教室への訪問によ
る現状の把握、各校区週1回
程度の教室実施の呼びかけ、
人材育成のための研修実施、
バンビーホームとの連携強化
等、教室実施日数の増加とプ
ログラム内容の充実を目指す
仕組みづくりを進める。ま
た、本事業に関わる地域人材
の裾野を広げるために、広報
活動の強化を図る。

(実績) (実績)

取り組み内容・成果等

週1回程度事業を実施する仕
組みづくりを目指し、今後５
か年で１校あたり年間35日実
施できるよう目指す。

放課後子ども教室の年間実施
日数（日）は減少したが、教
室実施が月1回未満の校区が
平成27年度は10校区であった
ところ、平成28年度は9校区
になった。

・ 放課後子ども教室の保険
は、現状で奈良市PTA連合会
安全会の保険を適用すること
になっているが、本来PTA活
動中の事故等に使われる保険
を放課後子ども教室に使うこ
とは不適切であり、また各校
園のPTA会長が放課後子ども
教室の運営に責任を持つとい
う体制にもなっていない。不
測の事故は起こるものである
し、今後事業を大きくしてい
く上でもこの部分の改善は
図っていただきたい。
・No.25：放課後児童健全育
成事業の中に抱え込む形には
ならないかと思う。
・近年、子ども達が安全に遊
ぶ場所が少ないことから、放
課後の小学校の活用は保護者
としては安心できる。子ども
の関心をひけるプログラムの
充実を期待する。
・地域との連携を高めるため
に事業内容の明確な提示と、
協働事業を明確にして支援メ
ニューの提示をしていただき
たい。

・評価は単なる事業実施だけ
ではなく、子どもの笑顔や人
との関係性、登校率などに相
関していけたらと思う。ま
た、児童館と連携した取り組
みや地域の子育て支援拠点と
して、子育て親子を対象とし
た交流、子育てについての相
談、情報提供、その他の援助
を行う子育て広場の実施、地
域における子育て支援の充実
につながる利活用の促進が課
題である。
・これから夫婦ともに就労し
ている家族は増えていく中
で、地域で子どもを育てる仕
組みは大事だと思う。小学生
になると子どもの親の姿が見
えにくくなり、何かあっても
気軽に話ができる環境でない
のが気がかりである。親が先
生や支援者とだけでも繋がり
合える仕組みをどのように構
築するかが課題だと思う。
・子どもの居場所・特別支援
が必要な児童に対する支援に
至るまで、是非各学校の図書
室を活用して欲しい。どの児
童も公平に通える図書室は絶
好の場所だと思います。さら
に、教師の授業支援や子ども
の読書推進、関連機関との連
携など図書室運営できる学校
司書の配置を切望します。加
えて、子ども達自身に放課後
や学校・教室以外の居場所の
希望を聞く努力をしていただ
けたらと思います。子どもた
ちの希望と大人の考えている
居場所がマッチしているかを
是非検証してください。
・広報活動に関わっては、他
の事業においても、その強化
が求められている。事業ごと
の強化だけではなく、市全体
として、事業を関連付けなが
ら、総合的に広報を強化して
いく視点も必要だと考える。

・放課後の子どもの居場所づ
くりという点でとても意味の
ある事業ですが、保険の問題
の解決を図って頂きたいと
思っております。現状のPTA
安全会の保険を適用している
という不整合を解決するに
は、各放課後子ども教室毎に
別途保険への加入が必要とな
りますが、年会費のようなも
のを徴収しなければならなく
なりますし、そうなれば「誰
もが」という居場所とはなら
ない問題もあります。不測の
事故によりこの事業の存続が
問われることもあるかとも思
いますので、放課後子ども教
室に参加する子どもたちへの
保険を予算化して頂きたいと
思います。
・Ｃ評価とされた課題がみえ
にくい。具体的にどこを改善
すれば、目標が達成されるの
か。バンビーホームと連携し
ながら質量ともに向上が必要
と言うことか。
・個別の評価だけではなく、
放課後の子どもたちの居場所
作りの視点から総合的に捉
え、検討することも必要で
は。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ Ｃ

子ども・子育て会議
における意見等
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

意見等に対する対応状況

・委託先である各小学校運営
委員会に保険の加入状況を確
認した。その結果を受け、奈
良市PTA連合会安全会の保険
の利用はPTAとの共催事業の
みとするよう働きかけること
を検討しており、保険の加入
についてご留意いただくよう
周知していきたい。
・地域の全ての子どもたちを
対象とし自由に参加できる放
課後子ども教室と、児童福祉
法に基づき実施している放課
後児童健全育成事業は対象や
運営方法が大きく異なり、抱
え込む形は難しいと考える。
ただし、両事業について、国
が示す放課後子ども総合プラ
ンの一体型として運営をして
おり、今後、地域の方々と指
導員との更なる連携を目指し
たい。
・子どもたちの安心・安全な
居場所を設け、地域の中での
様々な学びや体験ができる環
境づくりを一層推進していく
ため、いただいたご意見を参
考に、取組内容について市民
への周知を図りたい。

・地域全体で子どもを守り育
てるために、家庭教育支援や
児童福祉の分野との連携・協
力を進める必要性があると考
える。
・放課後子ども教室の実施場
所として、既に学校図書室を
活用しているところもある。
学校図書室での活動を含め、
子ども達が多様な体験に触れ
られる機会を提供する事業と
していきたい。
・より多くの地域の方々に本
事業を知っていただくため
に、委託先である各小学校運
営員会とともにＳＮＳ等も活
用しながら周知を図りたい。
・本事業は国の方針のもと、
国庫補助金を活用して実施し
ているが、その対象外経費の
中に子どもの保険料や材料費
等実費相当分も含まれている
ことから、主に委託金を活動
実施に携わる人材や放課後子
ども教室としての共有物品の
ために使っていただくことと
している。
・評価について、市内全ての
市立小学校区で実施している
が、実施日数等に大きな差異
があり、目標値に到達しな
かったのみならず、前年度よ
りも実績値が低下しているこ
とからＣとしている。

・ 放課後子ども教室の保険
は、現状で奈良市PTA連合会
安全会の保険を適用すること
になっているが、本来PTA活
動中の事故等に使われる保険
を放課後子ども教室に使うこ
とは不適切であり、また各校
園のPTA会長が放課後子ども
教室の運営に責任を持つとい
う体制にもなっていない。不
測の事故は起こるものである
し、今後事業を大きくしてい
く上でもこの部分の改善は
図っていただきたい。
・No.25：放課後児童健全育
成事業の中に抱え込む形には
ならないかと思う。
・近年、子ども達が安全に遊
ぶ場所が少ないことから、放
課後の小学校の活用は保護者
としては安心できる。子ども
の関心をひけるプログラムの
充実を期待する。
・地域との連携を高めるため
に事業内容の明確な提示と、
協働事業を明確にして支援メ
ニューの提示をしていただき
たい。

・評価は単なる事業実施だけ
ではなく、子どもの笑顔や人
との関係性、登校率などに相
関していけたらと思う。ま
た、児童館と連携した取り組
みや地域の子育て支援拠点と
して、子育て親子を対象とし
た交流、子育てについての相
談、情報提供、その他の援助
を行う子育て広場の実施、地
域における子育て支援の充実
につながる利活用の促進が課
題である。
・これから夫婦ともに就労し
ている家族は増えていく中
で、地域で子どもを育てる仕
組みは大事だと思う。小学生
になると子どもの親の姿が見
えにくくなり、何かあっても
気軽に話ができる環境でない
のが気がかりである。親が先
生や支援者とだけでも繋がり
合える仕組みをどのように構
築するかが課題だと思う。
・子どもの居場所・特別支援
が必要な児童に対する支援に
至るまで、是非各学校の図書
室を活用して欲しい。どの児
童も公平に通える図書室は絶
好の場所だと思います。さら
に、教師の授業支援や子ども
の読書推進、関連機関との連
携など図書室運営できる学校
司書の配置を切望します。加
えて、子ども達自身に放課後
や学校・教室以外の居場所の
希望を聞く努力をしていただ
けたらと思います。子どもた
ちの希望と大人の考えている
居場所がマッチしているかを
是非検証してください。
・広報活動に関わっては、他
の事業においても、その強化
が求められている。事業ごと
の強化だけではなく、市全体
として、事業を関連付けなが
ら、総合的に広報を強化して
いく視点も必要だと考える。

・放課後の子どもの居場所づ
くりという点でとても意味の
ある事業ですが、保険の問題
の解決を図って頂きたいと
思っております。現状のPTA
安全会の保険を適用している
という不整合を解決するに
は、各放課後子ども教室毎に
別途保険への加入が必要とな
りますが、年会費のようなも
のを徴収しなければならなく
なりますし、そうなれば「誰
もが」という居場所とはなら
ない問題もあります。不測の
事故によりこの事業の存続が
問われることもあるかとも思
いますので、放課後子ども教
室に参加する子どもたちへの
保険を予算化して頂きたいと
思います。
・Ｃ評価とされた課題がみえ
にくい。具体的にどこを改善
すれば、目標が達成されるの
か。バンビーホームと連携し
ながら質量ともに向上が必要
と言うことか。
・個別の評価だけではなく、
放課後の子どもたちの居場所
作りの視点から総合的に捉
え、検討することも必要で
は。

子ども・子育て会議
における意見等

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｂ Ｂ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

意見等に対する対応状況

「わくわくセンター学習」
「キッズホリデークラブ」と
も、小学校高学年や中高生用
のプログラムを用意してい
る。
また、全体の参加人数から比
較すれば少数ではあるが中高
生の参加も得ている。

「キッズホリデークラブ」で
は、親子で学ぶ機会として、
科学実験やロボット教室等を
開催しており、子どもたちが
主体的に学びながら保護者と
共に学ぶことができるよう工
夫している。
　また、教育センターでの取
組を広く市内の子どもたちが
活用できるよう、市内学校園
へのチラシ配布と共に、SNS
等も活用し、イベント情報に
ついて随時広報している。

担
当
課
評
価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ

・ 「わくわくセンター学
習」や「キッズホリデークラ
ブ」について、小学校高学年
や中高生用のプログラムも必
要ではないか。

・これから夫婦ともに就労し
ている家族は増えていく中
で、地域で子どもを育てる仕
組みは大事だと思う。小学生
になると子どもの親の姿が見
えにくくなり、何かあっても
気軽に話ができる環境でない
のが気がかりである。親が先
生や支援者とだけでも繋がり
合える仕組みをどのように構
築するかが課題だと思う。
・広報活動に関わっては、他
の事業においても、その強化
が求められている。事業ごと
の強化だけではなく、市全体
として、事業を関連付けなが
ら、総合的に広報を強化して
いく視点も必要だと考える。

平成27年度

子ども・子育て会議
における意見等

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

取り組み内容・成果等

「わくわくセンター学習」
は、平成27年度は、75校園か
ら3,985名の参加であった。
「キッズホリデークラブ」の
事業は、平成27年度には、
12,127名の参加があり、満足
度はほぼ100％であった。

「わくわくセンター学習」
は、平成28年度は、70校園か
ら3,583名の参加であった。
「キッズホリデークラブ」の
事業は、平成28年度には、
12,156名の参加があり、満足
度はほぼ100％であった。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

「わくわくセンター学習」
は、学習指導要領に応じた発
展的なプログラムの教材開発
を進める必要がある。
「キッズホリデークラブ」
は、市民に向けて、様々なメ
ディアを通して広報活動を行
い、質の高いプログラムの提
供を図る。

「わくわくセンター学習」
は、学校園では学習指導要領
の改訂に合わせ、児童生徒が
主体的に活動できるプログラ
ムや伝統や文化に関する教材
開発を進めていく。
「キッズホリデークラブ」
は、プログラミング教育を対
象年齢や内容ごとにシリーズ
化し、より市民のニーズに応
じた質の高い内容として推し
進める。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ Ｂ

(目標) 15,290

(実績) 16,070 (実績)

目標値と実績値

(目標) 14,000 (目標) 14,310 (目標) 14,630 (目標) 14,960

15,739 (実績) (実績) (実績)

(決算) 千円

千円

(決算) 22,411 千円 (決算) 19,624 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円 (予算)千円 (予算) 20,140

予算・決算額

(予算) 22,627 千円 (予算) 20,087

(決算) 千円

平成31年度

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 27 事業名 教育センター学習事業 部名 学校教育部 課名 教育支援課

平成26年度
実績値

14,188

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

教育センターのキッズ学びのフロアの設備を活用した体験教室等を開催
することで、子どもたちの豊かな学びを保障し、創造性や探究心を育て
ます。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

事業内容

指標 年間来館者数（人）
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子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ａ Ａ

担
当
課
評
価
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

・利用申込の方法について
は、不便を感じている市民の
方もいることから、今後改善
策を検討していきたい。
・黒髪山キャンプフィールド
については、利用者が減少し
ていることから、今後利用者
の増加を目指して、魅力ある
体験プログラムの開発、広報
の拡充等利用促進を図る取組
を検討していきたい。
・平成27年度から、青少年野
外活動センターが当課の所管
となり、青少年育成・環境教
育の場として、黒髪山キャン
プフィールドとの一体的な利
用促進を目指していきたい。

・黒髪山キャンプフィールド
の利用申込の方法について
は、その改善策を施設の指定
管理者と協議し、検討中であ
る。しかし、インターネット
での申込を可能とすると、使
用料が無料であることもあ
り、無責任な申込が増加する
等の懸案事項もあることか
ら、慎重に検討したいと考え
ている。
・利用者からのアンケート結
果等を参考にし、利用者が増
加するよう、魅力的なプログ
ラムの提供に努めていきた
い。

・利用の申し込みが、利用日
１４日前までの月・火・木・
金・土曜日の午後１時～５時
で、電話等での受付をしてい
ないために、申し込みしにく
いとの声がある。名称が変
わって広報も必要であるが、
電話やFAX、ネットでの申し
込みも可能にするなど、受付
の形も工夫した方が良いので
はないかと思う。
・自然環境に触れる機会が少
ない中で、奈良市の貴重な施
設なので、多様な体験プログ
ラムの提供が必要である。
・施設整備を行い、より利用
しやすい施設に充実させてい
けるよう期待したい。小学
校、中学校等の学校単位の利
用ができ、環境教育の一端を
担えることに期待したい。

・近場で野外活動が可能な施
設であり、潜在的な需要は大
きいと思います。利用申込み
が、利用日14日前までの月・
火・木・金・土曜日の午後1
時～5時に限られ、電話等で
の受付もしていないので、申
込みがやりにくいとの声があ
ります。電話やFAX、ネット
での申込みも可能にするなど
の工夫があっても良いのでは
ないかとも思います。
・利用者から幅広く意見を聴
収し、魅力的なプログラムを
作ってほしい。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ Ｂ

取り組み内容・成果等

青少年野外体験施設である黒
髪山キャンプフィールドと青
少年野外活動センターの平成
27年度の利用者数は12,577人
であった。また、継続的な施
設整備により、安全で快適な
施設提供に努めることで、野
外活動等を通じた青少年の健
全育成が図れた。

青少年野外体験施設である黒
髪山キャンプフィールドと青
少年野外活動センターの平成
28年度の利用者数は12,279人
であった。このうち、黒髪山
キャンプフィールドの利用者
数は、ホームページやチラシ
等による広報活動による成果
もあり、平成27年度に比べ、
395人増加した。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

利用者数は横ばい状態にあ
り、利用者が固定化している
傾向にある。
今後は広報のあり方について
創意工夫し、青少年育成・環
境教育の場としての利用促進
を目指すとともに、安全で快
適に利用していただくための
施設整備を行っていく。

黒髪山キャンプフィールドの
利用者は増加したものの、青
少年野外活動センターの利用
者は減少しており、利用者も
固定化している傾向にある。
今後はさらなる広報活動に努
めるとともに、魅力的なプロ
グラムを実施し、新規の利用
者の獲得に向け、事業を展開
していく。また、学校以外で
の子どもの居場所が求められ
ていることや自然体験の機会
の減少が懸念される中、青少
年の健全育成の教育・体験活
動の場としての利用促進に努
めていく。

予算・決算額

(目標) 12,120

目標値と実績値

(目標) 12,040 (目標)

(実績)

千円

27,412 千円

千円 (予算)

12,080

(決算) 千円

(予算)27,213 千円 (予算)

(目標) 12,160

(実績) 12,577 (実績) 12,279 (実績)

(目標) 12,000

(決算) 千円

(実績)

(決算) 28,323 千円 (決算)

事業内容

指標 市営青少年野外体験施設の
利用者数（人）

平成26年度
実績値

11,998

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

自然環境の中での野外活動やレクリエーション活動を通じて、青少年の
心身の健全な育成を図ります。

千円

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

(予算) 28,118 千円 (予算) 27,413

(決算)

千円

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 28 事業名 青少年野外体験施設の運営管理
（旧名称：黒髪山キャンプフィールド管理運営）

部名 教育総務部 課名 生涯学習課
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ａ Ａ

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ｂ Ｂ

意見等に対する対応状況

・利用申込の方法について
は、不便を感じている市民の
方もいることから、今後改善
策を検討していきたい。
・黒髪山キャンプフィールド
については、利用者が減少し
ていることから、今後利用者
の増加を目指して、魅力ある
体験プログラムの開発、広報
の拡充等利用促進を図る取組
を検討していきたい。
・平成27年度から、青少年野
外活動センターが当課の所管
となり、青少年育成・環境教
育の場として、黒髪山キャン
プフィールドとの一体的な利
用促進を目指していきたい。

・黒髪山キャンプフィールド
の利用申込の方法について
は、その改善策を施設の指定
管理者と協議し、検討中であ
る。しかし、インターネット
での申込を可能とすると、使
用料が無料であることもあ
り、無責任な申込が増加する
等の懸案事項もあることか
ら、慎重に検討したいと考え
ている。
・利用者からのアンケート結
果等を参考にし、利用者が増
加するよう、魅力的なプログ
ラムの提供に努めていきた
い。
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

子ども・子育て会議
における意見等

・ 放課後児童健全育成事
業、児童館の事業の更なる充
実を願う。子ども食堂など帰
宅後一人で過ごす子どもが多
い校区では、子ども食堂の実
施を助成するなどの対応があ
ればと思う。放課後の過ごし
方が子どもの人との関係性の
育ちにつながる。評価は単な
る事業実施だけではなく、子
どもの笑顔や人との関係性、
登校率などに相関していけた
らと思う。また、児童館と連
携した取り組みや地域の子育
て支援拠点として、子育て親
子を対象とした交流、子育て
についての相談、情報提供、
その他の援助を行う子育て広
場の実施、地域における子育
て支援の充実につながる利活
用の促進が課題である。

・利用を促進するため、誘客
が図れるイベント等を実施し
てはどうか。
・子育て支援、相談の場が広
がり、充実してきている。利
用者が、支援、相談の場の全
体像を把握し、ニーズに応じ
て選択できるような情報提示
が求められるのではないか。
・児童館一律ではなく、各々
の児童館の特色（職員や利用
者、立地条件）を生かした運
営が、魅力ある児童館につな
がっていくのではないかと思
う。

・放課後児童健全育成事業、
児童館の事業の更なる充実を
願う。子ども食堂など帰宅後
一人で過ごす子どもが多い校
区では、子ども食堂の実施を
助成するなどの対応があれば
と思う。放課後の過ごし方が
子どもの人との関係性の育ち
につながる。評価は単なる事
業実施だけではなく、子ども
の笑顔や人との関係性、登校
率などに相関していけたらと
思う。また、児童館と連携し
た取り組みや地域の子育て支
援拠点として、子育て親子を
対象とした交流、子育てにつ
いての相談、情報提供、その
他の援助を行う子育て広場の
実施、地域における子育て支
援の充実につながる利活用の
促進が課題である。
・児童館の事業等を広く普及
し、広報することは、放課後
事業にも繋がる。C-評価で終
わることなく、連携が求めら
れるのではないか。
・これから夫婦ともに就労し
ている家族は増えていく中
で、地域で子どもを育てる仕
組みは大事だと思う。小学生
になると子どもの親の姿が見
えにくくなり、何かあっても
気軽に話ができる環境でない
のが気がかりである。親が先
生や支援者とだけでも繋がり
合える仕組みをどのように構
築するかが課題だと思う。

・就園前の子どもと保護者を
対象としている地域子育て支
援拠点事業の充実も大切で
す。一方で、児童館は児童、
中高生の居場所としての機能
を充実する取組にも力を入れ
ていただきたいです。
・児童館の数が限られ、少子
化の中では、利用者を子ども
の健全育成と若者が集って来
れるプログラムが必要ではな
いか
・Ｃ評価に関わって「引き続
き」これまで同様の取組を進
めることで改善されるのか疑
問。いずれも広報活動の強化
が改善策として挙げられてい
るが、具体的な方策の提示が
望まれる。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｃ Ｃ

取り組み内容・成果等

児童館(４館）において、午
前中の時間帯を活用して、就
学前の児童と保護者の交流、
子育てについての相談、情報
提供や講座等を行う地域子育
て支援拠点を開設している。

　児童館での各種活動や、地
域子育て支援拠点事業等を通
じて　「子どもの居場所づく
り」や「児童の健全育成」を
促進した。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

今後も引き続き、地域の子育
て支援拠点として、子育て親
子を対象とした交流、子育て
についての相談、情報提供、
その他の援助を行う子育て広
場を実施し、地域における子
育て支援の充実を目指す。さ
らに、児童館の事業等を広く
広報することにより、館の利
活用の促進を図る。

今後も引き続き、地域の子育
て支援拠点として、子育て親
子を対象とした交流、子育て
についての相談、情報提供、
その他の援助を行う子育て広
場を実施し、地域における子
育て支援の充実を目指す。さ
らに、児童館の事業等を広く
広報することにより、館の利
活用の促進を図る。

予算・決算額

(目標) 38,500

目標値と実績値

(目標) 39,700 (目標)

(実績)

千円

46,253 千円

千円 (予算)

39,100

(決算) 千円

(予算)46,114 千円 (予算)

(目標) 38,000

(実績) 36,425 (実績) 34,395 (実績)

(目標) 39,700

(決算) 千円

(実績)

(決算) 52,650 千円 (決算)

事業内容

指標 児童館(4館)の利用者数（人）
平成26年度

実績値
37,628

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 (7)地域子育て支援拠点事業

児童の健全育成とともに市民との協働による子育て支援の拠点としての
事業を行い、より開かれた児童館をめざします。

千円

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

(予算) 55,663 千円 (予算) 50,738

(決算)

千円

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 29 事業名 児童館事業の充実 部名 子ども未来部 課名 子ども育成課
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ａ Ａ

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

・地域の中での子どもの居場
所、遊びの拠点として、安定
した日常生活を支援するとと
もに、児童個々にきめ細やか
な相談・援助を行った。
・各々の児童館の近隣にある
地域子育て支援センター等と
連携・協働して、支援セン
ターのノウハウを活かした講
座や、地域交流会などを開催
した。
・各々の児童館では地域の実
情に応じた取組を行っている
が、今後、児童館の取組を市
ホームページ等で公開し、利
用促進につなげていきたい。

・放課後の安全安心な子ども
の居場所として、適切な遊び
や生活の場を提供し、児童の
健全育成を図った。なお、利
用者ニーズの把握及び児童館
事業の更なる充実を図るた
め、今後、児童及び保護者へ
のアンケート調査の実施等を
検討していく。
・地域の子育て支援拠点とし
て、子育て親子を対象とした
広場の実施など、地域におけ
る子育て支援の充実を図った
が、今後は、子育て支援セン
ターや子育てナビゲーター等
とともに地域連携の強化及び
相談体制を構築し、利活用の
促進につなげていきたい。
・児童館の取組を市ホーム
ページ等で公開し、利用促進
を図ったが、今後はFacebook
やTwitterなどのＳＮＳを活
用した効果的な広報活動を検
討していく。

・ 放課後児童健全育成事
業、児童館の事業の更なる充
実を願う。子ども食堂など帰
宅後一人で過ごす子どもが多
い校区では、子ども食堂の実
施を助成するなどの対応があ
ればと思う。放課後の過ごし
方が子どもの人との関係性の
育ちにつながる。評価は単な
る事業実施だけではなく、子
どもの笑顔や人との関係性、
登校率などに相関していけた
らと思う。また、児童館と連
携した取り組みや地域の子育
て支援拠点として、子育て親
子を対象とした交流、子育て
についての相談、情報提供、
その他の援助を行う子育て広
場の実施、地域における子育
て支援の充実につながる利活
用の促進が課題である。

・利用を促進するため、誘客
が図れるイベント等を実施し
てはどうか。
・子育て支援、相談の場が広
がり、充実してきている。利
用者が、支援、相談の場の全
体像を把握し、ニーズに応じ
て選択できるような情報提示
が求められるのではないか。
・児童館一律ではなく、各々
の児童館の特色（職員や利用
者、立地条件）を生かした運
営が、魅力ある児童館につな
がっていくのではないかと思
う。

・放課後児童健全育成事業、
児童館の事業の更なる充実を
願う。子ども食堂など帰宅後
一人で過ごす子どもが多い校
区では、子ども食堂の実施を
助成するなどの対応があれば
と思う。放課後の過ごし方が
子どもの人との関係性の育ち
につながる。評価は単なる事
業実施だけではなく、子ども
の笑顔や人との関係性、登校
率などに相関していけたらと
思う。また、児童館と連携し
た取り組みや地域の子育て支
援拠点として、子育て親子を
対象とした交流、子育てにつ
いての相談、情報提供、その
他の援助を行う子育て広場の
実施、地域における子育て支
援の充実につながる利活用の
促進が課題である。
・児童館の事業等を広く普及
し、広報することは、放課後
事業にも繋がる。C-評価で終
わることなく、連携が求めら
れるのではないか。
・これから夫婦ともに就労し
ている家族は増えていく中
で、地域で子どもを育てる仕
組みは大事だと思う。小学生
になると子どもの親の姿が見
えにくくなり、何かあっても
気軽に話ができる環境でない
のが気がかりである。親が先
生や支援者とだけでも繋がり
合える仕組みをどのように構
築するかが課題だと思う。

・就園前の子どもと保護者を
対象としている地域子育て支
援拠点事業の充実も大切で
す。一方で、児童館は児童、
中高生の居場所としての機能
を充実する取組にも力を入れ
ていただきたいです。
・児童館の数が限られ、少子
化の中では、利用者を子ども
の健全育成と若者が集って来
れるプログラムが必要ではな
いか
・Ｃ評価に関わって「引き続
き」これまで同様の取組を進
めることで改善されるのか疑
問。いずれも広報活動の強化
が改善策として挙げられてい
るが、具体的な方策の提示が
望まれる。
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 30 事業名 スポーツ体験フェスティバルの開催 部名 市民活動部 課名 スポーツ振興課

1,800

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

「体育の日」にちなんで、スポーツの裾野を拡大し、「見て、触れて、
体験」することにより、子どもたちがスポーツに親しみ、取り組む足が
かりとなる場を提供します。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容

指標 参加人数（人）

予算・決算額

(予算)

(決算) 千円

平成26年度
実績値

千円

千円(決算) 千円(決算) 1,500 千円 (決算) 1,685 千円

1,500 千円 (予算) 1,700

(決算)

千円 (予算) 1,500 千円 (予算) 千円 (予算)

(実績)

目標値と実績値

(目標) 2,000 (目標) 2,200 (目標) (目標) 2,600 (目標) 2,800

(実績) 3,300 (実績) 3,000 (実績)

2,400

(実績)

担当課評価 Ａ Ａ

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

初めて見るスポーツ、初めて
触る道具、初めて知るルール
を「見て・触れて・体験し
て」スポーツに興味を持って
もらい、各競技のすそ野を広
げ、スポーツ人口の増進に寄
与する。また、鴻ノ池運動公
園が気軽に訪れられる市民の
憩いの場となるようフェス
ティバル開催時に賑わいの創
設を図る。

初めて見るスポーツ、初めて
触る道具、初めて知るルール
を「見て・触れて・体験し
て」スポーツに興味を持って
もらい、各競技のすそ野を広
げ、スポーツ人口の増進に寄
与する。また奈良市健康ス
ポーツポイント事業の指定事
業として、参加された市民の
方に奈良市ポイントの付与を
行った。

取り組み内容・成果等

スタンプラリーによる、様々
な種目のスポーツ体験（２３
カ所）を設け、参加者にスタ
ンプを集めながら、各種目を
体験していただいた。前年、
鴻ノ池運動公園内の施設が工
事中により参加者が少なかっ
たが、全施設を使用し実施し
たところ多数の市民の方に参
加いただけた。

スタンプラリーによる、様々
な種目のスポーツ体験（２３
カ所）を設け、参加者にスタ
ンプを集めながら、各種目を
体験していただいた。また、
フリースタイルサッカーやダ
ブルダッチの新しいスポーツ
の方に出演頂き、多くの市民
の方に楽しんでいただけた。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況 ―

当事業は、日頃の運動不足解
消や、幼・少年のスポーツに
親しむきっかけ作りとして幅
広い層を対象としており、広
く参加につながるよう関係部
署、関係団体と連携を図り広
報に努めます。

―

・広報活動に関わっては、他
の事業においても、その強化
が求められている。事業ごと
の強化だけではなく、市全体
として、事業を関連付けなが
ら、総合的に広報を強化して
いく視点も必要だと考える。

担
当
課
評
価

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ａ Ａ

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ａ Ａ

意見等に対する対応状況 ―

競技力の向上だけでなく、ス
ポーツ好きの子ども達を育成
している事業の内容を、関係
部署、関係団体と連携を図り
更なる広報活動に努めます。

担
当
課
評
価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ

―

・広報活動に関わっては、他
の事業においても、その強化
が求められている。事業ごと
の強化だけではなく、市全体
として、事業を関連付けなが
ら、総合的に広報を強化して
いく視点も必要だと考える。

平成27年度

子ども・子育て会議
における意見等

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

取り組み内容・成果等

スポーツやレクリエーション
活動を通し青少年の心身の健
全な発達と、子どもたちの体
力向上を図ることを目的に各
種スポーツ大会、体力つくり
大会、スキー教室の実施、近
畿・全国大会等への派遣を
行った。

スポーツやレクリエーション
活動を通し青少年の心身の健
全な発達と、子どもたちの体
力向上を図ることを目的に各
種スポーツ大会、体力つくり
大会、スキー教室の実施、近
畿・全国大会等への派遣を
行った。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

少子化等により、登録団数・
団員数が減少しているため、
子どもたちが積極的に参加で
きる魅力ある事業の展開を行
い登録数の増加に努め、青少
年の心身の健全な発達と体力
の向上を図る。

少子化等により、登録団数・
団員数が減少しているため、
子どもたちがスポーツを通じ
てこころと身体を育て、積極
的に参加できる魅力ある事業
の展開を行い登録数の増加に
努め、青少年の心身の健全な
発達と体力の向上を図る。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ Ｂ

(目標) 9.9

(実績) 9.１ (実績)

目標値と実績値

(目標) 9.１ (目標) 9,3 (目標) 9.5 (目標) 9.7

8.5 (実績) (実績) (実績)

(決算) 千円

千円

(決算) 1,150 千円 (決算) 1,000 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円 (予算)千円 (予算) 1,000

予算・決算額

(予算) 1,150 千円 (予算) 1,000

(決算) 千円

平成31年度

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 31 事業名 スポーツ少年団の育成 部名 市民活動部 課名 スポーツ振興課

平成26年度
実績値

8.9

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

スポーツ少年団事業として魅力ある本部事業を展開し、団への加入を促
進することにより、子どもたちのスポーツの継続的な活動を促進しま
す。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

事業内容

指標 スポーツ少年団加入率（％）
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

平成30年度 平成31年度

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 32 事業名 子どもを対象とした文化事業の実施 部名 市民活動部 課名
文化振興課

奈良町にきわい課

千円

(決算) 16,402 千円 (決算) 12,672 千円

事業内容
子どもたちが優れた芸術や伝統的な芸能等、文化に親しむ機会を設けま
す。

指標

予算・決算額

(予算)

(決算)

事業の実施件数（件）及び
参加人数（人）

平成26年度
実績値

33件
47,235人

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

平成27年度 平成28年度 平成29年度

15,502 千円 (予算) 14,507

(決算)

千円 (予算) 12,863 千円 (予算) 千円 (予算)

千円(決算) 千円

(実績) (実績)

55件
53,000人

千円

(目標)
55件

53,000人
(目標)

55件
53,000人

目標値と実績値

(目標)
55件

50,000人
(目標)

55件
53,000人

(目標)

(実績)
45件

48,805人
(実績)

41件
59,201人

(実績)

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

各文化施設では、少子化が進む
中、それぞれの特徴を活かし、
子どもや親子、子どもと大人な
ど子どもを対象とした、子ども
に喜んでもらえる内容に心がけ
各種事業を実施した。実施に当
たっては、幼稚園、保育園をは
じめ小学校へのチラシ配布や教
育委員会の後援を得るなどより
多くの方々に参加していただけ
るよう広報活動を行った。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

実施事業や実施団体の定例化
が進んでしまい、新しい観点
からの事業開催に取り組むべ
き段階と考える。地域団体や
他課との積極的な協働や、入
場料の低廉化などを図り、参
加者数の増加に努める。

今後も子どもを対象とした事
業を継続して実施する。楽し
いだけでなく子どもたちの糧
となるもの、参加しやすい時
期、参加料などその事業内容
にも工夫を加え実施する必要
がある。

取り組み内容・成果等

集計方法を変更したため、事
業数は減少しているが、前年
までと同様の取り組みを実施
しており、目標を超えた参加
者を確保できた。今後も引き
続き、より多くの子供たちが
参加できるよう事業展開に取
り組む。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ Ｂ

子ども・子育て会議
における意見等

・芸術、文化に親しむ機会を
持つことが青少年にとってど
のような教育的価値があるの
かをアピールできるとよいの
ではないか。私立幼稚園や小
中高等学校にも広報的な活動
を行うこともできるかと思
う。
・バレエ、オペラ、クラッ
シックコンサートなど、子ど
もは観劇ができない規定に問
題を感じる。子どものための
格安の料金設定や、子どもの
ための観劇日を作らなければ
芸術を肌で感じる事はでき
ず、興味も湧かずに先には進
まないのではないか。

・広報活動に関わっては、他
の事業においても、その強化
が求められている。事業ごと
の強化だけではなく、市全体
として、事業を関連付けなが
ら、総合的に広報を強化して
いく視点も必要だと考える。

意見等に対する対応状況

・公立私立を問わず、地域の
園や学校に広報活動を行って
いる事業や施設もあるもの
の、まだまだ質、量ともに十
分とは言い難く、より積極的
な広報活動が必要かと思われ
る。
・子どものための料金設定や
観劇日について、今後もそう
いった事業の展開を検討して
いくことに加え、現在実施し
ている事業の広報活動にも力
を入れていきたい。

当事業は、子どもたちが優れ
た芸術や伝統的な芸能等、文
化に親しむきっかけ作りとし
て幅広い層を対象としてお
り、広く参加につながるよう
関係部署、関係団体と連携を
図り広報に努めます。

担
当
課
評
価

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ａ Ａ

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等
平成29年度 平成30年度 平成31年度

なら100年会館「こどもお能
教室」、奈良市音声館「出張
わらべうた教室」、奈良市美
術館「親と子のやさしいアー
ト体験」の各事業は、学校教
育との連携を図り、子どもた
ちが芸術文化に親しむきっか
け作りとし、広く参加につな
がるよう関係部署、関係団体
と連携を図り広報に努めま
す。

　今後も件数及び参加人数の
増加に努めます。

・芸術、文化に親しむ機会を
持つことが青少年にとってど
のような教育的価値があるの
かをアピールできるとよいの
ではないか。私立幼稚園や小
中高等学校にも広報的な活動
を行うこともできるかと思
う。
・バレエ、オペラ、クラッ
シックコンサートなど、子ど
もは観劇ができない規定に問
題を感じる。子どものための
格安の料金設定や、子どもの
ための観劇日を作らなければ
芸術を肌で感じる事はでき
ず、興味も湧かずに先には進
まないのではないか。

・広報活動に関わっては、他
の事業においても、その強化
が求められている。事業ごと
の強化だけではなく、市全体
として、事業を関連付けなが
ら、総合的に広報を強化して
いく視点も必要だと考える。

・件数は少ないが、参加人数
については目標を大きく超え
ており評価できる。今後は件
数を増やし、参加人数の増加
につなげていただきたい。

今後も、訪問先のニーズに対
応できるよう柔軟に、内容に
工夫をこらし、継続してまい
ります。

(目標)

なら100年会館では、こども
お能教室による社寺での奉納
や出張披露、小学校や社会福
祉施設等での室内楽演奏会・
楽器体験を実施した。また、
奈良市音声館では、大型紙芝
居の幼稚園、小学校での出張
公演、わらべうた普及事業と
して幼稚園、保育園等での
「出張わらべうた教室」を実
施した。奈良市美術館では
「親と子のやさしいアート体
験」を実施した。
参加人数は、目標値を超えま
した。今後も、より幅広い
方々に対し、活動を展開して
いけるよう取り組みます。

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

・公立私立を問わず、地域の
園や学校に広報活動を行って
いる事業や施設もあるもの
の、まだまだ質、量ともに十
分とは言い難く、より積極的
な広報活動が必要かと思われ
る。
・子どものための料金設定や
観劇日について、今後もそう
いった事業の展開を検討して
いくことに加え、現在実施し
ている事業の広報活動にも力
を入れていきたい。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

事業実施により、すぐに効果
が表れるものではなく、予算
の問題や指定管理者制度の期
間の問題等もある中で、来館
が難しい未就園児などに対し
て、地道な取り組みを行って
まいります。参加者を増やす
ため、広報活動を徹底しま
す。

取り組み内容・成果等

担当課評価 Ｂ Ｂ

平成27年度 平成28年度

(決算) 3,661 千円

(目標)
20件

4,800人
(目標)

20件
4,800人

(目標)

なら100年会館で子どもお能
の出張披露、万葉オペラ・ラ
ボアウトリーチ事業、奈良市
音声館で紙芝居公演、わらべ
うた遊びの指導派遣、市美術
館にて親と子のやさしいアー
ト体験を実施しました。
実施数は目標に届きませんで
したが、目標以上の方に参加
していただきました。今後
も、より幅広い方々に対し、
活動を展開していけるよう取
り組みます。

20件
4,800人

(実績)
7件

4,040人
(実績)

6件
5,708人

(実績)

(目標)

4,278

(決算) 千円

(実績)

(予算)

目標値と実績値

20件
4,000人

(実績)

千円 (予算) 3,943 千円

(決算) 8,054

20件
4,800人

予算・決算額

(予算) 9,167 千円 (予算)

千円

事業内容

指標 事業の実施件数（件）及び
参加人数（人）

平成26年度
実績値

千円 (予算)

12件
3,802人

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

学校教育との連携を図り、子どもたちが芸術文化に親しむ機会を充実さ
せます。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

千円(決算) 千円

千円

(決算)

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 33 事業名 アウトリーチ活動の実施 部名 市民活動部 課名 文化振興課
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

Ａ

平成28年度 平成29年度 平成30年度

担
当
課
評
価

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ａ Ａ

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

平成31年度

Ａ

平成27年度
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

事業内容
教育センターに教育相談総合窓口を設け、カウンセラーを配置するとと
もに不登校や特別支援教育の相談、スクールカウンセラーの配置等を行
い、教育に関する様々な相談の充実を図ります。

指標 教育センターにおける
来所教育相談延べ回数（回）

平成26年度
実績値

平成31年度

2,768

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 34 事業名 教育相談業務の充実 部名 学校教育部 課名 教育相談課

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

3,296 (実績)

千円

千円

(実績)

千円 (決算)

(目標) 3,056

(実績)

千円

千円(決算)

2,937

(予算)27,323 千円

(実績) 2,819

千円 (予算) 21,985(予算) 24,232

2,879 (目標)

千円21,827

(予算)

予算・決算額

(目標) 2,996

目標値と実績値

(目標)

(決算)

(目標)

(決算) 19,823

千円 (予算)

2,823

(実績)

千円 (決算)

取り組み内容・成果等

不登校やいじめなど学校生活に
かかわる相談や、障害のある幼
児児童生徒の就学やことばの問
題など、特別支援教育にかかわ
る対応について教育相談を実
施。今後もニーズは増えると予
想（年約２％）、各校の相談体
制の充実を目指す。

不登校やいじめなど学校生活に
かかわる相談や、障害のある幼
児児童生徒の就学やことばの問
題など、特別支援教育にかかわ
る対応について教育相談を実
施。教育センターに不登校対応
カウンセラーを配置し、市立全
中学校を訪問し、校内の不登校
支援体制の充実を目指す。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

教育相談体制の充実を図るため
関係課や子ども発達センター等
の専門機関と連携を深めなが
ら、不登校児童生徒や特別な支
援を必要とする幼児児童生徒へ
の適切な支援を行う。スクール
カウンセラーの配置について
は、全市立学校(中学校は県よ
り）へ配置し、スクールカウン
セリングを有効に活用するとと
もに、不登校の予防・未然防止
に努める。

教育相談体制の充実を図るため
関係各課や専門機関と連携を深
めながら、不登校児童生徒や特
別な支援を必要とする幼児児童
生徒への適切な支援を行う。ス
クールカウンセラーを全市立学
校(中学校は県より）へ配置す
るとともに、教育センターに配
置した不登校対応カウンセラー
が市立全中学校を巡回訪問し、
不登校支援体制の構築を推進す
る。

子ども・子育て会議
における意見等

・相談業務においては、子ども
にやさしいまちづくり条例に記
載されているように、子どもが
直接相談できるよう工夫をして
いただきたい。

・相談業務の充実は必要である
が、予防・未然防止に向けた取
り組みも進めていただき、不登
校の生徒の減少を図っていただ
きたい。

意見等に対する対応状況

・校内においては、子どもの身
近にいるスクールカウンセラー
に気軽に相談できる教育相談体
制の整備に努めている。また、
教育センターにおける個別の心
理相談では、言語化しにくい子
どもの発達や心の状態に応じた
適切な支援につないでいる。
・平成27年度作成した「不登校
対策の手引き」を活用し教員の
研修を行うとともに、新たな不
登校をうまないための不登校の
予防・未然防止の取組を推進し
ている。

・平成28年度より不登校支援の
周知の為、広報イベント「カプ
ラでGo!」を開催している。
・教育センターでの相談につい
ては単発で終わるのではなく、
心理支援、発達支援、関係機関
等と連携したり、継続した相談
につなげたりするなどのフォ
ローを行っている。
・平成28年度以降全校に配置し
たスクールカウンセラーの有効
な活用についての教員研修を
行っている。
・各校での教育相談体制充実を
図るため、不登校対応カウンセ
ラーが学校への訪問を行い、学
校の体制づくりを支援してい
る。

・とても大切ですので、引き続
き取り組んでいただきたいと思
います。
・スクールカウンセラーが各学
校に配備され、相談できるよう
になったのは本当にありがたく
評価できる。
・窓口拡充や相談業務の、その
後のフォローアップケアも抜け
なきよう取り組んで頂けるよう
お願いします。

・不登校対応など教育相談の体
制の充実は喫緊の課題とも言え
ます。学校からのつなぎやカウ
ンセリングの予約などで時間が
かかるといった面もあるような
ので、より一層の充実をお願い
したいです。また、スクールカ
ウンセラーの在校日数が増え、
子ども自身がもっと簡単に相談
に行ける体制があれば、不登校
となる前に手が打てることもあ
るように思います。
・引き続き、積極的に巡回訪問
等を実施していただきたい。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ Ｂ
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

担
当
課
評
価

平成28年度 平成29年度

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｂ Ｂ

平成27年度 平成30年度 平成31年度
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等
平成31年度

担当課評価 Ｃ Ｂ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

教育センターと通級指導教室
が定期的に情報交換を行い、
相談の情報を共有するなど連
携を密にし、本市の特別支援
教育の充実を図る。また、通
級指導教室担当者が学校を巡
回するなど、地域支援のネッ
トワーク化を推進するととも
に、国が推進するインクルー
シブ教育システムの構築を目
指す。

教育センターと通級指導教室
が定期的に情報交換を行い、
相談の情報を共有するなど連
携を密にし、本市の特別支援
教育の充実とインクルーシブ
教育システムの構築を推進す
る。今年度中学校に通級指導
教室が新設されたことから、
通常の学級に在籍する児童生
徒の、切れ目ない支援が進ん
できている。

子ども・子育て会議
における意見等

・特別支援教育推進事業は、
今後の課題としてインクルー
シブ教育システムの構築を目
指してほしい。教育センター
に教育相談総合窓口を設け、
カウンセラーを配置するとと
もに不登校や特別支援教育の
相談、スクールカウンセラー
の配置等を行い、教育に関す
る様々な相談の充実を目指し
てほしいが、評価基準は数と
はいえない。相談した後の状
況把握などが大切である。
・相談業務においては、子ど
もにやさしいまちづくり条例
に記載されているように、子
どもが直接相談できるよう工
夫をしていただきたい。
・今後も未就学児からの継続
した支援教育を行うために
も、スムーズな連携がとれる
ような事業展開に期待した
い。
・特別支援教育の自己評価は
とても難しいが、その中での
Cという評価はとても勇気の
ある評価である。この評価を
もとにぜひ推進していただき
たい。

・特別支援教育推進事業は今
後の課題としてインクルーシ
ブ教育システムの構築を目指
してほしい。教育センターに
教育相談総合窓口を設け、カ
ウンセラーを配置するととも
に不登校や特別支援教育の相
談、スクールカウンセラーの
配置等を行い、教育に関する
様々な相談の充実を目指して
ほしいが、評価基準は数とは
いえない。相談した後の状況
把握などが大切である。
・とても大切ですので、引き
続き取り組んでいただきたい
と思います。
・特別支援教育の相談の垣根
が低くなったと感じている。
その分、すぐに相談ができな
い状況があるので、相談窓口
を増やすなどの対策が必要だ
と思う。
・窓口拡充や相談業務の、そ
の後のフォローアップケアも
抜けなきよう取り組んで頂け
るようお願いします。

・特別支援教育の充実と切れ
目ない支援というところが実
際に達成できてきているとい
うことであると、評価できる
ので、今後も引き続き実施し
て頂きたい。

(実績) 876 (実績) 1,001 (実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

就学相談では、本人・保護者
と十分な相談を行い保護者の
意見を尊重して、学校と共に
合意形成を図るよう努めた。
就学前相談や園への訪問観察
等が年々増加傾向にあり、子
ども未来部と連携し就学前相
談の実施方法について改善を
図る。

就学相談では、本人・保護者
と十分な相談を行い保護者の
意見を尊重して、学校と共に
合意形成を図るよう努めた。
就学前相談における相談内容
が多様化しているため、適切
な就学相談となるよう相談担
当者の力量の向上を目指した
研修会を実施した。

目標値と実績値

(目標) 1,169(目標)

予算・決算額

(予算) 10,439 (予算)千円10,173 千円 (予算)

(決算) 10,338 千円

千円(予算)

千円 千円(決算)(決算)

10,038

(決算) 9,868 千円 千円(決算)

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

1,129 (目標) 1,149

平成31年度

事業内容
特別支援教育の推進のため、専門の相談員を配置し、特別な支援を必要
とする幼児児童生徒一人一人に応じた相談の充実を図ります。

指標 特別支援教育
来所相談件数（件）

平成26年度
実績値

1,069

千円 千円 (予算)

1,089 (目標) 1,109 (目標)

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 35 事業名 特別支援教育推進事業 部名 学校教育部 課名 教育相談課
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｂ Ｂ

平成31年度

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ

意見等に対する対応状況

・子どもの就学前から、学校
卒業後にわたる切れ目ない支
援体制の整備と、学校や関係
機関等と連携しながらインク
ルーシブ教育システムの構築
を目指していく。
・校内においては、子どもが
身近にいるスクールカウンセ
ラーに気軽に相談できる教育
相談体制の整備に努めるとと
もに、教育センターにおける
心理相談や、適応指導教室で
の不登校支援等子どもの心の
状態に応じた適切な支援につ
ないでいる。

・インクルーシブ教育を推進
するための専門性をもった教
員の養成を目的として、年間
17講座の教員研修を今年度よ
り新設した。
・特別支援教育に関わる教育
相談を教育センターで実施し
た後、フォローアップシート
の提出を通じて学校における
支援や取り組みの推進状況の
確認を行っている。
・多くの相談に対応するた
め、より的確な相談、助言を
行うことができるよう、2週
間に1度、ケース検討会議を
行っている。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

担
当
課
評
価
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 36 事業名 すこやかテレフォン事業 部名 教育総務部 課名 生涯学習課

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容

指標 すこやかテレフォン
事業予算（千円）

平成26年度
実績値

900

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

青少年の健全育成を図るため、青少年の育成に関する相談業務を奈良
「いのちの電話」協会に委託し、すこやかテレフォン相談室を設置し、
専門の相談員が年中無休で電話による各種の相談業務を行います。

千円

(決算) 900 千円 (決算) 765 千円

千円 (予算) 900 千円 (予算)(予算) 900 千円 (予算) 765

(決算) 千円

765 (目標) 765

(決算) 千円

千円 (予算)

(決算) 千円

予算・決算額

(目標) 765 (目標) 765

(実績) 900 (実績) 765 (実績)

目標値と実績値

(目標) 900 (目標)

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

青少年の問題が複雑化し、相
談内容も多種多様化してきて
いるにも関わらず、相談員の
高齢化及び減少が問題化しつ
つある。
広報の方法を工夫し、事業及
び相談員養成講座の一層の周
知に努め、今後も相談体制を
維持できるよう引き続き支援
していく。

相談内容の内訳として、教育
に関するものは3割程度であ
り、対象外の相談も多くみら
れることから、各種相談窓口
や関係機関との連携や情報共
有を行うとともに、さらなる
広報活動を行い、広く市民へ
の周知に努める。また、相談
員の高齢化や減少が進んでお
り、相談体制を維持できるよ
う引き続き支援していく。

(実績) (実績)

取り組み内容・成果等

年中無休で相談業務にあた
り、平成27年度は549件の相
談があり、１件あたりの相談
時間は17分であった。相談に
あたっては必要に応じて他機
関への案内も行う等、多種多
様化する悩みの相談に対応す
ることにより、青少年の健全
育成に大きな成果が得られ
た。

年中無休で青少年やその保護
者からの電話相談に対応し、
平成28年度は638件の相談が
あり、平成27年度より89件増
加した。これは、奈良市広報
誌への掲載やポスター、チラ
シの配布等の広報活動に努め
たことが増加の要因と考えら
れる。また、乳幼児や未就園
児の親からの相談もみられる
ようになり、乳幼児専門の相
談窓口の紹介を行うなど、子
育てに悩む親への支援を行っ
た。

・相談業務においては、子ど
もにやさしいまちづくり条例
に記載されているように、子
どもが直接相談できるよう工
夫をしていただきたい。

・とても大切ですので、引き
続き取り組んでいただきたい
と思います。
・子ども達が、困難に面した
時、このようなツールがある
ことを全員が漏れなく知って
いるかが重要だと思います。
・子どもにやさしいまちづく
り条例第18条には、子どもが
直接相談できる窓口の充実と
いう項目があります。今年度
の子ども会議でも子どもたち
から相談窓口に関する意見が
出ましたが、それぞれの相談
窓口で子どもからの直接相談
件数はいくらなのか、もし少
ないとしたら理由は何だと考
えているのか、どうすれば相
談しやすいかなどを考えてい
ただきたいと思います。顔の
見える広報を行うこと、電話
しやすいように学校に出かけ
ていくこと、相談だけではな
く、調整や救済にも取り組む
こと、メールやライン相談を
おこなっていることなど子ど
もたちの意見も活かしていた
だきたいと思います。子ども
のSOSをより積極的にキャッ
チできる仕組みづくりにチャ
レンジしていただきますよう
お願いいたします。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ Ｂ

子ども・子育て会議
における意見等
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

意見等に対する対応状況

保護者以外に青少年からの電
話相談も受けており、全体の
７割近くを占める。直接面会
して相談する場も必要である
が、本事業は電話でしか相談
できない子どもたちの受け皿
としての効果があると考えて
いる。

・事業の広報については、毎
年生徒に電話相談窓口を案内
するカードを配布するととも
に、しみんだよりに掲載する
など周知に努めています。し
かし、子どもたちが安心して
相談できるよう、事業の周知
方法も工夫し、相談体制の充
実に努めていきたい。

・奈良市には様々な相談窓口
があり、それぞれの所管も異
なっているが、悩んでいる子
どもたちが安心して相談でき
るよう、市全体で関係機関が
連携体制をとり、子どもたち
のSOSに迅速に対応できる体
制の構築を目指したい。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ａ Ａ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 37 事業名 エイズ・性感染症に関する正しい知識の普及啓発事業 部名 健康医療部 課名 保健予防課

平成27年度 平成28年度

千円

平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容

指標
高校生に対する

教育・啓発実施校（校）
平成26年度

実績値
8

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

特に性行動が活発化する若年層を中心に、エイズや性感染症に関する正
しい知識を持ち予防行動がとれるよう、学校、NPO団体等関係機関と協
力しながら啓発事業を推進します。
また、感染不安のある方への相談や検査を行い、知識普及と感染予防へ
の意識づけを行います。

千円千円 (予算) 千円 (予算)

予算・決算額

(予算) 463 千円 (予算) 409

(決算) 311 千円 (決算) 320

(予算) 396

(実績)

千円 (決算) (決算) 千円千円 (決算) 千円

(実績)

(目標) 8

目標値と実績値

8 (目標) 8

(実績) 8 (実績) 8 (実績)

(目標) 8 (目標) 8 (目標)

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

平成27年度 平成28年度 平成29年度

エイズに関する健康教育・啓
発事業について、学校の関心
を高めるため、保健所から継
続した働きかけを行ってい
く。
保健所における抗体検査・相
談についても、引き続き啓発
を行っていく。

エイズを中心とした健康教
育・啓発事業について、継続
して保健所から働きかけを
行っていく。
保健所における匿名・無料の
抗体検査・相談についても、
引き続き啓発を行っていく。

取り組み内容・成果等

市内の高校生に対し、健康教
育・啓発事業を実施し、エイ
ズや性感染症に対する正しい
知識の普及と予防方法につい
ての啓発ができた。また、保
健所においては感染不安のあ
る市民に対し抗体検査・相談
を実施するとともに、感染予
防の意識づけを行うことがで
きた。

市内の高校生（教師を含む）
に対し、講義や学園祭等の機
会を通じて健康教育・啓発事
業を実施し、エイズや性感染
症に対する正しい知識の普及
と予防方法についての啓発が
できた。また、保健所におい
ては感染不安のある人に対し
抗体検査・相談を実施すると
ともに、感染予防の意識づけ
を行い、必要時医療機関受診
へと繋げた。

平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ

・相談業務においては、子ど
もにやさしいまちづくり条例
に記載されているように、子
どもが直接相談できるよう工
夫をしていただきたい。

・高校生では遅いのではない
か。中学生で正しい知識を持
つ事が大事である。

Ｂ

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

・来所相談や電話相談の際に
は、プライバシーに配慮した
対応として来所では個室での
面接とし、来所又は電話のい
ずれの場合であっても相談者
の個人情報の取扱いには十分
に配慮し、匿名での相談にも
応じている。
　HIV抗体検査は匿名・無料
で実施しており、誰でも受け
ることができる。検査後のカ
ウンセリングでエイズに関す
る正しい知識の説明や相談に
も応じている。
・中学生においては学習指導
要領に基づき性教育を実施さ
れており、その土台をもとに
高校生に性教育を実施するこ
とで、一層知識が深まるもの
と考え、高校生を対象にエイ
ズに関する正しい知識の普及
の為の出前教育や文化祭での
エイズ教育を実施している。

・平成28年度は性感染症の１
つであるB型肝炎ウイルスの
検査について検査及び相談機
会を拡大している。
・各高校に出向き、高校の現
状や要望に合わせた健康教育
を実施している。
・啓発媒体として高校生から
ポスターを募集し、それを
カードに印刷し裏に相談窓口
を掲載するなど、身近に相談
しやすいように工夫してい
る。
・若年者が情報収集として活
用しているSNSを利用した検
査についての啓発を実施して
いる。
・世界エイズデーでは中学に
も啓発を行っており、現在は
まず性行動が活発になる高校
生を対象に命のすばらしさと
自分と相手を大切にする異性
との付き合い方を含めた性感
染症予防の教育を出前教育や
エイズ教育を実施している。

・とても大切ですので、引き
続き取り組んでいただきたい
と思います。

・対象学年を高校生から中学
生に引き下げることはできな
いか。
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価
平成27年度 平成28年度

担
当
課
評
価

Ａ Ａ

平成29年度

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

平成30年度 平成31年度

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ａ Ａ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 38 事業名 未成年の喫煙対策 部名 健康医療部 課名
医療政策課
健康増進課

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容

指標

（医療政策課）
未成年へ啓発物配布人数（人）
（健康増進課）
大学生等への健康教育の
うち未成年の受講者数（人）

平成26年度
実績値

（医療政策課）
　0人
（健康増進課）
　未成年353人

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

たばこから子どもたちの健康を守るため、関係機関と協力しながら子ど
もおよび保護者への啓発を行います。

千円

(決算) 34 千円 (決算) 34 千円

千円 (予算) 63 千円 (予算)(予算) 187 千円 (予算) 187

(決算) 千円

（医療政策課）
　　4,000人
（健康増進課）
　　600人

(目標)

（医療政策課）
　　4,000人
（健康増進課）
　　600人

(決算) 千円

千円 (予算)

意見等に対する対応状況

・厚生労働省は、受動喫煙防
止対策強化の法整備のたたき
台を作成しており、その中で
未成年等が主に利用する施設
は、「敷地内禁煙」とするこ
とになっている。国の動向を
注視しながら市の施設につい
ては、施設所管課に協力を求
め、禁煙施設を増やして行く
活動をすすめていく。
・未成年の喫煙対策のために
は、市立各小・中・高等学校
における教職員の方々の協力
が不可欠と考える。

現在、教育の現場において、
たばこによる身体への悪影
響、喫煙を誘われた際の断り
方などの喫煙と健康について
の授業が行われている。これ
らの授業内容を踏まえた、未
成年喫煙者への対応及び指導
方法、治療方法等の知識や理
解を深め、未成年者により効
果的な喫煙防止教育を実施す
ること、また保健所との連携
を図ることにより更なる未成
年者の喫煙を防ぐことを目的
とし、市内の小中高に勤務す
る喫煙防止教育担当者研修会
（養護教諭・教員・学校薬剤
師等）を平成29年度に実施す
る予定。また、未成年者禁煙
相談窓口事業・喫煙防止教育
教材貸出事業についても周知
を行う。

(決算) 千円

予算・決算額

(目標)

（医療政策課）
　　4,000人
（健康増進課）
　　600人

(目標)

（医療政策課）
　　4,000人
（健康増進課）
　　600人

(実績)

（医療政策課）
　　4,000人
（健康増進課）
　　未成年571人

(実績)

（医療政策課）
　　4,000人
（健康増進課）
　　未成年679人

(実績)

目標値と実績値

(目標)

（医療政策課）
　　4,000人
（健康増進課）
　　500人

(目標)

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

(医療政策課）
　平成27年度は小学6年生を
対象に禁煙啓発物を年度末に
配布した。平成28年度は早い
段階で配布し、授業の中で活
用してもらえるようにする。
また、喫煙防止教育担当者向
けの研修会を行う。
(健康増進課）
　市内の大学生や専門学校生
を対象とした喫煙に関する健
康教育を実施し、喫煙防止の
ための啓発を継続していく。

(医療政策課）
　小学6年生を対象に禁煙啓
発物を配布した。また喫煙防
止教育担当者向けの研修会開
催の働きかけを継続してい
く。
(健康増進課）
　市内の大学生や専門学校生
を対象とした喫煙に関する健
康教育を実施し、喫煙防止の
ための啓発を継続していく。

(実績) (実績)

取り組み内容・成果等

（医療政策課）
・未成年者禁煙相談窓口
継続して実施。校園長会等へ
事業の周知(2回)
・小学6年対象に喫煙防止チ
ラシ配布(46校4,000枚)。
(健康増進課)
・大学生等への健康教育を実
施。8回、受講者767人うち未
成年571人。実施回数はH26年
度の5機関から8機関に増え、
受講者数が1.6倍になった。

（医療政策課）
・未成年者禁煙相談窓口
継続して実施。
・小学6年対象に喫煙防止チ
ラシ配布(46校4,000枚)
（健康増進課）
・大学生等への健康教育を実
施。12回、受講者979人うち
未成年679人。実施回数はH27
年度の8機関から12機関に増
え、受講者数が1.3倍になっ
た。

・市や県の施設を子どもが利
用している時は禁煙にすると
かはできないものか。
・未成年の喫煙対策は、どの
ように認知を広げていくかが
課題で難しいことだと思う。

・とても大切ですので、引き
続き取り組んでいただきたい
と思います。

・積極的な働きかけをお願い
したい。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ａ Ａ

子ども・子育て会議
における意見等
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ａ Ａ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

子ども・子育て会議
における意見等

・相談業務においては、子ど
もにやさしいまちづくり条例
に記載されているように、子
どもが直接相談できるよう工
夫をしていただきたい。
・啓発活動と同時に学校教育
での取り組みにも期待した
い。小学校での性教育と、小
学生を持つ家庭での性教育に
ついての対策も必要かと思
う。
・大学等への健康教育では遅
すぎると思う。知識が必要な
のは、興味本位で性行動をし
てしまう中学生や高校生では
ないか。正しい知識を持つ事
で、行動への責任を考える
きっかけができるのではない
か。

・とても大切ですので、引き
続き取り組んでいただきたい
と思います。
・窓口拡充や相談業務の、そ
の後のフォローアップケアも
抜けなきよう取り組んで頂け
るようお願いします。
・子ども達が、困難に面した
時、このようなツールがある
ことを全員が漏れなく知って
いるかが重要だと思います。
・子どもにやさしいまちづく
り条例第18条には、子どもが
直接相談できる窓口の充実と
いう項目があります。今年度
の子ども会議でも子どもたち
から相談窓口に関する意見が
出ましたが、それぞれの相談
窓口で子どもからの直接相談
件数はいくらなのか、もし少
ないとしたら理由は何だと考
えているのか、どうすれば相
談しやすいかなどを考えてい
ただきたいと思います。顔の
見える広報を行うこと、電話
しやすいように学校に出かけ
ていくこと、相談だけではな
く、調整や救済にも取り組む
こと、メールやライン相談を
おこなっていることなど子ど
もたちの意見も活かしていた
だきたいと思います。子ども
のSOSをより積極的にキャッ
チできる仕組みづくりにチャ
レンジしていただきますよう
お願いいたします。
・ますます必要性が高まって
いる。どのような窓口が必要
なのか、個別の対応や情報の
守秘義務、社会参加への窓口
が円滑に行くような取り組み
が求められる。
・私が身近にいる中高校生か
ら相談を受ける場合、自己肯
定感が低く、自分の命なんて
どうでもいいって感じている
子ども若者が多いです。その
ような子どもに、命の大切さ
を伝えるだけでは子どもたち
の心に響かないと考えます。
気持ちを出せるような居場所
や逃げ場の確保、高校におい
て妊娠した場合、出産を準備
しながら学び続けることの出
来る環境、出産やその後の生
活を支えることのできる支援
体制を整えることも重要だと
考えます。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ Ｂ

取り組み内容・成果等

･市立中学校全学年に思春期
相談カードを配布(約8,400
人）。
･電話相談のための職員向け
事前研修実施。
･健康増進課での電話相談の
実施。
・大学生等への健康教育
実施回数８回、受講者767人
うち未成年571人
・妊娠届出数2,607件(うち16
歳未満の届出１件）

･市立中学校全学年に思春期
相談カードを配布(約8,400
人）市内高等学校で保健予防
課が参加する事業の際にカー
ド配布（３校）
･電話相談のための職員向け
事前研修実施。
･健康増進課での電話相談の
実施。
・妊娠届出数2,465件(うち16
歳未満の届出0件）

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

・相談窓口の啓発や大学等へ
の健康教育などを継続して実
施します。

・相談窓口の啓発を継続して
実施します。
・関係各課の取り組みと合わ
せて効率的に啓発等を行う方
法を検討します

予算・決算額

(目標) 0

目標値と実績値

(目標) 0 (目標)

(実績)

千円

45 千円

千円 (予算)

0

(決算) 千円

(予算)45 千円 (予算)

(目標) 0

(実績) 1 (実績) 0 (実績)

(目標) 0

(決算) 千円

(実績)

(決算) 0 千円 (決算)

事業内容

指標 16歳未満の妊娠届出数（件）
平成26年度

実績値
1

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

１０代の望まない妊娠、性感染症の防止のために、思春期相談窓口を設
けています。関係機関と協力しながら啓発活動等を行います。

千円

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

(予算) 0 千円 (予算) 50

(決算)

千円

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 39 事業名 思春期保健対策（性） 部名 健康医療部 課名 健康増進課
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ａ Ａ

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

・思春期の相談カードは市立
中学に在籍している生徒全員
に配布し生徒や保護者から直
接相談の電話やメールを受け
ている(実績：電話3件メール
15件）。
・小中学校での性教育につい
ては、教育委員会で取り組ん
でいる。
・高校生に対しては、保健予
防課が実施している性感染症
の啓発とともに、当課の事業
の周知を行っている。

・相談があれば、必要に応じ
て、学校や関係機関等とも連
携しフォローしている。ま
た、相談者を身近に感じても
らえるよう、カードにＱＲ
コードを記載し、市のホーム
ページにリンクし相談相手が
分かるようにする。
・今後は、小学生にも相談
カードを配布し対象年齢を拡
大していく。
・若年妊娠については、保健
師が妊娠期から出産準備や生
活への支援、出産後の生活
（進路）等個別支援してお
り、関係機関とも連携してい
る。

・相談業務においては、子ど
もにやさしいまちづくり条例
に記載されているように、子
どもが直接相談できるよう工
夫をしていただきたい。
・啓発活動と同時に学校教育
での取り組みにも期待した
い。小学校での性教育と、小
学生を持つ家庭での性教育に
ついての対策も必要かと思
う。
・大学等への健康教育では遅
すぎると思う。知識が必要な
のは、興味本位で性行動をし
てしまう中学生や高校生では
ないか。正しい知識を持つ事
で、行動への責任を考える
きっかけができるのではない
か。

・とても大切ですので、引き
続き取り組んでいただきたい
と思います。
・窓口拡充や相談業務の、そ
の後のフォローアップケアも
抜けなきよう取り組んで頂け
るようお願いします。
・子ども達が、困難に面した
時、このようなツールがある
ことを全員が漏れなく知って
いるかが重要だと思います。
・子どもにやさしいまちづく
り条例第18条には、子どもが
直接相談できる窓口の充実と
いう項目があります。今年度
の子ども会議でも子どもたち
から相談窓口に関する意見が
出ましたが、それぞれの相談
窓口で子どもからの直接相談
件数はいくらなのか、もし少
ないとしたら理由は何だと考
えているのか、どうすれば相
談しやすいかなどを考えてい
ただきたいと思います。顔の
見える広報を行うこと、電話
しやすいように学校に出かけ
ていくこと、相談だけではな
く、調整や救済にも取り組む
こと、メールやライン相談を
おこなっていることなど子ど
もたちの意見も活かしていた
だきたいと思います。子ども
のSOSをより積極的にキャッ
チできる仕組みづくりにチャ
レンジしていただきますよう
お願いいたします。
・ますます必要性が高まって
いる。どのような窓口が必要
なのか、個別の対応や情報の
守秘義務、社会参加への窓口
が円滑に行くような取り組み
が求められる。
・私が身近にいる中高校生か
ら相談を受ける場合、自己肯
定感が低く、自分の命なんて
どうでもいいって感じている
子ども若者が多いです。その
ような子どもに、命の大切さ
を伝えるだけでは子どもたち
の心に響かないと考えます。
気持ちを出せるような居場所
や逃げ場の確保、高校におい
て妊娠した場合、出産を準備
しながら学び続けることの出
来る環境、出産やその後の生
活を支えることのできる支援
体制を整えることも重要だと
考えます。
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

・不妊治療にかかる経済的負
担の軽減を図ることにより、
不妊治療を受けやすくし、妊
娠・出産の機会を増やしてい
く。所得制限については国の
基準に定められ、奈良市だけ
独自に設定することはできな
い。引続き助成事業を行うと
ともに、制度内容の周知を積
極的に行なっていく。

・不妊治療にかかる経済的負
担の軽減を図ることにより、
不妊治療を受けやすくし、妊
娠・出産の機会を増やしてい
く。
・妊娠前からの切れ目のない
子育て支援として、継続的に
助成事業に取り組んでいくと
ともに、制度内容の周知等に
ついても積極的に行なってい
く。

・乳児期での手厚い支援はま
すます重要であるが、努力の
結果が出ており評価できる。
今後は、妊娠時からの継続的
な子育て支援につながること
がさらなる課題ではないか。
就学まで一貫した継続的支援
の構築、及び支援を要する家
庭への関係機関とのつなぎや
支援計画が求められる。
・妊娠のスタート時点におけ
る協力体制の重要性、特に夫
婦で子育てできる環境にある
方の夫の協力の重要性は、
様々なかたちで伝えていただ
きたい。

・それぞれの事業で個人の状
況に応じて対応が難しいパ
ターンが含まれるため目標達
成には難しいところもある
が、継続的な取り組みに期待
したい。
・不妊となると医師に診断結
果をもらうまでに時間もお金
もかかる。迅速に子どもを授
かるように、晩婚化の時代に
あった不妊認定を望む。不妊
治療の助成金への所得制限も
理解が難しい。
・制度内容の周知を積極的に
行っていただきたい。

・乳児期に手厚い支援はます
ます重要である。努力の結果
が出ており一定の評価はでき
る。今後は、妊娠時からの継
続的子育て支援につながるこ
とがさらなる課題ではない
か。就学まで一貫した継続的
支援構築、及び支援を要する
家庭への関係機関とのつなぎ
や支援計画が求められる。
・一貫(妊娠から就学まで)し
た手厚い支援に、子育て夫婦
は大きな安心感を持たれると
思います。継続した取り組み
をお願いします。
・晩婚化の流れの中、益々
ニーズが高まるのではと思い
ます。継続的な取り組みをお
願いします。

担当課評価 Ｂ Ｂ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

不妊治療への助成拡大（初回
助成額の拡充、男性不妊治療
助成拡大）、また平成28年度
からの制度改正（妻の年齢制
限等）の周知をするととも
に、引続き助成事業を行う。

不妊に悩む夫婦の不妊治療に
係る経済的・精神的な負担の
軽減を図ることにより、治療
を受けやすくし、妊娠・出産
の機会を増やす。引続き、制
度の周知を図るとともに助成
事業を継続し支援を行う。

(実績) (実績)

取り組み内容・成果等

1回の治療に対して、上限額
15万円（一部治療は、7.5万
円）を助成。平成28年1月20
日より初回治療に限り30万円
（15万円上乗せ。一部治療は
除く。）、男性不妊治療に15
万円助成し、不妊治療制度の
拡充を図った。

1回の治療に対して、上限額15
万円（一部治療は、7.5万円）
を助成。初回治療に限り30万円
まで助成（一部治療は除く）し
た。また特定不妊治療の一環と
して、男性不妊を伴う治療を
行った場合は15万円を上限に上
乗せ助成した。初回助成拡充に
よる効果があった。

(決算) 千円

予算・決算額

(目標)
助成件数　505件(延)
助成額　70,000千円

(目標)
助成件数　505件(延)
助成額　70,000千円

(実績)
助成件数　466件(延)
助成額　58,763千円

(実績)
助成件数　366件(延)
助成額　62,802千円

(実績)

目標値と実績値

(目標)
助成件数　505件(延)
助成額　64,000千円

(目標)
助成件数　505件(延)
助成額　70,000千円

(目標)
助成件数　505件(延)
助成額　70,000千円

(決算) 千円

千円 (予算) 千円

(決算) 58,825 千円 (決算) 62,882 千円

千円 (予算) 78,085 千円 (予算)(予算) 64,085 千円 (予算) 70,085

(決算) 千円

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容

指標 特定不妊治療費助成延べ件数（件）
及び助成額（千円）

平成26年度
実績値

助成件数  437件(延)
助成額　53,994千円

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

特定不妊治療費助成金を交付することにより、医療保険が適用されず高
額の医療費がかかる不妊治療費の一部を負担し、不妊に悩む夫婦の支援
を行います。

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 40 事業名 特定不妊治療費助成事業 部名 健康医療部 課名 健康増進課
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

－

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ担
当
課
評
価

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

－

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 41 事業名 母子健康手帳の交付 部名 健康医療部 課名 健康増進課

事業内容

指標 28週以降の妊娠届出数（件）
平成26年度

実績値
20

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

医療機関で妊娠判定を受け、妊娠届けを出されたら母子健康手帳を交付
します。母子健康手帳は、妊娠出産の経過、お子さんの乳幼児健診、予
防接種の記録等大切な成長記録となります。また、妊娠期からの健康づ
くりに関する情報を提供します。

予算・決算額

(予算) 809 千円 (予算) 885 千円 (予算) 799 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) 809 千円 (決算) 853 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 0 (目標) 0 (目標) 0 (目標) 0 (目標) 0

(実績) 7 (実績) 7 (実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

平成25年度より奈良市オリジ
ナルの母子健康手帳を交付し
ている。手帳の中に妊娠、出
産、子育てに関する奈良市の
情報を掲載している。市内産
婦人科医療機関・ドラッグス
トア等協力店舗へポスター掲
示や市ホームページ等にて妊
娠届出の啓発を行った。

平成25年度より奈良市オリジ
ナルの母子健康手帳を交付し
ている。手帳の中に妊娠、出
産、子育てに関する奈良市の
情報を掲載している。市内産
婦人科医療機関9施設・ド
ラッグストア25店舗、商業施
設等12店舗にポスター掲示や
市ホームページ等にて妊娠届
出の啓発を行った。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

産後届出が1件あり。
妊娠届出をしやすい環境づく
りとして、医療機関への届出
場所の啓発や市ホームページ
からの届出様式をダウンロー
ドできるようにした。引続き
奈良市オリジナルの母子健康
手帳により正しい知識の普及
に努め、継続実施する。

・産後届出は０件。
・医療機関や商業施設での妊
娠届出場所の啓発を実施し
た。引続き奈良市オリジナル
の母子健康手帳により正しい
知識の普及に努め、継続実施
する。
・妊娠期からの切れ目ない支
援を目指し、妊娠届出の際、
必要時には妊産婦支援計画書
を作成し、個人の状況に応じ
て支援を行っている。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ Ｂ

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

・妊娠期からの切れ目ない支
援を目指し、妊娠届出の際、
必要時には妊産婦支援計画書
を作成し、個人の状況に応じ
て支援を行っている。
・ママパパ教室や乳幼児教室
への夫婦での参加が増加して
おり、教室の中で夫の協力の
重要性についても伝えてい
る。
・市内産婦人科医療機関・ド
ラッグストア等協力店舗へポ
スター掲示や市ホームページ
等にて妊娠届出の啓発を継続
実施する。

・妊娠期からの切れ目ない支
援を目指し、妊娠届出の際、
支援が必要か全数スクリーニ
ングを実施し、支援が必要な
妊婦には妊産婦支援計画書を
作成し、個人の状況に応じて
支援を行っている。
・市内産婦人科医療機関・ド
ラッグストア等協力店舗へポ
スター掲示や市ホームページ
等にて妊娠届出の啓発を継続
実施する。
・メール配信については子育
てワンストップサービスにて
検討している。

・乳児期での手厚い支援はま
すます重要であるが、努力の
結果が出ており評価できる。
今後は、妊娠時からの継続的
な子育て支援につながること
がさらなる課題ではないか。
就学まで一貫した継続的支援
の構築、及び支援を要する家
庭への関係機関とのつなぎや
支援計画が求められる。
・妊娠のスタート時点におけ
る協力体制の重要性、特に夫
婦で子育てできる環境にある
方の夫の協力の重要性は、
様々なかたちで伝えていただ
きたい。
・それぞれの事業で個人の状
況に応じて対応が難しいパ
ターンが含まれるため目標達
成には難しいところもある
が、継続的な取り組みに期待
したい。

・乳児期に手厚い支援はます
ます重要である。努力の結果
が出ており一定の評価はでき
る。今後は、妊娠時からの継
続的子育て支援につながるこ
とがさらなる課題ではない
か。就学まで一貫した継続的
支援構築、及び支援を要する
家庭への関係機関とのつなぎ
や支援計画が求められる。
・今後は母子健康手帳の効果
的活用、一人ひとりにメール
などで送受信できるような情
報システムの開発など情報発
信が今の時代に適応している
のかを検証していくことが大
切である。
・一貫(妊娠から就学まで)し
た手厚い支援に、子育て夫婦
は大きな安心感を持たれると
思います。継続した取り組み
をお願いします。

3 / 109 ページ



■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

―

意見等に対する対応状況

・妊娠期からの切れ目ない支
援を目指し、妊娠届出の際、
必要時には妊産婦支援計画書
を作成し、個人の状況に応じ
て支援を行っている。
・ママパパ教室や乳幼児教室
への夫婦での参加が増加して
おり、教室の中で夫の協力の
重要性についても伝えてい
る。
・市内産婦人科医療機関・ド
ラッグストア等協力店舗へポ
スター掲示や市ホームページ
等にて妊娠届出の啓発を継続
実施する。

・妊娠期からの切れ目ない支
援を目指し、妊娠届出の際、
支援が必要か全数スクリーニ
ングを実施し、支援が必要な
妊婦には妊産婦支援計画書を
作成し、個人の状況に応じて
支援を行っている。
・市内産婦人科医療機関・ド
ラッグストア等協力店舗へポ
スター掲示や市ホームページ
等にて妊娠届出の啓発を継続
実施する。
・メール配信については子育
てワンストップサービスにて
検討している。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

―

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 42 事業名 妊婦健康診査事業 部名 健康医療部 課名 健康増進課

事業内容

指標 受診回数（回）
平成26年度

実績値
32,951

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 (11)妊婦健康診査事業

妊婦健康診査にかかる費用の一部を助成することにより、妊婦の経済的
負担を軽減し、未受診妊婦の解消を図るとともに、母体及び胎児の健康
の保持・増進を図ります。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) 222,361 千円 (予算) 222,663 千円 (予算) 209,524 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) 215,243 千円 (決算) 207,944 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 30,648 (目標) 30,180 (目標) 29,712 (目標) 29,376 (目標) 28,764

(実績) 31,550 (実績) 30,243 (実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

妊婦健診が妊娠期間中14回程
度行われることが望ましいと
されることから受診券14回分
の基本券と補助券24枚を交付
した。全14回分のうち11回受
診した妊婦の割合を目標値と
し、受診票交付件数2,606枚
に対し11回受診した妊婦の人
数は2,231人であった。

妊娠中の女性と胎児の健康保
持並びに異常の早期発見のた
めに実施する妊婦健康診査に
係る費用の一部を助成した。
妊婦健康診査は、妊娠期間中
14回程度行われることが望ま
しいとされることから補助券
基本券14回分と補助券追加券
24枚を交付した。延べ受診回
数は30,243回であった。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

妊婦健診の重要性と受診券の
利用方法の周知の徹底を図る
とともに、医療機関等と連携
し未受診妊婦の把握と支援に
努める。

妊婦健康診査の重要性と補助
券の利用方法の周知の徹底を
図るとともに、医療機関等と
連携し未受診妊婦の把握と支
援に努める。また、全14回受
診に係る妊婦健康診査の費用
負担をさらに軽減させるべく
予算の確保に努める。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ Ｂ

子ども・子育て会議
における意見等

・乳児期での手厚い支援はま
すます重要であるが、努力の
結果が出ており評価できる。
今後は、妊娠時からの継続的
な子育て支援につながること
がさらなる課題ではないか。
就学まで一貫した継続的支援
の構築、及び支援を要する家
庭への関係機関とのつなぎや
支援計画が求められる。
・妊娠のスタート時点におけ
る協力体制の重要性、特に夫
婦で子育てできる環境にある
方の夫の協力の重要性は、
様々なかたちで伝えていただ
きたい。

・それぞれの事業で個人の状
況に応じて対応が難しいパ
ターンが含まれるため目標達
成には難しいところもある
が、継続的な取り組みに期待
したい。
・未受診妊婦の把握と支援に
努めるための派遣指導員や予
算の確保が重要である。

・乳児期に手厚い支援はます
ます重要である。努力の結果
が出ており一定の評価はでき
る。今後は、妊娠時からの継
続的子育て支援につながるこ
とがさらなる課題ではない
か。就学まで一貫した継続的
支援構築、及び支援を要する
家庭への関係機関とのつなぎ
や支援計画が求められる。特
に、乳児の虐待防止、子育て
と乳児保育の連携が求められ
る。合理的には育たない人間
教育をどのように伝えていく
のか、そのためには暦年齢だ
けでは図れないことを伝え、
｢大人の役割」を子育てに入
れていかなければならないと
考える。専門性が必要であ
る。妊産婦、乳児に関する取
り組みとしては一定の評価は
できる。今後は母子健康手帳
の効果的活用、一人ひとりに
メールなどで送受信できるよ
うな情報システムの開発など
情報発信が今の時代に適応し
ているのかを検証していくこ
とが大切である。
・一貫(妊娠から就学まで)し
た手厚い支援に、子育て夫婦
は大きな安心感を持たれると
思います。継続した取り組み
をお願いします。
・晩婚化が進み、高齢出産に
不安を抱えている人が多いの
で、さらなる拡充と周知方法
を未婚の女性にも周知を図
る。
・費用負担の軽減は、未受診
妊婦の減少につながるので予
算確保に努めてほしい。
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

―

意見等に対する対応状況

・妊婦に対する保健指導及び
健康診査の重要性・必要性が
一層高まっているところであ
り、財源確保に努め引続き事
業を行っていく。また医療機
関と連携し、未受診妊婦の把
握と支援に努めていく。

・妊娠期からの切れ目ない支
援を目指し、妊娠届出の際、
必要時には妊産婦支援計画書
を作成し、個人の状況に応じ
て支援を行っている。
・妊娠に対する保健指導及び
健康診査の重要性・必要性が
一層高まっているところであ
り、妊婦の健康管理の充実と
経済的負担の軽減を図り、安
心・安全に妊娠・出産できる
よう財源確保に努め事業を
行っていく。
・メール配信については子育
てワンストップサービスにて
検討している。
・関係医療機関と連携して未
受診妊婦の解消を図り、また
事業の周知等についても連携
していく。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

―

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 43 事業名 はじめてのママパパ教室／マタニティー歯っぴい
チェック 部名 健康医療部 課名 健康増進課

事業内容

指標 参加者数（人）
平成26年度

実績値
455人

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

妊婦とその家族に対して、妊娠・出産・育児、歯の健康・栄養について
の必要な知識や技術を提供します。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) 503 千円 (予算) 550 千円 (予算) 531 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) 499 千円 (決算) 536 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標)
ママパパ教室：576人、マ

タニティー歯っぴい
チェック：360人

(目標)
ママパパ教室：576人、マ

タニティー歯っぴい
チェック：360人

(目標)
ママパパ教室：576人、マ

タニティー歯っぴい
チェック：360人

(目標)
ママパパ教室：576人、マ

タニティー歯っぴい
チェック：360人

(目標)
ママパパ教室：576人、マ

タニティー歯っぴい
チェック：360人

(実績)
ママパパ教室：434人、マ

タニティー歯っぴい
チェック：158人

(実績)
ママパパ教室：529人、マ

タニティー歯っぴい
チェック：208人

(実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

「はじめてのママパパ教室」
・年間12回開催（平成27年度か
ら2日コース）。保健師・助産
師が講義を行い、妊娠・出産・
育児についての知識・技術の提
供。グループワークでは妊婦同
士の仲間づくりや先輩ママとの
交流を行う。
「マタニティー歯っぴいチェッ
ク」
・年間12回開催。歯科衛生士が
講義を行い、歯の健康について
知識・技術の提供。

「はじめてのママパパ教室」
・年間12回開催。保健師・助産
師が講義を行い、妊娠・出産・
育児についての知識・技術の提
供。グループワークでは妊婦同
士の仲間づくりや先輩ママとの
交流を行う。
「マタニティー歯っぴいチェッ
ク」
・年間12回開催。歯科衛生士が
講義を行い、歯の健康について
知識・技術の提供。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

「はじめてのママパパ教室」対
象者の妊娠週数の幅が広く、参
加者の状態が異なるため、悩み
の共有等が充分に行えない。ま
た妊娠後期の妊婦が教室参加中
に体調不良に至っている。申込
数が多く希望月に参加できない
こともあり、平成28年度からは
対象妊娠週数を22週以降32週未
満に変更する。
「マタニティー歯っぴいチェッ
ク」新規事業であり周知度が低
く参加者の増加が必要である。
自身の歯周病予防と生まれてく
る児のむし歯予防に向けて継続
実施。

「はじめてのママパパ教室」参
加者数が減少したのは、平成28
年度から対象妊娠週数を変更し
たためと考えられるが、妊娠後
期の妊婦の体調不良はなかっ
た。また、教室対象外の妊婦に
は個別で対応しており、今後も
継続して実施する。
「マタニティー歯っぴいチェッ
ク」新規事業2年目であり、参
加者数が増加してきており、周
知度が高くなってきている。今
後も自身の歯周病予防と生まれ
てくる児のむし歯予防に向けて
継続実施。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ Ｂ

子ども・子育て会議
における意見等

①乳児期での手厚い支援はま
すます重要であるが、努力の
結果が出ており評価できる。
今後は、妊娠時からの継続的
な子育て支援につながること
がさらなる課題ではないか。
就学まで一貫した継続的支援
の構築、及び支援を要する家
庭への関係機関とのつなぎや
支援計画が求められる。
②妊娠のスタート時点におけ
る協力体制の重要性、特に夫
婦で子育てできる環境にある
方の夫の協力の重要性は、
様々なかたちで伝えていただ
きたい。

③それぞれの事業で個人の状
況に応じて対応が難しいパ
ターンが含まれるため目標達
成には難しいところもある
が、継続的な取り組みに期待
したい。
④「はじめてのママパパ教
室」とともに 「はじめての
パパ教室」のように育児に父
親の関わりが増えるようなプ
ログラムを開発してはどう
か。
⑤ママパパ教室と同時に企業
内でのマタニティ教室を実施
する必要がある。男性の育休
取得や女性のステップ的な仕
事復帰プログラムなども組織
の枠を超えて連携して行って
いただきたい。

⑥申込み数が多いことは喜ば
しいことである。教室数を増
やすなどにより申し込みの多
い月に対応できないか。
⑦「マタニティー歯っぴい
チェック」に関しても、妊娠
中、出産後を通して、医療機
関等と連携して周知いただき
たい。

・乳児期に手厚い支援はます
ます重要である。努力の結果
が出ており一定の評価はでき
る。今後は、妊娠時からの継
続的子育て支援につながるこ
とがさらなる課題ではない
か。就学まで一貫した継続的
支援構築、及び支援を要する
家庭への関係機関とのつなぎ
や支援計画が求められる。特
に、乳児の虐待防止、子育て
と乳児保育の連携が求められ
る。合理的には育たない人間
教育をどのように伝えていく
のか、そのためには暦年齢だ
けでは図れないことを伝え、
｢大人の役割」を子育てに入
れていかなければならないと
考える。専門性が必要であ
る。妊産婦、乳児に関する取
り組みとしては一定の評価は
できる。今後は母子健康手帳
の効果的活用、一人ひとりに
メールなどで送受信できるよ
うな情報システムの開発など
情報発信が今の時代に適応し
ているのかを検証していくこ
とが大切である。
・一貫(妊娠から就学まで)し
た手厚い支援に、子育て夫婦
は大きな安心感を持たれると
思います。継続した取り組み
をお願いします。

・少子化対策と、父親の子育
ての充実は、密接に連携して
いる。奈良市では、イクメン
ハンドブック等、充実した
ツールがあるので、より一層
の活用と啓発を実施してもら
いたい。
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

―

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

①妊娠期からの切れ目ない支
援を目指し、妊娠届出の際、
必要時には妊産婦支援計画書
を作成し、個人の状況に応じ
て支援を行っている。また、
妊娠届出時に妊娠期に参加可
能な教室をピックアップし
て、全ての妊婦に周知してい
る。市内産婦人科医療機関・
ドラッグストア等協力店舗へ
ポスター掲示や市ホームペー
ジ等にて妊娠届出の啓発を継
続実施する。
②③④ママパパ教室や乳幼児
教室への夫婦での参加が増加
しており、ママパパ教室の2
回目は父親参加のプログラム
になっている。教室の中で夫
の協力の重要性についても伝
えている。
⑤当課だけでは民間企業との
連携や男性の育児休暇等につ
いては実施困難なため他課と
検討していく必要がある。
⑥対象者の妊娠週数を変更し
てからは、申込者が多くて断
ることはなくなっている。
⑦「マタニティー歯っぴい
チェック」は今後も継続して
関係機関と連携して周知する
他、妊娠届時に事業勧奨やチ
ラシ等で申し込み者を増やし
ていきたい。

妊娠期からの切れ目ない支援
を目指し、妊娠届出時に妊娠
期に参加可能な教室をピック
アップして、全ての妊婦に周
知している。市内産婦人科医
療機関・ドラッグストア等協
力店舗へポスター掲示や市
ホームページ等にて妊娠届出
の啓発を継続実施する。
・各教室等で、支援の必要な
家庭があれば継続して支援
し、必要に応じ関係機関と連
携を図っている。
・メール配信については子育
てワンストップサービスにて
検討している。
・イクメンハンドブックは妊
娠届出時に全員に配布してお
り、今後も継続して配布す
る。

①乳児期での手厚い支援はま
すます重要であるが、努力の
結果が出ており評価できる。
今後は、妊娠時からの継続的
な子育て支援につながること
がさらなる課題ではないか。
就学まで一貫した継続的支援
の構築、及び支援を要する家
庭への関係機関とのつなぎや
支援計画が求められる。
②妊娠のスタート時点におけ
る協力体制の重要性、特に夫
婦で子育てできる環境にある
方の夫の協力の重要性は、
様々なかたちで伝えていただ
きたい。

③それぞれの事業で個人の状
況に応じて対応が難しいパ
ターンが含まれるため目標達
成には難しいところもある
が、継続的な取り組みに期待
したい。
④「はじめてのママパパ教
室」とともに 「はじめての
パパ教室」のように育児に父
親の関わりが増えるようなプ
ログラムを開発してはどう
か。
⑤ママパパ教室と同時に企業
内でのマタニティ教室を実施
する必要がある。男性の育休
取得や女性のステップ的な仕
事復帰プログラムなども組織
の枠を超えて連携して行って
いただきたい。

⑥申込み数が多いことは喜ば
しいことである。教室数を増
やすなどにより申し込みの多
い月に対応できないか。
⑦「マタニティー歯っぴい
チェック」に関しても、妊娠
中、出産後を通して、医療機
関等と連携して周知いただき
たい。

・乳児期に手厚い支援はます
ます重要である。努力の結果
が出ており一定の評価はでき
る。今後は、妊娠時からの継
続的子育て支援につながるこ
とがさらなる課題ではない
か。就学まで一貫した継続的
支援構築、及び支援を要する
家庭への関係機関とのつなぎ
や支援計画が求められる。特
に、乳児の虐待防止、子育て
と乳児保育の連携が求められ
る。合理的には育たない人間
教育をどのように伝えていく
のか、そのためには暦年齢だ
けでは図れないことを伝え、
｢大人の役割」を子育てに入
れていかなければならないと
考える。専門性が必要であ
る。妊産婦、乳児に関する取
り組みとしては一定の評価は
できる。今後は母子健康手帳
の効果的活用、一人ひとりに
メールなどで送受信できるよ
うな情報システムの開発など
情報発信が今の時代に適応し
ているのかを検証していくこ
とが大切である。
・一貫(妊娠から就学まで)し
た手厚い支援に、子育て夫婦
は大きな安心感を持たれると
思います。継続した取り組み
をお願いします。

・少子化対策と、父親の子育
ての充実は、密接に連携して
いる。奈良市では、イクメン
ハンドブック等、充実した
ツールがあるので、より一層
の活用と啓発を実施してもら
いたい。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

―

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

子ども・子育て会議
における意見等

・乳児期での手厚い支援はま
すます重要であるが、努力の
結果が出ており評価できる。
今後は、妊娠時からの継続的
な子育て支援につながること
がさらなる課題ではないか。
就学まで一貫した継続的支援
の構築、及び支援を要する家
庭への関係機関とのつなぎや
支援計画が求められる。
・妊娠のスタート時点におけ
る協力体制の重要性、特に夫
婦で子育てできる環境にある
方の夫の協力の重要性は、
様々なかたちで伝えていただ
きたい。
・それぞれの事業で個人の状
況に応じて対応が難しいパ
ターンが含まれるため目標達
成には難しいところもある
が、継続的な取り組みに期待
したい。
・支援・訪問拒否の家庭こそ
支援が必要であるように思
う。妊娠中、出産後など、医
療機関等との連携を強め、支
援を強化していただきたい。

・乳児期に手厚い支援はます
ます重要である。努力の結果
が出ており一定の評価はでき
る。今後は、妊娠時からの継
続的子育て支援につながるこ
とがさらなる課題ではない
か。就学まで一貫した継続的
支援構築、及び支援を要する
家庭への関係機関とのつなぎ
や支援計画が求められる。特
に、乳児の虐待防止、子育て
と乳児保育の連携が求められ
る。合理的には育たない人間
教育をどのように伝えていく
のか、そのためには暦年齢だ
けでは図れないことを伝え、
｢大人の役割」を子育てに入
れていかなければならないと
考える。専門性が必要であ
る。妊産婦、乳児に関する取
り組みとしては一定の評価は
できる。今後は母子健康手帳
の効果的活用、一人ひとりに
メールなどで送受信できるよ
うな情報システムの開発など
情報発信が今の時代に適応し
ているのかを検証していくこ
とが大切である。
・一貫(妊娠から就学まで)し
た手厚い支援に、子育て夫婦
は大きな安心感を持たれると
思います。継続した取り組み
をお願いします。

・引き続き目標達成に向け取
り組んでもらいたい。

担当課評価 Ｂ Ｂ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

妊娠届出時に訪問や相談窓口
の周知を行っているが、支
援・訪問拒否の家庭があり、
養育面のハイリスク事例で
あっても介入できないことが
ある。

妊娠届出時に訪問や相談窓口
の周知を行っているが、支
援・訪問拒否の家庭があり、
養育面のハイリスク事例で
あっても介入できないことが
ある。その場合は必要に応じ
通告を上げ、関係機関と情報
共有、連携している。

(実績) (実績)

取り組み内容・成果等

妊娠届出時のアンケートや産
科医療機関との連携により妊
娠期及び産後の育児のハイリ
スク者を把握し、必要に応じ
妊産婦や新生児の訪問を実施
している。こんにちは赤ちゃ
ん訪問（子育て相談課）と新
生児訪問（健康増進課）で全
乳児の訪問を実施している
が、全体の3～4割は新生児訪
問で対応している。
養育医療助成申請のために、
保健予防課に保護者が来所さ
れた際は、必ず当課の保健師
が初回面接を行い、退院後に
は家庭訪問を行っている。ま
た、随時医療機関との連絡を
密に行い支援を行っている。
妊婦訪問数   31人(延べ  42人)
産婦訪問数  900人(延べ1072人)
新生児訪問数 96人(延べ 112人)
未熟児訪問数168人(延べ 197人)

妊娠届出時のアンケートや産
科医療機関との連携により妊
娠期及び産後の育児のハイリ
スク者を把握し、必要に応じ
妊産婦や新生児の訪問を実施
している。こんにちは赤ちゃ
ん訪問（子育て相談課）と新
生児・未熟児訪問（健康増進
課）で全乳児の訪問を実施し
ているが、全体の3～4割は新
生児・未熟児訪問で対応して
いる。
養育医療助成申請のために、
保健予防課に保護者が来所さ
れた際は、必ず当課の保健師
が初回面接を行い、退院後に
は家庭訪問を行っている。ま
た、随時医療機関との連絡を
密に行い支援を行っている。
妊婦訪問数   31人(延べ  34人)
産婦訪問数  705人(延べ 832人)
新生児訪問数 73人(延べ  77人)
未熟児訪問数146人(延べ 146人)

(決算) 千円
予算・決算額

(目標)
支援必要者への訪問実施

率100%
新生児訪問実施率98.0%

(目標)
支援必要者への訪問実施

率100%
新生児訪問実施率98.0%

(実績)
支援必要者への訪問実施率

100%
新生児訪問実施率97.5%

(実績)

支援必要者への訪問実施率
100%

新生児訪問実施率97.4%(見込
み)

(実績)

目標値と実績値

(目標)
支援必要者への訪問実施

率100%
新生児訪問実施率98.0%

(目標)
支援必要者への訪問実施

率100%
新生児訪問実施率98.0%

(目標)
支援必要者への訪問実施

率100%
新生児訪問実施率98.0%

(決算) 千円

千円 (予算) 千円

(決算) 2,817 千円 (決算) 2,398 千円

千円 (予算) 2,471 千円 (予算)(予算) 3,891 千円 (予算) 3,343

(決算) 千円

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容

妊産婦・新生児の家庭を訪問し、妊娠・出産・育児などの相談を行うと
ともに、適切な指導を行います。
また未熟児については、保護者の育児不安が強く、早期に援助を必要と
する対象者を医療機関等と連携しながら把握し支援します。

指標
支援必要者への訪問実施率
100%
新生児訪問実施率98.0%

平成26年度
実績値

支援必要者への訪問実施率100%
新生児訪問実施率97.9%

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 44 事業名
妊産婦、新生児、未熟児訪問

（保健指導事業）
部名 健康医療部 課名 健康増進課
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ担
当
課
評
価

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ａ Ａ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

・妊娠届出時のスクリーニン
グや医療機関等からの連絡に
より妊産婦・新生児・未熟児
の要支援者を把握し、支援を
行っている。また、医療機関
等関係機関と定期的に連携会
議を開催し、支援の強化を目
指している。
・妊娠届出や各事業への参
加、訪問時等機会がある度に
家族の協力について状況確認
し助言を行っている。
・要支援者で支援拒否などの
場合は必要に応じ特定妊婦・
要支援児童の通告を上げて関
係機関と連携を図り見守り体
制を取っている。

・妊娠届出時のスクリーニング
や医療機関等からの連絡により
妊産婦・新生児・未熟児の要支
援者を把握し、支援を行ってい
る。また、医療機関等関係機関
と定期的に連携会議を開催し、
支援の強化を目指している。
・妊娠届出や各事業への参加、
訪問時等機会がある度に家族の
協力について状況確認し助言を
行っている。
・要支援者で支援拒否などの場
合は必要に応じ特定妊婦・要支
援児童の通告を上げて関係機関
と連携を図り見守り体制を取っ
ている。
・メール配信については子育て
ワンストップサービスにて検討
している。

・乳児期での手厚い支援はま
すます重要であるが、努力の
結果が出ており評価できる。
今後は、妊娠時からの継続的
な子育て支援につながること
がさらなる課題ではないか。
就学まで一貫した継続的支援
の構築、及び支援を要する家
庭への関係機関とのつなぎや
支援計画が求められる。
・妊娠のスタート時点におけ
る協力体制の重要性、特に夫
婦で子育てできる環境にある
方の夫の協力の重要性は、
様々なかたちで伝えていただ
きたい。
・それぞれの事業で個人の状
況に応じて対応が難しいパ
ターンが含まれるため目標達
成には難しいところもある
が、継続的な取り組みに期待
したい。
・支援・訪問拒否の家庭こそ
支援が必要であるように思
う。妊娠中、出産後など、医
療機関等との連携を強め、支
援を強化していただきたい。

・乳児期に手厚い支援はます
ます重要である。努力の結果
が出ており一定の評価はでき
る。今後は、妊娠時からの継
続的子育て支援につながるこ
とがさらなる課題ではない
か。就学まで一貫した継続的
支援構築、及び支援を要する
家庭への関係機関とのつなぎ
や支援計画が求められる。特
に、乳児の虐待防止、子育て
と乳児保育の連携が求められ
る。合理的には育たない人間
教育をどのように伝えていく
のか、そのためには暦年齢だ
けでは図れないことを伝え、
｢大人の役割」を子育てに入
れていかなければならないと
考える。専門性が必要であ
る。妊産婦、乳児に関する取
り組みとしては一定の評価は
できる。今後は母子健康手帳
の効果的活用、一人ひとりに
メールなどで送受信できるよ
うな情報システムの開発など
情報発信が今の時代に適応し
ているのかを検証していくこ
とが大切である。
・一貫(妊娠から就学まで)し
た手厚い支援に、子育て夫婦
は大きな安心感を持たれると
思います。継続した取り組み
をお願いします。

・引き続き目標達成に向け取
り組んでもらいたい。
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 45 事業名
乳児家庭全戸訪問事業

（こんにちは赤ちゃん訪問）
部名 子ども未来部 課名 子育て相談課

2,542

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 (5)乳児家庭全戸訪問事業

生後４か月未満の乳児のいる全ての家庭を訪問し、子育てに関する必要
な情報提供等を行います。また、支援が必要な家庭に対しては助言を行
い、乳児家庭の孤立化を防ぎ、保護者の育児不安等を軽減し、虐待の予
防や子どもの健全育成を図ります。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容

指標 面接件数（件）

予算・決算額

(予算)

(決算) 千円

平成26年度
実績値

千円

千円(決算) 千円(決算) 5,275 千円 (決算) 5,443 千円

5,302 千円 (予算) 5,464

(決算)

千円 (予算) 5,590 千円 (予算) 千円 (予算)

(実績)

目標値と実績値

(目標) 2,554 (目標) 2,515 (目標) (目標) 2,448 (目標) 2,397

(実績) 2,482 (実績) 2,417 (実績)

2,476

(実績)

担当課評価 Ｂ Ｂ

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

全戸訪問の実現に向け事業周
知を継続し、訪問できない家
庭については、来所等による
面接を積極的に勧奨し、全て
の乳児と保護者に会うことを
目指す。

全戸訪問の実現に向け事業周
知を継続し、訪問できない家
庭については、来所等による
面接を積極的に勧奨し、全て
の乳児と保護者に会うことを
目指す。また、継続支援が必
要な対象者には、関係機関と
連携しながら支援を行う。

取り組み内容・成果等

平成26年度は対象者2570件に
対し、2542件（面接率は
98.9％）訪問（来所による面
接も含む。）を行った。

平成27年度は対象者2504件に対し、
2482件（面接率は99.1％）、平成28
年度は対象者2,436件に対し、2,417
件（面接率は99.2％）訪問（来所に
よる面接も含む。）を行った。面接
が実施できない家庭には、医療機関
等の関係機関で確認し、把握率は
100％となっている。　継続支援が
必要な対象者は関係機関と連携し、
健診や教室、養育支援訪問等で支援
を行った。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども・子育て会議
における意見等

・乳児期での手厚い支援はま
すます重要であるが、努力の
結果が出ており評価できる。
今後は、妊娠時からの継続的
な子育て支援につながること
がさらなる課題ではないか。
就学まで一貫した継続的支援
の構築、及び支援を要する家
庭への関係機関とのつなぎや
支援計画が求められる。
・妊娠のスタート時点におけ
る協力体制の重要性、特に夫
婦で子育てできる環境にある
方の夫の協力の重要性は、
様々なかたちで伝えていただ
きたい。
・虐待の予防や子どもの健全
育成を考えていくうえで非常
に重要なことである。訪問・
来所ができない家庭の方がよ
りリスクが高いと感じるの
で、是非とも全戸訪問を達成
していただきたい。

・乳児期に手厚い支援はます
ます重要である。努力の結果
が出ており一定の評価はでき
る。今後は、妊娠時からの継
続的子育て支援につながるこ
とがさらなる課題ではない
か。就学まで一貫した継続的
支援構築、及び支援を要する
家庭への関係機関とのつなぎ
や支援計画が求められる。特
に、乳児の虐待防止、子育て
と乳児保育の連携が求められ
る。合理的には育たない人間
教育をどのように伝えていく
のか、そのためには暦年齢だ
けでは図れないことを伝え、
｢大人の役割」を子育てに入
れていかなければならないと
考える。専門性が必要であ
る。妊産婦、乳児に関する取
り組みとしては一定の評価は
できる。今後は母子健康手帳
の効果的活用、一人ひとりに
メールなどで送受信できるよ
うな情報システムの開発など
情報発信が今の時代に適応し
ているのかを検証していくこ
とが大切である。
・一貫(妊娠から就学まで)し
た手厚い支援に、子育て夫婦
は大きな安心感を持たれると
思います。継続した取り組み
をお願いします。
・訪問後の乳幼児家庭の日常
的な居場所となる地域子育て
支援拠点事業との連携を図る
ことで、よりいっそう支援体
制が整うと考えます。
・行政による継続支援を必要
とした家庭へのフォローも大
切であるが、保育所や幼稚園
も行政と共に家庭を支援して
いくことが大切だと思いま
す。
・乳児家庭全戸訪問事業につ
いては、本来、出産前から関
係を作っておくことが重要で
あることから、ママパパ教室
等と連携した取り組みがあっ
てもよいのではないか。

11 / 109 ページ



■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

引き続き、事業の啓発を行
い、乳児家庭へ全戸訪問でき
るように努める。また、継続
支援が必要な家庭には関係機
関と連携しながら支援を行
う。

妊娠期からの支援の取り組み
を行う母子保健部門と連携し
ながら、事業の啓発を行い、
乳児家庭へ全戸訪問できるよ
うに努める。また、継続支援
が必要な家庭には関係機関と
連携しながら地域での支援を
行う。

・乳児期での手厚い支援はま
すます重要であるが、努力の
結果が出ており評価できる。
今後は、妊娠時からの継続的
な子育て支援につながること
がさらなる課題ではないか。
就学まで一貫した継続的支援
の構築、及び支援を要する家
庭への関係機関とのつなぎや
支援計画が求められる。
・妊娠のスタート時点におけ
る協力体制の重要性、特に夫
婦で子育てできる環境にある
方の夫の協力の重要性は、
様々なかたちで伝えていただ
きたい。
・虐待の予防や子どもの健全
育成を考えていくうえで非常
に重要なことである。訪問・
来所ができない家庭の方がよ
りリスクが高いと感じるの
で、是非とも全戸訪問を達成
していただきたい。

・乳児期に手厚い支援はます
ます重要である。努力の結果
が出ており一定の評価はでき
る。今後は、妊娠時からの継
続的子育て支援につながるこ
とがさらなる課題ではない
か。就学まで一貫した継続的
支援構築、及び支援を要する
家庭への関係機関とのつなぎ
や支援計画が求められる。特
に、乳児の虐待防止、子育て
と乳児保育の連携が求められ
る。合理的には育たない人間
教育をどのように伝えていく
のか、そのためには暦年齢だ
けでは図れないことを伝え、
｢大人の役割」を子育てに入
れていかなければならないと
考える。専門性が必要であ
る。妊産婦、乳児に関する取
り組みとしては一定の評価は
できる。今後は母子健康手帳
の効果的活用、一人ひとりに
メールなどで送受信できるよ
うな情報システムの開発など
情報発信が今の時代に適応し
ているのかを検証していくこ
とが大切である。
・一貫(妊娠から就学まで)し
た手厚い支援に、子育て夫婦
は大きな安心感を持たれると
思います。継続した取り組み
をお願いします。
・訪問後の乳幼児家庭の日常
的な居場所となる地域子育て
支援拠点事業との連携を図る
ことで、よりいっそう支援体
制が整うと考えます。
・行政による継続支援を必要
とした家庭へのフォローも大
切であるが、保育所や幼稚園
も行政と共に家庭を支援して
いくことが大切だと思いま
す。
・乳児家庭全戸訪問事業につ
いては、本来、出産前から関
係を作っておくことが重要で
あることから、ママパパ教室
等と連携した取り組みがあっ
てもよいのではないか。

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ担
当
課
評
価

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

― ―
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

子ども・子育て会議
における意見等

・乳児期での手厚い支援はま
すます重要であるが、努力の
結果が出ており評価できる。
今後は、妊娠時からの継続的
な子育て支援につながること
がさらなる課題ではないか。
就学まで一貫した継続的支援
の構築、及び支援を要する家
庭への関係機関とのつなぎや
支援計画が求められる。
・妊娠のスタート時点におけ
る協力体制の重要性、特に夫
婦で子育てできる環境にある
方の夫の協力の重要性は、
様々なかたちで伝えていただ
きたい。

・乳児期に手厚い支援はます
ます重要である。努力の結果
が出ており一定の評価はでき
る。今後は、妊娠時からの継
続的子育て支援につながるこ
とがさらなる課題ではない
か。就学まで一貫した継続的
支援構築、及び支援を要する
家庭への関係機関とのつなぎ
や支援計画が求められる。特
に、乳児の虐待防止、子育て
と乳児保育の連携が求められ
る。合理的には育たない人間
教育をどのように伝えていく
のか、そのためには暦年齢だ
けでは図れないことを伝え、
｢大人の役割」を子育てに入
れていかなければならないと
考える。専門性が必要であ
る。妊産婦、乳児に関する取
り組みとしては一定の評価は
できる。今後は母子健康手帳
の効果的活用、一人ひとりに
メールなどで送受信できるよ
うな情報システムの開発など
情報発信が今の時代に適応し
ているのかを検証していくこ
とが大切である。
・乳幼児健診について受診率
が上がっていることには目標
値が達成できているという意
味で、良い評価だと思う。で
きるだけ100に近い受診率に
なるよう今後もお願いした
い。また同時に、受診率だけ
でなく、検診内容の質の向上
というか、幼稚園、認定こど
も園等に入園している子で
あっても、精神的な発達につ
いて未熟な部分などが早期発
見できることで保護者の子育
ての助けになるような質の高
い健診になるようにお願いし
たい。
・一貫(妊娠から就学まで)し
た手厚い支援に、子育て夫婦
は大きな安心感を持たれると
思います。継続した取り組み
をお願いします。

担当課評価 Ａ Ａ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

失念や児・保護者の体調不良
により受診できていない場合
があるため、訪問時の健診案
内や健診勧奨ポスターの掲示
を関係機関の協力を得て、今
後も実施していく。
未熟児や疾病等により入院中
であったり、海外在住などの
理由で受診できない児が例年
2%いるため、98%の受診率を
目指す。

失念や児・保護者の体調不良により
受診できていない場合があるため、
訪問時の健診案内や健診勧奨ポス
ターの掲示を関係機関の協力を得
て、今後も実施していく。H29年度
の問診票郵送の封筒の表側に受診期
間に関する文章を掲載し失念等の防
止に努める。
未熟児や疾病等により入院中であっ
たり、海外在住などの理由で受診で
きない児が例年2%いるため、98%の
受診率を維持していく。

(実績) (実績)

取り組み内容・成果等

問診票を個別通知し、受診率
の向上に努めている。また、
産婦・新生児・未熟児訪問や
こんにちは赤ちゃん訪問時に
も健診の案内を行っている。
健診勧奨のポスターを市内の
予防接種・乳児健診医療機関
や保育園・幼稚園等に掲示依
頼し、周知を図っている。

問診票を個別通知し、受診率
の向上に努めている。また、
産婦・新生児・未熟児訪問や
こんにちは赤ちゃん訪問時に
も健診の案内を行っている。
健診勧奨のポスターを市内の
予防接種・乳児健診医療機関
や保育園・幼稚園等に掲示依
頼し、周知を図っている。

(決算) 千円

予算・決算額

(目標) 97.8 (目標) 97.9

(実績) 97.6 (実績) 98.1 (実績)

目標値と実績値

(目標) 96.5 (目標) 97.7 (目標) 97.7

(決算) 千円

千円 (予算) 千円

(決算) 12,969 千円 (決算) 12,561 千円

千円 (予算) 12,441 千円 (予算)(予算) 13,169 千円 (予算) 13,207

(決算) 千円

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容

生後4か月の時点で医療機関において、子どもの身体発達・運動発達・
栄養状態を診査し、疾病の早期発見・早期治療・早期療養および育児指
導を行い、乳児の健康の保持・増進を図るとともに育児不安の軽減を図
ります。また、4 か月健康診査を登録医療機関で受診することで、小児
科医にかかる機会を提供し、かかりつけ小児科医を持つ保護者の割合を
増やします。

指標 健診受診率（％）
平成26年度

実績値
96.3

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 46 事業名
４か月児健康診査

（乳児一般健康診査）
部名 健康医療部 課名 健康増進課
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ担
当
課
評
価

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ａ Ａ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

・要支援者の把握・支援は妊
娠届出時、医療機関等との連
携、保護者からの相談などか
ら随時行っている。
・また、当課事業への参加や
訪問時等機会がある度に家族
の協力について状況確認し助
言を行っている。
・要支援者については、必要
に応じ就学時まで各関係機関
と連携して対応している。

・要支援者の把握・支援は妊
娠届出時、医療機関等との連
携、保護者からの相談などか
ら随時行っている。
・健診受診者で発達支援が必
要な児については所属の有無
に関わらず、家庭の状況に合
わせて支援している。
・要支援者については、必要
に応じ就学時まで各関係機関
と連携して対応している。
・メール配信については子育
てワンストップサービスにて
検討している。

・乳児期での手厚い支援はま
すます重要であるが、努力の
結果が出ており評価できる。
今後は、妊娠時からの継続的
な子育て支援につながること
がさらなる課題ではないか。
就学まで一貫した継続的支援
の構築、及び支援を要する家
庭への関係機関とのつなぎや
支援計画が求められる。
・妊娠のスタート時点におけ
る協力体制の重要性、特に夫
婦で子育てできる環境にある
方の夫の協力の重要性は、
様々なかたちで伝えていただ
きたい。

・乳児期に手厚い支援はます
ます重要である。努力の結果
が出ており一定の評価はでき
る。今後は、妊娠時からの継
続的子育て支援につながるこ
とがさらなる課題ではない
か。就学まで一貫した継続的
支援構築、及び支援を要する
家庭への関係機関とのつなぎ
や支援計画が求められる。特
に、乳児の虐待防止、子育て
と乳児保育の連携が求められ
る。合理的には育たない人間
教育をどのように伝えていく
のか、そのためには暦年齢だ
けでは図れないことを伝え、
｢大人の役割」を子育てに入
れていかなければならないと
考える。専門性が必要であ
る。妊産婦、乳児に関する取
り組みとしては一定の評価は
できる。今後は母子健康手帳
の効果的活用、一人ひとりに
メールなどで送受信できるよ
うな情報システムの開発など
情報発信が今の時代に適応し
ているのかを検証していくこ
とが大切である。
・乳幼児健診について受診率
が上がっていることには目標
値が達成できているという意
味で、良い評価だと思う。で
きるだけ100に近い受診率に
なるよう今後もお願いした
い。また同時に、受診率だけ
でなく、検診内容の質の向上
というか、幼稚園、認定こど
も園等に入園している子で
あっても、精神的な発達につ
いて未熟な部分などが早期発
見できることで保護者の子育
ての助けになるような質の高
い健診になるようにお願いし
たい。
・一貫(妊娠から就学まで)し
た手厚い支援に、子育て夫婦
は大きな安心感を持たれると
思います。継続した取り組み
をお願いします。
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

子ども・子育て会議
における意見等

・乳児期での手厚い支援はま
すます重要であるが、努力の
結果が出ており評価できる。
今後は、妊娠時からの継続的
な子育て支援につながること
がさらなる課題ではないか。
就学まで一貫した継続的支援
の構築、及び支援を要する家
庭への関係機関とのつなぎや
支援計画が求められる。
・妊娠のスタート時点におけ
る協力体制の重要性、特に夫
婦で子育てできる環境にある
方の夫の協力の重要性は、
様々なかたちで伝えていただ
きたい。

・乳児期に手厚い支援はます
ます重要である。努力の結果
が出ており一定の評価はでき
る。今後は、妊娠時からの継
続的子育て支援につながるこ
とがさらなる課題ではない
か。就学まで一貫した継続的
支援構築、及び支援を要する
家庭への関係機関とのつなぎ
や支援計画が求められる。特
に、乳児の虐待防止、子育て
と乳児保育の連携が求められ
る。合理的には育たない人間
教育をどのように伝えていく
のか、そのためには暦年齢だ
けでは図れないことを伝え、
｢大人の役割」を子育てに入
れていかなければならないと
考える。専門性が必要であ
る。妊産婦、乳児に関する取
り組みとしては一定の評価は
できる。今後は母子健康手帳
の効果的活用、一人ひとりに
メールなどで送受信できるよ
うな情報システムの開発など
情報発信が今の時代に適応し
ているのかを検証していくこ
とが大切である。
・乳幼児健診について受診率
が上がっていることには目標
値が達成できているという意
味で、良い評価だと思う。で
きるだけ100に近い受診率に
なるよう今後もお願いした
い。また同時に、受診率だけ
でなく、検診内容の質の向上
というか、幼稚園、認定こど
も園等に入園している子で
あっても、精神的な発達につ
いて未熟な部分などが早期発
見できることで保護者の子育
ての助けになるような質の高
い健診になるようにお願いし
たい。
・一貫(妊娠から就学まで)し
た手厚い支援に、子育て夫婦
は大きな安心感を持たれると
思います。継続した取り組み
をお願いします。

担当課評価 Ａ Ａ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

失念や児・保護者の体調不良
により受診できていない場合
があるため、訪問時の健診案
内や健診勧奨ポスターの掲示
を関係機関の協力を得て、今
後も実施していく。

失念や児・保護者の体調不良
により受診できていない場合
があるため、訪問時の健診案
内や健診勧奨ポスターの掲示
を関係機関の協力を得て、今
後も実施していく。H29年度
の問診票郵送の封筒の表側に
受診期間に関する文章を掲載
し失念等の防止に努める。

(実績) (実績)

取り組み内容・成果等

問診票を個別通知し、受診率
の向上に努めている。
健診勧奨のポスターを市内の
予防接種・乳児健診医療機関
や保育園・幼稚園等に掲示依
頼し、周知を図っている。

問診票を個別通知し、受診率
の向上に努めている。
健診勧奨のポスターを市内の
予防接種・乳児健診医療機関
や保育園・幼稚園等に掲示依
頼し、周知を図っている。

(決算) 千円

予算・決算額

(目標) 95.8 (目標) 95.9

(実績) 95.5 (実績) 96.6 (実績)

目標値と実績値

(目標) 95.0 (目標) 95.6 (目標) 95.7

(決算) 千円

千円 (予算) 千円

(決算) 12,786 千円 (決算) 12,536 千円

千円 (予算) 12,431 千円 (予算)(予算) 12,944 千円 (予算) 12,953

(決算) 千円

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容

生後１０か月の時点で医療機関において、子どもの身体発達・運動発
達・栄養状態を診査し、疾病の早期発見・早期治療・早期療養および育
児指導を行い、乳児の健康の保持・増進を図るとともに育児不安の軽減
を図ります。

指標 健診受診率（％）
平成26年度

実績値
94.7

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 47 事業名
１０か月児健康診査

（乳児一般健康診査）
部名 健康医療部 課名 健康増進課
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ担
当
課
評
価

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ａ Ａ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

・要支援者の把握・支援は妊
娠届出時、医療機関等との連
携、保護者からの相談などか
ら随時行っている。
・また、当課事業参加や訪問
時等機会がある度に家族の協
力について状況確認し助言を
行っている。
・要支援者については、必要
に応じ就学時まで各関係機関
と連携して対応している。

・要支援者の把握・支援は妊
娠届出時、医療機関等との連
携、保護者からの相談などか
ら随時行っている。
・健診受診者で発達支援が必
要な児については所属の有無
に関わらず、家庭の状況に合
わせて支援している。
・要支援者については、必要
に応じ就学時まで各関係機関
と連携して対応している。
・メール配信については子育
てワンストップサービスにて
検討している。

・乳児期での手厚い支援はま
すます重要であるが、努力の
結果が出ており評価できる。
今後は、妊娠時からの継続的
な子育て支援につながること
がさらなる課題ではないか。
就学まで一貫した継続的支援
の構築、及び支援を要する家
庭への関係機関とのつなぎや
支援計画が求められる。
・妊娠のスタート時点におけ
る協力体制の重要性、特に夫
婦で子育てできる環境にある
方の夫の協力の重要性は、
様々なかたちで伝えていただ
きたい。

・乳児期に手厚い支援はます
ます重要である。努力の結果
が出ており一定の評価はでき
る。今後は、妊娠時からの継
続的子育て支援につながるこ
とがさらなる課題ではない
か。就学まで一貫した継続的
支援構築、及び支援を要する
家庭への関係機関とのつなぎ
や支援計画が求められる。特
に、乳児の虐待防止、子育て
と乳児保育の連携が求められ
る。合理的には育たない人間
教育をどのように伝えていく
のか、そのためには暦年齢だ
けでは図れないことを伝え、
｢大人の役割」を子育てに入
れていかなければならないと
考える。専門性が必要であ
る。妊産婦、乳児に関する取
り組みとしては一定の評価は
できる。今後は母子健康手帳
の効果的活用、一人ひとりに
メールなどで送受信できるよ
うな情報システムの開発など
情報発信が今の時代に適応し
ているのかを検証していくこ
とが大切である。
・乳幼児健診について受診率
が上がっていることには目標
値が達成できているという意
味で、良い評価だと思う。で
きるだけ100に近い受診率に
なるよう今後もお願いした
い。また同時に、受診率だけ
でなく、検診内容の質の向上
というか、幼稚園、認定こど
も園等に入園している子で
あっても、精神的な発達につ
いて未熟な部分などが早期発
見できることで保護者の子育
ての助けになるような質の高
い健診になるようにお願いし
たい。
・一貫(妊娠から就学まで)し
た手厚い支援に、子育て夫婦
は大きな安心感を持たれると
思います。継続した取り組み
をお願いします。
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

子ども・子育て会議
における意見等

・乳児期での手厚い支援はま
すます重要であるが、努力の
結果が出ており評価できる。
今後は、妊娠時からの継続的
な子育て支援につながること
がさらなる課題ではないか。
就学まで一貫した継続的支援
の構築、及び支援を要する家
庭への関係機関とのつなぎや
支援計画が求められる。
・妊娠のスタート時点におけ
る協力体制の重要性、特に夫
婦で子育てできる環境にある
方の夫の協力の重要性は、
様々なかたちで伝えていただ
きたい。

・乳児期に手厚い支援はます
ます重要である。努力の結果
が出ており一定の評価はでき
る。今後は、妊娠時からの継
続的子育て支援につながるこ
とがさらなる課題ではない
か。就学まで一貫した継続的
支援構築、及び支援を要する
家庭への関係機関とのつなぎ
や支援計画が求められる。特
に、乳児の虐待防止、子育て
と乳児保育の連携が求められ
る。合理的には育たない人間
教育をどのように伝えていく
のか、そのためには暦年齢だ
けでは図れないことを伝え、
｢大人の役割」を子育てに入
れていかなければならないと
考える。専門性が必要であ
る。妊産婦、乳児に関する取
り組みとしては一定の評価は
できる。今後は母子健康手帳
の効果的活用、一人ひとりに
メールなどで送受信できるよ
うな情報システムの開発など
情報発信が今の時代に適応し
ているのかを検証していくこ
とが大切である。
・乳幼児健診について受診率
が上がっていることには目標
値が達成できているという意
味で、良い評価だと思う。で
きるだけ100に近い受診率に
なるよう今後もお願いした
い。また同時に、受診率だけ
でなく、検診内容の質の向上
というか、幼稚園、認定こど
も園等に入園している子で
あっても、精神的な発達につ
いて未熟な部分などが早期発
見できることで保護者の子育
ての助けになるような質の高
い健診になるようにお願いし
たい。
・一貫(妊娠から就学まで)し
た手厚い支援に、子育て夫婦
は大きな安心感を持たれると
思います。継続した取り組み
をお願いします。

・「保護者の育児休業終了後
の職場復帰により保育園入所
児童が増え、内科健診や歯科
健診が保育園でもあることか
ら乳児期より受診率が減少す
る。」というのは、2重受診
をしている保護者がいるとい
うことでしょうか。もしそう
であれば、保育所等と連携
し、保護者の負担を軽減すべ
きだと考えます。

担当課評価 Ａ Ａ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

保護者の育児休業終了後の職
場復帰により保育園入所児童
が増え、内科健診や歯科健診
が保育園でもあることから乳
児期より受診率が減少する。
例年90%前半の受診率である
ため95%の受診率をめざし、
今後も関係機関の協力を得
て、受診勧奨を行っていく。

保護者の育児休業終了後の職
場復帰により保育園入所児童
が増え、内科健診や歯科健診
が保育園でもあることから乳
児期より受診率が減少する。
例年90%前半の受診率である
ため95%の受診率をめざして
いた。今回95%に達したため
今後も受診率の維持・向上を
めざし関係機関の協力を得
て、受診勧奨を行っていく。

(実績) (実績)

取り組み内容・成果等

問診票を個別通知し、受診率
の向上に努めている。
健診勧奨のポスターを市内の
予防接種・乳児健診医療機関
や保育園・幼稚園等に掲示依
頼し、周知を図っている。

問診票を個別通知し、受診率
の向上に努めている。
健診勧奨のポスターを市内の
予防接種・乳児健診医療機関
や保育園・幼稚園等に掲示依
頼し、周知を図っている。

(決算) 千円

予算・決算額

(目標)
健診受診率94.6%

歯科健診受診率94.6%
(目標)

健診受診率94.8%
歯科健診受診率94.8%

(実績)
健診受診率94.0%

歯科健診受診率93.9%
(実績)

健診受診率95.3%
歯科健診受診率95.2%

(実績)

目標値と実績値

(目標)
健診受診率93.0%

歯科健診受診率93.0%
(目標)

健診受診率94.2%
歯科健診受診率94.2%

(目標)
健診受診率94.4%

歯科健診受診率94.4%

(決算) 千円

千円 (予算) 千円

(決算) 5,751 千円 (決算) 5,814 千円

千円 (予算) 6,048 千円 (予算)(予算) 5,846 千円 (予算) 5,902

(決算) 千円

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容

１歳７か月児に対して健康診査を行い、疾病・障がい・発達の遅れ等を
早期に発見し、適切な指導を行うとともに、むし歯の予防・発育・栄
養・生活習慣、その他育児に関する指導を行い、子どもの心身の安らか
な成長の促進と育児不安の軽減を図ります。

指標
健診受診率（％）

歯科健診受診率（％）
平成26年度

実績値
健診受診率93.6%

歯科健診受診率93.4%

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 48 事業名 １歳７か月児健診、１歳７か月児歯科健診 部名 健康医療部 課名 健康増進課
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ担
当
課
評
価

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ａ Ａ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

・要支援者の把握・支援は妊
娠届出時、医療機関等との連
携、保護者からの相談などか
ら随時行っている。
・また、当課事業参加や訪問
時等機会がある度に家族の協
力について状況確認し助言を
行っている。
・要支援者については、必要
に応じ就学時まで各関係機関
と連携して対応している。

・要支援者の把握・支援は妊娠
届出時、医療機関等との連携、
保護者からの相談などから随時
行っている。
・健診受診者で発達支援が必要
な児については所属の有無に関
わらず、家庭の状況に合わせて
支援している。
・要支援者については、必要に
応じ就学時まで各関係機関と連
携して対応している。
・保育所等の健診と当事業の目
的は異なるため、保護者から連
絡があった場合はその旨を説明
し、受診勧奨を行っている。
・メール配信については子育て
ワンストップサービスにて検討
している。

・乳児期での手厚い支援はま
すます重要であるが、努力の
結果が出ており評価できる。
今後は、妊娠時からの継続的
な子育て支援につながること
がさらなる課題ではないか。
就学まで一貫した継続的支援
の構築、及び支援を要する家
庭への関係機関とのつなぎや
支援計画が求められる。
・妊娠のスタート時点におけ
る協力体制の重要性、特に夫
婦で子育てできる環境にある
方の夫の協力の重要性は、
様々なかたちで伝えていただ
きたい。

・乳児期に手厚い支援はます
ます重要である。努力の結果
が出ており一定の評価はでき
る。今後は、妊娠時からの継
続的子育て支援につながるこ
とがさらなる課題ではない
か。就学まで一貫した継続的
支援構築、及び支援を要する
家庭への関係機関とのつなぎ
や支援計画が求められる。特
に、乳児の虐待防止、子育て
と乳児保育の連携が求められ
る。合理的には育たない人間
教育をどのように伝えていく
のか、そのためには暦年齢だ
けでは図れないことを伝え、
｢大人の役割」を子育てに入
れていかなければならないと
考える。専門性が必要であ
る。妊産婦、乳児に関する取
り組みとしては一定の評価は
できる。今後は母子健康手帳
の効果的活用、一人ひとりに
メールなどで送受信できるよ
うな情報システムの開発など
情報発信が今の時代に適応し
ているのかを検証していくこ
とが大切である。
・乳幼児健診について受診率
が上がっていることには目標
値が達成できているという意
味で、良い評価だと思う。で
きるだけ100に近い受診率に
なるよう今後もお願いした
い。また同時に、受診率だけ
でなく、検診内容の質の向上
というか、幼稚園、認定こど
も園等に入園している子で
あっても、精神的な発達につ
いて未熟な部分などが早期発
見できることで保護者の子育
ての助けになるような質の高
い健診になるようにお願いし
たい。
・一貫(妊娠から就学まで)し
た手厚い支援に、子育て夫婦
は大きな安心感を持たれると
思います。継続した取り組み
をお願いします。

・「保護者の育児休業終了後
の職場復帰により保育園入所
児童が増え、内科健診や歯科
健診が保育園でもあることか
ら乳児期より受診率が減少す
る。」というのは、2重受診
をしている保護者がいるとい
うことでしょうか。もしそう
であれば、保育所等と連携
し、保護者の負担を軽減すべ
きだと考えます。
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

子ども・子育て会議
における意見等

・乳児期での手厚い支援はます
ます重要であるが、努力の結果
が出ており評価できる。今後
は、妊娠時からの継続的な子育
て支援につながることがさらな
る課題ではないか。就学まで一
貫した継続的支援の構築、及び
支援を要する家庭への関係機関
とのつなぎや支援計画が求めら
れる。
・妊娠のスタート時点における
協力体制の重要性、特に夫婦で
子育てできる環境にある方の夫
の協力の重要性は、様々なかた
ちで伝えていただきたい。

・各乳幼児健診の中で受診率が
低いのが課題である。多くの子
どもが集団生活に入っていく年
齢であることから、受診率を上
げること、また受診内容、結果
について幼稚園、保育園である
程度共有できることが理想。小
学校への連携も含めて大事では
ないかと思う。また、他自治体
では３歳児検診としているとこ
ろもあるが、３歳６ヶ月という
ことで就園後になってしまう子
どもが多いので、受診率を上げ
るためにこのあたりの検討もお
願いしたい。

・乳児期に手厚い支援はますま
す重要である。努力の結果が出
ており一定の評価はできる。今
後は、妊娠時からの継続的子育
て支援につながることがさらな
る課題ではないか。就学まで一
貫した継続的支援構築、及び支
援を要する家庭への関係機関と
のつなぎや支援計画が求められ
る。特に、乳児の虐待防止、子
育てと乳児保育の連携が求めら
れる。合理的には育たない人間
教育をどのように伝えていくの
か、そのためには暦年齢だけで
は図れないことを伝え、｢大人
の役割」を子育てに入れていか
なければならないと考える。専
門性が必要である。妊産婦、乳
児に関する取り組みとしては一
定の評価はできる。今後は母子
健康手帳の効果的活用、一人ひ
とりにメールなどで送受信でき
るような情報システムの開発な
ど情報発信が今の時代に適応し
ているのかを検証していくこと
が大切である。
・乳幼児健診について受診率が
上がっていることには目標値が
達成できているという意味で、
良い評価だと思う。できるだけ
100に近い受診率になるよう今
後もお願いしたい。また同時
に、受診率だけでなく、検診内
容の質の向上というか、幼稚
園、認定こども園等に入園して
いる子であっても、精神的な発
達について未熟な部分などが早
期発見できることで保護者の子
育ての助けになるような質の高
い健診になるようにお願いした
い。

・一貫(妊娠から就学まで)した
手厚い支援に、子育て夫婦は大
きな安心感を持たれると思いま
す。継続した取り組みをお願い
します。

・しっかりとした基準で健診を
行い、就学前の特別支援が必要
な児童への対応を早期に行うこ
とで、小学校への移行をスムー
ズに行えるようにしていく必要
があると思います。

担当課評価 Ａ Ａ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

年齢的に３年制の幼稚園・認
定こども園に入園したり就労
する養育者が増加し、内科健
診や歯科健診が保育園・幼稚
園等でもあることからこれま
での健診よりも受診率が減少
する。今後も関係機関の協力
を得て、受診勧奨を行ってい
く。
例年80%後半の受診率である
ため90%の受診率をめざし、
今後も関係機関の協力を得
て、受診勧奨を行っていく。

年齢的に３年制の幼稚園・認
定こども園に入園したり就労
する養育者が増加し、内科健
診や歯科健診が保育園・幼稚
園等でもあることからこれま
での健診よりも受診率が減少
する。今後も関係機関の協力
を得て、受診勧奨を行ってい
く。
例年80%後半の受診率である
ため90%の受診率をめざして
いた。今回、目標値は達成し
たが今後も受診率の維持・向
上をめざし関係機関の協力を
得て、受診勧奨を行ってい
く。

(実績) (実績)

取り組み内容・成果等

問診票を個別通知し、受診率
の向上に努めている。
健診勧奨のポスターを市内の
予防接種・乳児健診医療機関
や保育園・幼稚園等に掲示依
頼し、周知を図っている。

問診票を個別通知し、受診率
の向上に努めている。
健診勧奨のポスターを市内の
予防接種・乳児健診医療機関
や保育園・幼稚園等に掲示依
頼し、周知を図っている。

(決算) 千円

予算・決算額

(目標)
健診受診率89.6%

歯科健診受診率89.6%
(目標)

健診受診率89.8%
歯科健診受診率89.8%

(実績)
健診受診率89.0%

歯科健診受診率88.7%
(実績)

健診受診率92.3%
歯科健診受診率92.2%

(実績)

目標値と実績値

(目標)
健診受診率87.0%

歯科健診受診率87.0%
(目標)

健診受診率89.2%
歯科健診受診率89.2%

(目標)
健診受診率89.4%

歯科健診受診率89.4%

(決算) 千円

千円 (予算) 千円

(決算) 6,458 千円 (決算) 6,365 千円

千円 (予算) 6,555 千円 (予算)(予算) 6,496 千円 (予算) 6,642

(決算) 千円

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容

身体の発育および精神発達の面から最も重要な時期である３歳児に対し
て健康診査を行い、運動機能・視聴覚発達などの障がいや疾病等を早期
に発見し、適切な指導を行うことにより、障がい等の進行を未然に防止
するとともに、むし歯の予防・発育・栄養・生活習慣、その他育児に関
する指導を行い、子どもの心身の安らかな成長の促進と育児不安の軽減
を図ります。

指標
健診受診率（％）

歯科健診受診率（％）
平成26年度

実績値
健診受診率88.1%

歯科健診受診率87.9%

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 49 事業名 ３歳６か月児健診、３歳６か月児歯科健診 部名 健康医療部 課名 健康増進課

19 / 109 ページ



■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ担
当
課
評
価

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ａ Ａ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

・要支援者の把握・支援は妊娠
届出時、医療機関等との連携、
保護者からの相談などから随時
行っている。また、当課事業参
加や訪問時等機会がある度に家
族の協力について状況確認し助
言を行っている。要支援者につ
いては、必要に応じ就学時まで
各関係機関と連携して対応して
いる。
・対象年齢については、３歳０
か月から３歳１１か月の範囲で
自治体が健診時期を設定できる
ことになっており、本市におい
ては、健診項目を通過しやすい
時期を考慮した上で、３歳６か
月児に設定している。

・要支援者の把握・支援は妊娠
届出時、医療機関等との連携、
保護者からの相談などから随時
行っている。
・要支援者については、必要に
応じ就学時まで各関係機関と連
携して対応している。
・健診受診者で発達支援が必要
な児については所属の有無に関
わらず、家庭の状況に合わせて
支援している。また、集団生活
で支援を要する児については子
ども発達センターと連携してい
る。
・メール配信については子育て
ワンストップサービスにて検討
している。

・乳児期での手厚い支援はます
ます重要であるが、努力の結果
が出ており評価できる。今後
は、妊娠時からの継続的な子育
て支援につながることがさらな
る課題ではないか。就学まで一
貫した継続的支援の構築、及び
支援を要する家庭への関係機関
とのつなぎや支援計画が求めら
れる。
・妊娠のスタート時点における
協力体制の重要性、特に夫婦で
子育てできる環境にある方の夫
の協力の重要性は、様々なかた
ちで伝えていただきたい。

・各乳幼児健診の中で受診率が
低いのが課題である。多くの子
どもが集団生活に入っていく年
齢であることから、受診率を上
げること、また受診内容、結果
について幼稚園、保育園である
程度共有できることが理想。小
学校への連携も含めて大事では
ないかと思う。また、他自治体
では３歳児検診としているとこ
ろもあるが、３歳６ヶ月という
ことで就園後になってしまう子
どもが多いので、受診率を上げ
るためにこのあたりの検討もお
願いしたい。

・乳児期に手厚い支援はますま
す重要である。努力の結果が出
ており一定の評価はできる。今
後は、妊娠時からの継続的子育
て支援につながることがさらな
る課題ではないか。就学まで一
貫した継続的支援構築、及び支
援を要する家庭への関係機関と
のつなぎや支援計画が求められ
る。特に、乳児の虐待防止、子
育てと乳児保育の連携が求めら
れる。合理的には育たない人間
教育をどのように伝えていくの
か、そのためには暦年齢だけで
は図れないことを伝え、｢大人
の役割」を子育てに入れていか
なければならないと考える。専
門性が必要である。妊産婦、乳
児に関する取り組みとしては一
定の評価はできる。今後は母子
健康手帳の効果的活用、一人ひ
とりにメールなどで送受信でき
るような情報システムの開発な
ど情報発信が今の時代に適応し
ているのかを検証していくこと
が大切である。
・乳幼児健診について受診率が
上がっていることには目標値が
達成できているという意味で、
良い評価だと思う。できるだけ
100に近い受診率になるよう今
後もお願いしたい。また同時
に、受診率だけでなく、検診内
容の質の向上というか、幼稚
園、認定こども園等に入園して
いる子であっても、精神的な発
達について未熟な部分などが早
期発見できることで保護者の子
育ての助けになるような質の高
い健診になるようにお願いした
い。

・一貫(妊娠から就学まで)した
手厚い支援に、子育て夫婦は大
きな安心感を持たれると思いま
す。継続した取り組みをお願い
します。

・しっかりとした基準で健診を
行い、就学前の特別支援が必要
な児童への対応を早期に行うこ
とで、小学校への移行をスムー
ズに行えるようにしていく必要
があると思います。
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

子ども・子育て会議
における意見等

・乳児期での手厚い支援はま
すます重要であるが、努力の
結果が出ており評価できる。
今後は、妊娠時からの継続的
な子育て支援につながること
がさらなる課題ではないか。
就学まで一貫した継続的支援
の構築、及び支援を要する家
庭への関係機関とのつなぎや
支援計画が求められる。
・妊娠のスタート時点におけ
る協力体制の重要性、特に夫
婦で子育てできる環境にある
方の夫の協力の重要性は、
様々なかたちで伝えていただ
きたい。

・フッ化物塗布については、
賛否両論あることに対して、
そのまま続けていくほうがい
いのか、一度、検討する必要
がある。
・2歳児に、静かに座って口
を開けフッ化物塗布させるの
は難しいのではないか。医療
行為としての適切な時期があ
るのかもしれないが、幼児が
フッ化物塗布をきちんと受け
られる時期に変更できない
か。
・予防接種の受け方や日程の
組み方がわからない時ははぐ
くみセンターで接種計画を立
ててもらえる等、もう少し出
産前に時間を作って説明して
はどうかと思う。

ー

担当課評価 Ｂ Ｂ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

う歯罹患率が1歳7か月児歯科
健診では1%台であるが、3歳6
か月児歯科健診時には20%前
後になっている。1歳7か月児
歯科健診後、継続的な歯科健
診・指導、フッ化物塗布を行
うことにより、乳歯のむし歯
予防、かかりつけ歯科医を持
つきっかけづくりを図る。

幼児期早期からのむし歯予防
を保護者に意識していただく
ために、かかりつけ歯科医の
ない児については、そのきっ
かけ作りともなるため、でき
るだけ多くの児が塗布できる
よう勧奨していく。H29年度
には、1歳7か月児健診時に当
事業の予約ができる体制を作
る。

(実績) (実績)

取り組み内容・成果等

平成17年度から2歳8か月児～
3歳0か月児を対象に実施して
きたが、う歯罹患率の減少に
向け、平成27年度より対象年
齢を2歳0か月～2歳4か月児と
し実施している。対象移行年
度の対応として、2歳8か月～
3歳0か月児も受け入れていた
ため、平成27年度塗布者数が
例年より多くなった。
2歳0か月～2歳4か月児　　630人
2歳8か月児～3歳0か月児　556人

対象年齢を下げたことで1歳7
か月児健診の約半年後にある
ことから、同健診時にフッ化
物塗布事業について周知を徹
底した。そのことが塗布者数
の増加につながっていると考
える。

(決算) 千円

予算・決算額

(目標) 710 (目標) 720

(実績) 1,186 (実績) 752 (実績)

目標値と実績値

(目標) 690 (目標) 690 (目標) 700

(決算) 千円

千円 (予算) 千円

(決算) 820 千円 (決算) 808 千円

千円 (予算) 832 千円 (予算)(予算) 838 千円 (予算) 832

(決算) 千円

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容
幼児のむし歯予防とかかりつけ歯科医をもつきっかけづくりのために、
２歳０か月児の希望者に実施します。歯科健診と歯みがき指導も併せて
実施します。

指標 塗布者数（人）
平成26年度

実績値
682

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 50 事業名 フッ化物塗布事業 部名 健康医療部 課名 健康増進課
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ担
当
課
評
価

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ａ Ａ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

意見等に対する対応状況

・フッ化物塗布の安全性につ
いては厚生労働省・日本歯科
医師会等が保障しており、虫
歯予防にフッ素を用いること
は他の予防法に比べ最も有効
かつ確実な方法であるといわ
れている。また、2歳児でも
塗布できる簡便な方法で実施
している。

ー
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 51 事業名 乳幼児予防接種事業 部名 保健所 課名 保健予防課

84.7

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

子どもを感染症から守るため、予防接種を実施します。
<個別接種>

・ヒブ感染症(生後2か月～5歳未満)

・小児肺炎球菌感染症(生後2か月～5歳未満)

・ＢＣＧ（生後3～12か月未満）
・４種混合（生後3か月～７歳６か月未満）

・三種混合（生後3か月～７歳６か月未満）

・二種混合（小学校6年生）

・不活化ポリオ（生後3か月～７歳６か月未満）

・ＭＲ（麻しん・風しん）

　　第１期（１歳～2歳未満）

　　第２期（年長児）

・水痘（１歳～３歳未満）

・日本脳炎

　　第１期（生後６か月～7歳6か月未満）

　　第２期（９歳～１３歳未満）

・ヒトパピローマウイルス感染症(小学６年生～高校1年生相当の女子)

・Ｂ型肝炎（生後２か月～１歳未満）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容

指標 予防接種率（％）
平成26年度

実績値

予算・決算額

(決算) 千円 千円

千円

(決算) 千円(決算)726,842 千円 (決算) 761,100 千円

(予算) 695,037 千円 (予算) 737,096

(決算)

千円 (予算) 749,592 千円 (予算) 千円 (予算)

(実績)

93.0

目標値と実績値

(目標) 85.0 (目標) 87.0 (目標) (目標) 91.0 (目標)

(実績) 85.0 (実績) 88.0 (実績)

89.0

(実績)

担当課評価 Ｂ Ｂ

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

各予防接種対象者への個別通
知等の積極的な勧奨及び関係
機関との連携による啓発を行
い、予防接種の知識と接種率
の向上を図る。また、国で検
討中のB型肝炎、ロタ、おた
ふくかぜの予防接種の定期化
の動向を注視していく。ただ
し、子宮頸がん予防ワクチン
は、平成２５年６月１４日以
降、国によりワクチン接種と
副反応の因果関係が明らかに
されるまで積極的な接種勧奨
の差し控えを継続しており、
再開時期等、国の動向を注視
していく。

各予防接種対象者への個別通
知等の積極的な勧奨及び関係
機関との連携による啓発を行
い、予防接種の知識と接種率
の向上を図る。また、現在、
国で検討中のロタウイルス及
びおたふくかぜの予防接種の
定期化の動向を注視してい
く。ただし、子宮頸がん予防
ワクチンは、平成２５年６月
１４日以降、国によりワクチ
ン接種と副反応の因果関係が
明らかにされるまで積極的な
接種勧奨の差し控えを継続し
ており、再開時期等について
は、今後の国の動向に準じて
検討していく。

取り組み内容・成果等

平成２５年１月１日生まれ以
降の対象者には予診票綴りを
発送し、７歳６ヶ月までの定
期予防接種の啓発を行った。
特に、二種混合、日本脳炎及
びMR２期等は対象者に個別に
勧奨ハガキを送付し、接種率
の向上に努めた。また、平成
２６年１０月１日から水痘・
成人用肺炎球菌が定期予防接
種として追加された。平成２
７年度の予防接種者数は、A
類が56,139人、B類が52,100
人であった。

平成２５年１月１日生まれ以降
の対象者には予診票綴りを発送
し、７歳６ヶ月までの定期予防
接種の啓発を行った。特に、二
種混合、日本脳炎及びMR２期等
は対象者に個別に勧奨ハガキを
送付し、接種率の向上に努め
た。また、平成２８年１０月１
日からＢ型肝炎が定期予防接種
として追加された。平成２８年
度の予防接種者数は、A類が
58,860人、B類が55,687人で
あった。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども・子育て会議
における意見等

・乳児期での手厚い支援はま
すます重要であるが、努力の
結果が出ており評価できる。
今後は、妊娠時からの継続的
な子育て支援につながること
がさらなる課題ではないか。
就学まで一貫した継続的支援
の構築、及び支援を要する家
庭への関係機関とのつなぎや
支援計画が求められる。
・妊娠のスタート時点におけ
る協力体制の重要性、特に夫
婦で子育てできる環境にある
方の夫の協力の重要性は、
様々なかたちで伝えていただ
きたい。

・目標値を上回っているので
A評価となるのではないで
しょうか。予防接種について
は、受けるべきものとリスク
があるものなど様々な情報が
あり、正しい情報がどれなの
かを把握しにくい状況もある
と思います。正しい知識のた
めの情報提供の工夫もお願い
したいです。
・乳幼児予防接種は、近年そ
の種類の増加、変更等もあ
り、複雑化しているように思
う。予防接種の必要性、種類
の周知に加え、具体的にどの
ように接種を進めていけばよ
いのか、接種時期、方法等を
丁寧に伝えていく必要があ
る。保育・教育機関等に勤め
る保育者・教師等にも、新た
な情報の周知が必要である。
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

意見等に対する対応状況

・妊娠のスタート時点若しく
は妊娠初期の方からの予防接
種に関する問い合わせは、件
数的には少ないものの、電話
での問い合わせ等があれば、
出産後、生後２か月目から受
けることができる予防接種に
ついて、それらの内容及びス
ケジュールの立て方について
詳しく案内している。
・予防接種啓発にも積極的に
取り組みを行っており、今後
も引き続き普及・啓発に努め
ていく。

・予防接種に関する問い合わ
せについては、内容及びスケ
ジュールの立て方等詳しく案
内している。また子育て相談
課や健康増進課など、赤ちゃ
ん訪問や乳幼児健診の担当所
管課とも連携を密に図り、情
報共有に力を入れた取り組み
を実践している。
・予防接種啓発にも積極的に
取り組んでおり、保育園等へ
の出前講座の実施や、市立
小・中学校の養護教諭が集ま
る部会に出席するなど、予防
接種に関する最新情報の提供
及び保護者への案内依頼等を
行っている。今後も引き続
き、予防接種の必要性や正確
な接種時期・方法などの情報
の幅広い啓発に努めていく。

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ担
当
課
評
価

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ａ Ａ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 52 事業名 妊産婦・乳幼児健康相談事業 部名 健康医療部 課名 健康増進課

事業内容

指標 相談件数（件）
平成26年度

実績値
4,573

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

安心して妊娠・出産・育児が行えるよう公民館等の地域の身近な場所に
出向き、保健師、助産師等が健康相談を実施します。また、親子の健康
づくりに関する情報提供の場として、おやこプチ講座を実施します。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) 9,184 千円 (予算) 9,201 千円 (予算) 9,082 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) 8,581 千円 (決算) 8,548 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 4,600 (目標) 5,100 (目標) 5,100 (目標) 5,100 (目標) 5,100

(実績) 5,030 (実績) 5,057 (実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

身近な場所で相談できるよ
う、健康増進課、西部会館、
公民館等巡回で助産師・保健
師が相談対応している。ま
た、参加しやすい公民館、子
育てスポット等で未就園児・
保護者を対象に子どもの発
達、育児についての講話を
行った。

身近な場所で相談できるよ
う、健康増進課、西部会館、
公民館等巡回で助産師・保健
師が相談対応している。ま
た、参加しやすい公民館、子
育てスポット等で未就園児・
保護者を対象に子どもの発
達、育児についての講話を
行った。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

公民館等巡回については、利
用人数が少ないことに加え、
公民館だけでなく西部会館・
健康増進課と重複して相談利
用している事例の有無を検討
し、実施場所・回数の見直し
を実施。H28年度より、22か
所から19か所へ実施場所を変
更する。また、地域における
おやこプチ講座については、
各公民館等の講座の申し込み
数や参加人数が少ないことか
ら実施回数を見直し、H28年
度以降からの実施状況に応じ
講座方法がよいか、関係機関
との連携方法について検討し
ていく。

公民館等巡回は,H28年度より
実施箇所を19か所にした。ま
た、地域におけるおやこプチ
講座については、各公民館等
の講座の申し込み数や参加人
数が少ないことから12回の実
施とした。他課で地域子育て
拠点への支援を行っているの
で連携を図りながら地域での
身近な相談場所について検討
していく。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ａ Ａ

子ども・子育て会議
における意見等

①妊産婦、乳児に関する取り
組みとしては一定の評価はで
きる。今後は母子健康手帳の
効果的活用、一人ひとりに
メールなどで送受信できるよ
うな情報システムの開発な
ど、情報発信が今の時代に適
応しているのかを検証してい
くことが大切である。
②子どもの育ちに関する相談
は、きめ細かく対応していく
必要がある。人数や時間を制
限しない方向での対応を望
む。
③高評価の事業が多く、しっ
かりと運営されていることが
うかがわれる。事業の中で、
主に母親に対して子育ては母
親の責任だけではないこと、
周りの協力者を巻き込むこと
を伝えていただければと思
う。また、相談事業や教室な
どで、父親が参加しにくい雰
囲気のものが多いのが現状で
あり、男性職員の配置など、
父親が参加しやすい雰囲気づ
くりも意識していただければ
ありがたい。それが母親の育
児負担の軽減につながり、子
どもの育成環境が良くなると
考える。

④実施場所の減少や実施回数
の見直しについては、より身
近な場所での開催により利便
性が高く利用している方もお
られるので、慎重に取り進め
ていただきたい。

・市民目線に立った更なる推
進をお願い致します。（当該
施策は、行政だからこそ出来
るものであり採算性の面から
なかなか民間が参入出来るも
のでは無いと思います。）
・健康相談や歯、発達相談な
ど、共通する内容の事業の連
携（子どもの成長につれてど
の事業に関わっていけるの
か）や独自性が見えにくい。
事業ごとの評価だけではな
く、関連、継続、全体からの
視点をもった評価が望まれ
る。
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

意見等に対する対応状況

①情報発信の方法について
は、市民のニーズを把握して
検討していく。
②公民館巡回相談の相談件数
は前年度と比較し減少してい
るが、常設で実施している西
部相談室・当課での相談件数
は増加しており対応できてい
る。
③母親の育児負担軽減のため
の支援は、サポート状況を確
認し、必要なサービスを紹介
する等相談に応じている。ま
たママパパ教室や乳幼児教室
等父親の相談数や教室参加数
は現状でも増加している。
④子育て支援拠点等の増加に
より、保護者が育児相談をす
る機会が増えており、そこで
離乳食等の講座も実施されて
いるため、今後は子育て支援
実施機関と連携を図っていき
たい。

・共通する事業の連携や独自
性については、「なら子育て
情報ブック」の子育てカレン
ダーで対象年齢毎に事業を紹
介し、各ページで事業紹介を
して広報に努めている。ま
た、今後は母子の相談事業と
教室全体の評価としての記載
をしていく。
・相談については妊娠期～就
学前の児に対して行ってお
り、相談の中で継続して支援
が必要な家庭については、課
内や関係機関と連携して支援
を行っている。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ａ Ａ

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 53 事業名 地域における幼児期からの歯の健康教育 部名 健康医療部 課名 健康増進課

事業内容

指標 参加者数（保護者と子ども数）（人）
平成26年度

実績値
982

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

保育所・幼稚園や地域の子育てサークルなどで、幼児と保護者を対象に
幼児期に必要な歯の知識と正しい歯磨きの方法等について健康教育を実
施します。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) 0 千円 (予算) 0 千円 (予算) 0 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) 0 千円 (決算) 0 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 1,000 (目標) 1,600 (目標) 1,600 (目標) 1,600 (目標) 1,600

(実績) 1,532 (実績) 1,400 (実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

幼稚園・保育園　23園
園児533人/保護者370人
施設等　21箇所
乳幼児327人/保護者302人
幼稚園、保育園、地域のサー
クル等で正しい歯の知識と手
入れの方法を知り、児・保護
者ともにむし歯・歯周病予防
を図る。また、かかりつけ歯
科医をもつきっかけとする。

幼稚園・保育園　23園
園児611人/保護者271人
施設等　19箇所
乳幼児230人/保護者230人、
その他59人
幼稚園、保育園、こども園、
地域子育て支援拠点、地域の
サークル等で正しい歯の知識
と手入れの方法を伝え、児・
保護者ともにむし歯・歯周病
予防を図る。また、かかりつ
け歯科医をもつきっかけとす
る。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

2歳児とその保護者を対象に
実施していたが、2歳児での
歯磨きを園では実施してない
（事故防止のため）ことか
ら、次年度以降は園が希望す
る年齢で実施とする。1歳7か
月児歯科健診むし歯罹患率は
平成25年度1.5%、平成26年度
1.2%、平成27年度1.1%と減
少、3歳児では平成25年度
19.9%、平成26年度20％、平
成27年度19.9%と横ばい経過
している。引き続きむし歯予
防の行動変容を行う情報提供
の場としてむし歯の罹患率減
少を目指します。

園が希望する年齢で口腔衛生
指導を実施したことで、保護
者へむし歯予防の大切さを伝
えることの働きかけができて
いる。次年度も継続して実施
していく。1歳7か月児健診で
のむし歯罹患率は平成27年度
1.1%から平成28年度1.4%と増
加、3歳児では平成27年度
19.9%、平成28年度17.8%と減
少はしているが、奈良市21健
康づくり＜第2次＞で目標値
と揚げている3歳児のう歯罹
患率を15％に近づけるため、
継続して実施します。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ａ Ａ

子ども・子育て会議
における意見等

①妊産婦、乳児に関する取り
組みとしては一定の評価はで
きる。今後は母子健康手帳の
効果的活用、一人ひとりに
メールなどで送受信できるよ
うな情報システムの開発な
ど、情報発信が今の時代に適
応しているのかを検証してい
くことが大切である。
②子どもの育ちに関する相談
は、きめ細かく対応していく
必要がある。人数や時間を制
限しない方向での対応を望
む。
③高評価の事業が多く、しっ
かりと運営されていることが
うかがわれる。事業の中で、
主に母親に対して子育ては母
親の責任だけではないこと、
周りの協力者を巻き込むこと
を伝えていただければと思
う。また、相談事業や教室な
どで、父親が参加しにくい雰
囲気のものが多いのが現状で
あり、男性職員の配置など、
父親が参加しやすい雰囲気づ
くりも意識していただければ
ありがたい。それが母親の育
児負担の軽減につながり、子
どもの育成環境が良くなると
考える。

・市民目線に立った更なる推
進をお願い致します。（当該
施策は、行政だからこそ出来
るものであり採算性の面から
なかなか民間が参入出来るも
のでは無いと思います。）
・健康相談や歯、発達相談な
ど、共通する内容の事業の連
携（子どもの成長につれてど
の事業に関わっていけるの
か）や独自性が見えにくい。
事業ごとの評価だけではな
く、関連、継続、全体からの
視点をもった評価が望まれ
る。
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

意見等に対する対応状況

①情報発信の方法について
は、市民のニーズを把握して
検討していく。
②現在依頼があった園やサー
クルには全て対応している。
③母親の育児負担軽減のため
の支援は、サポート状況を確
認し、必要なサービスを紹介
する等相談に応じている。ま
たママパパ教室や乳幼児教室
等父親の相談数や教室参加数
は現状でも増加している。今
後は父親が参加しやすい曜日
や時間の設定を行い、父親と
子どもの歯磨き教室を検討す
る。

・共通する事業の連携や独自
性については、「なら子育て
情報ブック」の子育てカレン
ダーで対象年齢毎に事業を紹
介し、各ページで事業紹介を
して広報に努めている。ま
た、今後は母子の相談事業と
教室全体の評価としての記載
をしていく。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｂ Ｂ

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 54 事業名 ５か月児ぱくぱく教室（離乳食教室） 部名 健康医療部 課名 健康増進課

事業内容

指標 参加者数（組）
平成26年度

実績値
874

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

生後５か月児を持つ保護者に離乳食の進め方、子どもの発達・子育てに
ついての知識提供を行うとともに、集まる場の設定をすることにより乳
児期前期の養育者の孤立感に伴う育児不安の軽減を図ります。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) 0 千円 (予算) 0 千円 (予算) 0 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) 0 千円 (決算) 0 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 900 (目標) 900 (目標) 900 (目標) 900 (目標) 900

(実績) 861 (実績) 689 (実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

管理栄養士・保健師より講義
を行い、グループワークにて
保護者同士の交流を図る。

参加者数(年間)
母　860人、乳児　861人、幼
児18人、その他(家族)50人、
合計1,789人

管理栄養士・保健師より講義
を行い、グループワークにて
保護者同士の交流を図る。

参加者数(年間)
母　685人、乳児　689人、幼
児3人、その他(家族)85人、
合計1,462人

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

申込み数が多く、希望月に参
加できない人には個別対応し
ていた。また、初産婦と経産
婦が子育てしていく中で、双
方の悩みが共有しにくいこと
から、Ｈ28年度より初めての
子育てに不安や悩みが多い初
産婦（第1子）を対象として
実施する。

今年度より対象者を第1子に
絞り実施したため昨年度に比
べ参加者数は減少したが、対
象を絞ったことで保護者同士
の悩みや不安が共有しやす
かった。また第1子以外の保
護者や教室に参加できなった
保護者に対しても離乳食のす
すめ方を知らせる機会として
市ホームページによる動画配
信を開始している。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ Ｂ

子ども・子育て会議
における意見等

①妊産婦、乳児に関する取り組
みとしては一定の評価はでき
る。今後は母子健康手帳の効果
的活用、一人ひとりにメールな
どで送受信できるような情報シ
ステムの開発など、情報発信が
今の時代に適応しているのかを
検証していくことが大切であ
る。
②子どもの育ちに関する相談
は、きめ細かく対応していく必
要がある。人数や時間を制限し
ない方向での対応を望む。
③高評価の事業が多く、しっか
りと運営されていることがうか
がわれる。事業の中で、主に母
親に対して子育ては母親の責任
だけではないこと、周りの協力
者を巻き込むことを伝えていた
だければと思う。また、相談事
業や教室などで、父親が参加し
にくい雰囲気のものが多いのが
現状であり、男性職員の配置な
ど、父親が参加しやすい雰囲気
づくりも意識していただければ
ありがたい。それが母親の育児
負担の軽減につながり、子ども
の育成環境が良くなると考え
る。
④乳幼児を持つ保護者の不安や
悩みに対して、それぞれの事業
間である程度枠組みを越えて応
えていく体制ができればと思
う。窓口が分かれてしまわない
ように支援していただければと
思う。
⑤初産婦の離乳食開始は本当に
不安なものなので、開催してく
れている事は大変有り難いで
す。
⑥離乳食開始から普通食移行期
間のメニューアレンジ講座など
があると、食の偏りの心配や、
食べムラで悩む母親の不安軽減
に繋がるのではないか。

・市民目線に立った更なる推進
をお願い致します。（当該施策
は、行政だからこそ出来るもの
であり採算性の面からなかなか
民間が参入出来るものでは無い
と思います。）
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

意見等に対する対応状況

①情報発信の方法について
は、市民のニーズを把握して
検討していく。
②子どもの相談にきめ細かく
対応するため、第2子以降は
人数を制限することなく個別
対応を行っている。
③母親の育児負担軽減のため
の支援は、サポート状況を確
認し、必要なサービスを紹介
する等相談に応じている。ま
たママパパ教室や乳幼児教室
等父親の相談数や教室参加数
は現状でも増加している。
④子育て支援拠点等の増加に
より、保護者が育児相談をす
る機会が増えており、そこで
離乳食等の講座も実施されて
いるため、今後は子育て支援
実施機関と連携を図っていき
たい。
⑤アレンジメニューは教室内
で資料配布し工夫できるよう
働きかけている。離乳食開始
後の心配については個別性が
高いため個別相談で対応して
いる。
⑥ホームページ上で離乳食に
関する進め方等の動画配信を
準備中。

・今後も内容等を見直し、継
続して実施する。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ａ Ａ

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 55 事業名 1歳０か月児歯ぴか教室（むし歯予防教室） 部名 健康医療部 課名 健康増進課

事業内容

指標
1歳7か月児健診
う歯罹患率（％）

平成26年度
実績値

1.2

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

１歳０か月児～１歳２か月児の保護者に、乳歯のむし歯予防の知識と歯
の手入れの実習についての知識提供を行います。また、保護者自身にも
歯の健康に関心を持ってもらい、成人期の歯周病予防を図ります。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) 68 千円 (予算) 50 千円 (予算) 50 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) 56 千円 (決算) 40 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標) う歯罹患率1％以下 (目標) う歯罹患率1％以下 (目標) う歯罹患率1％以下 (目標) う歯罹患率1％以下 (目標) う歯罹患率1％以下

(実績) 1.1 (実績) 1.4 (実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

前年度までは10か月児を対象
にしていたが、27年度から歯
の生え揃った1歳0～2か月児
を対象に変更した。
20回、401組参加。
歯科衛生士による正しい歯の
講話や手入れの方法を知り、
児・保護者ともにむし歯・歯
周病予防を図る。

Ｈ28年度から、初めての子育
てに不安や悩みが多い初産婦
（第1子）を対象に変更して
実施した。24回、450組参
加。
事業内容は歯科衛生士による
正しい歯の講話や手入れの方
法を知り、児・保護者ともに
むし歯・歯周病予防を図る。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

対象を変更したため、年度当
初は周知度が低く参加人数が
少なかった。今後も周知を図
るため、啓発活動を継続す
る。また、初産婦と経産婦が
子育てしていく中で、双方の
悩みが共有しにくいことか
ら、Ｈ28年度より始めての子
育てに不安や悩みが多い初産
婦（第1子）を対象として実
施する。

今年度より対象者を第1子に
絞り実施したことで、保護者
同士の悩みや不安が共有しや
すかった。また、事業参加し
てもらうことで、母親同士の
交流にもつながっている。次
年度も同様の内容で実施す
る。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ Ｂ

子ども・子育て会議
における意見等

①妊産婦、乳児に関する取り組
みとしては一定の評価はでき
る。今後は母子健康手帳の効果
的活用、一人ひとりにメールな
どで送受信できるような情報シ
ステムの開発など、情報発信が
今の時代に適応しているのかを
検証していくことが大切であ
る。
②子どもの育ちに関する相談
は、きめ細かく対応していく必
要がある。人数や時間を制限し
ない方向での対応を望む。
③高評価の事業が多く、しっか
りと運営されていることがうか
がわれる。事業の中で、主に母
親に対して子育ては母親の責任
だけではないこと、周りの協力
者を巻き込むことを伝えていた
だければと思う。また、相談事
業や教室などで、父親が参加し
にくい雰囲気のものが多いのが
現状であり、男性職員の配置な
ど、父親が参加しやすい雰囲気
づくりも意識していただければ
ありがたい。それが母親の育児
負担の軽減につながり、子ども
の育成環境が良くなると考え
る。
④乳幼児を持つ保護者の不安や
悩みに対して、それぞれの事業
間である程度枠組みを越えて応
えていく体制ができればと思
う。窓口が分かれてしまわない
ように支援していただければと
思う。

・市民目線に立った更なる推進
をお願い致します。（当該施策
は、行政だからこそ出来るもの
であり採算性の面からなかなか
民間が参入出来るものでは無い
と思います。）
・健康相談や歯、発達相談な
ど、共通する内容の事業の連携
（子どもの成長につれてどの事
業に関わっていけるのか）や独
自性が見えにくい。事業ごとの
評価だけではなく、関連、継
続、全体からの視点をもった評
価が望まれる。
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

意見等に対する対応状況

①情報発信の方法について
は、市民のニーズを把握して
検討していく。
②子どもの相談にきめ細かく
対応するため、第2子以降は
人数を制限することなく個別
対応を行っている。
③母親の育児負担軽減のため
の支援は、サポート状況を確
認し、必要なサービスを紹介
する等相談に応じている。ま
たママパパ教室や乳幼児教室
等父親の相談数や教室参加数
は現状でも増加している。
④市民が身近にある子育て支
援拠点で、歯の健康について
も相談できるよう、支援者の
養成を行っている。

・正しい知識の情報発信のひ
とつとして、奈良市ホーム
ページに正しい歯の手入れ方
法が分かる動画サイトを開設
した。
・共通する事業の連携や独自
性については、「なら子育て
情報ブック」の子育てカレン
ダーで対象年齢毎に事業を紹
介し、各ページで事業紹介を
して広報に努めている。ま
た、今後は母子の相談事業と
教室全体の評価としての記載
をしていく。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ａ Ａ

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 56 事業名 きしゃぽっぽ教室（発達支援教室） 部名 健康医療部 課名 健康増進課

事業内容

指標
きしゃっぽっぽ教室
参加延べ組数（組）

平成26年度
実績値

260

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

１歳７か月児及び３歳６か月児健康診査後の事後指導の場として、遊び
やグループワークを通して、子どもの発達や適切な関わり方を学び、親
同士が悩みを共有することで育児不安の軽減及び子どもの発達の理解・
受容につなげるために実施します。また、保護者の育児不安が軽減し、
安心して育児できるように心理相談員に個別相談や発達検査を実施しま
す。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) 448 千円 (予算) 447 千円 (予算) 437 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) 421 千円 (決算) 462 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 420 (目標) 420 (目標) 270 (目標) 270 (目標) 270

(実績) 310 (実績) 285 (実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

「きしゃっぽっぽ教室」発達
に遅れがみられる児とその保
護者が親子遊びやグループ
ワークを通して関わり方を考
えるきっかけを作る。同じ悩
みを持つ保護者同士の交流で
育児の不安が軽減したり、専
門職に発達についての相談が
できるようになっている。

「きしゃっぽっぽ教室」発達
に遅れがみられる児とその保
護者が親子遊びやグループ
ワークを通して関わり方を考
えるきっかけを作る。同じ悩
みを持つ保護者同士の交流で
育児の不安が軽減したり、専
門職に発達についての相談が
できるようになっている。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

子どもの発達の遅れだけでは
なく、養育面の困難さを持つ
保護者の参加が多くなってい
るため、教室の内容や取り組
みについての検討は必要。登
録した親子が、途中中断しな
いよう適切な時期に声かけを
行なったり、保護者への意識
づけを十分に行う。

子どもの発達の遅れについて
の理解を深められるように、
教室の内容や取り組みについ
ての検討をおこなった。定員
20組から15組に変更し、ス
タッフの目が行き届きやすく
声かけしやすいように改善し
た。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ Ｂ

子ども・子育て会議
における意見等

①妊産婦、乳児に関する取り組
みとしては一定の評価はでき
る。今後は母子健康手帳の効果
的活用、一人ひとりにメールな
どで送受信できるような情報シ
ステムの開発など、情報発信が
今の時代に適応しているのかを
検証していくことが大切であ
る。
②子どもの育ちに関する相談
は、きめ細かく対応していく必
要がある。人数や時間を制限し
ない方向での対応を望む。
③高評価の事業が多く、しっか
りと運営されていることがうか
がわれる。事業の中で、主に母
親に対して子育ては母親の責任
だけではないこと、周りの協力
者を巻き込むことを伝えていた
だければと思う。また、相談事
業や教室などで、父親が参加し
にくい雰囲気のものが多いのが
現状であり、男性職員の配置な
ど、父親が参加しやすい雰囲気
づくりも意識していただければ
ありがたい。それが母親の育児
負担の軽減につながり、子ども
の育成環境が良くなると考え
る。

④乳幼児を持つ保護者の不安や
悩みに対して、それぞれの事業
間である程度枠組みを越えて応
えていく体制ができればと思
う。窓口が分かれてしまわない
ように支援していただければと
思う。
⑤養育面に特化した教室の設置
または、誘導を行ってはどう
か。

・市民目線に立った更なる推進
をお願い致します。（当該施策
は、行政だからこそ出来るもの
であり採算性の面からなかなか
民間が参入出来るものでは無い
と思います。）
・健康相談や歯、発達相談な
ど、共通する内容の事業の連携
（子どもの成長につれてどの事
業に関わっていけるのか）や独
自性が見えにくい。事業ごとの
評価だけではなく、関連、継
続、全体からの視点をもった評
価が望まれる。

・組数を減らした状態での目標
値達成の見込みはあるのか。見
直しが必要なのか。
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

意見等に対する対応状況

①情報発信の方法について
は、市民のニーズを把握して
検討していく。
②現状では、教室に参加でき
ない人はいない。待機者が多
い場合は回数等の見直しをす
る。
③母親の育児負担軽減のため
の支援は、サポート状況を確
認し、必要なサービスを紹介
する等相談に応じている。ま
たママパパ教室や乳幼児教室
等父親の相談数や教室参加数
は現状でも増加している。
④子育て支援拠点等の増加に
より、保護者が育児相談をす
る機会が増えており、今後は
子育て支援実施機関と連携を
図っていきたい。
⑤養育困難家庭については、
集団での指導が難しいため、
家庭訪問などで個別に支援を
行う。

・共通する事業の連携や独自
性については、「なら子育て
情報ブック」の子育てカレン
ダーで対象年齢毎に事業を紹
介し、各ページで事業紹介を
して広報に努めている。ま
た、今後は母子の相談事業と
教室全体の評価としての記載
をしていく。
・組数を減らしたことと、1
クール7回から6回に減らした
ため、29年度以降の目標値を
変更した。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ａ Ａ

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 57 事業名 すくすく相談 部名 健康医療部 課名 健康増進課

事業内容

指標 ―
平成26年度

実績値
―

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

育児や発達に関する相談に応じ育児不安を軽減します。また、適切な子
育て情報を発信します。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) 0 千円 (予算) 0 千円 (予算) 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) 0 千円 (決算) 0 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標) ー (目標) ー (目標) ー (目標) ー (目標) ー

(実績) ー (実績) ー (実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

・１回３０分、心理相談員が
発達に関する個別相談を実
施。２か月に１回、６人定
員。電話による申込制。
年間利用数26件。

・１回３０分、心理相談員が
発達に関する個別相談を実
施。２か月に１回、６人定
員。電話による申込制。
年間利用数35件。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

・相談先の増加により気軽な
相談窓口としての利用は減少
傾向にある。
・発達面に関して不安を抱え
ている親子の相談窓口として
継続して実施する。今後のあ
り方について検討する。

・相談先の増加により気軽な
相談窓口としての利用は減少
傾向にある。発達の相談につ
いては、２か月に一度、日を
定めて行う相談体制から、随
時の相談で対応していくこと
とし、個別の相談事業として
は来年度から廃止する。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ Ｅ

子ども・子育て会議
における意見等

①妊産婦、乳児に関する取り
組みとしては一定の評価はで
きる。今後は母子健康手帳の
効果的活用、一人ひとりに
メールなどで送受信できるよ
うな情報システムの開発な
ど、情報発信が今の時代に適
応しているのかを検証してい
くことが大切である。
②子どもの育ちに関する相談
は、きめ細かく対応していく
必要がある。人数や時間を制
限しない方向での対応を望
む。
③高評価の事業が多く、しっ
かりと運営されていることが
うかがわれる。事業の中で、
主に母親に対して子育ては母
親の責任だけではないこと、
周りの協力者を巻き込むこと
を伝えていただければと思
う。また、相談事業や教室な
どで、父親が参加しにくい雰
囲気のものが多いのが現状で
あり、男性職員の配置など、
父親が参加しやすい雰囲気づ
くりも意識していただければ
ありがたい。それが母親の育
児負担の軽減につながり、子
どもの育成環境が良くなると
考える。

④乳幼児を持つ保護者の不安
や悩みに対して、それぞれの
事業間である程度枠組みを越
えて応えていく体制ができれ
ばと思う。窓口が分かれてし
まわないように支援していた
だければと思う。
⑤２か月に１回の開催では、
タイムリーな相談窓口として
の機能がないのではないか。

ー
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

意見等に対する対応状況

①情報発信の方法について
は、市民のニーズを把握して
検討していく。
②現状では、随時相談に応じ
ているため、待機者はいな
い。
③母親の育児負担軽減のため
の支援は、サポート状況を確
認し、必要なサービスを紹介
する等相談に応じている。ま
たママパパ教室や乳幼児教室
等父親の相談数や教室参加数
は現状でも増加している。
④子育て支援拠点等の増加に
より、保護者が育児相談をす
る機会が増えており、今後は
子育て支援実施機関と連携を
図っていきたい。
⑤これまでも電話相談や来所
相談は随時行なっていたの
で、今後も同様に随時相談に
対応していく。

ー

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｂ Ｂ

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ｂ Ｂ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 58 事業名 発達相談 部名 健康医療部 課名 健康増進課

事業内容

指標 ー
平成26年度

実績値
ー

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

幼児健康診査後の精神発達面の状態を個別の検査を用いて確認します。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) 0 千円 (予算) 0 千円 (予算) 0 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) 0 千円 (決算) 0 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標) ー (目標) ー (目標) ー (目標) ー (目標) ー

(実績) ー (実績) ー (実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

・発達検査を用いた個別の発
達相談。年間利用数225件。
・子どもの発達の状態を保護
者と確認し、関わり方などを
共に考える事ができた。
・毎日相談の枠を設け、多く
の相談に応じている。

・発達検査を用いた個別の発
達相談。年間利用数213件。
・子どもの発達の状態を保護
者と確認し、関わり方などを
共に考える事ができた。
・毎日相談の枠を設け、多く
の相談に応じている。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

実績が前年度より減少してい
るのは、発達センターができ
子どもの状態に応じた役割分
担が進んできたことが影響し
ている。今後は1歳7か月児健
診後の早期の支援に重点を置
く。
また、関係機関との情報共有
や調整などを継続する。

実績が前年度より減少してい
るのは、発達センターができ
子どもの状態に応じた役割分
担が進んできたことが影響し
ている。今後は1歳7か月児健
診後の早期の支援に重点を置
く。
また、関係機関との情報共有
や調整などを継続する。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ Ｂ

子ども・子育て会議
における意見等

①妊産婦、乳児に関する取り
組みとしては一定の評価はで
きる。今後は母子健康手帳の
効果的活用、一人ひとりに
メールなどで送受信できるよ
うな情報システムの開発な
ど、情報発信が今の時代に適
応しているのかを検証してい
くことが大切である。
②子どもの育ちに関する相談
は、きめ細かく対応していく
必要がある。人数や時間を制
限しない方向での対応を望
む。
③高評価の事業が多く、しっ
かりと運営されていることが
うかがわれる。事業の中で、
主に母親に対して子育ては母
親の責任だけではないこと、
周りの協力者を巻き込むこと
を伝えていただければと思
う。また、相談事業や教室な
どで、父親が参加しにくい雰
囲気のものが多いのが現状で
あり、男性職員の配置など、
父親が参加しやすい雰囲気づ
くりも意識していただければ
ありがたい。それが母親の育
児負担の軽減につながり、子
どもの育成環境が良くなると
考える。

④乳幼児を持つ保護者の不安
や悩みに対して、それぞれの
事業間である程度枠組みを越
えて応えていく体制ができれ
ばと思う。窓口が分かれてし
まわないように支援していた
だければと思う。

・市民目線に立った更なる推
進をお願い致します。（当該
施策は、行政だからこそ出来
るものであり採算性の面から
なかなか民間が参入出来るも
のでは無いと思います。）
・健康相談や歯、発達相談な
ど、共通する内容の事業の連
携（子どもの成長につれてど
の事業に関わっていけるの
か）や独自性が見えにくい。
事業ごとの評価だけではな
く、関連、継続、全体からの
視点をもった評価が望まれ
る。
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

意見等に対する対応状況

①情報発信の方法について
は、市民のニーズを把握して
検討していく。
②現状では、随時相談に応じ
ているため、待機者はいな
い。待機者が多い場合は回数
等の見直しをする。
③母親の育児負担軽減のため
の支援は、サポート状況を確
認し、必要なサービスを紹介
する等相談に応じている。ま
たママパパ教室や乳幼児教室
等父親の相談数や教室参加数
は現状でも増加している。
④乳幼児を持つ保護者の特に
発達に関する不安や悩みにつ
いて個別の相談の時間を確保
し安心して子育てできるよう
にアドバイスしている。支援
機関が代わっても継続して支
援できるように関係機関と連
携していく。

・共通する事業の連携や独自
性については、「なら子育て
情報ブック」の子育てカレン
ダーで対象年齢毎に事業を紹
介し、各ページで事業紹介を
して広報に努めている。ま
た、今後は母子の相談事業と
教室全体の評価としての記載
をしていく。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ａ Ａ

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ｂ Ｂ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ担
当
課
評
価

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｃ Ｃ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

・情報発信の方法について
は、市民のニーズを把握して
検討していく。
・妊娠届出の際、必要時には
妊産婦支援計画書を作成し、
個人の状況に応じて支援を
行っている。

・妊娠届出時から早期の保健
指導ができるように今後も継
続実施する。

・妊産婦、乳児に関する取り
組みとしては一定の評価はで
きる。今後は母子健康手帳の
効果的活用、一人ひとりに
メールなどで送受信できるよ
うな情報システムの開発な
ど、情報発信が今の時代に適
応しているのかを検証してい
くことが大切である。

・目標値をクリアしていくの
を前提に０％を目指し取り組
んでいただきたい。

・市民目線に立った更なる推
進をお願い致します。（当該
施策は、行政だからこそ出来
るものであり採算性の面から
なかなか民間が参入出来るも
のでは無いと思います。）

担当課評価 Ｂ Ｂ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

妊娠届出時から早期の保健指
導ができるように今後も継続
実施する。

妊娠届出時から早期の保健指
導ができるように今後も継続
実施する。

(実績) (実績)

取り組み内容・成果等

妊娠届出時の啓発数2,607人
保健指導95件（妊婦喫煙者71
人、妊婦飲酒者24人）
リーフレットを用いて保健指
導を実施。
母親教室：スモーカライザー
実施者10件

妊娠届出時の啓発数2,465人
保健指導82件（妊婦喫煙者55
人、妊婦飲酒者27人）
リーフレットを用いて保健指
導を実施。
母親教室：スモーカライザー
実施者7件

(決算) 千円

予算・決算額

(目標)
妊婦喫煙率3％以下

妊婦飲酒率0.5％以下
(目標)

妊婦喫煙率3％以下
妊婦飲酒率0.5％以下

(実績)
妊婦喫煙率3.6%
妊婦飲酒率0.9%

(実績)
妊婦喫煙率2.2％
妊婦飲酒率1.1％

(実績)

目標値と実績値

(目標)
妊婦喫煙率3％以下

妊婦飲酒率0.5％以下
(目標)

妊婦喫煙率3％以下
妊婦飲酒率0.5％以下

(目標)
妊婦喫煙率3％以下

妊婦飲酒率0.5％以下

(決算) 千円

千円 (予算) 千円

(決算) 0 千円 (決算) 0 千円

千円 (予算) 0 千円 (予算)(予算) 0 千円 (予算) 0

(決算) 千円

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容

指標
妊婦喫煙率（％）
妊婦飲酒率（％）

平成26年度
実績値

妊婦喫煙率3.3%
妊婦飲酒率1.9％

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

妊産婦・胎児・乳児へのタバコ・アルコールによる健康被害を防ぐため
の啓発、相談を行います。

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 59 事業名 妊産婦の喫煙・飲酒対策事業 部名 健康医療部 課名 健康増進課
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 60 事業名 休日・夜間応急診療所、休日歯科応急診療所の充実 部名 健康医療部 課名 医療事業課

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容

指標
全診療時間に対する

小児科医配置時間（％）
平成26年度

実績値
48

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

子どもの急病に対応するため、休日・夜間における救急医療体制の充実
を図ります。

千円

(決算) 305,762 千円 (決算) 291,711 千円

千円 (予算) 282,113 千円 (予算)(予算) 315,541 千円 (予算) 292,441

(決算) 千円

50 (目標) 55

(決算) 千円

千円 (予算)

意見等に対する対応状況

 医師会や奈良県等と連携
し、休日夜間応急診療所の充
実を図るとともに適正利用の
周知に努めていきたい。

　人員確保に向けて各関係機
関と、小児科医が配置できる
曜日と時間を調整しており、
早期に配置できるように図っ
ていきたい。

(決算) 千円

予算・決算額

(目標) 55 (目標) 60

(実績) 51 (実績) 53 (実績)

目標値と実績値

(目標) 50 (目標)

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

休日夜間応急診療所のソフト
面での充実を図るため、医師
会等関係機関とも協議を行
い、小児科医の配置を進める
ことや診療の空白時間帯の解
消を図るための診療時間の見
直し等を行っていく。

前年度に引き続き、小児科医
の配置を進めることや診療の
空白時間帯の解消を図るため
の診療時間の見直し等を行っ
ていく。

(実績) (実績)

取り組み内容・成果等

休日夜間応急診療所の機能充
実を図るため、小児科医の配
置を行い平成25年4月からは
水曜日に配置、平成27年4月
からは金曜日の22：00～24：
00に配置、平成27年10月から
は月曜日の22：00～24：00に
配置している。

前年度と同様の小児科医の配
置を行い、診療業務を行っ
た。
また、翌年度の小児科医の配
置時間の拡大を図るため、医
師会や各病院等とも協議を
行った。

・日常から就学前の子どもが
カルテを作成しておけるよう
な体制が大切である。子ども
の急病に対応するためには、
日常かかりつけ医などカルテ
があることが重要。保健所や
健診との連携が課題である。

・必要なことだと思うので、
継続していただきたい。
・小児の夜間の病気発症に対
応する医療機関の拡充は必須
であり、是非とも本件につい
ては、更なる予算配分の充実
をお願いしたい。
・子どもの急病は夜間等に発
生することが多いと感じるの
で、目標値を更に高く設定
し、充実を図っていただきた
い。
・保護者への適正利用の案内
をお願いしたい。

・小児科医の配置を進めるこ
とや診療の空白時間帯の解消
を図るための診療時間の見直
し等は大至急の課題である。
例年通りでよいことといけな
いことがある。
・夜間や休日の急病は、大人
なら自分の感覚で翌日まで待
てるという判断もつくが、子
どもや特に乳幼児の場合は本
人の意思表示も難しくもあ
り、小児科医の配置が進むこ
とはありがたいと感じます。
・緊急時の体制があるという
だけで、住んでいる人の安心
感が違います。ぜひともさら
なる拡充を図ってください。
・小児の夜間の病気発症に対
応する医療機関の拡充は必須
と考えます。更なる予算配分
の充実をお願いしたいです。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ａ Ｂ

子ども・子育て会議
における意見等

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

ー ー

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

ー ー
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 61 事業名 地域子育て支援拠点事業 部名 子ども未来部 課名 子ども育成課

139,552

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 (7)地域子育て支援拠点事業

乳幼児と保護者が気軽に集い、交流できる場を地域に提供し、育児相談
や子育て関連情報の提供、講習会などを行います。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容

指標
子育て中の親子の集える場の
利用者数（年度末時点）
（人）

予算・決算額

(予算)

(決算) 千円

平成26年度
実績値

千円

千円(決算) 千円(決算) 101,168 千円 (決算) 102,877 千円

104,361 千円 (予算) 102,896

(決算)

千円 (予算) 102,891 千円 (予算) 千円 (予算)

(実績)

目標値と実績値

(目標) 138,255 (目標) 150,910 (目標) (目標) 176,422 (目標) 189,171

(実績) 155,892 (実績) 159,359 (実績)

163,715

(実績)

担当課評価 Ｂ Ｂ

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

今後、子育て親子が教育・保
育施設や地域の子育て支援事
業等を円滑に利用することが
できるように、子育て親子に
とって身近な場所である地域
子育て支援拠点で的確な情報
提供及び助言を行い、各拠
点、地域住民及び行政等関係
機関が一体となって子どもの
健やかな育ちを支援してい
く。

父親を対象としたイベント・
講座等の開催回数を増やすと
ともに、父親が参加しやすい
雰囲気づくりも意識して取り
組んでいく。
また、民生児童委員等の地域
の子育て支援者と協力・連携
を図り地域の活性化につなげ
ていく。

取り組み内容・成果等

既存事業の充実を図るため評
価を行い、課題及び問題点を
洗い出し、指導･改善を行っ
ている。また、事業実施後５
年を経過する団体の評価を行
う評価委員会を開催し、再募
集分の審査を公募型プロポー
ザル方式で行い実施団体を決
定している。

地域子育て支援拠点におい
て、「子育て広場」、「一時
預かり」及び「地域支援活
動」などの多様な子育て支援
活動を実施し、地域全体で子
どもの育ち・親の育ちを支援
した。利用者数が年々増加し
ているとともに、アンケート
調査等によると利用者満足度
も高い。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども・子育て会議
における意見等

・地域としての取り組みは一定
の評価ができると考える。課題
は、今後就労する子育て者が増
加したときのシステム構築であ
る。未就園の孤立化をどのよう
に地域で支援していくのか。講
習会の中身は従来型でよいの
か。子育ての何が課題であるの
かは時代によって変容してきて
いる。
・時代のニーズとマッチした地
域コミニティーと一体となった
推進をお願いしたい。
・父親が参加しにくい雰囲気の
ものが多いのが現状です。男性
職員の配置など、父親が参加し
やすい雰囲気づくりも意識して
いただければありがたいです。
それが母親の育児負担の軽減に
つながり、子どもの育成環境が
良くなると考える。

・父親の参加を増やす工夫が必
要である。
・小学校等の空き教室活用につ
いては、地域支援を得やすくな
る「子育て支援交流会」や「高
齢者との異世代間交流」も実施
しやすくなり、親や子ども達と
学校が近くなる。
・保護者にとって親子の集える
場は、本当に有り難い場所であ
る。
・利用者の声を聞き入れられた
上で、更に利用しやすい場が作
られる事をお願いしたい。
・平成26年度の実績値が平成27
年度の目標値を上回っているた
め、目標値を更に高いレベルへ
設定し、取り組んでもらいた
い。

・子育ては協力者を募ることや
育てる困難さへの理解は必要で
ある。一定の理解は進んでき
た。しかし、問題は、子どもが
育つには、その時々の生活にお
ける大人の働きかけや愛情豊か
な応答性である。親でなくとも
誰かがそのことを子どもにする
大人が必要である。子育て支援
が、その時々の行事に追われな
いよう、大人が果たすべき子ど
もへの具体的な働きかけの意味
を丁寧に伝えていく時期である
と考える。
・地域子育て支援の充実をはか
るため、事業を超えたネット
ワークの構築が必要だと考えま
す。また、親子支援のみなら
ず、地域と親子をつないでいく
というスキルをもつ職員の質向
上の研修は恒久的に位置づける
必要があると思います。
・時代ニーズとマッチし、地域
コミニティーと一体となった推
進をお願いします。
・全般、父親の参加が鍵となる
ように思う。子育てに積極的に
関わる男性も増えつつある中、
イクメンの先輩など、男性ス
タッフを増やし、父親同士で育
児相談ができるような仕組みづ
くりが望まれる。また、各事業
の連携を進めると共に、利用者
がそれぞれのニーズに合った事
業に参加できるように、それぞ
れの事業の独自性を明示した事
業全体を把握できる広報活動も
期待したい。

・多くのイベント、講座は、対
象を母親から父親に設定しただ
けのものとなっていることが多
い。父親を対象とするならば、
父親の求めるものをしっかりと
把握する必要がある。

・保健師が定期的に拠点を訪問
する、乳児家庭全戸訪問事業で
情報提供を必ずするなど保健セ
ンターとの連携をとることで、
より充実した子育て支援が可能
になると考えます。
・父親が参加しやすい雰囲気づ
くりへの取り組み内容・状況の
広報の強化が必要。参加者の増
加により、民生児童委員等への
財政支援が必要。

41 / 109 ページ



■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

・地域子育て支援拠点の委託
事業者に対して、利用者や時
代のニーズに合った事業展開
を行うよう指導している。ま
た、利用者へのアンケート調
査や、利用者に直接聞きと
り、子育ての課題やニーズを
把握するよう指導している。
・父親を対象とした講座を土
曜日等参加しやすい日程で実
施している拠点もあるが、頻
度を増やすとともに、父親が
参加しやすい雰囲気づくりも
意識して取り組んでいきた
い。
・幼稚園や小学校等の公共施
設を有効活用して地域支援活
動を行い、地域の活性化につ
なげていきたい。
・目標値は上回っているが、
利用者数のみならず、利用者
の満足度も調査していきた
い。

・委託事業者に対しては常
に、地域活動への取組、地域
住民との連携や地域社会との
協働を意識した事業展開を行
うよう指導している。また、
親自身が親として育ち、地域
と関わっていけるような取り
組みを求めている。
　これを実践する職員の資質
の向上も大切であることか
ら、子育て支援員研修や他の
子育て拠点、地域の子育て支
援関係者等との交流会などを
実施し、スキルアップを図っ
ている。
　今後も研修会・交流会を継
続的に実施し、時代のニーズ
にマッチし、地域コミュニ
ティーと一体となった広場を
目指して取り組みを進めてい
きたい。

・広場に来た父親同士が一緒
になり、父親ならではの悩み
を話しあっていたという、拠
点からの報告もあった。この
ような機会をとらえ、父親の
ニーズを把握し、子育てをす
る父親を支援する事業の展開
を委託事業者に求めていきた
い。

・地域子育て支援拠点と健康
増進課の保健師、子育て相談
課の支援員等との連携は、す
でに出来ているが、利用者支
援事業の立ち上げにより、子
育て親子を支援する体制をよ
り盤石なものにしていきた
い。

・地域としての取り組みは一定
の評価ができると考える。課題
は、今後就労する子育て者が増
加したときのシステム構築であ
る。未就園の孤立化をどのよう
に地域で支援していくのか。講
習会の中身は従来型でよいの
か。子育ての何が課題であるの
かは時代によって変容してきて
いる。
・時代のニーズとマッチした地
域コミニティーと一体となった
推進をお願いしたい。
・父親が参加しにくい雰囲気の
ものが多いのが現状です。男性
職員の配置など、父親が参加し
やすい雰囲気づくりも意識して
いただければありがたいです。
それが母親の育児負担の軽減に
つながり、子どもの育成環境が
良くなると考える。

・父親の参加を増やす工夫が必
要である。
・小学校等の空き教室活用につ
いては、地域支援を得やすくな
る「子育て支援交流会」や「高
齢者との異世代間交流」も実施
しやすくなり、親や子ども達と
学校が近くなる。
・保護者にとって親子の集える
場は、本当に有り難い場所であ
る。
・利用者の声を聞き入れられた
上で、更に利用しやすい場が作
られる事をお願いしたい。
・平成26年度の実績値が平成27
年度の目標値を上回っているた
め、目標値を更に高いレベルへ
設定し、取り組んでもらいた
い。

・子育ては協力者を募ることや
育てる困難さへの理解は必要で
ある。一定の理解は進んでき
た。しかし、問題は、子どもが
育つには、その時々の生活にお
ける大人の働きかけや愛情豊か
な応答性である。親でなくとも
誰かがそのことを子どもにする
大人が必要である。子育て支援
が、その時々の行事に追われな
いよう、大人が果たすべき子ど
もへの具体的な働きかけの意味
を丁寧に伝えていく時期である
と考える。
・地域子育て支援の充実をはか
るため、事業を超えたネット
ワークの構築が必要だと考えま
す。また、親子支援のみなら
ず、地域と親子をつないでいく
というスキルをもつ職員の質向
上の研修は恒久的に位置づける
必要があると思います。
・時代ニーズとマッチし、地域
コミニティーと一体となった推
進をお願いします。
・全般、父親の参加が鍵となる
ように思う。子育てに積極的に
関わる男性も増えつつある中、
イクメンの先輩など、男性ス
タッフを増やし、父親同士で育
児相談ができるような仕組みづ
くりが望まれる。また、各事業
の連携を進めると共に、利用者
がそれぞれのニーズに合った事
業に参加できるように、それぞ
れの事業の独自性を明示した事
業全体を把握できる広報活動も
期待したい。

・多くのイベント、講座は、対
象を母親から父親に設定しただ
けのものとなっていることが多
い。父親を対象とするならば、
父親の求めるものをしっかりと
把握する必要がある。

・保健師が定期的に拠点を訪問
する、乳児家庭全戸訪問事業で
情報提供を必ずするなど保健セ
ンターとの連携をとることで、
より充実した子育て支援が可能
になると考えます。
・父親が参加しやすい雰囲気づ
くりへの取り組み内容・状況の
広報の強化が必要。参加者の増
加により、民生児童委員等への
財政支援が必要。

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ担
当
課
評
価

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

ー ー
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 62 事業名 子育てスポット事業 部名 子ども未来部 課名 子ども育成課

139,552

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 (7)地域子育て支援拠点事業

公共施設の空きスペースで、月1～2回、乳幼児と保護者が気軽に集っ
て、交流できる場を地域に提供し、育児相談や子育て関連情報の提供、
講習会などを行います。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容

指標
子育て中の親子の集える場の
利用者数（年度末時点）
（人）

予算・決算額

(予算)

(決算) 千円

平成26年度
実績値

千円

千円(決算) 千円(決算) 5,042 千円 (決算) 5,078 千円

5,425 千円 (予算) 5,250

(決算)

千円 (予算) 5,250 千円 (予算) 千円 (予算)

(実績)

目標値と実績値

(目標) 138,255 (目標) 150,910 (目標) (目標) 176,422 (目標) 189,171

(実績) 155,892 (実績) 159,359 (実績)

163,715

(実績)

担当課評価 Ｂ Ｂ

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

今後は、子育てスポット等の
地域の子育て支援団体や地域
子育て支援拠点を対象とした
「子育て支援交流会」を実施
し、関係機関及び子育て支援
者等の交流・連携の強化を図
る。

地域子育て支援拠点等の子育
て支援団体及び地域の子育て
支援者との交流・連携の強化
を図る。また、こども園の子
育て支援事業との協働・連携
など、時代や地域のニーズに
沿った運営をしていく。

取り組み内容・成果等

地域の団体に委託して、市内
の30ヵ所で「子育てスポッ
ト」を開催するとともに、実
施団体の連携や情報交換等を
密にするために「子育てス
ポット交流会」を実施し、事
業の充実を図った。

子育て親子にとってより身近
な地域の子育て支援の拠点と
して、地域のさまざまな人が
子育てに関わり、地域全体で
子育てを応援する場として、
地域コミュニティの再生・活
性化を図った。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども・子育て会議
における意見等

・地域としての取り組みは一
定の評価ができると考える。
課題は、今後就労する子育て
者が増加したときのシステム
構築である。未就園の孤立化
をどのように地域で支援して
いくのか。講習会の中身は従
来型でよいのか。子育ての何
が課題であるのかは時代に
よって変容してきている。
・時代のニーズとマッチした
地域コミニティーと一体と
なった推進をお願いしたい。
・父親が参加しにくい雰囲気
のものが多いのが現状です。
男性職員の配置など、父親が
参加しやすい雰囲気づくりも
意識していただければありが
たいです。それが母親の育児
負担の軽減につながり、子ど
もの育成環境が良くなると考
える。

・父親の参加を増やす工夫が
必要である。
・小学校等の空き教室活用に
ついては、地域支援を得やす
くなる「子育て支援交流会」
や「高齢者との異世代間交
流」も実施しやすくなり、親
や子ども達と学校が近くな
る。
・子育てスポット事業、子育
てスポットすくすく広場事業
は、ニーズがあるのか、均等
にエリアにあるのか、見直し
が必要である。

・子育ては協力者を募ること
や育てる困難さへの理解は必
要である。一定の理解は進ん
できた。しかし、問題は、子
どもが育つには、その時々の
生活における大人の働きかけ
や愛情豊かな応答性である。
親でなくとも誰かがそのこと
を子どもにする大人が必要で
ある。子育て支援が、その
時々の行事に追われないよ
う、大人が果たすべき子ども
への具体的な働きかけの意味
を丁寧に伝えていく時期であ
ると考える。
・地域子育て支援の充実をは
かるため、事業を超えたネッ
トワークの構築が必要だと考
えます。また、親子支援のみ
ならず、地域と親子をつない
でいくというスキルをもつ職
員の質向上の研修は恒久的に
位置づける必要があると思い
ます。
・時代ニーズとマッチし、地
域コミニティーと一体となっ
た推進をお願いします。
・全般、父親の参加が鍵とな
るように思う。子育てに積極
的に関わる男性も増えつつあ
る中、イクメンの先輩など、
男性スタッフを増やし、父親
同士で育児相談ができるよう
な仕組みづくりが望まれる。
また、各事業の連携を進める
と共に、利用者がそれぞれの
ニーズに合った事業に参加で
きるように、それぞれの事業
の独自性を明示した事業全体
を把握できる広報活動も期待
したい。

・子育てスポット会場数の増
加が課題。子育て家庭の人た
ちは身近なところでの開催を
希望されている。 43 / 109 ページ



■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

・こども園の子育て支援事業
とうまく連携している子育て
スポットがあるように、時代
や地域のニーズに沿った運営
をしていきたい。
・土曜日に開催している子育
てスポットはあるものの、父
親の参加は課題であるため、
開催日時の工夫をしていきた
い。
・子育てスポットは、主に地
域の公民館、幼稚園及び小学
校等の公共施設を有効活用し
て実施している。また、民生
児童委員等地域の子育て支援
者がスポット事業を運営して
いるため地域活性化に繋がっ
ている。

・子育てスポットは、主に地
域の公民館、幼稚園及び小学
校等の地域の公共施設を有効
活用して実施しており、民生
児童委員や地区社会福祉協議
会、子育て団体等の地域の子
育て支援者が事業を運営して
いるため、地域コミュニ
ティーと一体となった事業展
開を行っている。地域の活性
化にも繋がり、子育て親子が
地域と関わっていけるきっか
けにもなっている。
　これを実践するスタッフの
資質の向上も大切であること
から、子育て支援員研修や他
の子育て拠点や他地域の子育
てスポット関係者等との交流
会などを実施し、スキルアッ
プを図っている。
　今後も研修会・交流会を継
続的に実施してスタッフのス
キルを高め、時代のニーズに
マッチし、地域コミュニ
ティーと一体となった子育て
スポットを目指して取り組み
を進めていきたい。

・開催日及び事業内容の工
夫、地域への呼びかけ等によ
り父親の参加も促していきた
い。

・市内の各幼保施設が、再編
により認定こども園に移行し
ている。こども園では、子育
てスポットの類似事業である
「子育て支援事業」を実施す
るため、子育てスポットと合
わせると、事業実施箇所数は
増加している。

・地域としての取り組みは一
定の評価ができると考える。
課題は、今後就労する子育て
者が増加したときのシステム
構築である。未就園の孤立化
をどのように地域で支援して
いくのか。講習会の中身は従
来型でよいのか。子育ての何
が課題であるのかは時代に
よって変容してきている。
・時代のニーズとマッチした
地域コミニティーと一体と
なった推進をお願いしたい。
・父親が参加しにくい雰囲気
のものが多いのが現状です。
男性職員の配置など、父親が
参加しやすい雰囲気づくりも
意識していただければありが
たいです。それが母親の育児
負担の軽減につながり、子ど
もの育成環境が良くなると考
える。

・父親の参加を増やす工夫が
必要である。
・小学校等の空き教室活用に
ついては、地域支援を得やす
くなる「子育て支援交流会」
や「高齢者との異世代間交
流」も実施しやすくなり、親
や子ども達と学校が近くな
る。
・子育てスポット事業、子育
てスポットすくすく広場事業
は、ニーズがあるのか、均等
にエリアにあるのか、見直し
が必要である。

・子育ては協力者を募ること
や育てる困難さへの理解は必
要である。一定の理解は進ん
できた。しかし、問題は、子
どもが育つには、その時々の
生活における大人の働きかけ
や愛情豊かな応答性である。
親でなくとも誰かがそのこと
を子どもにする大人が必要で
ある。子育て支援が、その
時々の行事に追われないよ
う、大人が果たすべき子ども
への具体的な働きかけの意味
を丁寧に伝えていく時期であ
ると考える。
・地域子育て支援の充実をは
かるため、事業を超えたネッ
トワークの構築が必要だと考
えます。また、親子支援のみ
ならず、地域と親子をつない
でいくというスキルをもつ職
員の質向上の研修は恒久的に
位置づける必要があると思い
ます。
・時代ニーズとマッチし、地
域コミニティーと一体となっ
た推進をお願いします。
・全般、父親の参加が鍵とな
るように思う。子育てに積極
的に関わる男性も増えつつあ
る中、イクメンの先輩など、
男性スタッフを増やし、父親
同士で育児相談ができるよう
な仕組みづくりが望まれる。
また、各事業の連携を進める
と共に、利用者がそれぞれの
ニーズに合った事業に参加で
きるように、それぞれの事業
の独自性を明示した事業全体
を把握できる広報活動も期待
したい。

・子育てスポット会場数の増
加が課題。子育て家庭の人た
ちは身近なところでの開催を
希望されている。

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ担
当
課
評
価

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

ー ー
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 63 事業名 子育てスポットすくすく広場事業 部名 子ども未来部 課名 子ども育成課

139,552

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 (7)地域子育て支援拠点事業

福祉センターで、主として乳幼児（0～3歳）と保護者が気軽に集える場
を提供し、高齢者から昔ながらの遊びや昔話を教えてもらうなど、異世
代間における交流を行います。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容

指標
子育て中の親子の集える場の
利用者数（年度末時点）
（人）

予算・決算額

(予算)

(決算) 千円

平成26年度
実績値

千円

千円(決算) 千円(決算) 40,056 千円 (決算) 40,350 千円

40,056 千円 (予算) 40,764

(決算)

千円 (予算) 30,400 千円 (予算) 千円 (予算)

(実績)

目標値と実績値

(目標) 138,255 (目標) 150,910 (目標) (目標) 176,422 (目標) 189,171

(実績) 155,892 (実績) 159,359 (実績)

163,715

(実績)

担当課評価 Ｂ Ｂ

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

地域子育て支援拠点、地域の子
育て支援団体及び子育て親子等
の交流会を実施する。また、高
齢者との異世代間交流の充実を
図っていく。

子育てスポットすくすく広場は
土曜日も開催しているが、父親
の参加が課題であるため、父親
を対象としたイベント・講座等
の開催回数を増やすとともに、
父親が参加しやすい雰囲気づく
りも意識して取り組んでいく。

取り組み内容・成果等

子育て親子が気軽に集える場の
提供、情報交換・相談等や親子
交流を行うとともに、高齢者と
の異世代間交流を図ることがで
きた。また、地域の子育て支援
のネットワークを強化するた
め、地域子育て支援拠点や地域
の子育て支援団体等との交流会
を実施した。

東・西・南・北の各福祉セン
ターで「子育てスポットすくす
く広場」を実施し、子育て親子
の交流を行うとともに、高齢者
との異世代間交流などの多様な
子育て支援活動を実施すること
で、地域全体で子どもの育ち・
親の育ちを支援した。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども・子育て会議
における意見等

・地域としての取り組みは一
定の評価ができると考える。
課題は、今後就労する子育て
者が増加したときのシステム
構築である。未就園の孤立化
をどのように地域で支援して
いくのか。講習会の中身は従
来型でよいのか。子育ての何
が課題であるのかは時代に
よって変容してきている。
・時代のニーズとマッチした
地域コミニティーと一体と
なった推進をお願いしたい。
・父親が参加しにくい雰囲気
のものが多いのが現状です。
男性職員の配置など、父親が
参加しやすい雰囲気づくりも
意識していただければありが
たいです。それが母親の育児
負担の軽減につながり、子ど
もの育成環境が良くなると考
える。

・父親の参加を増やす工夫が
必要である。
・小学校等の空き教室活用に
ついては、地域支援を得やす
くなる「子育て支援交流会」
や「高齢者との異世代間交
流」も実施しやすくなり、親
や子ども達と学校が近くな
る。
・子育てスポット事業、子育
てスポットすくすく広場事業
は、ニーズがあるのか、均等
にエリアにあるのか、見直し
が必要である。

・子育ては協力者を募ること
や育てる困難さへの理解は必
要である。一定の理解は進ん
できた。しかし、問題は、子
どもが育つには、その時々の
生活における大人の働きかけ
や愛情豊かな応答性である。
親でなくとも誰かがそのこと
を子どもにする大人が必要で
ある。子育て支援が、その
時々の行事に追われないよ
う、大人が果たすべき子ども
への具体的な働きかけの意味
を丁寧に伝えていく時期であ
ると考える。
・地域子育て支援の充実をは
かるため、事業を超えたネッ
トワークの構築が必要だと考
えます。また、親子支援のみ
ならず、地域と親子をつない
でいくというスキルをもつ職
員の質向上の研修は恒久的に
位置づける必要があると思い
ます。
・時代ニーズとマッチし、地
域コミニティーと一体となっ
た推進をお願いします。
・全般、父親の参加が鍵とな
るように思う。子育てに積極
的に関わる男性も増えつつあ
る中、イクメンの先輩など、
男性スタッフを増やし、父親
同士で育児相談ができるよう
な仕組みづくりが望まれる。
また、各事業の連携を進める
と共に、利用者がそれぞれの
ニーズに合った事業に参加で
きるように、それぞれの事業
の独自性を明示した事業全体
を把握できる広報活動も期待
したい。

・多くのイベント、講座は、
対象を母親から父親に設定し
ただけのものとなっているこ
とが多い。父親を対象とする
ならば、父親の求めるものを
しっかりと把握する必要があ
る。
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

・委託事業者に対して、利用
者や時代のニーズに合った事
業展開を行うよう指導してい
る。また、利用者へのアン
ケート調査や、利用者に直接
聞きとり、子育ての課題や
ニーズを把握するよう指導し
ている。
・子育てスポットすくすく広
場は土曜日にも開催している
が、父親の参加は課題である
ため、講座内容の工夫をして
いきたい。
・当該事業のニーズ及び必要
性を精査するとともに、類似
施設とのエリアバランスにつ
いて検討していく。

・委託事業者に対しては常
に、地域活動への取組、地域
住民との連携や地域社会との
協働を意識した事業展開を行
うよう指導している。また、
親自身が親として育ち、地域
と関わっていけるような取り
組みを求めている。
　これを実践する職員の資質
の向上も大切であることか
ら、子育て支援員研修や他の
子育て拠点、地域の子育て支
援関係者等との交流会などを
実施し、スキルアップを図っ
ている。
　今後も研修会・交流会を継
続的に実施し、時代のニーズ
にマッチし、地域コミュニ
ティーと一体となった広場を
目指して取り組みを進めてい
きたい。

・広場に来た父親同士が一緒
になり、父親ならではの悩み
を話しあっていたという、拠
点からの報告もあった。この
ような機会をとらえ、父親の
ニーズを把握し、子育てをす
る父親を支援する事業の展開
を委託事業者に求めていきた
い。

・地域としての取り組みは一
定の評価ができると考える。
課題は、今後就労する子育て
者が増加したときのシステム
構築である。未就園の孤立化
をどのように地域で支援して
いくのか。講習会の中身は従
来型でよいのか。子育ての何
が課題であるのかは時代に
よって変容してきている。
・時代のニーズとマッチした
地域コミニティーと一体と
なった推進をお願いしたい。
・父親が参加しにくい雰囲気
のものが多いのが現状です。
男性職員の配置など、父親が
参加しやすい雰囲気づくりも
意識していただければありが
たいです。それが母親の育児
負担の軽減につながり、子ど
もの育成環境が良くなると考
える。

・父親の参加を増やす工夫が
必要である。
・小学校等の空き教室活用に
ついては、地域支援を得やす
くなる「子育て支援交流会」
や「高齢者との異世代間交
流」も実施しやすくなり、親
や子ども達と学校が近くな
る。
・子育てスポット事業、子育
てスポットすくすく広場事業
は、ニーズがあるのか、均等
にエリアにあるのか、見直し
が必要である。

・子育ては協力者を募ること
や育てる困難さへの理解は必
要である。一定の理解は進ん
できた。しかし、問題は、子
どもが育つには、その時々の
生活における大人の働きかけ
や愛情豊かな応答性である。
親でなくとも誰かがそのこと
を子どもにする大人が必要で
ある。子育て支援が、その
時々の行事に追われないよ
う、大人が果たすべき子ども
への具体的な働きかけの意味
を丁寧に伝えていく時期であ
ると考える。
・地域子育て支援の充実をは
かるため、事業を超えたネッ
トワークの構築が必要だと考
えます。また、親子支援のみ
ならず、地域と親子をつない
でいくというスキルをもつ職
員の質向上の研修は恒久的に
位置づける必要があると思い
ます。
・時代ニーズとマッチし、地
域コミニティーと一体となっ
た推進をお願いします。
・全般、父親の参加が鍵とな
るように思う。子育てに積極
的に関わる男性も増えつつあ
る中、イクメンの先輩など、
男性スタッフを増やし、父親
同士で育児相談ができるよう
な仕組みづくりが望まれる。
また、各事業の連携を進める
と共に、利用者がそれぞれの
ニーズに合った事業に参加で
きるように、それぞれの事業
の独自性を明示した事業全体
を把握できる広報活動も期待
したい。

・多くのイベント、講座は、
対象を母親から父親に設定し
ただけのものとなっているこ
とが多い。父親を対象とする
ならば、父親の求めるものを
しっかりと把握する必要があ
る。

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ担
当
課
評
価

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

ー ー
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

子ども・子育て会議
における意見等

・地域としての取り組みは一
定の評価ができると考える。
課題は、今後就労する子育て
者が増加したときのシステム
構築である。未就園の孤立化
をどのように地域で支援して
いくのか。講習会の中身は従
来型でよいのか。子育ての何
が課題であるのかは時代に
よって変容してきている。
・時代のニーズとマッチした
地域コミニティーと一体と
なった推進をお願いしたい。
・父親が参加しにくい雰囲気
のものが多いのが現状です。
男性職員の配置など、父親が
参加しやすい雰囲気づくりも
意識していただければありが
たいです。それが母親の育児
負担の軽減につながり、子ど
もの育成環境が良くなると考
える。

・父親の参加を増やす工夫が
必要である。
・小学校等の空き教室活用に
ついては、地域支援を得やす
くなる「子育て支援交流会」
や「高齢者との異世代間交
流」も実施しやすくなり、親
や子ども達と学校が近くな
る。
・学校評議員の導入を目標に
向け取り進めていただき、支
援の拠点にしていただきた
い。また目標値もさらに高い
レベルでの設定をお願いした
い。

・子育ては協力者を募ること
や育てる困難さへの理解は必
要である。一定の理解は進ん
できた。しかし、問題は、子
どもが育つには、その時々の
生活における大人の働きかけ
や愛情豊かな応答性である。
親でなくとも誰かがそのこと
を子どもにする大人が必要で
ある。子育て支援が、その
時々の行事に追われないよ
う、大人が果たすべき子ども
への具体的な働きかけの意味
を丁寧に伝えていく時期であ
ると考える。
・地域子育て支援の充実をは
かるため、事業を超えたネッ
トワークの構築が必要だと考
えます。また、親子支援のみ
ならず、地域と親子をつない
でいくというスキルをもつ職
員の質向上の研修は恒久的に
位置づける必要があると思い
ます。
・時代ニーズとマッチし、地
域コミニティーと一体となっ
た推進をお願いします。
・全般、父親の参加が鍵とな
るように思う。子育てに積極
的に関わる男性も増えつつあ
る中、イクメンの先輩など、
男性スタッフを増やし、父親
同士で育児相談ができるよう
な仕組みづくりが望まれる。
また、各事業の連携を進める
と共に、利用者がそれぞれの
ニーズに合った事業に参加で
きるように、それぞれの事業
の独自性を明示した事業全体
を把握できる広報活動も期待
したい。

・地域との交流を図るには、
地域行事への園の参加や園行
事への地域の方の協力といっ
た関係が考えられます。保護
者においては幼稚園PTA等は
地域行事に関わるところが多
数ですが、保育園の保護者会
などは、居住地が園の小学校
区とは異なる保護者も多く地
域との関わりが薄いように思
います。幼保一体型のこども
園などPTAと保護者会が合体
した際にも、従来のような地
域との関わりを維持すること
が難しい面があります。園と
地域との関係は保護者のかか
わり抜きには考えられないと
ころもありますので、どう地
域が保護者を巻き込んでいく
のかを考えていく必要がある
かと思います。
・評議員制度を認定こども園
にも導入することが大切では
ないか。
・地域のものが園の状況がわ
からないとの声があるので地
域にも情報発信が必要。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ Ｂ

取り組み内容・成果等

市立こども園全てにおいて地
域の様々な人との交流を推進
するとともに、未就園児の親
子登園や子育て相談を実施
し、地域に根ざした子育て支
援の充実に努めてきた。

地域の方に子どもの成長の様
子を伝えたり、実際に見る機
会を推進した。地域の方の評
価より、課題を改善すること
ができた。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

全ての市立こども園におい
て、学校評議員制度を導入
し、地域の様々な人が園の教
育・保育内容の理解し、共に
子育て支援のと充実を図って
いけるよう、地域・保護者・
園が連携し、未就園児の親子
登園や子育て相談を実施して
います。これらの情報を積極
的にインターネットを活用し
てさらに地域の子育て支援の
拠点となるよう努める。

学校評議員制度の充実を図
り、園だけでなく様々な立場
の方に園教育・保育について
の評価をしてもらい、その意
見を活かしていく。園児が
様々な人と関わる中で豊かな
経験を積み重ねていきたい。
子育て支援においてはホーム
ページなどを利用し、情報発
信をし、保護者の子育て相談
にも積極的に応えるように努
める。

予算・決算額

(目標) 88

目標値と実績値

(目標) 36 (目標)

(実績)

千円

ー 千円

千円 (予算)

52

(決算) 千円

(予算)ー 千円 (予算) ー

(目標) 100

(実績) 24 (実績) 30 (実績)

(目標) 28

(決算) 千円

(実績)

(決算) ー 千円 (決算)

事業内容

指標

市立こども園全園に評議員４
名を配置する割合（配置した
評議員数÷施設数×4名）
（％）

平成26年度
実績値

20

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 (7)地域子育て支援拠点事業

地域に開かれたこども園として、地域の様々な人との交流を推進すると
ともに、未就園児の親子登園や子育て相談を実施する等、地域の子育て
支援の拠点として子育て支援の充実を図ります。

千円

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

(予算) ー 千円 (予算) ー

(決算)

ー 千円

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 64 事業名 市立こども園の地域活動の推進 部名 子ども未来部 課名 こども園推進課
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｃ ー

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ｂ Ｂ

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

・「子育て支援事業」の実施
は、認定こども園になる認定
要件であるため地域の活動拠
点として、未就園児保育の充
実を図っていけるように啓発
する。
・特に母親と特定した案内は
していないが、参加者のほと
んどが母親であることは確か
であることから、どの保護者
も参加しやすいような啓発方
法を工夫していきたい。な
お、各園では、子どもたちの
家庭の諸事情に配慮し、「保
護者」と称して対応している
ため、父親母親と特定した案
内はできかねる。また、職員
においても、女性職員に限ら
ず、男性職員も募集してい
る。地域や園あるいは保護者
の皆様がこれまでの概念にと
らわれず、祖父母も含めた保
護者や地域の関係者の皆様と
ともに手と手を携えて子育て
を行っていくという考えが定
着するよう、啓発していきた
い。
・小学校の空き教室利用につ
いては、学校と園の所管が別
であることから、可能である
限り前向きに検討をおこなっ
ていきたい。
・学校評議員の導入は幼保再
編が進むにつれ、対象園の増
加が見込まれるが、今年度の
課題から、評議員数が３名程
度の園もあるので、4から５
名の推薦が定着するよう更に
推進を図っていきたい。

・子育て支援においては、保
護者の不安を少しでも解消す
るため、気軽に相談できる場
となるように努めている。
・父親の参加に関しては、園
の行事に参加しやすいよう、
土日に行事を実施したり、誰
でも参観や行事に参加できる
体制を作っている。職員募集
では、男性、女性に限らず募
集を行っている。
・地域と園のかかわりを深
め、園は保護者と地域をつな
ぐ役割となり、安心して子育
てができる環境にしていきた
い。情報の発信方法について
は地域の方にわかりやすく、
伝わりやすい方法を実施して
いくことが必要であると考え
る。
･学校評議員制度について
は、認定こども園においても
導入しており、園の運営に対
する様々な立場の方からの意
見や評価を職員で共有し、教
育・保育の充実を図るととも
に、より開かれた園づくりを
推進していく。

・地域としての取り組みは一
定の評価ができると考える。
課題は、今後就労する子育て
者が増加したときのシステム
構築である。未就園の孤立化
をどのように地域で支援して
いくのか。講習会の中身は従
来型でよいのか。子育ての何
が課題であるのかは時代に
よって変容してきている。
・時代のニーズとマッチした
地域コミニティーと一体と
なった推進をお願いしたい。
・父親が参加しにくい雰囲気
のものが多いのが現状です。
男性職員の配置など、父親が
参加しやすい雰囲気づくりも
意識していただければありが
たいです。それが母親の育児
負担の軽減につながり、子ど
もの育成環境が良くなると考
える。

・父親の参加を増やす工夫が
必要である。
・小学校等の空き教室活用に
ついては、地域支援を得やす
くなる「子育て支援交流会」
や「高齢者との異世代間交
流」も実施しやすくなり、親
や子ども達と学校が近くな
る。
・学校評議員の導入を目標に
向け取り進めていただき、支
援の拠点にしていただきた
い。また目標値もさらに高い
レベルでの設定をお願いした
い。

・子育ては協力者を募ること
や育てる困難さへの理解は必
要である。一定の理解は進ん
できた。しかし、問題は、子
どもが育つには、その時々の
生活における大人の働きかけ
や愛情豊かな応答性である。
親でなくとも誰かがそのこと
を子どもにする大人が必要で
ある。子育て支援が、その
時々の行事に追われないよ
う、大人が果たすべき子ども
への具体的な働きかけの意味
を丁寧に伝えていく時期であ
ると考える。
・地域子育て支援の充実をは
かるため、事業を超えたネッ
トワークの構築が必要だと考
えます。また、親子支援のみ
ならず、地域と親子をつない
でいくというスキルをもつ職
員の質向上の研修は恒久的に
位置づける必要があると思い
ます。
・時代ニーズとマッチし、地
域コミニティーと一体となっ
た推進をお願いします。
・全般、父親の参加が鍵とな
るように思う。子育てに積極
的に関わる男性も増えつつあ
る中、イクメンの先輩など、
男性スタッフを増やし、父親
同士で育児相談ができるよう
な仕組みづくりが望まれる。
また、各事業の連携を進める
と共に、利用者がそれぞれの
ニーズに合った事業に参加で
きるように、それぞれの事業
の独自性を明示した事業全体
を把握できる広報活動も期待
したい。

・地域との交流を図るには、
地域行事への園の参加や園行
事への地域の方の協力といっ
た関係が考えられます。保護
者においては幼稚園PTA等は
地域行事に関わるところが多
数ですが、保育園の保護者会
などは、居住地が園の小学校
区とは異なる保護者も多く地
域との関わりが薄いように思
います。幼保一体型のこども
園などPTAと保護者会が合体
した際にも、従来のような地
域との関わりを維持すること
が難しい面があります。園と
地域との関係は保護者のかか
わり抜きには考えられないと
ころもありますので、どう地
域が保護者を巻き込んでいく
のかを考えていく必要がある
かと思います。
・評議員制度を認定こども園
にも導入することが大切では
ないか。
・地域のものが園の状況がわ
からないとの声があるので地
域にも情報発信が必要。
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

子ども・子育て会議
における意見等

・地域としての取り組みは一
定の評価ができると考える。
課題は、今後就労する子育て
者が増加したときのシステム
構築である。未就園の孤立化
をどのように地域で支援して
いくのか。講習会の中身は従
来型でよいのか。子育ての何
が課題であるのかは時代に
よって変容してきている。
・時代のニーズとマッチした
地域コミニティーと一体と
なった推進をお願いしたい。
・父親が参加しにくい雰囲気
のものが多いのが現状です。
男性職員の配置など、父親が
参加しやすい雰囲気づくりも
意識していただければありが
たいです。それが母親の育児
負担の軽減につながり、子ど
もの育成環境が良くなると考
える。

・その地域その地域で現況を
見極めて、事業所に負担のな
い程度の開放をすすめていた
だきたい。

・子育ては協力者を募ること
や育てる困難さへの理解は必
要である。一定の理解は進ん
できた。しかし、問題は、子
どもが育つには、その時々の
生活における大人の働きかけ
や愛情豊かな応答性である。
親でなくとも誰かがそのこと
を子どもにする大人が必要で
ある。子育て支援が、その
時々の行事に追われないよ
う、大人が果たすべき子ども
への具体的な働きかけの意味
を丁寧に伝えていく時期であ
ると考える。
・私立幼稚園でも子育て支援
として園庭開放や保護者の情
報交換の場としての役割を果
たしている部分もあるので、
そういう情報を今以上に公開
できる工夫ができないかと思
う。
・時代ニーズとマッチし、地
域コミニティーと一体となっ
た推進をお願いします。
・全般、父親の参加が鍵とな
るように思う。子育てに積極
的に関わる男性も増えつつあ
る中、イクメンの先輩など、
男性スタッフを増やし、父親
同士で育児相談ができるよう
な仕組みづくりが望まれる。
また、各事業の連携を進める
と共に、利用者がそれぞれの
ニーズに合った事業に参加で
きるように、それぞれの事業
の独自性を明示した事業全体
を把握できる広報活動も期待
したい。

・地域のものが園の状況がわ
からないとの声があるので地
域にも情報発信が必要。そし
て、指標や実績等がないが、
「未就園児親子登園を充実さ
せる」事業を行なっている園
もあるので実施箇所を指標と
するのも一つではないかと思
う。
・とても大切な事業だと思う
ので、目標も設定して欲し
い。数字では難しいのであれ
ば、この事業を継続するにあ
たって利用者にヒアリングす
る努力をしたかどうかなどで
も良いとは思うのですが。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ Ｂ

取り組み内容・成果等

市立幼稚園・保育所全てにお
いて、園庭開放、未就園児の
親子登園等を実施し、在園児
との交流を図るとともに保護
者に対する子育て相談を実施
し、地域の子育て支援の拠点
となるように努めた。

市立幼稚園・保育所が地域の
子育て支援のセンター的役割
となり、保護者が安心して子
育てができるよう情報交換
や、悩みを相談する場となる
ように園庭開放の充実や子育
て相談に努めた。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

地域の公園等、子どもが安心
して遊べる環境が近所にない
等、各園のニーズに応じて親
子登園や園庭開放を実施する
ことにより、保護者同士の情
報共有の場にもなり、子育て
支援の拠点として、子育て相
談事業の課題改善に努めてい
る。

未就園児親子登園を充実させ
ることで、在園児だけでな
く、その保護者に対しても子
育ての情報を積極的に伝え、
子育て相談を行うことにより
地域全体で子育てに取り組め
る体制づくりを行う。また、
安心安全に遊べる場として今
後も園庭を開放し、保護者同
士、子ども同士の交流の場を
提供していく。

予算・決算額

(目標) ー

目標値と実績値

(目標) ー (目標)

(実績)

千円

ー 千円

千円 (予算)

ー

(決算) 千円

(予算)ー 千円 (予算) ー

(目標) ー

(実績) ー (実績) ー (実績)

(目標) ー

(決算) 千円

(実績)

(決算) ー 千円 (決算)

事業内容

指標 ー
平成26年度

実績値
ー

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

地域の仲間とふれあう機会が少なくなっている幼児や、子育てに孤立
感・不安感を抱えている保護者のために、園庭・園舎を開放し、在園児
との交流や未就園児の親子登園を実施します。

千円

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

(予算) ー 千円 (予算) ー

(決算)

ー 千円

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 65 事業名 地域に開かれた幼稚園・保育所づくりの推進 部名 子ども未来部 課名 こども園推進課
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｃ ー

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ｂ Ｂ

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

・園庭開放を充実し、さらに
地域に開かれた施設となるよ
うに努める。

・園児が地域の行事に参加す
るとともに、地域の方に園の
行事への参加を呼びかける
等、子どもたちが安心した生
活を送ることができるように
園・保護者・地域がつながり
を深め、地域に開かれた園と
なるよう、より一層努力して
いきたい。
また、事業については、各園
のホームページにおいて、分
かりやすい情報発信ができる
よう改善していく。
・父親の参加に関しては、園
の行事に参加しやすいよう、
土日に行事を実施したり、誰
でも参観や行事に参加できる
体制を作っている。
職員募集では、男性・女性に
限らず募集を行っている。

・地域としての取り組みは一
定の評価ができると考える。
課題は、今後就労する子育て
者が増加したときのシステム
構築である。未就園の孤立化
をどのように地域で支援して
いくのか。講習会の中身は従
来型でよいのか。子育ての何
が課題であるのかは時代に
よって変容してきている。
・時代のニーズとマッチした
地域コミニティーと一体と
なった推進をお願いしたい。
・父親が参加しにくい雰囲気
のものが多いのが現状です。
男性職員の配置など、父親が
参加しやすい雰囲気づくりも
意識していただければありが
たいです。それが母親の育児
負担の軽減につながり、子ど
もの育成環境が良くなると考
える。

・その地域その地域で現況を
見極めて、事業所に負担のな
い程度の開放をすすめていた
だきたい。

・子育ては協力者を募ること
や育てる困難さへの理解は必
要である。一定の理解は進ん
できた。しかし、問題は、子
どもが育つには、その時々の
生活における大人の働きかけ
や愛情豊かな応答性である。
親でなくとも誰かがそのこと
を子どもにする大人が必要で
ある。子育て支援が、その
時々の行事に追われないよ
う、大人が果たすべき子ども
への具体的な働きかけの意味
を丁寧に伝えていく時期であ
ると考える。
・私立幼稚園でも子育て支援
として園庭開放や保護者の情
報交換の場としての役割を果
たしている部分もあるので、
そういう情報を今以上に公開
できる工夫ができないかと思
う。
・時代ニーズとマッチし、地
域コミニティーと一体となっ
た推進をお願いします。
・全般、父親の参加が鍵とな
るように思う。子育てに積極
的に関わる男性も増えつつあ
る中、イクメンの先輩など、
男性スタッフを増やし、父親
同士で育児相談ができるよう
な仕組みづくりが望まれる。
また、各事業の連携を進める
と共に、利用者がそれぞれの
ニーズに合った事業に参加で
きるように、それぞれの事業
の独自性を明示した事業全体
を把握できる広報活動も期待
したい。

・地域のものが園の状況がわ
からないとの声があるので地
域にも情報発信が必要。そし
て、指標や実績等がないが、
「未就園児親子登園を充実さ
せる」事業を行なっている園
もあるので実施箇所を指標と
するのも一つではないかと思
う。
・とても大切な事業だと思う
ので、目標も設定して欲し
い。数字では難しいのであれ
ば、この事業を継続するにあ
たって利用者にヒアリングす
る努力をしたかどうかなどで
も良いとは思うのですが。
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

子ども・子育て会議
における意見等

・地域としての取り組みは一
定の評価ができると考える。
課題は、今後就労する子育て
者が増加したときのシステム
構築である。未就園の孤立化
をどのように地域で支援して
いくのか。講習会の中身は従
来型でよいのか。子育ての何
が課題であるのかは時代に
よって変容してきている。
・時代のニーズとマッチした
地域コミニティーと一体と
なった推進をお願いしたい。
・父親が参加しにくい雰囲気
のものが多いのが現状です。
男性職員の配置など、父親が
参加しやすい雰囲気づくりも
意識していただければありが
たいです。それが母親の育児
負担の軽減につながり、子ど
もの育成環境が良くなると考
える。

・ふれあい会館での実施も検
討してはどうか。
・予算削減など厳しい状況が
あるようだが、利用者のニー
ズに応えられる施策を講じて
いただきたい。

・子育ては協力者を募ること
や育てる困難さへの理解は必
要である。一定の理解は進ん
できた。しかし、問題は、子
どもが育つには、その時々の
生活における大人の働きかけ
や愛情豊かな応答性である。
親でなくとも誰かがそのこと
を子どもにする大人が必要で
ある。子育て支援が、その
時々の行事に追われないよ
う、大人が果たすべき子ども
への具体的な働きかけの意味
を丁寧に伝えていく時期であ
ると考える。
・時代ニーズとマッチし、地
域コミニティーと一体となっ
た推進をお願いします。
・全般、父親の参加が鍵とな
るように思う。子育てに積極
的に関わる男性も増えつつあ
る中、イクメンの先輩など、
男性スタッフを増やし、父親
同士で育児相談ができるよう
な仕組みづくりが望まれる。
また、各事業の連携を進める
と共に、利用者がそれぞれの
ニーズに合った事業に参加で
きるように、それぞれの事業
の独自性を明示した事業全体
を把握できる広報活動も期待
したい。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ Ｂ

取り組み内容・成果等

時代や市民のニーズに即した
①～⑤の事業を、継続して実
施した。
①53事業
②8事業
③43事業
④51事業
⑤5事業

時代や市民のニーズに即した
①～⑤の事業を、継続して実
施した。
①48事業（うち父親2）
②6事業
③54事業（うち父親3）
④44事業
⑤9事業

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

子育て中の親の課題やニーズ
に応えられるよう、多彩な事
業を継続して実施してきたこ
とにより、公民館が子育て支
援の拠点として定着し、「子
どもを安心して楽しく育てら
れるまち」に向けて効果を上
げている。
予算削減等により連続講座の
開催などが困難になりつつあ
るが、地域や各種団体の協力
を得ながら、今後も継続して
取り組んでいく。

平成28年度も引き続き、子育
て中の親の課題やニーズに応
えられるよう、また子どもた
ちの豊かな育ちを支援できる
よう、多彩な事業を実施し
た。
最近は親も子も忙しく、日常
生活の中でゆっくりと共同体
験をする機会が少ないことか
ら、特に親子対象の体験講座
の充実を図り、親子の絆を深
めることをめざした。
子ども・子育て会議における
意見等を参考に、地域や各種
団体の協力を得ながら、今後
も継続して取り組んでいく。

予算・決算額

(目標) 165

目標値と実績値

(目標) 165 (目標)

(実績)

千円

1,685 千円

千円 (予算)

165

(決算) 千円

(予算)1,635 千円 (予算)

(目標) 165

(実績) 160 (実績) 161 (実績)

(目標) 165

(決算) 千円

(実績)

(決算) 1,700 千円 (決算)

事業内容

公民館の特性を生かし、各年度において、各種子育て支援事業を実施します。
①親子が集える「場」の提供・情報提供事業
②子育て支援教室・講座（保護者対象）
③体験教室・講座（親子対象）
④体験教室・講座（児童対象）
⑤地域の子育て力向上をめざした教室・講座（市民対象）

指標
子育て支援に関する事業数

（事業）
平成26年度

実績値
162

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

千円

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

(予算) 1,668 千円 (予算) 1,644

(決算)

千円

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 66 事業名 公民館での各種教室・講座 部名 教育総務部 課名 生涯学習課（奈良市生涯学習財団）
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ａ Ａ

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ

意見等に対する対応状況

・時代の変容に対応するよ
う、講座の中身や子育ての何
が課題であるのかなどについ
ては、館内及びブロック別研
修等のなかで随時検討を重ね
ている。
・父親や父子を対象とした講
座を開催しているが、まずは
家族揃って季節のイベント等
に参加することで父親の公民
館講座に対する敷居を低くす
るようにも努めている。
＜ふれあい会館での実施につ
いて＞
・地域住民が主体となり、乳
幼児・児童育成支援のための
子育てサロンや書道教室、お
話し教室、ダンス教室、空手
教室、映画会等を開催してお
り地域特性を生かして子育て
支援に努めているふれあい会
館もある。
・公民館の主催事業の中に
は、高齢者を対象とした出前
講座をふれあい会館等で実施
しており、今後子育て支援に
関する講座もニーズに応じて
検討していく。
・今後も、創意工夫をもって
施策を講じていきたい。

・親子で季節の行事を楽しむ
講座だけでなく、子どもへの
具体的な働きかけの意味を学
ぶ機会として「家庭教育講
座」や「子ども・若者支援
ネットワークフォーラム」な
どを開催している。
・アンケートや聞き取りに
よって子育て中の親の声を聴
き、ニーズとマッチした支援
を行うよう努めている。ま
た、民生児童委員と連携・協
働するなど、地域コミュニ
ティと一体となった推進をめ
ざしている。
・子育て中の男性職員も積極
的に子育て支援事業に関わ
り、父親同士の交流を進めて
いる。また、公民館での子育
て支援事業全体を把握できる
よう、ホームページ上に「み
なさんの子育て応援しま
す！」というコンテンツを作
成し、広報に努めている。
・今後も、創意工夫をもって
施策を講じていきたい。
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 67 事業名 保育所等における一時預かり事業 部名 子ども未来部 課名 保育所・幼稚園課

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容

保護者のパート就労や病気等により、家庭において保育を受けることが
一時的に困難となる場合や、保護者の育児の負担軽減やリフレッシュの
ため、乳幼児を保育所等において一時的に保育し、子育て世帯の支援を
図ります。

指標 一時預かり利用者数（人）
平成26年度

実績値
9,665

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 (8)一時預かり事業

千円 (予算) 千円

(決算) 41,670 千円 (決算) 42,210 千円

千円 (予算) 57,600 千円 (予算)(予算) 48,660 千円 (予算) 51,240

(決算) 千円(決算) 千円

予算・決算額

(目標) 16,236 (目標) 17,836

(実績) 11,062 (実績) 10,392 (実績)

目標値と実績値

(目標) 11,430 (目標) 13,032 (目標) 14,634

(決算) 千円

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

多様化する保護者のニーズに
対応するため、一時預かり事
業を実施する市内私立保育所
等の拡充を目指す。

多様化する保護者のニーズに
対応するため、一時預かり事
業を実施する市内私立保育所
等の拡充を目指す。

(実績) (実績)

取り組み内容・成果等

子育て世帯の支援のため、乳
幼児を一時的に保育する一時
預かり事業を実施している市
内私立保育所等12園に補助を
実施した。

子育てと仕事の両立を支援す
るため、乳幼児を一時的に保
育する一時預かり事業を実施
している市内私立保育所等14
園に補助を実施した。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ Ｂ

子ども・子育て会議
における意見等

・事業概要はよく理解できる
が、各事業所での様々な保障
や補助がなければ継続的実施
が難しいので、予算の確保が
実施に向けた一番の課題かと
思われる。
・きめ細かなニーズへの対応
ができている。利用者に向け
て各事業の意味と内容を現場
でしっかりとお伝えいただけ
ればと思う。

・保育所（園）等の受け入れ
態勢支援の充実が必要であ
る。
・子育て支援、児童虐待防止
の観点からもニーズの高い事
業である。利便性も含め実施
箇所数の拡大が求められる。
・保護者に充分認知されてい
るか。専業主婦でも保育所の
一時預かりを利用できる事を
知っている人達は少ないので
はないか。

・更なる改善への取り組み及
び広報活動の充実をお願い致
します。

・一時預かり事業は、認定こ
ども園でも行なっていること
から実施箇所の増加を図るこ
とが必要。地域支援拠点の増
加や財政支援も含めて。
・ニーズも高く拡充を図って
いる事業の実績が、前年度よ
り下がっている原因はどこに
あるのかの分析が必要と思い
ます。
・子育て支援、児童虐待防止
の観点からもニーズの高い事
業であり、利便性も含め実施
箇所数の拡大が求められる。
・保育所等の拡充に合わせて
広報活動も積極的に行ってい
ただきたい。

意見等に対する対応状況

国の補助基準に1,000,000円
を上乗せして補助することで
事業拡大を促進している。さ
らに、新設園開所の際に事業
実施を促す等、一時預かり事
業を実施する市内私立保育所
等の拡充を目指す。

国の補助基準額への市単補助
の上乗せや新設園開所の際に
事業実施を促すこと等によ
り、一時預かり事業を実施す
る市内私立保育所等の拡充を
目指すとともに、市民への啓
発に努め、保護者のニーズに
対応していく。
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ｂ Ｂ

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｃ Ｃ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

意見等に対する対応状況

・予算の確保に向け、一時預
かりの必要性及びニーズを訴
え、継続的に事業を実施して
いきたい。
・スタッフが常駐して急な依
頼にも対応するなど、安全性
に配慮しながら臨機応変に対
応している。
・利用者のニーズと安全性を
考慮し、時間・料金を設定し
ていくよう、指導していきた
い。
・スタッフの資質向上のた
め、スタッフへの指導や研修
を実施している。

・予算の確保に向け、一時預
かりの必要性及びニーズを訴
え、継続的に事業を実施して
いきたい。
・各拠点においては、利用者
への案内やチラシの配布、
ホームページやSNSでの発
信、親たちの情報ネットワー
クの利用などにより制度のPR
に努めている。また、乳幼児
医療申請時や乳児家庭全戸訪
問時、市役所キッズコーナー
などで情報提供を行ってい
る。今後も、子育て親子に接
するあらゆる機会をとらえて
情報を提供していきたい。
・一時預かりの最長利用時間
は拠点により異なるが、子の
年齢や様子を見て、利用者と
相談の上時間延長に対応して
いる拠点もいくつかある。利
用限度はあるものの、利用者
の状況を考慮して柔軟に対応
するよう、各拠点に指導して
いきたい。

・事業概要はよく理解できる
が、各事業所での様々な保障
や補助がなければ継続的実施
が難しいので、予算の確保が
実施に向けた一番の課題かと
思われる。
・きめ細かなニーズへの対応
ができている。利用者に向け
て各事業の意味と内容を現場
でしっかりとお伝えいただけ
ればと思う。

・一時預かりの最長利用時間
が短いように思う。もっと保
護者が利用しやすい設定にす
る事が望ましいと思う。
・一時預かりを目的に地域子
育て支援拠点の平時の利用者
数の増加も見込めるため、ス
タッフの充足や資質向上に努
めてもらいたい。

・更なる改善への取り組み及
び広報活動の充実をお願い致
します。

・一時預かり事業は、認定こ
ども園でも行なっていること
から実施箇所の増加を図るこ
とが必要。地域支援拠点の増
加や財政支援も含めて。
・在宅子育て家庭の休息機能
を果たす一時預かり事業はと
ても必要です。利用促進に向
けた案内を乳児家庭全戸訪問
事業や健診などの機会、また
利用者支援事業などで積極的
に情報提供を進めていただき
たいです。
・ 一時預かりの最長利用時
間が短いように思います。利
用時間の見直し設定すれば利
便性が高まると思われます。

子ども・子育て会議
における意見等

取り組み内容・成果等

平成24年度から実施し、平成
27年度には新たに1か所を追
加したことにより、合わせて
6か所の地域子育て支援拠点
において一時預かりを実施し
ている。子育て親子にとって
身近な場所である拠点の一時
預かりを利用することによ
り、親の心理的・身体的負担
が軽減されたと考える。

子育て中の保護者をサポート
するため、6か所の地域子育
て支援拠点において一時預か
りを実施した。子育て親子に
とって身近な場所である拠点
の一時預かりを利用すること
により、親の心理的・身体的
負担が軽減されたと考える。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

引き続き、6か所の地域子育
て支援拠点において一時預か
りを実施していく。また、実
施拠点においては、一時預か
り従事スタッフのより一層の
資質の向上を図るとともに、
安全確保に十分配慮し、保護
者が気軽に安心して一時預か
りを利用できるよう努める。

引き続き、6か所の地域子育
て支援拠点において一時預か
りを実施していく。
利用促進に向け、開設時間・
利用料金等の見直しを検討す
る。また、効果的な広報活動
を展開していく。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ａ Ａ

(目標) 6

(実績) 6 (実績)

目標値と実績値

(目標) 6 (目標) 6 (目標) 6 (目標) 6

6 (実績) (実績) (実績)

千円

千円

(決算) 16,170 千円 (決算) 17,640 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円 (予算)千円 (予算) 17,640

予算・決算額

(予算) 19,110 千円 (予算) 17,640

(決算)

平成26年度
実績値

千円 (決算)

6

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 (8)一時預かり事業

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容
地域子育て支援拠点の利用経験のある乳幼児を対象に、一時預かりを行
い、地域の子育て家庭に対してよりきめ細やかな支援をします。

指標
一時預かりを実施する地域子
育て支援拠点数（拠点）

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 68 事業名 地域子育て支援拠点における一時預かり事業 部名 子ども未来部 課名 子ども育成課
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

ー ー

意見等に対する対応状況

・予算の確保に向け、一時預
かりの必要性及びニーズを訴
え、継続的に事業を実施して
いきたい。
・スタッフが常駐して急な依
頼にも対応するなど、安全性
に配慮しながら臨機応変に対
応している。
・利用者のニーズと安全性を
考慮し、時間・料金を設定し
ていくよう、指導していきた
い。
・スタッフの資質向上のた
め、スタッフへの指導や研修
を実施している。

・予算の確保に向け、一時預
かりの必要性及びニーズを訴
え、継続的に事業を実施して
いきたい。
・各拠点においては、利用者
への案内やチラシの配布、
ホームページやSNSでの発
信、親たちの情報ネットワー
クの利用などにより制度のPR
に努めている。また、乳幼児
医療申請時や乳児家庭全戸訪
問時、市役所キッズコーナー
などで情報提供を行ってい
る。今後も、子育て親子に接
するあらゆる機会をとらえて
情報を提供していきたい。
・一時預かりの最長利用時間
は拠点により異なるが、子の
年齢や様子を見て、利用者と
相談の上時間延長に対応して
いる拠点もいくつかある。利
用限度はあるものの、利用者
の状況を考慮して柔軟に対応
するよう、各拠点に指導して
いきたい。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ

56 / 109 ページ



■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 69 事業名 病児・病後児保育事業 部名 子ども未来部 課名 保育所・幼稚園課

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容
児童が病気や病気の回復期で、保護者の仕事の都合等で家庭での保育が
困難な場合に、児童を一時的に専用施設で預かります。

指標 病児・病後児保育利用児童数
平成26年度

実績値
1,184

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 (9)病児・病後児保育事業

千円 (予算) 千円

(決算) 32,211 千円 (決算) 30,103 千円

千円 (予算) 34,373 千円 (予算)(予算) 31,693 千円 (予算) 30,257

(決算) 千円(決算) 千円

予算・決算額

(目標) 1,322 (目標) 1,463

(実績) 1,373 (実績) 1,202 (実績)

目標値と実績値

(目標) 896 (目標) 1,038 (目標) 1,180

(決算) 千円

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

事前に予約がない当日申込み
での利用に対応するため、定
員一杯まで預かることができ
る適切な数の看護師・保育士
を配置し、保護者が利用しや
すい運営になるよう、実施施
設に対し働きかけを行ってい
く。

事前に予約がない当日申込み
での利用に対応するため、定
員一杯まで預かることができ
る適切な数の看護師・保育士
を配置し、保護者が利用しや
すい運営になるよう、実施施
設に対し働きかけを行ってい
く。

(実績) (実績)

取り組み内容・成果等

開設当初は、施設利用は事前
予約を原則としていたが、利
用者の声を受け、施設に働き
かけを行った結果、施設に空
きがあれば、当日申込みでの
利用が可能となった。

子どもが一時的な病気の際に
も安心して仕事ができるよう
な環境を整備することによ
り、子育て世帯を支援するた
め、病児・病後児保育事業を
実施する市内４施設に補助を
実施した。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ Ｂ

子ども・子育て会議
における意見等

・事業概要はよく理解できる
が、各事業所での様々な保障や
補助がなければ継続的実施が難
しいので、予算の確保が実施に
向けた一番の課題かと思われ
る。
・きめ細かなニーズへの対応が
できている。利用者に向けて各
事業の意味と内容を現場でしっ
かりとお伝えいただければと思
う。

・目標を大きく上回る需要があ
るので、病児・病後児保育利用
施設の増加を図る必要があるの
ではないか。
・子育て中に起きる突発的な
ケースによく対応できている。
スタッフの充実により、更なる
利用促進を図られたい。
・病後児保育のような社会的必
要性がある事業でも、運営が難
しい場合がある。このような事
業こそ、公費で対応する必要が
あるのではないか。

・日常から就学前の子どもがカ
ルテを作成しておけるような体
制が大切である。子どもの急病
に対応するためには、日常かか
りつけ医などカルテがあること
が重要。保健所や健診との連携
が課題である。子育て支援はか
かりつけ医との連携も今後は必
要であり、医療との連携は子育
ての課題と言える。
・更なる改善への取り組み及び
広報活動の充実をお願い致しま
す。

・事業充実はもとより、この事
業の受益者の中には貧困による
事例を注意深く観察し、支援組
織との連携を図る体制を作るこ
とが重要。
・病児・病後時保育については
その性格上担当課の評価にもあ
るように当日申し込みのケース
が多く、実施事業所の自助努力
だけでは厳しい。常に定員一杯
までの応需を求めるのであれ
ば、職員確保が十分できるよう
な予算措置が必要ではないか。
・病児、病後児の保育は、共働
きの保護者にとって非常に重要
な取り組みである。子どもの体
調は、日によって急激に変化す
るため、事前予約ではニーズに
対応しきれない。民間のノウハ
ウ等も活用し、柔軟な対応を可
能にしてもらいたい。
・就労家庭において極めて必要
性が高い。適切な数の看護師・
保育士の配置のためには、予算
措置が必須。
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

意見等に対する対応状況

目標を上回る実績があるが、
利用定員には余裕があるため
市民への啓発に努める。ま
た、利用しやすい運営になる
よう引き続き実施施設に働き
かけを行っていく事で、稼働
率を向上させ、利用者数の増
加に対応していく。

利用人数から算定する国の補
助基準額に最低保証額を設け
ており、利用人数に関わらず
職員配置できるよう補助を
行っている。
利用しやすい運営になるよう
引き続き実施施設に働きかけ
を行っていく事で、稼働率を
向上させるとともに、新園の
開設も視野に入れ、利用者数
の増加に対応していくことを
検討する。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ｂ Ｂ

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｃ Ｃ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 70 事業名 子育て短期支援事業 部名 子ども未来部 課名 子ども育成課

323

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 (4)子育て短期支援事業

緊急一時的に児童の養育が困難になった場合に、児童を７日間を限度に
預かり、養育・保護を行います。（ショートステイ事業）
仕事等の理由で帰宅が遅くなり、長期に児童の養育が困難な場合に、午
後2時から10時までの時間帯のうち、１日４時間、6か月の範囲で児童を
預かり、養育・保護を行います。（トワイライト事業）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容

指標 年間延べ利用者数（人日）

予算・決算額

(予算)

(決算) 千円

平成26年度
実績値

千円

千円(決算) 千円(決算) 2,002 千円 (決算) 1,348 千円

2,002 千円 (予算) 1,923

(決算)

千円 (予算) 1,945 千円 (予算) 千円 (予算)

(実績)

目標値と実績値

(目標) 300 (目標) 300 (目標) (目標) 300 (目標) 300

(実績) 342 (実績) 225 (実績)

300

(実績)

担当課評価 Ｂ Ｂ

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

市内において利用可能な預かり
施設が存在しないため、遠方へ
の児童の送迎が必要となる。よ
り利便性の高い制度設計を今後
検討する必要がある。

子育て相談課、健康増進課及
びこども家庭相談センター等
の関係機関と連携し、情報共
有化を図り、子育て親子を支
援していく。
また、里親制度の活用など、
より利便性の高い制度設計を
検討していく。

取り組み内容・成果等

平成25年度から利用可能な施設
（児童養護施設）を１か所追加
することで、利用の選択肢を広
げた。また、子育て相談課、健
康増進課及びこども家庭相談セ
ンター等の関係機関と連携し、
情報共有化を図った結果、利用
者数は増加した。

児童の養育が緊急一時的に困
難となった場合、児童養護施
設又は乳児院において養育・
保護を行った。
核家族化、共働き世帯及びひ
とり親家庭が増加し、虐待や
発達面での育児不安が急増し
ている中で、子育て短期支援
事業の必要性及びニーズは高
まっている。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

・予算の確保に向け、子育て
短期支援事業の必要性及び
ニーズを訴え、継続的に事業
を実施していく。
・奈良市内に児童の受け入れ
施設を作ることは、財政的に
困難であると考える。今後、
里親制度等の活用を検討し、
利便性の向上を図りたい。

・子育て相談課、健康増進課
及びこども家庭相談センター
等の関係機関と連携し、個々
のケースに対応していく。
・制度を改正し、里親等の居
宅での児童の預かりも可能に
なったことから、ひとつの選
択肢として活用していきた
い。

・事業概要はよく理解できる
が、各事業所での様々な保障や
補助がなければ継続的実施が難
しいので、予算の確保が実施に
向けた一番の課題かと思われ
る。
・きめ細かなニーズへの対応が
できている。利用者に向けて各
事業の意味と内容を現場でしっ
かりとお伝えいただければと思
う。

・核家族化、ひとり親家庭が増
加するなか一定のニーズはある
と考えるのが妥当である。現状
では他市町村まで連れていかな
ければならず利便性が低い。中
核市でもある奈良市の人口規模
を考えれば民間活用も含め最低
1箇所は自前で設置する必要が
あると考える。
・利用者は目標を達成している
ものの、遠方への送迎を改善し
てもらいたい。他の一時預かり
施設を活用できないか。
・奈良市内にそのような受け入
れ事業を作るか、どこかの施設
に併設するか検討できないか。

・更なる改善への取り組み及び
広報活動の充実をお願い致しま
す。

・事業充実はもとより、この事
業の受益者の中には貧困による
事例を注意深く観察し、支援組
織との連携を図る体制を作るこ
とが重要。
・核家族化、ひとり親家庭が増
加するなか一定のニーズはある
と考えるのが妥当。現状では他
市町村まで連れていかなければ
ならず利便性が低い。中核市で
もある奈良市の人口規模を考え
れば民間活用も含め最低1箇所
は自前で設置する必要があると
考える。
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ担
当
課
評
価

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

ー ー
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

取り組み内容・成果等

どのような形態で事業を実施し
ていくかについて検討するため
に、奈良市子ども・子育て支援
推進本部幹事会において、関係
各課による「検討グループ会
議」を立ち上げた。また、地域
子育て支援拠点の職員を対象に
専門研修を実施し、子育て支援
員の認定を行った。
併せて、コンシェルジュを保育
所・幼稚園課に継続配置して、
就学前の子どもを持つ保護者及
び妊娠している方の子育て支援
のサポートを行い、子育て中の
不安等を取り除くように相談・
助言を行った。

「利用者支援事業の相談支援体
制検討グループ会議」において
関係各課の情報共有、既存施策
の現状把握と課題整理をおこな
い、連携のあり方について協議
を重ね、事業の計画案を策定し
た。その結果、29年度新規事業
として実施を決定した。
併せて、コンシェルジュを保育
所・幼稚園課に継続配置して、
就学前の子どもを持つ保護者及
び妊娠している方の子育て支援
のサポートを行い、子育て中の
不安等を取り除くように相談・
助言を行った。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

今後「利用者支援事業の相談支
援体制検討グループ会議」にお
いて関係各課の情報共有、既存
施策の現状把握と課題整理をお
こない、連携のあり方について
協議を重ね、事業形態の具体化
を目指す。
配置したコンシェルジュの能力
向上及び窓口資料の内容を精査
して、分かりやすい内容へ更新
が必要である。

29年度より、子ども育成課に専
門職の子育てナビゲーター（2
名）を配置し、利用者支援事業
基本型を実施する。窓口及び電
話相談の実施や、子育て支援拠
点等を巡回し、地域のスタッフ
が相談を受けた案件のうち、よ
り支援が必要な子育て家庭に対
しては、専門機関との連携を図
り支援につなげていく。
また、配置したコンシェルジュ
の能力向上のため、研修の参加
が必要である。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ Ａ

子ども・子育て会議
における意見等

予算・決算額

(目標) 2

目標値と実績値

(目標)(目標) 1

(予算) 0

・「子育て相談」ができる場が
広がっているが、利用者の立場
からみると、相談としてどのよ
うな種類があり、どういった内
容の相談が可能なのか、その全
体像と、ニーズに合わせて選択
していける情報が欲しいように
思う。

・他機関と連携し、コーディ
ネート機能を発揮する利用者支
援事業基本型の実施をイメージ
して改善点に盛り込んではどう
か。
・利用者支援事業の実施個所数
が１つだけなのに身近な場所と
いえるのか。

・この事業は利用するしない以
前に存在を知られているかどう
かが重要だと思いますし、周知
する努力をしているかどうかも
重要だと思います。

・子ども育成課に配置された職
員が基本型の利用者支援をする
ためには、情報提供や相談業務
を窓口でおこなうだけではな
く、訪問を含めたアウトリーチ
型の支援は必要だと考えます。
どれだけの情報提供や相談を受
け付け、必要な支援につないだ
か等、事業の内容を実績をもと
に事業評価を行えると良いと思
います。
・利用者支援事業実施箇所が１
箇所は市役所での窓口だけでは
なく、西部・北部会館育みセン
ター・奈良まちセンターや出張
所にも配置をすることが大切で
はないか（経費の増加が課
題）。この段階で貧困家庭への
支援を探ることができる。
・保育所・幼稚園の現状をしっ
かり捉え、正しい情報提供に引
き続き取り組んでいただきたい
と思います。
・コンシェルジュの活躍に期待
する。
・相談事業の内、利用者がニー
ズに合った事業を選択できるよ
う、連携を進めながら、その独
自性のアピールなど、情報提供
を積極的に進めてほしい。

1 (目標)

(実績)

(決算)

(実績) 1 (実績) 1 (実績)

(決算) 0 千円 (決算) 0

千円 (予算)

千円

千円 (予算) 0

事業内容
就学前の子どもとその保護者や妊娠している方が、教育・保育施設や地
域の子育て支援事業等を円滑に利用できるよう、身近な場所で情報収集
や提供のほか、必要に応じて相談・助言等を行います。

指標 利用者支援事業の実施箇所数
平成26年度

実績値
1

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 (1)利用者支援事業

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

2

(予算)4,440 千円 (予算)

(目標)

千円(決算)

2

千円

千円千円 (決算)

(実績)

千円

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 71 事業名 利用者支援事業 部名 子ども未来部 課名
保育所・幼稚園課

子ども育成課
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ｂ Ｂ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

担
当
課
評
価

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

ー ー

意見等に対する対応状況

・子育て親子が必要な時に適切
な支援や相談窓口にたどりつけ
るよう、子育て支援の総合的な
情報提供並びに利用の調整、関
係機関の連携等の役割を担うワ
ンストップ型総合窓口の設置
（基本型）を目指す。
・利用者支援事業基本型の設置
目標は１箇所のみだが、市内の
地域子育て支援拠点と連携を密
にして相談支援体制を構築する
とともに、各拠点のスタッフに
対して専門研修を実施し、資質
向上を図ることで、全拠点での
ワンストップサービス化等を目
指し、利用者に最適な支援を行
うことを目指す。

・子ども育成課に配置された
専門職の子育てナビゲーター
が、市内22か所の子育て支援
拠点及び30か所の子育てス
ポットを巡回し、現場のス
タッフが受けた相談のうち、
より支援が必要な子育て家庭
に対しては、専門機関との連
携を図り支援につなげてい
る。
　また、子育て相談課や健康
増進課等の各事業担当者とも
連携し、支援が必要な家庭を
継続して見守っている。
　今後は、民生委員等の地域
の子育て支援にかかわる関係
者・関係機関とも連携し、事
業の周知を図るとともに、地
域での支援を担っていきた
い。

・今後、市内の子育て支援セ
ンター7か所に、利用者支援
事業の担い手として「子育て
コーデイネーター」を配置
し、子育てナビゲーターと連
携を図りながら利用者支援事
業を実施する計画であり、そ
の準備として、各支援セン
ターのスタッフへの専門研修
を継続して実施していく。

平成31年度
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

子ども・子育て会議
における意見等

・子育て情報をわかりやすく
掲載した子育ておうえんサイ
ト「子育て＠なら」の運営、
市の子育て情報を一冊にまと
めた「なら子育て情報ブッ
ク」の作成・配布など一定の
評価はできる。配布してから
の活用状況や、中学生・高校
生などの授業での活用など新
しい視点も必要かと考える。

・なら子育て情報ブックは非
常に見やすくできているが、
冊子には情報量等に限界があ
るため、ホームページなどの
活用を積極的に行っていただ
きたい。

・この事業は利用するしない
以前に存在を知られているか
どうかが重要だと思います
し、周知する努力をしている
かどうかも重要だと思いま
す。

・相談事業の内、利用者が
ニーズに合った事業を選択で
きるよう、連携を進めなが
ら、その独自性のアピールな
ど、情報提供を積極的に進め
てほしい。
・多様な情報配信方法の活用
により多くの方に利用しても
らい、目標値の達成を期待す
る。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ Ｂ

取り組み内容・成果等

奈良市の子育て情報をわかり
やすく掲載した子育ておうえ
んサイト「子育て＠なら」を
運営するとともに、奈良市の
子育て情報を一冊にまとめた
子育て情報ブックを作成し
た。また、子育て支援ＰＲ活
動として市立保育所等へ奈良
市の子育て応援キャラクター
の着ぐるみ訪問やＰＲ用品を
作成し周知を行うことで、保
護者である子育て世代等に向
け、奈良市が子育て支援に積
極的に取り組んでいることを
ＰＲした。

奈良市の子育て情報をわかり
やすく掲載した子育ておうえ
んサイト「子育て＠なら」を
運営し、平成28年度のページ
ビュー数は105,605件となっ
た。また、奈良市の子育て情
報を一冊にまとめた子育て情
報ブックを作成した。子育て
支援ＰＲ活動として、市内保
育所等へ奈良市の子育て応援
キャラクターの着ぐるみ訪問
やＰＲ用品の作成・配布、さ
らに子育て応援キャラクター
のLINEスタンプを作成するな
ど、奈良市が子育て支援に積
極的に取り組んでいることを
ＰＲした。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

ホームページをより多くの人
に利用してもらえるよう、ア
ンケート調査とアクセス解析
を行い、より魅力あるコンテ
ンツへの更新を定期的に行う
とともに、いろいろな情報を
収集できるようFacebook、
LINEの情報も充実していく。
また、奈良市の子育て応援
キャラクターの着ぐるみを
様々なイベント等に派遣する
など、奈良市が子育て支援事
業に積極的に取り組んでいる
ことを全国に向かってＰＲし
ていく。

ホームページをより多くの人
に利用してもらえるよう、ア
ンケート調査とアクセス解析
を行い、より魅力あるコンテ
ンツへの更新を定期的に行う
とともに、いろいろな情報を
収集できるようFacebook、
LINEなど、SNSでの情報の配
信方法も改善していく。ま
た、奈良市の子育て応援キャ
ラクターの着ぐるみを様々な
イベント等に派遣するなど、
奈良市が子育て支援事業に積
極的に取り組んでいることを
全国に向かってＰＲしてい
く。

予算・決算額

(目標) 138,000

目標値と実績値

(目標) 126,000 (目標)

(実績)

千円

1,665 千円

千円 (予算)

132,000

(決算) 千円

(予算)1,640 千円 (予算)

(目標) 144,000

(実績) 125,494 (実績) 105,605 (実績)

(目標) 120,000

(決算) 千円

(実績)

(決算) 2,545 千円 (決算)

事業内容
本市の子育て情報をわかりやすく掲載した子育ておうえんサイト「子育
て＠なら」を運営するとともに、本市の子育て情報を一冊にまとめた
「なら子育て情報ブック」を作成・配布します。

指標
奈良市の子育ておうえんサイト
「子育て＠なら」 のページ
ビュー数

平成26年度
実績値

113,500

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

千円

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

(予算) 2,550 千円 (予算) 2,390

(決算)

千円

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 72 事業名 子育て世代支援ＰＲ事業 部名 子ども未来部 課名 子ども政策課
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

ー ー

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ

意見等に対する対応状況

子育て情報の発信について
は、サイトや冊子だけでな
く、SNSによる情報発信など
も積極的に行っていく。

子育て広場や保育関連施設等
の窓口に子育てサイトの啓発
物品を配置するなどし、奈良
市の子育て支援の周知を継続
的に行っていく。
また、奈良市の子育て関連情
報についてサイトだけでな
く、SNSを駆使するなど魅力
ある情報発信を行い奈良市の
子育て支援をPRしていく。
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 73 事業名 家庭児童相談室運営事業 部名 子ども未来部 課名 子育て相談課

2

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

子どもの生活習慣、学校生活、家庭環境等、児童と家庭の福祉の向上を
図るため、家庭児童相談室を設置しています。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容

指標 家庭児童相談員数（人）

予算・決算額

(予算)

(決算) 千円

平成26年度
実績値

千円

千円(決算) 千円(決算) 4,432 千円 (決算) 4,238 千円

4,493 千円 (予算) 4,472

(決算)

千円 (予算) 4,396 千円 (予算) 千円 (予算)

(実績)

目標値と実績値

(目標) 2 (目標) 2 (目標) (目標) 2 (目標) 2

(実績) 2 (実績) 2 (実績)

2

(実績)

担当課評価 Ｂ Ｂ

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

市民の身近な相談室として活
用されるよう広報活動を積極
的に行うとともに、県中央こ
ども家庭相談センター、保健
所、学校、民生児童委員等と
の連絡協調を緊密に図り、家
庭の福祉の向上に努める。

市民の身近な相談室として活
用されるよう広報活動を積極
的に行うとともに、県中央こ
ども家庭相談センター、保健
所、学校、民生児童委員等と
の連絡協調を緊密に図り、家
庭の福祉の向上に努める。
また、事業内容を具体的に紹
介するよう努める。

取り組み内容・成果等

平成26年度は3,757件、平成
27年度は2,077件の相談を受
けた。児童虐待、離婚、DV、
子育て等の様々な相談に応
じ、個々の子どもや家庭に適
切な指導助言を行った。

平成26年度は3,757件、平成
27年度は4,140件、平成28年
度は4,689件の相談を受け
た。児童虐待、離婚、DV、子
育て等の様々な相談に応じ、
個々の子どもや家庭に適切な
指導助言を行った。また子育
て支援センターや民生児童委
員等に研修を行い相談体制の
充実を図った。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

・広報活動の中で、子育ての
ニーズに合わせた情報提供を
検討したい。
・子育て支援センターや民生
児童委員等に研修を行い、相
談体制の充実を検討したい。

・ホームページ等を活用し事
業の積極的な広報を検討した
い。
・関係機関と連携を今以上に
深め、ニーズに沿った情報提
供を検討したい。

・「子育て相談」ができる場
が広がっているが、利用者の
立場からみると、相談として
どのような種類があり、どう
いった内容の相談が可能なの
か、その全体像と、ニーズに
合わせて選択していける情報
が欲しいように思う。

・庁外へ出かけて相談業務を
行う体制を充実させてはどう
か。

・この事業は利用するしない
以前に存在を知られているか
どうかが重要だと思います
し、周知する努力をしている
かどうかも重要だと思いま
す。

・相談事業の内、利用者が
ニーズに合った事業を選択で
きるよう、連携を進めなが
ら、その独自性のアピールな
ど、情報提供を積極的に進め
てほしい。

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ担
当
課
評
価

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｂ Ｂ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

・施設で実施している「子育
て相談」の情報発信を充実
し、さらに利用してもらえる
ように努める。
・子育てや育児相談は、日々
共に生活をし、子どもの成長
に直接携わっている園職員の
役割が大事であり大きいと考
えている。目の前の子どもの
成長を保護者と共に喜び、相
談し、共に歩んでいくことが
求められる。そのためには保
護者との信頼関係を深め、保
護者にも子どもにも寄り添っ
て支援していく必要がある。
この関係性が十分に成される
ように、各専門機関や関係所
管も共に支援をおこなってい
る。それぞれの役割を生かし
た組織体制で子育て支援を充
実させていけるようにしてい
く。

・各施設で実施している事業
について、市庁舎内に実施状
況を掲示したり、市ホーム
ページ及びなら子育て情報
ブック等で情報発信を行って
いる。更に効果的な周知方法
を検討し、子育て支援の充実
とニーズに合った利用につな
がるように努めていく。

・「子育て相談」ができる場
が広がっているが、利用者の
立場からみると、相談として
どのような種類があり、どう
いった内容の相談が可能なの
か、その全体像と、ニーズに
合わせて選択していける情報
が欲しいように思う。

・情報発信をしていくことは
大切なので、今後も個人情報
の問題に留意しながら引き続
きお願いしたい。子育てや育
児相談は園の教員が当たるこ
とは難しいので、助言者を配
置する必要があるのではと思
う。または、そこから別事業
所へ繋いでいくことが必要か
と思われる。

・この事業は利用するしない
以前に存在を知られているか
どうかが重要だと思います
し、周知する努力をしている
かどうかも重要だと思いま
す。

・相談事業の内、利用者が
ニーズに合った事業を選択で
きるよう、連携を進めなが
ら、その独自性のアピールな
ど、情報提供を積極的に進め
てほしい。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ Ｂ

取り組み内容・成果等

全ての市立幼稚園・保育所に
おいて、園長をはじめとし、
全職員が対応し、ニーズが多
様化する中、悩みを抱える保
護者の相談に、きめ細やかな
対応を行ってきた。

電話、来園相談に加え、園庭開
放、未就園児親子登園などの場
も活用し、同年齢の子どもを見
たり交流を持つことが発達への
気づきや子育ての意欲につなが
るよう内容を工夫した。また、
保護者同士の交流や発育・子育
てにおける様々な悩み、不安な
どの相談に寄り添い対応した。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

全ての市立幼稚園・保育所に
おいて、相談事業の実施して
いる。自園の取組や子どもの
成長をホームページに掲載す
るなど、情報発信に努め、保
護者の理解を得ながら安心し
て子育てができるよう相談対
応の充実を図っているが、さ
らに情報発信の工夫に努めて
いく。

子育てに不安を抱えている保
護者に対して園全体で常に相
談できる体制を整えている。
外部の相談機関を掲示して知
らせたり、常に新しい情報を
発信して園だけでなく奈良市
全体で支えていける環境づく
りに取り組んでいく。

予算・決算額

(目標) ー

目標値と実績値

(目標) ー (目標)

(実績)

千円

ー 千円

千円 (予算)

ー

(決算) 千円

(予算)ー 千円 (予算) ー

(目標) ー

(実績) ー (実績) ー (実績)

(目標) ー

(決算) 千円

(実績)

(決算) ー 千円 (決算)

事業内容

指標 ー
平成26年度

実績値
ー

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

幼稚園や保育所への電話や来園により、子育ての悩みや育児相談を行い
ます。

千円

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

(予算) ー 千円 (予算) ー

(決算)

ー 千円

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 74 事業名 幼稚園や保育所の子育て相談 部名 子ども未来部 課名 こども園推進課
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｃ ー

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ｂ Ｂ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

子ども・子育て会議
における意見等

―

・地域としての取り組みは一
定の評価ができると考える。
課題は、今後就労する子育て
者が増加したときのシステム
構築である。未就園の孤立化
をどのように地域で支援して
いくのか。講習会の中身は従
来型でよいのか。子育ての何
が課題であるのかは時代に
よって変容してきている。大
人の生活がこの数年で大きく
変容し、子どもの生活も大き
く変わっている。そのこと
と、支援が必要なことは整理
しなければならない時期とも
いえる。
・この事業は利用するしない
以前に存在を知られているか
どうかが重要だと思います
し、周知する努力をしている
かどうかも重要だと思いま
す。

・実施している公民館数とい
う指標が適切なのか。参加者
数の推移などが分からない
と、事業として成立している
のか判断が出来ないように思
います。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ Ｂ

取り組み内容・成果等

平成25、26年度に文部科学省
委託事業として、公民館を軸
に、地域住民で家庭教育の課
題を抽出し、解決していくモ
デル事業を実施し、新たな家
庭教育支援の仕組みを構築し
た。この取組をもとに、平成
27年度から「家庭教育支援事
業」として、公民館５館にお
いて取組を実施した。

公民館を拠点として、子を持
つ親同士が交流し、子育てに
関する悩み相談・情報共有す
る場としてサロンを開設した
り、親子で参加できる講座を
実施したり、地域での課題に
応じた取組を行った。この取
組により保護者と地域、公民
館のつながりが生まれた。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

「家庭教育支援事業」の仕組
みを定着させ、市域全体に広
がるよう、この取組を実施す
る公民館数を増やしていく。
また、この取組の成果を公開
し、情報共有することによ
り、同じ課題に直面している
地域の課題解決につなげるな
ど地域間の交流・連携も図っ
ていく。

今後も引き続き、取組館で家
庭教育支援事業を継続して実
施し、子どもたちが地域社会
の中で心身ともに健やかにた
くましく成長できる環境整備
を目指す。また、本事業の仕
組みづくりが難しい地域もあ
るため、地域団体と公民館職
員が家庭教育支援における地
域や公民館の役割と機能を学
ぶ研修等を行い、どの地域に
おいても課題解決を図る仕組
みが構築できるようにする。

予算・決算額

(目標) 8

目標値と実績値

(目標) 6 (目標)

(実績)

千円

234 千円

千円 (予算)

7

(決算) 千円

(予算)180 千円 (予算)

(目標) 9

(実績) 5 (実績) 6 (実績)

(目標) 5

(決算) 千円

(実績)

(決算) 798 千円 (決算)

事業内容
子どもや家庭教育を取り巻く諸問題の解決と家庭の教育力の向上を図る
ため、公民館を拠点に地域で取り組む家庭教育支援の仕組みを構築しま
す。

指標
「家庭教育支援事業」を実施
している公民館数（館）

平成26年度
実績値

1

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

千円

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

(予算) 800 千円 (予算) 234

(決算)

千円

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 75 事業名 家庭教育推進事業 部名 教育総務部 課名 生涯学習課
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｂ Ｂ

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ

意見等に対する対応状況 ―

・時代の変容に対応するよ
う、講座の中身や子育ての何
が課題であるのかなどについ
ては、館内及びブロック別研
修等のなかで随時検討を重ね
ている。
・事業について知られている
かどうかについては、公民館
だより等、随時発信し広報に
努めている。普段公民館を利
用しない方が事業参加者の口
コミにより利用者が増加傾向
にあるが、引き続き広報に努
めていきたい。
・実施している公民館数の指
標については、平成25年度に
文部科学省委託事業として、
家庭教育事業のモデル館を生
み出し、委託事業が終了した
平成27年度から引き続き家庭
教育事業を全市的に広めてい
くために、モデル館を含む公
民館５館で実施した。全館で
実施することを目標にしてい
るが、家庭教育支援事業の仕
組みを定着するには時間を要
し、その中で、年度ごとに１
館が取組み館としてスタート
させることで設定している。
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 76 事業名 子ども医療費助成 部名 子ども未来部 課名 子ども育成課

―

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

健康保険に加入している中学校修了前（１５歳到達後最初の３月３１日
まで）の子どもを対象に、保険診療の自己負担額（入院時の食事療養費
は除く）から一部負担金を除いた額を助成します。ただし、中学生は入
院のみの助成です。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容

指標 ー

予算・決算額

(予算)

(決算) 千円

平成26年度
実績値

千円

千円(決算) 千円(決算) 637,175 千円 (決算) 707,952 千円

648,316 千円 (予算) 685,000

(決算)

千円 (予算) 739,500 千円 (予算) 千円 (予算)

(実績)

目標値と実績値

(目標) ― (目標) ― (目標) (目標) ― (目標) ―

(実績) ― (実績) ― (実績)

―

(実績)

担当課評価 Ａ Ａ

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

平成28年８月からは助成対象
を更に拡大し、中学生の通院
も助成対象とする。これによ
り中学校修了までの子どもの
すべての保険診療が助成対象
となり、子どもの健やかな成
長により一層寄与するものと
考える。
また、国による子ども医療費
助成の早期創設の要望も、国
に対して、引き続き行ってい
く。

平成28年８月からは助成対象
を更に拡大し、中学生の通院
も助成対象とした。これによ
り中学校修了までの子どもの
すべての保険診療が助成対象
となり、子どもの健やかな成
長により一層寄与するものと
なった。
また、国による子ども医療費
助成の早期創設の要望も、国
に対して、引き続き行ってい
く。

取り組み内容・成果等

平成23年８月から、助成対象
を「就学前の子ども」から
「中学校修了前までの子ど
も」に拡大し、平成26年４月
からは、小中学生の入院の一
部負担金を減額した。子ども
の健やかな成長の一助になっ
たと考える。

平成23年８月から、助成対象
を「就学前の子ども」から
「中学校修了前までの子ど
も」に拡大し、平成26年4月
からは、小中学生の入院の一
部負担金を減額した。平成28
年8月からは、中学生の通院
まで助成の対象を拡大した。
子どもの健やかな成長の一助
になったと考える。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

現在、国において現物給付に
対する国庫負担金の減額調整
措置の廃止（ペナルティ廃
止）について検討されている
ことから、国が廃止の具体的
な方向性を示してから、助成
方法の見直し（現物給付方
式）を検討していく。

本市の子育て環境の充実を図
るために、現物給付方式の早
期導入が必要と考えている。
なお、子ども医療費助成制度
は県下統一で自動償還払い方
式を導入しているため、現物
給付方式への変更について
は、県下市町村の合意形成が
必要となる。このため、国保
のペナルティが廃止された未
就学児までを対象とした現物
給付方式の導入について、現
在、県及び県下市町村と検討
しているが合意形成には至っ
ていない。
今後も、県下統一での現物給
付方式の早期導入を目指し、
県及び県下市町村と引き続き
協議を進めていく。

・中学生の通院まで助成対象
を拡大するなど評価が高いの
はわかるが、今なお償還払い
（一旦立替が必要）制度であ
り、利便性としては保護者サ
イドからの評価は低い。国の
制度上の問題（現物給付では
ペナルティ発生）が大きいの
は分かるが、子どもの貧困が
社会問題化するなか県に倣え
ではなく、本計画、本条例の
理念からも先行実施すべき課
題であると考える。

・平成28年８月からは助成対
象を更に拡大し、中学生の通
院も助成対象としたことは評
価できる。これにより中学校
修了までの子どものすべての
保険診療が助成対象となり、
子どもの健やかな成長により
一層寄与するものとなったこ
とも評価できる。
・中学生の通院まで助成対象
を拡大したことは高く評価で
きる。しかしながら、今なお
償還払い（一旦立替が必要）
制度であり、利便性としての
保護者サイドからの評価は低
い。近畿2府4県で現物給付方
式を採用していないのは奈良
だけであり、特に他府県から
引越ししてきた親などからは
「子育てしにくいまち」であ
るとの声も多い。実施できな
い最大の障壁とされていた国
の現物給付へのペナルティも
廃止の方向が確認されてお
り、速やかに現物給付方式に
あらためるべきではないか。
県に倣えではなく、本計画、
奈良市子どもにやさしいまち
づくり条例の理念からも先行
実施すべき課題であると考え
る。
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

意見等に対する対応状況

現在、国において現物給付に
対する国庫負担金の減額調整
措置の廃止（ペナルティ廃
止）について検討されている
ことから、国が廃止の具体的
な方向性を示してから、助成
方法の見直し（現物給付方
式）を検討していく。

本市の子育て環境の充実を図
るために、現物給付方式の早
期導入が必要と考えている。
なお、子ども医療費助成制度
は県下統一で自動償還払い方
式を導入しているため、現物
給付方式への変更について
は、県下市町村の合意形成が
必要となる。このため、国保
のペナルティが廃止された未
就学児までを対象とした現物
給付方式の導入について、現
在、県及び県下市町村と検討
しているが合意形成には至っ
ていない。
今後も、県下統一での現物給
付方式の早期導入を目指し、
県及び県下市町村と引き続き
協議を進めていく。

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ担
当
課
評
価

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

ー ー
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 77 事業名 就園奨励費補助 部名 子ども未来部 課名 保育所・幼稚園課

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容 私立幼稚園に通う保護者の経済的負担の軽減を図ります。

指標
補助限度額について、本市の
基準額が国の基準を下回って
いる階層の数

平成26年度
実績値

11

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

千円 (予算) 千円

(決算) 107,254 千円 (決算) 105,268 千円

千円 (予算) 108,000 千円 (予算)(予算) 107,000 千円 (予算) 107,000

(決算) 千円(決算) 千円

予算・決算額

(目標) 0 (目標) 0

(実績) 11 (実績) 11 (実績)

目標値と実績値

(目標) 11 (目標) 11 (目標) 0

(決算) 千円

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

子ども・子育て支援新制度に
移行していない私立幼稚園に
通う園児の保護者に対して
は、幼稚園就園支援事業を継
続して実施するとともに、補
助限度額と補助対象者の拡充
について検討を行う。

子ども・子育て支援新制度に
移行していない私立幼稚園に
通う園児の保護者に対して
は、幼稚園就園支援事業を継
続して実施するとともに、補
助限度額と補助対象者の拡充
について検討を行う。

(実績) (実績)

取り組み内容・成果等

幼児教育の普及および充実の
ため、保護者の所得状況に応
じて経済的負担を軽減すると
ともに、公私立幼稚園間にお
ける保護者負担の格差の是正
を図ることを目的に、私立幼
稚園設置者を通して幼稚園就
園奨励費を保護者に交付し
た。

幼児教育の普及および充実の
ため、保護者の所得状況に応
じて経済的負担を軽減すると
ともに、公私立幼稚園間にお
ける保護者負担の格差の是正
を図ることを目的に、私立幼
稚園設置者を通して幼稚園就
園奨励費を保護者に交付し
た。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｃ Ｃ

子ども・子育て会議
における意見等

・財政的にも厳しい状況であ
ることも理解できるが、私立
幼稚園にも子育て支援の一端
を担う社会的役割があること
を、また私立の特色ある教育
を是非受けさせたいと願う保
護者への援助が少しでも大き
くなることに期待したい。

・支給内容、支給時期につい
ても、新入学準備金の入学前
支給など、より対象世帯の生
活実態に沿ったかたちになる
よう改善していくことが大切
である。
・目標値達成でなぜC評価な
のかを、課題や今後の改善点
欄に記述してほしいです。
・国基準の支給をしてもらえ
ることを継続してお願いした
い。各自治体で非常に差があ
るので、奈良市で保護者が安
心して私立幼稚園にも通わせ
られる補助をしてもらえるよ
うに願います。

意見等に対する対応状況

幼児期の教育は、生涯にわた
り人格形成の基礎を培うもの
であり、すべての子どもに質
の高い幼児教育を保障するた
め、引き続き、事業継続及び
拡充を検討していく。

すべての子どもに質の高い幼
児教育を保障するため、引き
続き、事業継続及び当該年度
の国基準どおりでの事業実施
ができるよう制度拡充を目指
す。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ｂ Ｂ

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｃ Ｃ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 78 事業名 就学援助 部名 教育総務部 課名 教育総務課

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

(予算) 200,394

事業内容
小・中学校の就学が経済的に困難な世帯に必要な援助を行い、安心して
義務教育を受けられる環境を整えます。

指標 ー
平成26年度

実績値
―

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

(決算)

千円(予算)240,077 千円 (予算)

千円

―

予算・決算額

(目標) ―

目標値と実績値

(目標) ― (目標)

(実績)

―

(実績) ― (実績) ― (実績)

(目標) ―

(実績)

(目標)

千円

千円

(決算) 千円

千円

(決算) 188,548 千円 (決算) 209,678

(予算)

(決算)千円

千円 (予算) 223,519

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

対象世帯に対する周知を推進
するため、学校担当者への周
知、関連事業担当課との連携
を進め、より広く事業の実
施・内容・申請方法を広報す
る。
また、より簡単に申請するこ
とができるよう、申請方法の
改善を行っていく。

保護者及び学校、関係各課へ
の周知を進め、対象世帯に届
くよう広報していく。支給内
容、支給時期についても、新
入学準備金の入学前支給な
ど、より対象世帯の生活実態
に沿ったかたちになるよう改
善していく。

取り組み内容・成果等

事業の対象である、経済的な
理由により就学が困難な世帯
に対し周知できるよう、年度
当初及び申請期間前にお知ら
せ文書を配布している。ま
た、しみんだより・ホーム
ページによる広報を行ってい
る。

年度当初及び申請期間前のお
知らせ文書配布、しみんだよ
り・ホームページによる周知
を行った。申請の簡略化のた
め、申請書をホームページか
らダウンロード可能とした。
また、平成29年度新中学校１
年生に対して新入学準備金の
入学前支給を行った。

担当課評価 Ｂ Ｂ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

周知について、奈良市立小中
学校全児童生徒に対して、４
月当初・申請時期直前にお知
らせを配布しているほか、認
定の目安の収入も示してい
る。申請方法は、今年度より
ホームページからのダウン
ロード可能とするなど改善を
進めている。今後も周知を含
め、制度改善に努めたい。

税額の確認には本人の同意が
必要であり、申請前に対象者
を選定・通知することはでき
ません。奈良市立小中学校全
児童生徒に配布する案内文書
やホームページの内容をより
伝わりやすく改善するととも
に、保護課など関係各課との
連絡をより密に行い、支援が
必要な方に情報が届き、申請
までつなげられるよう改善に
努めます。

・子どもの貧困が社会問題化
するなか、担当課評価にもあ
るよう周知が不十分であり対
象に該当するかどうか分かり
にくいのではないか。保育料
のように市民税額など所得階
層から対象者を選定し市から
の個別通知方式の採用を検討
してはどうか。
・就学援助などの申請方法の
改善に期待する。

・子どもの貧困が社会問題化
するなか、他市町村の先進事
例に倣い、新入学準備金の入
学前支給を実施するなど、現
実的に対応されている点は高
く評価できる。但し、担当課
評価にもあるように、周知が
不十分であり、配布される文
章だけでは、対象に該当する
かどうかも分かりにくいので
はないか。保育料のように市
民税額など所得階層から対象
者を選定し、市からの個別通
知方式の導入も検討するな
ど、更なる改善と予算措置を
期待する。
・就学援助が必要な家庭は、
情報の獲得についても支援が
必要なケースが多いため、行
政の持つネットワークや情報
を駆使して、１００％届けら
れるよう努力をお願いしま
す。
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ

平成31年度

担
当
課
評
価

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

― ―

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 79 事業名 特別支援教育就学奨励事業 部名 教育総務部 課名 教育総務課

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

(予算) 16,526

事業内容
特別支援学級への就学のために必要な援助を行い、特別支援学級に在籍
する児童・生徒が安心して義務教育を受けられる環境を整えます。

指標 ー
平成26年度

実績値
ー

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

(決算)

千円(予算)21,081 千円 (予算)

千円

―

予算・決算額

(目標) ―

目標値と実績値

(目標) ― (目標)

(実績)

―

(実績) ― (実績) ― (実績)

(目標) ―

(実績)

(目標)

千円

千円

(決算) 千円

千円

(決算) 12,121 千円 (決算) 14,171

(予算)

(決算)千円

千円 (予算) 18,770

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

国の補助事業であり、今後も
特別支援学級に在籍する小中
学生が、安心して義務教育を
受けることができるよう、国
の基準に沿って継続実施をし
ていく。また、学校を通じた
保護者へのお知らせ文書の配
布を継続し、制度内容や申請
手続きについて、早期に告知
するよう努めていく。

国の補助事業であり、今後も
特別支援学級に在籍する小中
学生が、安心して義務教育を
受けることができるよう、国
の基準に沿った継続を実施し
ていく。また、特別支援学級
在籍者の増加を視野に入れ、
制度内容や申請手続きについ
て保護者に分かってもらえる
よう、通知文書の配布を含め
て学校との連携に一層努めて
いく。

取り組み内容・成果等

奈良市立小中学校の特別支援
学級に在籍する児童生徒の保
護者の経済的負担を軽減する
ため、学校より全ての対象者
に対し周知し、申請または辞
退の確認を行っている。

奈良市立小中学校の特別支援学
級に在籍する児童生徒の保護者
の経済的負担を軽減するため、
学校を通じ全対象者に周知し、
申請または辞退の確認をしてい
る。平成２８年度は、学校説明
会時に合わせて新１年生に制度
内容について周知し、申請時の
お知らせ文書も例年より１ヶ月
早めに配布した。

担当課評価 Ｂ Ｂ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

現在、新入学児童生徒に対し
ては入学前の学校説明会時
に、在学児童生徒に対しても
新学期開始前に、学校を通じ
て案内文を保護者に配布して
いる。さらに、奨励費申請時
にも学校を通じて案内文を保
護者に配布している。今後も
保護者への早期時期からの周
知に努めたい。

―

・早期告知に努めていただき
たい。

―

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ

平成31年度

担
当
課
評
価

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

― ―

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 80 事業名 ひとり親家庭等医療費助成 部名 子ども未来部 課名 子ども育成課

―

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

健康保険に加入しているひとり親家庭の父または母と１８歳未満（１８
歳到達後最初の３月３１日まで）の子や父母のいない１８歳未満の子を
対象に、保険診療の自己負担額（入院時の食事療養費・生活療養費は除
く）から一部負担金を除いた額を助成します。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容

指標 ー

予算・決算額

(予算)

(決算) 千円

平成26年度
実績値

千円

千円(決算) 千円(決算) 187,256 千円 (決算) 184,751 千円

188,075 千円 (予算) 180,220

(決算)

千円 (予算) 194,112 千円 (予算) 千円 (予算)

(実績)

目標値と実績値

(目標) ― (目標) ― (目標) (目標) ― (目標) ―

(実績) ― (実績) ― (実績)

―

(実績)

担当課評価 Ａ Ａ

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

今後も引き続き、制度の周
知・啓発に努める。

今後も引き続き、制度の周
知・啓発に努める。

取り組み内容・成果等

平成23年８月から助成対象を
父子家庭にも拡大し、健康保
険に加入しているひとり親家
庭の父又は母と18歳未満の児
童を対象に医療費の一部を助
成した。ひとり親家庭等の経
済的な負担の軽減の一助に
なったと考える。

平成23年８月から助成対象を
父子家庭にも拡大し、健康保
険に加入しているひとり親家
庭の父又は母と18歳未満の児
童を対象に医療費の一部を助
成した。ひとり親家庭等の経
済的な負担の軽減の一助に
なったと考える。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

ひとり親家庭への経済的支援
を行うとともに、支援が必要
な家庭においては、子育て相
談課等の関係課との連携を図
る。

　支援が必要な家庭において
は、子育て相談課等の関係課
との連携を図っている。
　今後も継続して、医療費助
成によるひとり親家庭への経
済的支援を行う。

・ひとり親家庭の問題は多岐
にわたっているため、支援の
仕方、方法は個々違うので大
変難しい問題ではあるが、専
門家のアドバイスも交えなが
らより一層の事業展開に向け
て継続的な取り組みに期待し
たい。あわせて心のケアにつ
いても必要であれば支援され
たい。

ひとり親家庭の子どもの2人
に1人が貧困状態にあると言
われています。すべての子ど
もが等しく充実した生活を送
ることができるよう、一つ一
つの充実と周知の徹底をお願
いします。
・相談・支援業務の後のフォ
ローアップケアも含め取り組
んで頂けるようお願いしま
す。

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ担
当
課
評
価

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

ー ー
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 81 事業名 ひとり親家庭等相談 部名 子ども未来部 課名 子育て相談課

1,787

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

母子家庭、父子家庭、寡婦または離婚前の方に対し、生活や家庭、子ど
もの養育、就職や自立の支援、母子及び父子並びに寡婦福祉資金の利用
等の相談に応じます。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容

指標 相談件数（件）

予算・決算額

(予算)

(決算) 千円

平成26年度
実績値

千円

千円(決算) 千円(決算) 4,356 千円 (決算) 4,356 千円

4,413 千円 (予算) 4,413

(決算)

千円 (予算) 4,413 千円 (予算) 千円 (予算)

(実績)

目標値と実績値

(目標) 1,600 (目標) 1,600 (目標) (目標) 1,600 (目標) 1,600

(実績) 1,858 (実績) 2,116 (実績)

1,600

(実績)

担当課評価 Ｂ Ｂ

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

様々な社会的要因などによ
り、今後の相談内容も多岐に
わたると考えられる。より多
くのひとり親家庭等に、支援
制度の情報などを提供すると
ともに、自立支援プログラム
策定など、関係機関との連携
を行い、自立への支援を行っ
ていく。

様々な社会的要因などによ
り、今後の相談内容も多岐に
わたると考えられる。
また、ひとり親家庭の中には
日中窓口に相談に訪れること
が困難な家庭もあるため、
ICT活用による相談体制の充
実を含め、関係機関と連携し
ながらひとり親家庭がより相
談しやすい体制づくりに取り
組んでいく。

取り組み内容・成果等

平成26年度延べ1,787件、平
成27年度延べ1,858件の相談
があった。また、相談も多岐
にわたり、各種制度の利用の
促しや、関係機関につなぐこ
とで自立に向けての相談に応
じることができた。

平成27年度延べ1,858件、平
成28年度延べ2,116件の相談
があった。また、相談窓口の
ワンストップ化に関して、ひ
とり親家庭相談窓口のチラシ
を作成・配布し、関係機関へ
相談事業の周知を行った。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども・子育て会議
における意見等

・ひとり親家庭の問題は多岐
にわたっているため、支援の
仕方、方法は個々違うので大
変難しい問題ではあるが、専
門家のアドバイスも交えなが
らより一層の事業展開に向け
て継続的な取り組みに期待し
たい。あわせて心のケアにつ
いても必要であれば支援され
たい。
・目標を大きく上回ってお
り、引き続き支援登録者の増
加を図っていただきたい。関
係機関との連携より、ワンス
トップの相談窓口を目指して
いただきたい。

・母子家庭の母、父子家庭の
父、寡婦の自立を支援するた
め、就業相談、就業支援講習
会、就業情報提供等の施策を
総合的・計画的に実施するこ
とが課題である。
・ひとり親家庭の子どもの2
人に1人が貧困状態にあると
言われています。すべての子
どもが等しく充実した生活を
送ることができるよう、一つ
一つの充実と周知の徹底をお
願いします。
・相談・支援業務の後のフォ
ローアップケアも含め取り組
んで頂けるようお願いしま
す。
・ひとり親家庭の子どもたち
が抱える困難は経済的なもの
だけではないと思います。子
どもたちを支えるのは親だけ
ではない、ということを子ど
もも親も感じられる仕組みが
あって、相談の中でそうした
面のケアが出来るようなもの
であってほしいと思います。
・目標値を大きく上回ってお
り評価できる。相談内容が多
岐にわたるが引き続き利用し
やすい環境づくりを目指して
ほしい。
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

意見等に対する対応状況

引き続き、相談者の話を傾聴
し、ひとりひとりの状況に応
じたきめ細やかな相談体制に
より、必要な制度がスムーズ
に利用できるよう母子家庭等
就業自立センターや庁内関連
部署、関係機関との連携を図
る。

引き続き相談者に寄り添い、
信頼関係を構築するよう努め
る。
必要な制度が利用できるよう
母子家庭等就業自立センター
や庁内関連部署等との連携を
図る。
相談者が利用しやすいメール
対応等の相談方法を検討す
る。

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ担
当
課
評
価

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｂ Ｂ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 82 事業名 ひとり親家庭等日常生活支援事業 部名 子ども未来部 課名 子育て相談課

7

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

修学や求職等の自立に必要な理由や疾病等の社会的理由で一時的に生活
援助や保育サービスが必要な母子家庭、父子家庭、寡婦の世帯に、家庭
生活支援員を派遣します。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容

指標 ひとり親家庭等日常生活支援
事業の延べ利用回数（回）

予算・決算額

(予算)

(決算) 千円

平成26年度
実績値

千円

千円(決算) 千円(決算) 233 千円 (決算) 422 千円

450 千円 (予算) 450

(決算)

千円 (予算) 450 千円 (予算) 千円 (予算)

(実績)

目標値と実績値

(目標) 10 (目標) 10 (目標) (目標) 20 (目標) 25

(実績) 28 (実績) 64 (実績)

15

(実績)

担当課評価 Ｂ Ｂ

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

ひとり親家庭の子育てと仕事
等の社会両立のために必要な
制度であり、関係機関と協力
し今後もより効果的に周知を
行うことで、登録者の増加と
利用促進を図る。

ひとり親家庭の子育てと仕事
等の両立のために必要な制度
である。今後も効果的に周知
を行い、登録者の増加と利用
促進を図るとともに、より利
用しやすい制度となるよう、
支援内容の見直しを行ってい
く。

取り組み内容・成果等

平成26年度は7件、平成27年
度は28件の利用があった。ひ
とり親家庭等が子育てと就業
等を両立するため必要な、緊
急時の生活援助や子どもの保
育サービスを行った。

平成27年度は28件、平成28年
度は64件の利用があった。ひ
とり親家庭等が子育てと就業
等を両立するため必要な、生
活援助や子どもの保育サービ
スを行った。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

引き続き、ホームページや市
民だよりにより広報を行い情
報の周知を行うとともに、登
録者の話を傾聴し、母子家庭
等就業自立センターや庁内関
連部署、関係機関との連携を
図る。

引き続きしみんだより等の手
段により広報を行うととも
に、よりよい制度周知方法を
開拓しながら、情報の周知に
努める。
登録者の話を傾聴し、奈良県
母子福祉連合会や庁内関連部
署、関係機関との連携を図
る。

・ひとり親家庭の問題は多岐
にわたっているため、支援の
仕方、方法は個々違うので大
変難しい問題ではあるが、専
門家のアドバイスも交えなが
らより一層の事業展開に向け
て継続的な取り組みに期待し
たい。あわせて心のケアにつ
いても必要であれば支援され
たい。
・目標を大きく上回ってお
り、引き続き支援登録者の増
加を図っていただきたい。関
係機関との連携より、ワンス
トップの相談窓口を目指して
いただきたい。

・ひとり親家庭の子どもの2
人に1人が貧困状態にあると
言われています。すべての子
どもが等しく充実した生活を
送ることができるよう、一つ
一つの充実と周知の徹底をお
願いします。
・相談・支援業務の後のフォ
ローアップケアも含め取り組
んで頂けるようお願いしま
す。

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ担
当
課
評
価

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

ー ー
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 83 事業名 母子家庭等就業・自立支援センター事業 部名 子ども未来部 課名 子育て相談課

3,843

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

母子家庭の母、父子家庭の父、寡婦の自立を支援するため、就業相談、
就業支援講習会、就業情報提供等の施策を総合的・計画的に実施しま
す。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容

指標 利用人数（人）

予算・決算額

(予算)

(決算) 千円

平成26年度
実績値

千円

千円(決算) 千円(決算) 4,501 千円 (決算) 4,847 千円

5,262 千円 (予算) 5,452

(決算)

千円 (予算) 5,496 千円 (予算) 千円 (予算)

(実績)

目標値と実績値

(目標) 3,800 (目標) 4,000 (目標) (目標) 4,000 (目標) 4,000

(実績) 4,285 (実績) 4,394 (実績)

4,000

(実績)

担当課評価 Ｂ Ｂ

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

平成28年度から養育費等相談
事業をセンター事業として実
施することにより、支援の充
実を目指す。
今後も関連機関との連携強化
や広報の徹底により新規利用
者の拡大を図る。

平成28年度から養育費等相談
をスマイルセンターで実施す
ることとなったことに加え、
新たにひとり親家庭を対象と
した弁護士相談を開始した。
今後も機会を捉えて周知し、
新規利用者の拡大を図る。

取り組み内容・成果等

平成26年度は3843人、平成27
年度は4285人の利用があっ
た。母子家庭の母や父子家庭
の父などの就業自立支援は、
生活の基盤を作る重要な支援
であり、求人情報の提供や就
業に関する相談を受ける。

平成27年度は4285人、平成28年
度は4,394人の利用があった。
母子家庭の母等の就業自立支援
として求人情報の提供や就業に
関する相談支援事業を行うとと
もに、養育費等相談などの生活
に関する相談や弁護士による離
婚等に係る法律相談などの相談
事業を行った。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

引き続き、相談者ひとりひと
りの状況に応じたきめ細やか
な相談体制により、就労に結
び付け自立を支援するととも
に、必要な制度が利用できる
よう母子・父子自立支援員や
関係機関との連携を図る。

引き続き、相談者ひとりひと
りの状況に応じたきめ細やか
な相談体制により、就労に結
び付け自立を支援する。
複数の機関で実施しているひ
とり親世帯向けの施策につい
て、必要な制度が利用できる
ようスマイルセンター他関連
団体との連携を図る。

・ひとり親家庭の問題は多岐
にわたっているため、支援の
仕方、方法は個々違うので大
変難しい問題ではあるが、専
門家のアドバイスも交えなが
らより一層の事業展開に向け
て継続的な取り組みに期待し
たい。あわせて心のケアにつ
いても必要であれば支援され
たい。
・目標を大きく上回ってお
り、引き続き支援登録者の増
加を図っていただきたい。関
係機関との連携より、ワンス
トップの相談窓口を目指して
いただきたい。

・母子家庭の母、父子家庭の
父、寡婦の自立を支援するた
め、就業相談、就業支援講習
会、就業情報提供等の施策を
総合的・計画的に実施するこ
とが課題である。
・ひとり親家庭の子どもの2
人に1人が貧困状態にあると
言われています。すべての子
どもが等しく充実した生活を
送ることができるよう、一つ
一つの充実と周知の徹底をお
願いします。
・相談・支援業務の後のフォ
ローアップケアも含め取り組
んで頂けるようお願いしま
す。
・平成28年度から養育費等相
談をスマイルセンターで実施
することとなったことに加
え、新たにひとり親家庭を対
象とした弁護士相談を開始し
たことは画期的である。今後
も機会を捉えて周知し、新規
利用者の拡大を図ってほし
い。
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ担
当
課
評
価

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

ー ー

81 / 109 ページ



■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 84 事業名 母子家庭等自立支援教育訓練給付金事業 部名 子ども未来部 課名 子育て相談課

3

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

母子家庭の母、または父子家庭の父の主体的な能力開発の取り組みを支
援するもので、母子家庭、父子家庭の自立促進を図るため、教育訓練を
受講することが適職につくため必要と認められる場合に、教育訓練給付
金を交付します。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容

指標 母子家庭等自立支援教育訓練給
付金事業利用者数（人）

予算・決算額

(予算)

(決算) 千円

平成26年度
実績値

千円

千円(決算) 千円(決算) 104 千円 (決算) 47 千円

420 千円 (予算) 261

(決算)

千円 (予算) 509 千円 (予算) 千円 (予算)

(実績)

目標値と実績値

(目標) 7 (目標) 10 (目標) (目標) 20 (目標) 25

(実績) 7 (実績) 1 (実績)

15

(実績)

担当課評価 Ｂ Ｂ

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

主体的な能力開発の取組を支
援し、修了者の就労を支援す
ることで、自立を促進してい
く。
また、あらゆる機会を通じ、
制度の周知を行い利用の促進
を図っていく。

平成29年度より国の制度改正
に伴い、雇用保険の教育訓練
給付金対象者についても対象
者となることで、今後制度の
対象者及び利用者の増加が見
込まれる。
新たな対象者へ機会を捉えて
情報提供するとともに、引き
続き制度の周知を行い利用の
促進を図る。

取り組み内容・成果等

平成26年度講座受講者５人か
ら申請、年度中の修了者３人
に支給、平成27年度講座受講
者６人から申請、年度中の修
了者７人に支給した。

平成27年度講座受講者６人か
ら申請、年度中の修了者７人
に支給、平成28年度講座受講
者２人から申請、年度中の修
了者１人に支給した。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

ホームページやひとり親家庭
等支援情報冊子で制度の周知
を行うとともに、修了者の就
労を支援するため、母子家庭
等就業・自立支援センターの
支援員と連携を図る。

制度を必要としているひとり
親家庭の親が制度を利用でき
るよう広報徹底及びハロー
ワーク、スマイルセンターや
庁内関連部署等と連携により
支援につなぐよう努める。

・ひとり親家庭の問題は多岐
にわたっているため、支援の
仕方、方法は個々違うので大
変難しい問題ではあるが、専
門家のアドバイスも交えなが
らより一層の事業展開に向け
て継続的な取り組みに期待し
たい。あわせて心のケアにつ
いても必要であれば支援され
たい。

・制度の周知を積極的に行っ
ていただきたい。

・ひとり親家庭の子どもの2
人に1人が貧困状態にあると
言われています。すべての子
どもが等しく充実した生活を
送ることができるよう、一つ
一つの充実と周知の徹底をお
願いします。

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ担
当
課
評
価

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

ー ー
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 85 事業名 母子家庭等高等職業訓練促進給付金等事業 部名 子ども未来部 課名 子育て相談課

35

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

母子家庭の母、または父子家庭の父が就業に結びつきやすい資格を取得
するために養成機関で受講するに際して、高等職業訓練促進給付金を交
付することで、受講期間中における生活の不安の解消および生活の負担
の軽減を図り、安定した修業環境を提供し、資格取得を容易にします。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容

指標 母子家庭等高等職業訓練促進給
付金等事業の利用人数（人）

予算・決算額

(予算)

(決算) 千円

平成26年度
実績値

千円

千円(決算) 千円(決算) 20,524 千円 (決算) 26,449 千円

21,169 千円 (予算) 34,289

(決算)

千円 (予算) 35,028 千円 (予算) 千円 (予算)

(実績)

目標値と実績値

(目標) 35 (目標) 38 (目標) (目標) 44 (目標) 47

(実績) 22 (実績) 27 (実績)

41

(実績)

担当課評価 Ｂ Ｂ

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

就業に有利な資格取得を支援
することで、正規の就労に結
び付け自立を促進していく。
また、養成機関と連携を図る
他、あらゆる機会を通じ周知
を行い、利用の促進を図って
いく。

就職に有利な資格取得を支援
することで、正規の就労に結
び付け自立を促進していく。
平成28年度対象資格を拡大し
たほか、状況に応じて通信制
の利用を認めたことにより、
今後さらに利用者の増加が見
込まれる。養成機関と連携を
図りながら、機会を捉えて周
知を行っていく。

取り組み内容・成果等

平成26年度35人に支給し修了
者は13人、平成27年度22人に
支給し修了者は13人であっ
た。修了者は、取得した資格
を生かした正規の就労に結び
ついており、就労支援として
必要な事業となっている。

平成27年度22人に支給し修了
者は13人、平成28年度27人に
支給し修了者は6人であっ
た。修了者は、取得した資格
を生かした正規の就労に結び
ついており、就労支援として
必要な事業である。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

ホームページやひとり親家庭
等支援情報冊子での広報のほ
か、養成機関への制度の周知
を行うとともに、修了者の就
労を支援するため、母子家庭
等就業・自立支援センターの
支援員と連携を図る。

制度を必要としているひとり
親家庭の親が制度を利用でき
るよう広報徹底及びハロー
ワーク、スマイルセンターや
庁内関連部署等と連携により
支援につなぐよう努める。

・ひとり親家庭の問題は多岐
にわたっているため、支援の
仕方、方法は個々違うので大
変難しい問題ではあるが、専
門家のアドバイスも交えなが
らより一層の事業展開に向け
て継続的な取り組みに期待し
たい。あわせて心のケアにつ
いても必要であれば支援され
たい。

・制度の周知を積極的に行っ
ていただきたい。

・ひとり親家庭の子どもの2
人に1人が貧困状態にあると
言われています。すべての子
どもが等しく充実した生活を
送ることができるよう、一つ
一つの充実と周知の徹底をお
願いします。

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ担
当
課
評
価

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

ー ー
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

ー ー

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

今後も現行の取り組みを継続
し、更なる利用促進の為に、
告知方法等の検討を行いた
い。

より充実した事業となるよ
う、福祉部局等他課とも連携
しながら周知に努めていま
す。

・ひとり親家庭の問題は多岐
にわたっているため、支援の
仕方、方法は個々違うので大
変難しい問題ではあるが、専
門家のアドバイスも交えなが
らより一層の事業展開に向け
て継続的な取り組みに期待し
たい。あわせて心のケアにつ
いても必要であれば支援され
たい。

・更なる利用促進に努めてい
ただきたい。

・ひとり親家庭の子どもの2
人に1人が貧困状態にあると
言われています。すべての子
どもが等しく充実した生活を
送ることができるよう、一つ
一つの充実と周知の徹底をお
願いします。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ Ｂ

取り組み内容・成果等

母子父子世帯向けとして2件
空家募集し、2件入居した。
予算・決算額については、一
般向け住宅及び特定目的住宅
の空家修繕費に含まれるた
め、母子父子世帯向住宅とし
て個別で計上していない。
空家募集については、過去の
応募状況等を参考に、母子父
子世帯向けを含めた特定目的
住宅の募集戸数をその都度検
討するため、目標値は定めて
いない。

母子父子世帯向けとして1件
空家募集し、1件入居した。
予算・決算額については、一
般向け住宅及び特定目的住宅
の空家修繕費に含まれるた
め、母子父子世帯向住宅とし
て個別で計上していない。
空家募集については、過去の
応募状況等を参考に、母子父
子世帯向けを含めた特定目的
住宅の募集戸数をその都度検
討するため、目標値は定めて
いない。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

今後も現行の取り組み方針を
継続する。

今後も現行の取り組み方針を
継続する。

予算・決算額

(目標) ー

目標値と実績値

(目標) ー (目標)

(実績)

千円

ー 千円

千円 (予算)

ー

(決算) 千円

(予算)ー 千円 (予算)

(目標) ー

(実績) 2 (実績) 1 (実績)

(目標) ー

(決算) 千円

(実績)

(決算) ー 千円 (決算)

事業内容

指標 母子父子世帯向け住宅の
新規募集件数（件）

平成26年度
実績値

2

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

市営住宅の空家募集において、母子世帯または父子世帯で２０歳未満の
子がいる世帯に対する優先入居制度を実施します。

千円

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

(予算) ー 千円 (予算) ー

(決算)

千円

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 86 事業名 公共賃貸住宅における母子・父子世帯向けの優先入居制度の活用 部名 市民生活部 課名 住宅課
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 87 事業名 放課後児童健全育成事業施設における障がい児の受け入れ推進 部名 学校教育部 課名 地域教育課

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容

指標 障がい児受け入れ施設数
（箇所）

平成26年度
実績値

38

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

放課後に就労等で保育のできない世帯の小学生を対象に、バンビーホー
ムを開設しており、障がいの程度・内容に応じて指導員の加配をしなが
ら、障がい児の受入れを推進します。

千円

(決算)
581,265

（放課後児童健全育成
事業に含む）

千円 (決算)
619,211

（放課後児童健全育成
事業に含む）

千円

千円 (予算)
656,969

（放課後児童健全育成
事業に含む）

千円 (予算)(予算)
608,400

（放課後児童健全育成
事業に含む）

千円 (予算)
629,320

（放課後児童健全育成
事業に含む）

(決算) 千円

46 (目標) 46

(決算) 千円

千円 (予算)

意見等に対する対応状況

しみんだよりやホームページ
等を利用し、入所の案内を含
めた更なる情報発信ができる
よう努めていきたい。

特別な支援を要する児童への
対応等の研修を行い、バン
ビーホーム指導員の質の向上
を図っていく。また、静養室
の整備等環境改善を行ってい
く。

(決算) 千円

予算・決算額

(目標) 46 (目標) 46

(実績) 39 (実績) 39 (実績)

目標値と実績値

(目標) 46 (目標)

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

静養室が未設置のホームもあ
るため、施設の改善も進めな
がら、今後も障がい児の受入
れを行っていく。

静養室が未設置のホームもあ
るため、施設の改善も進めな
がら、今後も障がい児の受入
れを行っていく。

(実績) (実績)

取り組み内容・成果等

障がいの程度・内容に応じて
指導員の加配も考慮しなが
ら、障がい児の受け入れを
行った。

障がいの程度・内容に応じて
指導員の加配も考慮しなが
ら、障がい児の受け入れを
行った。

・障がい児など課題を抱えて
いる子どもたちの声を受け止
め、居場所を地域で確保する
ことは、その子のためだけで
はなく、私たちの社会を豊か
にする。課題を抱えている子
が人生の主人公として、生き
生きと過ごせることは、私た
ちのまちが、様々な困難や変
化に対して、「耐久力・復元
力（レジリエンス）」のある
社会になっていくのではない
か。
・該当する親へ、情報が行き
届いていない。施設の内容や
様子など、もっと突っ込んだ
情報発信をして欲しいと思
う。

・進捗状況の評価がAになっ
ているので、引き続き事業の
発展に期待する。

・障がいのある子どもの支援
は、子どもだけでなく、その
親のケアも必要であると考え
る。しっかりとニーズを把握
しながら、利用者の拡大を
図ってもらいたい。
・障がい者も健常者も共に生
き生きと過ごせる地域を目指
し取り組んでいく事は大切な
事だと思います。当該施策の
広報活動の更なる充実を行え
ばと思います。

・単に指導員の加配だけでな
く、障がい者理解や障がいの
別に応じた適切な知識や対応
が出来るような研修等も必要
ではないかと思います。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ａ Ｂ

子ども・子育て会議
における意見等

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｂ Ｂ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

― ―

取り組み内容・成果等

障がい児が望む生活が地域
で送れるよう、相談支援専
門員等との相談により子ど
もの状況に応じた障害福祉
サービスが利用できるよう
支給決定を行った。

※予算、目標値ともに障害
者・児の合計

障がい児が望む生活が地域
で送れるよう、相談支援専
門員等との相談により子ど
もの状況に応じた障害福祉
サービスが利用できるよう
支給決定を行った。

※予算、目標値ともに障害
者・児の合計

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ａ

子ども・子育て会議
における意見等

・障がい児など課題を抱え
ている子どもたちの声を受
け止め、居場所を地域で確
保することは、その子のた
めだけではなく、私たちの
社会を豊かにする。課題を
抱えている子が人生の主人
公として、生き生きと過ご
せることは、私たちのまち
が、様々な困難や変化に対
して、「耐久力・復元力
（レジリエンス）」のある
社会になっていくのではな
いか。
・該当する親へ、情報が行
き届いていない。施設の内
容や様子など、もっと突っ
込んだ情報発信をして欲し
いと思う。
・進捗状況の評価がAになっ
ているので、引き続き事業
の発展に期待する。

意見等に対する対応状況

障がい児が望む生活が地域
で送れるよう、子どもに応
じたサービスの提供を相談
支援事業所等と検討し提供
しているが、今後も子ども
や保護者の意向を把握しな
がらサービスの提供を行い
たい。また、情報について
も支援者等を通じて啓発に
も努めていきたい。

障害児が望む生活が地域で
送れるよう、子どもに応じ
たサービスの提供を相談支
援事業所等と検討し提供し
ているが、今後も子どもや
保護者の意向を把握しなが
ら事業所等との連携、協
議、啓発に努めていきた
い。

・障がい児の発達支援、家
族支援、地域支援をさらに
すすめられるように、事業
所の相談体制や支援方法に
ついて強化していく必要が
あると考える。障がいの内
容やアセスメント、子ども
を取り巻く環境は激変して
きている。相談支援専門員
や関係機関が協議し方向性
や支援方法を見極めていく
ことを継続していくことが
求められる。頑張っている
ことは一定の評価ができ
る。
・障がいのある子どもの支
援は、子どもだけでなく、
その親のケアも必要である
と考える。しっかりとニー
ズを把握しながら、利用者
の拡大を図ってもらいた
い。
・障がい者も健常者も共に
生き生きと過ごせる地域を
目指し取り組んでいく事は
大切な事だと思います。当
該施策の広報活動の更なる
充実を行えばと思います。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

今後も継続して子どもの状
況に応じたサービス決定を
行っていく。

今後も継続して子どもの状
況に応じたサービス決定を
行っていく。

Ａ

目標値と実績値

(目標) 200 (目標) 210 (目標) 220 (目標) (目標)

(実績) 174 (実績) 200 (実績) (実績)

230

千円 (決算) 千円 (決算)

(実績)

240

千円

予算・決算額

(予算) 145,000 千円 (予算) 172,000 千円 千円

(決算) 149,007 千円 (決算) 170,790 千円 (決算)

(予算) 189,000 千円 (予算) 千円 (予算)

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 88 事業名 短期入所 部名 福祉部 課名 障がい福祉課

事業内容

居宅においてその介護を行う方の疾病その他の理由により、障害者支
援施設、障害福祉施設等への短期間の入所を必要とする障がい児につ
き、当該施設に短期間の入所をさせて、入浴、排泄及び食事の介護そ
の他の必要な支援を行います。

指標 実利用者数（人）
平成26年度

実績値
178
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

ー ー

取り組み内容・成果等

適正な通所支援の利用となるよ
う障害児相談支援事業所による
相談や利用計画作成を勧奨し目
標に達した。セルフプランも可
能だが利用者親子に対する客観
的な助言や親子に寄り添った支
援ができるよう事業所による相
談支援の普及を図る。

障害児支援利用計画に基づき支
給決定を行った。相談支援専門
員による計画作成率は前年度比
較で減少しセルフプランが増加
傾向にある。そのため、相談支
援専門員の拡充を図る必要があ
る。
また、事業所の質の向上のため
ガイドラインや個別支援計画に
より支援を行うよう研修会等で
周知を行った。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ａ

子ども・子育て会議
における意見等

・障がい児など課題を抱え
ている子どもたちの声を受
け止め、居場所を地域で確
保することは、その子のた
めだけではなく、私たちの
社会を豊かにする。課題を
抱えている子が人生の主人
公として、生き生きと過ご
せることは、私たちのまち
が、様々な困難や変化に対
して、「耐久力・復元力
（レジリエンス）」のある
社会になっていくのではな
いか。
・該当する親へ、情報が行
き届いていない。施設の内
容や様子など、もっと突っ
込んだ情報発信をして欲し
いと思う。
・進捗状況の評価がAになっ
ているので、引き続き事業
の発展に期待する。

意見等に対する対応状況

障害児親子が目指す目標が
達成できるよう相談支援事
業所等とともに事業の充実
を図りたい。また、該当す
る親へも支援者等を通じて
啓発にも努めていく。

障害児に必要な療育支援が提供
できるよう障害児支援利用計画
に基づき支給決定しているが、
子どもの状況や保護者の意向等
を把握しアセスメントをしなが
ら事業所等とも連携を図りサー
ビスの提供に努めていきたい。

・障がい児の発達支援、家
族支援、地域支援をさらに
すすめられるように、事業
所の相談体制や支援方法に
ついて強化していく必要が
あると考える。障がいの内
容やアセスメント、子ども
を取り巻く環境は激変して
きている。相談支援専門員
や関係機関が協議し方向性
や支援方法を見極めていく
ことを継続していくことが
求められる。頑張っている
ことは一定の評価ができ
る。
・障がいのある子どもの支
援は、子どもだけでなく、
その親のケアも必要である
と考える。しっかりとニー
ズを把握しながら、利用者
の拡大を図ってもらいた
い。
・障がい者も健常者も共に
生き生きと過ごせる地域を
目指し取り組んでいく事は
大切な事だと思います。当
該施策の広報活動の更なる
充実を行えばと思います。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

障がい児相談支援事業所の親へ
の支援方法や子どもに必要な支
援内容について、どの事業所も
共通の視点をもちサービスの調
整や相談に応じることができる
よう、質の向上をさらに図って
いく事が必要である。

障がい児の発達支援、家族支
援、地域支援をさらにすすめれ
るように、事業所の相談体制や
支援方法について強化していく
必要がある。相談支援専門員や
関係機関が協議し方向性や支援
方法を見極めていくことを継続
していく。

Ａ

目標値と実績値

(目標) 80 (目標) 82 (目標) 84 (目標) (目標)

(実績) 90 (実績) 86 (実績) (実績)

86

千円 (決算) 千円 (決算)

(実績)

88

千円

予算・決算額

(予算) 757,303 千円 (予算) 885,166 千円 千円

(決算) 757,303 千円 (決算) 877,868 千円 (決算)

(予算) 1,018,000 千円 (予算) 千円 (予算)

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 89 事業名 障害児通所支援 部名 福祉部 課名 障がい福祉課

事業内容
障がい児を児童発達支援センター等の施設に通わせ、年齢に応じて日
常生活における基本的な動作の指導、知識技能の伝達及び集団生活へ
の適応訓練を行います。

指標
障害児相談支援事業所によ
る利用計画作成割合（%）

平成26年度
実績値

39.7
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

ー ー

取り組み内容・成果等

障がい児が望む生活が地域
で送れるよう、相談支援専
門員等との相談により子ど
もの状況に応じた障害福祉
サービスが利用できるよう
支給決定を行った。

※予算、目標値ともに障害
者・児の合計

障がい児が望む生活が地域
で送れるよう、相談支援専
門員等との相談により子ど
もの状況に応じた障害福祉
サービスが利用できるよう
支給決定を行った。

※予算、目標値ともに障害
者・児の合計

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ａ

子ども・子育て会議
における意見等

・障がい児など課題を抱え
ている子どもたちの声を受
け止め、居場所を地域で確
保することは、その子のた
めだけではなく、私たちの
社会を豊かにする。課題を
抱えている子が人生の主人
公として、生き生きと過ご
せることは、私たちのまち
が、様々な困難や変化に対
して、「耐久力・復元力
（レジリエンス）」のある
社会になっていくのではな
いか。
・該当する親へ、情報が行
き届いていない。施設の内
容や様子など、もっと突っ
込んだ情報発信をして欲し
いと思う。
・進捗状況の評価がAになっ
ているので、引き続き事業
の発展に期待する。

意見等に対する対応状況

障害児が望む生活が地域で
送れるよう、子どもに応じ
たサービスの提供を相談支
援事業所等と検討し提供し
ているが、今後も子どもや
保護者の意向を把握しなが
らサービスの提供を行いた
い。また、情報についても
支援者等を通じて啓発にも
努めていきたい。

障害児が望む生活が地域で
送れるよう、子どもに応じ
たサービスの提供を相談支
援事業所等と検討し提供し
ているが、今後も子どもや
保護者の意向を把握しなが
ら事業所等との連携、協
議、啓発に努めていきた
い。

・障がい児の発達支援、家
族支援、地域支援をさらに
すすめられるように、事業
所の相談体制や支援方法に
ついて強化していく必要が
あると考える。障がいの内
容やアセスメント、子ども
を取り巻く環境は激変して
きている。相談支援専門員
や関係機関が協議し方向性
や支援方法を見極めていく
ことを継続していくことが
求められる。頑張っている
ことは一定の評価ができ
る。
・障がいのある子どもの支
援は、子どもだけでなく、
その親のケアも必要である
と考える。しっかりとニー
ズを把握しながら、利用者
の拡大を図ってもらいた
い。
・障がい者も健常者も共に
生き生きと過ごせる地域を
目指し取り組んでいく事は
大切な事だと思います。当
該施策の広報活動の更なる
充実を行えばと思います。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

今後も継続して子どもの状
況に応じたサービス決定を
行っていく。

今後も継続して子どもの状
況に応じたサービス決定を
行っていく。

Ａ

目標値と実績値

(目標) 800 (目標) 830 (目標) 865 (目標) (目標)

(実績) 792 (実績) 838 (実績) (実績)

900

千円 (決算) 千円 (決算)

(実績)

930

千円

予算・決算額

(予算) 921,000 千円 (予算) 970,438 千円 千円

(決算) 900,364 千円 (決算) 957,576 千円 (決算)

(予算) 1,043,000 千円 (予算) 千円 (予算)

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 90 事業名 居宅介護 部名 福祉部 課名 障がい福祉課

事業内容
居宅において、入浴、排泄及び食事等の介護ならびに生活等に関する
相談及び助言その他生活全般にわたる支援を行います。

指標 実利用者数（人）
平成26年度

実績値
757
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

ー ー

取り組み内容・成果等

障がい児が望む生活が地域
で送れるよう、相談支援専
門員等との相談により子ど
もの状況に応じた障害福祉
サービスが利用できるよう
支給決定を行った。

※予算、目標値ともに障害
者・児の合計

障がい児が望む生活が地域
で送れるよう、相談支援専
門員等との相談により子ど
もの状況に応じた障害福祉
サービスが利用できるよう
支給決定を行った。

※予算、目標値ともに障害
者・児の合計

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ａ

子ども・子育て会議
における意見等

・障がい児など課題を抱え
ている子どもたちの声を受
け止め、居場所を地域で確
保することは、その子のた
めだけではなく、私たちの
社会を豊かにする。課題を
抱えている子が人生の主人
公として、生き生きと過ご
せることは、私たちのまち
が、様々な困難や変化に対
して、「耐久力・復元力
（レジリエンス）」のある
社会になっていくのではな
いか。
・該当する親へ、情報が行
き届いていない。施設の内
容や様子など、もっと突っ
込んだ情報発信をして欲し
いと思う。
・進捗状況の評価がAになっ
ているので、引き続き事業
の発展に期待する。

意見等に対する対応状況

障害児が望む生活が地域で
送れるよう、子どもに応じ
たサービスの提供を相談支
援事業所等と検討し提供し
ているが、今後も子どもや
保護者の意向を把握しなが
らサービスの提供を行いた
い。また、情報についても
支援者等を通じて啓発にも
努めていきたい。

障害児が望む生活が地域で
送れるよう、子どもに応じ
たサービスの提供を相談支
援事業所等と検討し提供し
ているが、今後も子どもや
保護者の意向を把握しなが
ら事業所等との連携、協
議、啓発に努めていきた
い。

・障がい児の発達支援、家
族支援、地域支援をさらに
すすめられるように、事業
所の相談体制や支援方法に
ついて強化していく必要が
あると考える。障がいの内
容やアセスメント、子ども
を取り巻く環境は激変して
きている。相談支援専門員
や関係機関が協議し方向性
や支援方法を見極めていく
ことを継続していくことが
求められる。頑張っている
ことは一定の評価ができ
る。
・障がいのある子どもの支
援は、子どもだけでなく、
その親のケアも必要である
と考える。しっかりとニー
ズを把握しながら、利用者
の拡大を図ってもらいた
い。
・障がい者も健常者も共に
生き生きと過ごせる地域を
目指し取り組んでいく事は
大切な事だと思います。当
該施策の広報活動の更なる
充実を行えばと思います。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

今後も継続して子どもの状
況に応じたサービス決定を
行っていく。

今後も継続して子どもの状
況に応じたサービス決定を
行っていく。

Ａ

目標値と実績値

(目標) 200 (目標) 210 (目標) 220 (目標) (目標)

(実績) 191 (実績) 208 (実績) (実績)

230

千円 (決算) 千円 (決算)

(実績)

240

千円

予算・決算額

(予算) 228,000 千円 (予算) 243,000 千円 千円

(決算) 232,136 千円 (決算) 238,600 千円 (決算)

(予算) 246,000 千円 (予算) 千円 (予算)

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 91 事業名 行動援護 部名 福祉部 課名 障がい福祉課

事業内容

知的や精神に重い障がいがあり、一人で行動することが難しい障がい
者児が対象です。
対象児のことをよくわかっているヘルパーが、そばにいて、安心して
外出し、活動できるよう支援を行います。

指標 利用者数（人）
平成26年度

実績値
194
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 92 事業名 奈良市歯科診療 部名 福祉部 課名 障がい福祉課

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容
みどりの家歯科診療所（総合福祉センター内）において、障がい児の
歯科検診及び治療を行います。

指標 延べ治療人数（人）
平成26年度

実績値
160

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

千円

千円(決算)(決算) 9,993 千円 (決算) 8,774 千円

10,281 千円 (予算) 9,032

(決算)

千円 (予算) 9,032 千円 (予算) 千円

170

(決算)

目標値と実績値

(目標) 162 (目標) 164 (目標)

千円

(目標) 168

(実績) 157 (実績) 185 (実績)

166

千円

(実績)

予算・決算額

(予算)

担当課評価 Ｂ Ａ

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

年2回の歯科検診とともに、
治療が必要な障がい児を順
に治療している。また、必
要に応じて定期的に診察を
行うなどして重症化を未然
に防ぎ、軽症のうちに治療
する方針で取り組んでい
る。

年2回の歯科検診とともに、
治療が必要な障がい児を順
に治療している。また、必
要に応じて定期的に診察を
行うなどして重症化を未然
に防ぎ、軽症のうちに治療
する方針で取り組んでい
る。

取り組み内容・成果等

一般の歯科医院での治療が
困難な障がい児・者の口腔
内諸疾患を予防するため、
奈良市歯科医師会に業務委
託し、みどりの家歯科診療
所で歯科検診および歯科治
療を実施している。

一般の歯科医院での治療が
困難な障がい児・者の口腔
内諸疾患を予防するため、
奈良市歯科医師会に業務委
託し、みどりの家歯科診療
所で歯科検診および歯科治
療を実施している。

(予算)

(実績)

(目標)

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども・子育て会議
における意見等

・障がい児など課題を抱え
ている子どもたちの声を受
け止め、居場所を地域で確
保することは、その子のた
めだけではなく、私たちの
社会を豊かにする。課題を
抱えている子が人生の主人
公として、生き生きと過ご
せることは、私たちのまち
が、様々な困難や変化に対
して、「耐久力・復元力
（レジリエンス）」のある
社会になっていくのではな
いか。
・該当する親へ、情報が行
き届いていない。施設の内
容や様子など、もっと突っ
込んだ情報発信をして欲し
いと思う。
・虫歯罹患率の減少にも取
り組んでもらいたい。

意見等に対する対応状況

・健康増進課や奈良市歯科
医師会を通じて奈良市内の
歯科に案内チラシを配布し
て必要な親子への周知を
図っている。
・歯科検診および診察時に
指導を行い予防に取り組ん
でいる。

・健康増進課や奈良市歯科
医師会を通じて奈良市内の
歯科に案内チラシを配布し
て必要な親子への周知を
図っている。
・しみんだよりにて歯科検
診実施の広報を行ってい
る。

・障がい児の発達支援、家
族支援、地域支援をさらに
すすめられるように、事業
所の相談体制や支援方法に
ついて強化していく必要が
あると考える。障がいの内
容やアセスメント、子ども
を取り巻く環境は激変して
きている。相談支援専門員
や関係機関が協議し方向性
や支援方法を見極めていく
ことを継続していくことが
求められる。頑張っている
ことは一定の評価ができ
る。
・障がいのある子どもの支
援は、子どもだけでなく、
その親のケアも必要である
と考える。しっかりとニー
ズを把握しながら、利用者
の拡大を図ってもらいた
い。
・障がい者も健常者も共に
生き生きと過ごせる地域を
目指し取り組んでいく事は
大切な事だと思います。当
該施策の広報活動の更なる
充実を行えばと思います。

担
当
課
評
価

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

― ―

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

ー ー

取り組み内容・成果等

利用者に寄り添い、個々の
状況に応じてサービスの提
供を行った。

※予算、目標値ともに障害
者・児の合計

利用者に寄り添い、個々の
状況に応じてサービスの提
供を行った。

※予算、目標値ともに障害
者・児の合計

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ

子ども・子育て会議
における意見等

・障がい児など課題を抱え
ている子どもたちの声を受
け止め、居場所を地域で確
保することは、その子のた
めだけではなく、私たちの
社会を豊かにする。課題を
抱えている子が人生の主人
公として、生き生きと過ご
せることは、私たちのまち
が、様々な困難や変化に対
して、「耐久力・復元力
（レジリエンス）」のある
社会になっていくのではな
いか。
・該当する親へ、情報が行
き届いていない。施設の内
容や様子など、もっと突っ
込んだ情報発信をして欲し
いと思う。
・利用方法の見直しを行う
ことによって利用回数の増
加に繋げていただきたい。

意見等に対する対応状況

限られた財源の中で実施し
ており、より多くの方に利
用していただけるようする
ためには、事業内容の周知
と適正な使い方の周知が必
要と考えるため、丁寧に事
業を進めたい。

障害児が望む生活が地域で
送れるよう子どもに応じた
サービスの提供を相談支援
事業所等と検討し提供して
いるが、事業所等とも連携
を図り、適正なサービスの
提供に努めていきたい。

・障がい児の発達支援、家
族支援、地域支援をさらに
すすめられるように、事業
所の相談体制や支援方法に
ついて強化していく必要が
あると考える。障がいの内
容やアセスメント、子ども
を取り巻く環境は激変して
きている。相談支援専門員
や関係機関が協議し方向性
や支援方法を見極めていく
ことを継続していくことが
求められる。頑張っている
ことは一定の評価ができ
る。
・障がいのある子どもの支
援は、子どもだけでなく、
その親のケアも必要である
と考える。しっかりとニー
ズを把握しながら、利用者
の拡大を図ってもらいた
い。
・障がい者も健常者も共に
生き生きと過ごせる地域を
目指し取り組んでいく事は
大切な事だと思います。当
該施策の広報活動の更なる
充実を行えばと思います。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

ニーズが多様化している中
で、対象者が家庭での時間
も大切にできるよう利用方
法の見直しをしており、適
時説明を行い事業を推進し
ていく。

ニーズが多様化している中
で、対象者が家庭での時間
も大切にできるよう利用方
法の見直しをしており、適
時説明を行い事業を推進し
ていく。

Ｂ

目標値と実績値

(目標) 8,000 (目標) 8,400 (目標) 8,900 (目標) (目標)

(実績) 5,729 (実績) 5,912 (実績) (実績)

8,900

千円 (決算) 千円 (決算)

(実績)

8,900

千円

予算・決算額

(予算) 18,200 千円 (予算) 13,687 千円 千円

(決算) 13,720 千円 (決算) 13,686 千円 (決算)

(予算) 13,000 千円 (予算) 千円 (予算)

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 93 事業名 日中一時支援 部名 福祉部 課名 障がい福祉課

事業内容
家族の就労支援や一時的な休息を目的に、障がい児の一時的な介助や
見守りが必要な場合に、日帰りで施設を利用することができます。
※施設入所者及び病院に入院されている方は、利用できません。

指標 延べ利用回数（回）
平成26年度

実績値
6,670
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

取り組み内容・成果等

利用者に寄り添い、個々の状
況に応じてサービスの提供を
行った。

※予算、目標値ともに障害
者・児の合計

利用者に寄り添い、個々の状
況に応じてサービスの提供を
行った。

※予算、目標値ともに障害
者・児の合計

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ

子ども・子育て会議
における意見等

・障がい児など課題を抱えて
いる子どもたちの声を受け止
め、居場所を地域で確保する
ことは、その子のためだけで
はなく、私たちの社会を豊か
にする。課題を抱えている子
が人生の主人公として、生き
生きと過ごせることは、私た
ちのまちが、様々な困難や変
化に対して、「耐久力・復元
力（レジリエンス）」のある
社会になっていくのではない
か。
・該当する親へ、情報が行き
届いていない。施設の内容や
様子など、もっと突っ込んだ
情報発信をして欲しいと思
う。
・他課との連携により実施さ
れていると思われるが、医療
関係者の協力や、大学、専門
学校等で障がい児について学
ぶ学生のボランティアなどを
取り入れ、双方の学びと取り
組みに対する支援を取り入れ
ながら評価があげられるよう
な事業になれば良いと考え
る。
・時間数の上限を守りなが
ら、スタッフの充実を図られ
たい。

意見等に対する対応状況

限られた財源の中で実施して
おり、より多くの方に利用し
ていただけるようするために
は、事業内容の周知と適正な
使い方の周知が必要と考える
ため、丁寧に事業を進めた
い。

　障害児が望む生活が地域で
送れるよう子どもに応じた
サービスの提供を相談支援事
業所等と検討し提供している
が、事業所等とも連携を図
り、適正なサービスの提供に
努めていきたい。

・障がい児の発達支援、家族
支援、地域支援をさらにすす
められるように、事業所の相
談体制や支援方法について強
化していく必要があると考え
る。障がいの内容やアセスメ
ント、子どもを取り巻く環境
は激変してきている。相談支
援専門員や関係機関が協議し
方向性や支援方法を見極めて
いくことを継続していくこと
が求められる。頑張っている
ことは一定の評価ができる。
・障がいのある子どもの支援
は、子どもだけでなく、その
親のケアも必要であると考え
る。しっかりとニーズを把握
しながら、利用者の拡大を
図ってもらいたい。
・障がい者も健常者も共に生
き生きと過ごせる地域を目指
し取り組んでいく事は大切な
事だと思います。当該施策の
広報活動の更なる充実を行え
ばと思います。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

対象者が増加していく中で、
より多くの方にサービスを利
用できるように時間数の上限
を対象者別に設けており、適
時説明を行い事業を推進して
いく。

対象者が増加していく中で、
より多くの方にサービスを利
用できるように時間数の上限
を対象者別に設けており、適
時説明を行い事業を推進して
いく。

Ｂ

目標値と実績値

(目標) 1,100 (目標) 1,100 (目標) 1,200 (目標) (目標)

(実績) 1,079 (実績) 1,101 (実績) (実績)

1,200

千円 (決算) 千円 (決算)

(実績)

1,200

千円

予算・決算額

(予算) 243,000 千円 (予算) 237,258 千円 千円

(決算) 229,195 千円 (決算) 237,221 千円 (決算)

(予算) 239,000 千円 (予算) 千円 (予算)

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 94 事業名 移動支援 部名 福祉部 課名 障がい福祉課

事業内容

障がい児の外出及び余暇活動等の移動を支援します。ただし、通学及び
社会通念上適当でない外出を除き、原則として１日の範囲内で終わるも
のに限ります。
※病院に入院されている方は、利用できません。

指標 実利用者数（人）
平成26年度

実績値
1,007
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

ー ー
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

子ども・子育て会議
における意見等

・障がい児など課題を抱えて
いる子どもたちの声を受け止
め、居場所を地域で確保する
ことは、その子のためだけで
はなく、私たちの社会を豊か
にする。課題を抱えている子
が人生の主人公として、生き
生きと過ごせることは、私た
ちのまちが、様々な困難や変
化に対して、「耐久力・復元
力（レジリエンス）」のある
社会になっていくのではない
か。
・該当する親へ、情報が行き
届いていない。施設の内容や
様子など、もっと突っ込んだ
情報発信をして欲しいと思
う。
・他課との連携により実施さ
れていると思われるが、医療
関係者の協力や、大学、専門
学校等で障がい児について学
ぶ学生のボランティアなどを
取り入れ、双方の学びと取り
組みに対する支援を取り入れ
ながら評価があげられるよう
な事業になれば良いと考え
る。

・障がい児の発達支援、家族
支援、地域支援をさらにすす
められるように、事業所の相
談体制や支援方法について強
化していく必要があると考え
る。障がいの内容やアセスメ
ント、子どもを取り巻く環境
は激変してきている。相談支
援専門員や関係機関が協議し
方向性や支援方法を見極めて
いくことを継続していくこと
が求められる。頑張っている
ことは一定の評価ができる。
・障がいのある子どもの支援
は、子どもだけでなく、その
親のケアも必要であると考え
る。しっかりとニーズを把握
しながら、利用者の拡大を
図ってもらいたい。
・障がい者も健常者も共に生
き生きと過ごせる地域を目指
し取り組んでいく事は大切な
事だと思います。当該施策の
広報活動の更なる充実を行え
ばと思います。

・評価がCなので、今後具体
的な施策や環境整備をご検討
いただきたい。

意見等に対する対応状況

・市内4箇所の福祉センター
での育児相談で、保護者の気
持ちに寄り添った支援を行っ
ており、みどり園などを紹介
している。
・現在、大学の実習を受け入
れ、実習終了後の当園でのボ
ランティアも案内している。

・個別相談の回数を増やし、家
族の方の目標、子どもの目標を
設定し、活動の中で取り組んで
もらっている（概ね3か月ごと
の更新）。

・幼稚園や事業所などに子ども
を送ってからの時間に保護者に
対し勉強会やリフレッシュする
ための企画を実施した。
・平成29年度より職員を雇用し
人員を拡充した。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ Ｃ

取り組み内容・成果等

障がい児が親子で集団活動を
経験し、児の持つ力を発揮す
るための自信を得る機会に
なった。保護者勉強会を頻繁
に行い、家族が児の特性を理
解することで親子の関係がよ
りよいものとなり、親子とも
ども成長、向上することがで
きた。

障がい児が親子で集団活動を
経験し、児の持つ力を発揮す
るため、児の経験の場として
だけでなく、集団活動を通じ
て保護者が関わり方を学ぶ場
ともなった。保護者勉強会を
頻繁に行い、家族の児の特性
の理解によって、親子の関係
がよりよいものとなり、親子
ともども成長、向上すること
ができた。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

随時入園可能で、その利点は
重要だが、通園児数増加とと
もに各々への支援が薄くなる
ことが懸念される。また、家
族支援を十分に行うためには
職員の資質向上が必要であ
る。
親子通園が重要視されている
今、周囲との関わり方に不安
がある親子の受け皿となるに
は、発達や特性に応じ継続的
な支援ができるよう関係機関
との連携など内容を充実させ
ていかなければならない。

児童発達支援事業所が増え、
利用者は減少傾向だが、低年
齢児は親子関係を築くことが
第一目標である点で、みどり
園の家族支援の役割は重要度
を増しており、利用者を増や
すための方策を今後検討した
い。一人ひとり細やかな支援
を実施したいが、職員数が減
少している中、親子共への十
分な支援のためにも環境整備
が重要だと思われる。

予算・決算額

(目標) 132

目標値と実績値

(目標) 126 (目標)

(実績)

千円

27,735 千円

千円 (予算)

129

(決算) 千円

(予算)27,595 千円 (予算)

(目標) 135

(実績) 123 (実績) 110 (実績)

(目標) 123

(決算) 千円

(実績)

(決算) 29,426 千円 (決算)

事業内容

総合福祉センター内の障がい児親子通園室「みどり園」において、就学
前の障がい児を対象に、保護者とともに通園し日常生活において必要な
指導を行い、集団生活への適応を促すよう療育を実施しています。ま
た、家族支援も行っています。

指標 在籍者数（人）
平成26年度

実績値
120

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

千円

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

(予算) 29,595 千円 (予算) 27,929

(決算)

千円

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 95 事業名 みどり園 部名 福祉部 課名 障がい福祉課
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ａ Ａ

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ

意見等に対する対応状況

・市内4箇所の福祉センター
での育児相談で、保護者の気
持ちに寄り添った支援を行っ
ており、みどり園などを紹介
している。
・現在、大学の実習を受け入
れ、実習終了後の当園でのボ
ランティアも案内している。

・個別相談の回数を増やし、家
族の方の目標、子どもの目標を
設定し、活動の中で取り組んで
もらっている（概ね3か月ごと
の更新）。

・幼稚園や事業所などに子ども
を送ってからの時間に保護者に
対し勉強会やリフレッシュする
ための企画を実施した。
・平成29年度より職員を雇用し
人員を拡充した。
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

取り組み内容・成果等

個別事例の検討を障害児相談
支援事業所と行うとともに会
議等で事業の方向性を説明
し、サービスを利用する親子
への相談の必要性や相談支援
が充実するよう努めた。

将来の自立を目指し、見通しを
持った支援が行えるよう奈良市
地域自立支援協議会相談支援部
会やこども部会と課題や今後の
方向性について協議した。その
結果、統一した視点で評価でき
るようアセスメントシートの改
正を行い研修会で周知した。相
談支援専門員が不足しており前
年度比較で実績が下がった。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ａ

子ども・子育て会議
における意見等

・障がい児など課題を抱えて
いる子どもたちの声を受け止
め、居場所を地域で確保する
ことは、その子のためだけで
はなく、私たちの社会を豊か
にする。課題を抱えている子
が人生の主人公として、生き
生きと過ごせることは、私た
ちのまちが、様々な困難や変
化に対して、「耐久力・復元
力（レジリエンス）」のある
社会になっていくのではない
か。
・該当する親へ、情報が行き
届いていない。施設の内容や
様子など、もっと突っ込んだ
情報発信をして欲しいと思
う。
・他課との連携により実施さ
れていると思われるが、医療
関係者の協力や、大学、専門
学校等で障がい児について学
ぶ学生のボランティアなどを
取り入れ、双方の学びと取り
組みに対する支援を取り入れ
ながら評価があげられるよう
な事業になれば良いと考え
る。
・利用計画作成が前年に比べ
大きく増加しており、非常に
良い。トータルプランとなる
よう利用計画書の有効活用を
お願いしたい。

意見等に対する対応状況

障害児親子が目指す目標が達
成できるよう相談支援事業所
等の相談体制の充実や他機関
との連携も推進したい。ま
た、該当する親へも支援者等
を通じて啓発にも努めてい
く。

障害児親子が目指す目標や成人
期を見越した現在及び今後の支
援の在り方について関係機関と
も協議しながら障害児親子への
助言や支援計画を作成していく
必要がある。相談支援専門員の
人材育成や関係機関との連携を
強化し支援の質の向上を図りた
い。

・障がい児の発達支援、家族
支援、地域支援をさらにすす
められるように、事業所の相
談体制や支援方法について強
化していく必要があると考え
る。障がいの内容やアセスメ
ント、子どもを取り巻く環境
は激変してきている。相談支
援専門員や関係機関が協議し
方向性や支援方法を見極めて
いくことを継続していくこと
が求められる。頑張っている
ことは一定の評価ができる。
・障がいのある子どもの支援
は、子どもだけでなく、その
親のケアも必要であると考え
る。しっかりとニーズを把握
しながら、利用者の拡大を
図ってもらいたい。
・障がい者も健常者も共に生
き生きと過ごせる地域を目指
し取り組んでいく事は大切な
事だと思います。当該施策の
広報活動の更なる充実を行え
ばと思います。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

相談支援事業所の質の向上や
サービスを提供する事業所と
の連携を図り適正なサービス
を提供していく事が必要。

・相談支援事業所の質の向上
やサービスを提供する事業所
との連携を図る。
・相談支援専門員の拡充を図
るため、人材育成のための各
機関の支援方法等について検
討が必要。

Ａ

目標値と実績値

(目標) 80 (目標) 82 (目標) 84 (目標) (目標)

(実績) 90 (実績) 86 (実績) (実績)

86

千円 (決算) 千円 (決算)

(実績)

88

千円

予算・決算額

(予算) 40,697 千円 (予算) 32,794 千円 千円

(決算) 28,798 千円 (決算) 30,185 千円 (決算)

(予算) 46,000 千円 (予算) 千円 (予算)

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 96 事業名 相談支援事業 部名 福祉部 課名 障がい福祉課

事業内容
障がい児が、地域で安心して自立した生活を送るために、本人や関係者
からの相談に応じ、必要な情報の提供及び助言などを総合的に行いま
す。

指標
障害児相談支援事業所による

利用計画作成割合(%)
平成26年度

実績値
39.7
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

ー ー
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

子ども・子育て会議
における意見等

・障がい児など課題を抱えてい
る子どもたちの声を受け止め、
居場所を地域で確保すること
は、その子のためだけではな
く、私たちの社会を豊かにす
る。課題を抱えている子が人生
の主人公として、生き生きと過
ごせることは、私たちのまち
が、様々な困難や変化に対し
て、「耐久力・復元力（レジリ
エンス）」のある社会になって
いくのではないか。
・該当する親へ、情報が行き届
いていない。施設の内容や様子
など、もっと突っ込んだ情報発
信をして欲しいと思う。
・他課との連携により実施され
ていると思われるが、医療関係
者の協力や、大学、専門学校等
で障がい児について学ぶ学生の
ボランティアなどを取り入れ、
双方の学びと取り組みに対する
支援を取り入れながら評価があ
げられるような事業になれば良
いと考える。
・継続した参加者が多くみられ
ることは、市民の方々によく理
解していただいていると考えら
れるので、積極的に参加人数の
増加を図る一方、安全面にも十
分配慮していただきたい。

・障がい児の発達支援、家族支
援、地域支援をさらにすすめら
れるように、事業所の相談体制
や支援方法について強化してい
く必要があると考える。障がい
の内容やアセスメント、子ども
を取り巻く環境は激変してきて
いる。相談支援専門員や関係機
関が協議し方向性や支援方法を
見極めていくことを継続してい
くことが求められる。頑張って
いることは一定の評価ができ
る。
・障がいのある子どもの支援
は、子どもだけでなく、その親
のケアも必要であると考える。
しっかりとニーズを把握しなが
ら、利用者の拡大を図ってもら
いたい。
・障がい者も健常者も共に生き
生きと過ごせる地域を目指し取
り組んでいく事は大切な事だと
思います。当該施策の広報活動
の更なる充実を行えばと思いま
す。

・評価がCなので、今後具体的
な施策や環境整備をご検討いた
だきたい。
・安全面で万全でないと課題と
して挙がっているので、早期に
解消してほしい。

意見等に対する対応状況

他事業等に参加のボランティ
アへの声掛け等を主に行って
おり、継続した取り込みが
中々できていないため、常に
目に付くように掲示する等、
アプローチの方法を検討す
る。

・引きつづき広報に力を入れ
るとともに、他事業に参加し
ている当該事業対象者への声
掛け等で参加者増を図る等ア
プローチの方法を検討する。
・講師の補助スタッフや応援
職員も対応し、必要十分な安
全は確保している。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｃ Ｃ

取り組み内容・成果等

保護者だけではなく兄弟姉妹
等の家族を含め多くの参加が
あり、日々のスポーツ活動・
レクレーションを楽しく継続
して行うことで、健康の維
持・増進を図ることが出来
た。

保護者だけではなく兄弟姉妹
等の家族を含め多くの参加が
あり、日々のスポーツ活動・
レクリエーションを楽しく継
続して行うことで、健康の維
持・増進を図ることが出来
た。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

継続した参加者が多くみられ
るため、新規参加者の拡大を
図りたい。
また、参加者数が増えること
により、職員だけで目の届か
ないところが多くなるおそれ
があり、参加者の増加数に
よっては、ボランティアを確
保するなどの方策を検討して
いかなければならない。

前年から利用者が減少してい
る。継続した参加者が多くみ
られるため、新規参加者の拡
大を図りたい。
講師・スタッフの増員によ
り、さらなる安全面強化に努
めたが、万全とまでは言えな
いため引き続きボランティア
を確保するなどしていきた
い。

予算・決算額

(目標) 1,930

目標値と実績値

(目標) 1,930 (目標)

(実績)

千円

175 千円

千円 (予算)

1,930

(決算) 千円

(予算)175 千円 (予算)

(目標) 1,930

(実績) 1,914 (実績) 1,785 (実績)

(目標) 1,930

(決算) 千円

(実績)

(決算) 161 千円 (決算)

事業内容
総合福祉センター体育館において障がい児と保護者が、一緒にスポー
ツ・レクレーションを楽しみながら、健康の維持・増進を図ることを目
的に実施しています。

指標 延べ利用者数（人）
平成26年度

実績値
1,931

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

千円

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

(予算) 175 千円 (予算) 175

(決算)

千円

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 97 事業名 親子体操教室 部名 福祉部 課名 障がい福祉課

98 / 109 ページ



■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ａ Ａ

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ｂ Ａ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 98 事業名 子ども発達支援事業 部名 子ども未来部 課名 子育て相談課

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容
発達障害や言語・情緒・行動に発達の課題を抱える就学前の幼児とその
保護者に対して、相談・療育の場を設け、関係機関と協働しながら一貫
して支援します。

指標
子ども発達センターが療育相
談を行った実人数（人）

平成26年度
実績値

319

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

千円

千円(決算)(決算) 19,815 千円 (決算) 24,900 千円

23,485 千円 (予算) 27,146

(決算)

千円 (予算) 26,206 千円 (予算) 千円

545

(決算)

目標値と実績値

(目標) 407 (目標) 377 (目標)

千円

(目標) 535

(実績) 356 (実績) 449 (実績)

510

千円

(実績)

予算・決算額

(予算)

担当課評価 Ｂ Ｂ

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

６歳未満の子どもの数は年々
減少しているが、発達に支援
が必要な子どもは年々増加傾
向にある。保護者や支援者が
発達障がいについての正しい
知識の習得と子どもへの理
解、子どもの発達段階に応じ
た発達支援ができるよう、相
談の充実を図る。また、療育
の場としては関係部署と連携
しながら、支援の充実を図
る。

　市内の幼稚園等に就園する
４歳児のいる家庭に『乳幼児
の発達に関する相談窓口』
リーフレットを配布するとと
もに、幼稚園等を巡回・訪問
する機会を増やすなど、引き
続き事業の周知に努める。

取り組み内容・成果等

各種相談事業を行いました。
　電話相談    281件
  来所相談    278件
  出張相談     18件
  園巡回相談  198件
  園巡回指導    1回
  専門相談    250件

各種相談事業を行いました。
　電話相談    351件
  来所相談    303件
  出張相談     11件
  園巡回相談  218件
  園巡回指導    4回
  園訪問相談　 86件
  専門相談    269件

(予算)

(実績)

(目標)

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども・子育て会議
における意見等

・障がい児など課題を抱えて
いる子どもたちの声を受け止
め、居場所を地域で確保する
ことは、その子のためだけで
はなく、私たちの社会を豊か
にする。課題を抱えている子
が人生の主人公として、生き
生きと過ごせることは、私た
ちのまちが、様々な困難や変
化に対して、「耐久力・復元
力（レジリエンス）」のある
社会になっていくのではない
か。
・該当する親へ、情報が行き
届いていない。施設の内容や
様子など、もっと突っ込んだ
情報発信をして欲しいと思
う。
・他課との連携により実施さ
れていると思われるが、医療
関係者の協力や、大学、専門
学校等で障がい児について学
ぶ学生のボランティアなどを
取り入れ、双方の学びと取り
組みに対する支援を取り入れ
ながら評価があげられるよう
な事業になれば良いと考え
る。
・保護者が支援事業につい
て、より良く理解できるよう
広報活動を精力的に行ってい
ただきたい。

意見等に対する対応状況

・子育て情報との関連性を高
めるべくホームページの充実
を図り、幼児や保護者が集う
身近な場で子ども発達セン
ターの周知を図る。
・地域や関係機関との連携と
協働に努める。

・保護者や幼稚園等の多様な
ニーズに応じた専門性の高い
療育相談を展開する。
・身近な場で適切な発達支援
が継続して受けられるよう園
巡回相談体制の充実を図る。
・地域や関係機関との連携・
協働体制を整える。

・障がい児の発達支援、家族
支援、地域支援をさらにすす
められるように、事業所の相
談体制や支援方法について強
化していく必要があると考え
る。障がいの内容やアセスメ
ント、子どもを取り巻く環境
は激変してきている。相談支
援専門員や関係機関が協議し
方向性や支援方法を見極めて
いくことを継続していくこと
が求められる。頑張っている
ことは一定の評価ができる。
・障がいのある子どもの支援
は、子どもだけでなく、その
親のケアも必要であると考え
る。しっかりとニーズを把握
しながら、利用者の拡大を
図ってもらいたい。
・障がい者も健常者も共に生
き生きと過ごせる地域を目指
し取り組んでいく事は大切な
事だと思います。当該施策の
広報活動の更なる充実を行え
ばと思います。
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

ー ー

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 99 事業名 長期療養児支援 部名 健康医療部 課名 健康増進課

事業内容

指標 家庭訪問、関係機関等へ訪問
等、延べ支援回数（回）

平成26年度
実績値

231

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

障がい児が適切な医療ケアや医療・福祉制度を利用しながら在宅で生活
が送れることや、保護者は地域の人や専門職の支えを受けながら安心し
て子育てができるように、訪問や相談等を実施します。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) 49 千円 (予算) 38 千円 (予算) 38 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) 19 千円 (決算) 11 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 250 (目標) 250 (目標) 250 (目標) 250 (目標) 250

(実績) 215 (実績) 216 (実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

家庭訪問や医療・教育・障害
福祉関係機関との連絡調整を
行い、成長に合わせ支援す
る。対象者数44名、家庭訪
問、関係機関等への訪問等、
延べ支援回数は215回。長期
療養児交流会、支援者研修会
を年1回、支援者会議を年3回
実施した。

家庭訪問や医療・教育・障害
福祉関係機関と連携し、成長
に合わせ支援する。対象者数
は59名、家庭訪問、関係機関
等への訪問等、延べ支援回数
は216回。長期療養児交流会,
支援者研修会を年１回、支援
者会議を年3回、会議のほか
に交流会の打ち合わせを１回
実施した。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

支援対象者の医療ケア、支援
内容が多種多様になってきて
おり、今後も関係機関と連携
し継続支援を実施。

支援対象者の医療ケア、支援
内容が多種多様になってきて
おり、対象者数も増加してい
る。今後も関係機関と連携し
継続支援を実施。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ Ｂ

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

・対象者へは家庭訪問や長期
療養児交流会などで個人の
ニーズに合わせて情報提供を
行っている。
・今後も他課や医療機関と連
携し支援をしていきたい。ま
た学生との連携については双
方のニーズの把握に努めてい
く。

・対象者については、関係機
関からの連絡により全数把握
しており、児の支援だけでな
く、家族も含めた在宅生活の
支援を行っている。
・今後は広報活動も視野に入
れながら、関係機関等との連
携に努めていきたい。

・障がい児など課題を抱えて
いる子どもたちの声を受け止
め、居場所を地域で確保する
ことは、その子のためだけで
はなく、私たちの社会を豊か
にする。課題を抱えている子
が人生の主人公として、生き
生きと過ごせることは、私た
ちのまちが、様々な困難や変
化に対して、「耐久力・復元
力（レジリエンス）」のある
社会になっていくのではない
か。
・該当する親へ、情報が行き
届いていない。施設の内容や
様子など、もっと突っ込んだ
情報発信をして欲しいと思
う。

・他課との連携により実施さ
れていると思われるが、医療
関係者の協力や、大学、専門
学校等で障がい児について学
ぶ学生のボランティアなどを
取り入れ、双方の学びと取り
組みに対する支援を取り入れ
ながら評価があげられるよう
な事業になれば良いと考え
る。

・障がい児の発達支援、家族
支援、地域支援をさらにすす
められるように、事業所の相
談体制や支援方法について強
化していく必要があると考え
る。障がいの内容やアセスメ
ント、子どもを取り巻く環境
は激変してきている。相談支
援専門員や関係機関が協議し
方向性や支援方法を見極めて
いくことを継続していくこと
が求められる。頑張っている
ことは一定の評価ができる。
・障がいのある子どもの支援
は、子どもだけでなく、その
親のケアも必要であると考え
る。しっかりとニーズを把握
しながら、利用者の拡大を
図ってもらいたい。
・障がい者も健常者も共に生
き生きと過ごせる地域を目指
し取り組んでいく事は大切な
事だと思います。当該施策の
広報活動の更なる充実を行え
ばと思います。
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｂ Ｂ

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 100 事業名 被虐待児童対策地域協議会の活用 部名 子ども未来部 課名 子育て相談課

208

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

児童虐待の未然防止・早期発見・再発防止のため、児童相談所、医療機
関、民生児童委員協議会連合会、弁護士、警察などの関係機関が連携し
て、虐待から子どもを守るために「奈良市被虐待児童対策地域協議会」
を設置しています。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容

指標 個別ケース検討会議
開催回数（回）

予算・決算額

(予算)

(決算) 千円

平成26年度
実績値

千円

千円(決算) 千円(決算) 6,410 千円 (決算) 5,882 千円

8,579 千円 (予算) 12,260

(決算)

千円 (予算) 8,112 千円 (予算) 千円 (予算)

(実績)

目標値と実績値

(目標) 240 (目標) 245 (目標) (目標) 255 (目標) 260

(実績) 251 (実績) 322 (実績)

250

(実績)

担当課評価 Ｂ Ｂ

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

児童虐待の予防・早期発見・
再発防止のため、啓発活動や
家庭児童相談の充実を図る。
関係機関と連携を図り、子ど
もに接する機会の多い教諭な
どへの研修を引き続き行って
いく。児童虐待防止施策検討
会議を継続し行動計画を見直
し、ケースの進行管理方法の
改善や関係機関のスキルアッ
プを図っていく。

児童虐待の予防・早期発見・
再発防止のため、啓発活動や
家庭児童相談の充実を図り、
子どもと接する機会の多い教
諭や、地域を見守る民生児童
委員等との更なる連携を深め
ていく。支援者への研修を引
き続き行い、関係機関のスキ
ルアップを図っていく。

取り組み内容・成果等

虐待通告件数が平成26年度
549件、平成27年度627件で
あった。平成27年度は児童虐
待防止施策検討会議を立ち上
げ、マニュアルと行動計画を
策定し、協議会の支援者等へ
の研修も充実させた。街頭
キャンペーンを実施する等、
積極的に啓発活動にも取り組
んでいる。

虐待通告件数が平成27年度
627件、平成28年度は846件で
あった。親支援プログラムや
子どもの心理検査により専門
性の高い支援を親と子の双方
に実施できた。アドバイザー
を招請し、よりきめ細やかな
事例検討が実施できた。昨年
度に引き続き協議会の支援者
等への研修も充実させた。児
童虐待防止推進月間にあわせ
て街頭キャンペーンを実施す
る等、積極的に啓発活動にも
取り組んだ。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども・子育て会議
における意見等

・虐待をなくすことは子ども
の生命であり、保護者にとっ
ても地域にとっても大切であ
る。保護者の養育を支援する
ことが特に必要と認められる
家庭等に対し、何が大切かを
再検討する時期である。
・自治体組織における対応の
限界もあるとは思うが、警察
組織との連携と共に地域コ
ミュニティーの意識の醸成を
働きかける啓蒙活動的な広告
宣伝も有効な活動になると考
える。
・問題内容が多岐にわたって
いて、大変困難な事業ではあ
るが、更なる成果に期待した
い。
・早期発見、再発防止はもち
ろんであるが、特に未然防止
に対して力を入れていただき
たい。

・児童虐待の予防・早期発
見・再発防止のため、啓発活
動や家庭児童相談の充実を図
り、子どもと接する機会の多
い教諭や、地域を見守る民生
児童委員等との更なる連携を
深めていくことはますます求
められる。支援者への研修を
引き続き行い、関係機関のス
キルアップを図っていくと同
時に、小学校・中学校でも虐
待について学ぶ機会が必要で
はないか。虐待はすでに連鎖
している。正しい研修教育が
必要である。また生徒自身が
虐待を受けていたりする場合
もあることに気づく学校教育
現場でなければならない。
・警察組織との連携と共に地
域コミニュティーの意識の醸
成を働きかける啓蒙活動的な
広告宣伝も有効な活動になる
と考えます。

・児童虐待については、隣近
所であったり友人知人の関係
で何かしら把握していても何
処にどういう形で連絡や相談
したら良いのか分からないと
いうケースも多いように思い
ます。被虐待児童対策地域協
議会というものの存在や窓口
を広く知らせていくことが早
期発見につながるかと思いま
す。

・虐待の防止は、根気強い啓
発が必要であり、また、予算
計上ほどの執行ができていな
いので、計画的にしっかりと
執行すべき。 104 / 109 ページ



■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

親支援プログラムや子どもの
心理検査等も取り入れ、保護
者・子どもの支援の充実に努
めている。警察だけでなく、
地域を見守る民生児童委員や
学校等、関係機関と更なる連
携を深めながら、よりていね
いな対応に努めていきたい。

・引続き子どもと接する機会
の多い教諭や地域を見守る民
生児童委員との更なる連携を
深めながら、支援者への研修
により関係機関のスキルアッ
プ・支援の充実を図る。
・街頭キャンペーンや市民だ
より等を活用した啓発活動も
積極的に取り組んでいる。

・虐待をなくすことは子ども
の生命であり、保護者にとっ
ても地域にとっても大切であ
る。保護者の養育を支援する
ことが特に必要と認められる
家庭等に対し、何が大切かを
再検討する時期である。
・自治体組織における対応の
限界もあるとは思うが、警察
組織との連携と共に地域コ
ミュニティーの意識の醸成を
働きかける啓蒙活動的な広告
宣伝も有効な活動になると考
える。
・問題内容が多岐にわたって
いて、大変困難な事業ではあ
るが、更なる成果に期待した
い。
・早期発見、再発防止はもち
ろんであるが、特に未然防止
に対して力を入れていただき
たい。

・児童虐待の予防・早期発
見・再発防止のため、啓発活
動や家庭児童相談の充実を図
り、子どもと接する機会の多
い教諭や、地域を見守る民生
児童委員等との更なる連携を
深めていくことはますます求
められる。支援者への研修を
引き続き行い、関係機関のス
キルアップを図っていくと同
時に、小学校・中学校でも虐
待について学ぶ機会が必要で
はないか。虐待はすでに連鎖
している。正しい研修教育が
必要である。また生徒自身が
虐待を受けていたりする場合
もあることに気づく学校教育
現場でなければならない。
・警察組織との連携と共に地
域コミニュティーの意識の醸
成を働きかける啓蒙活動的な
広告宣伝も有効な活動になる
と考えます。

・児童虐待については、隣近
所であったり友人知人の関係
で何かしら把握していても何
処にどういう形で連絡や相談
したら良いのか分からないと
いうケースも多いように思い
ます。被虐待児童対策地域協
議会というものの存在や窓口
を広く知らせていくことが早
期発見につながるかと思いま
す。

・虐待の防止は、根気強い啓
発が必要であり、また、予算
計上ほどの執行ができていな
いので、計画的にしっかりと
執行すべき。

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ担
当
課
評
価

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｂ Ｂ

105 / 109 ページ



■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 101 事業名 養育支援訪問事業 部名 子ども未来部 課名 子育て相談課

35

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 (6)養育支援訪問事業

保護者の養育を支援することが特に必要と認められる家庭等に対し、訪
問などにより、養育に関する相談、助言などの支援を行います。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容

指標 支援家庭数

予算・決算額

(予算)

(決算) 千円

平成26年度
実績値

千円

千円(決算) 千円(決算) 363 千円 (決算) 438 千円

385 千円 (予算) 456

(決算)

千円 (予算) 3,254 千円 (予算) 千円 (予算)

(実績)

目標値と実績値

(目標) 40 (目標) 40 (目標) (目標) 40 (目標) 40

(実績) 30 (実績) 23 (実績)

40

(実績)

担当課評価 Ｂ Ｂ

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

乳児家庭全戸訪問事業（こん
にちは赤ちゃん訪問）の後
に、養育に関する相談・助言
が必要な家庭に対して、家庭
訪問を継続して実施する。

乳児家庭全戸訪問事業（こん
にちは赤ちゃん訪問）の後
に、養育に関する相談・助言
が必要な家庭に対して、家庭
訪問を継続して実施する。ま
た、必要時関係機関と連携
し、支援を行う。

取り組み内容・成果等

保護者の養育を支援すること
が特に必要と認められる家庭
等に対し、訪問などにより、
養育に関する相談、助言など
の支援を行う。

保護者の養育を支援すること
が特に必要と認められる家庭
等に対し、関係機関と連携し
ながら、訪問などで、養育に
関する相談、助言などの支援
を行った。平成28年度は奈良
県の子育て応援家庭訪問プロ
グラムのモデル事業として実
施した。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

継続支援が必要な家庭への支
援は児童虐待の発生予防のた
め、支援者のため研修等を実
施しスキルアップを目指す。
また支援が必要な家庭には関
係機関との連携を行い情報の
共有を行う。

乳児家庭全戸訪問事業（こん
にちは赤ちゃん訪問）の後
に、養育に関する相談・助言
が必要な家庭に対して、家庭
訪問を継続して実施する。ま
た、必要時関係機関と連携
し、支援を行う。

・虐待をなくすことは子ども
の生命であり、保護者にとっ
ても地域にとっても大切であ
る。保護者の養育を支援する
ことが特に必要と認められる
家庭等に対し、何が大切かを
再検討する時期である。
・自治体組織における対応の
限界もあるとは思うが、警察
組織との連携と共に地域コ
ミュニティーの意識の醸成を
働きかける啓蒙活動的な広告
宣伝も有効な活動になると考
える。
・要支援者の基準をどのよう
に定めるかがなかなか明確に
しづらいが、できるだけ広範
囲での支援が必要かと思われ
る。但し、支援者の教育プロ
グラムや管理も要するので、
大変困難であると推測する。
比較的軽い要支援者に対して
はボランティア等の支援を行
うなど、ボランティア要員の
確保も考えられるかと思う。
・核家族化やパート就労が進
行していて問題が見えにくく
なっているので、相談員の増
加や業務を行う体制の充実を
図る必要があるのではない
か。

・相談、助言にとどまらず、
家事支援や育児支援など具体
的な手助けとなる援助も含め
ていくことで、より充実した
虐待予防事業となると考えま
す。(育児ヘルパー事業を展
開している自治体も存在して
います)
・養育支援訪問事業の平成28
年度実績数が目標を下回って
いるが、実体数は目標数を超
えていると思われる。貧困家
庭掌握のためにも対象者掌握
を明確にして訪問者数の増加
が必要。
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ担
当
課
評
価

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

ー ー
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 102 事業名 家庭訪問 部名 健康医療部 課名 健康増進課

事業内容

指標 訪問人数
平成26年度

実績値

乳児(新生児・未熟児除
く)859人（延べ1033人）
幼児603人（延べ817人）

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

育児が困難で支援が必要と思われる家庭を訪問し、生活環境と養育状
況・家庭環境・子の成長発達などを総合的に把握し、必要な支援を行う
ことにより、保護者の育児不安や育児ストレスの軽減を図り虐待予防に
努めます。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

予算・決算額

(予算) 0 千円 (予算) 0 千円 (予算) 0 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) 0 千円 (決算) 0 千円 (決算) 千円 (決算) 千円 (決算) 千円

目標値と実績値

(目標) 必要な家庭への訪問を実施する (目標) 必要な家庭への訪問を実施する (目標) 必要な家庭への訪問を実施する (目標) 必要な家庭への訪問を実施する (目標) 必要な家庭への訪問を実施する

(実績)
乳児(新生児・未熟児除く)682

人（延べ791人）
幼児383人（延べ562人）

(実績)
乳児(新生児・未熟児除く)540

人（延べ653人）
幼児336人（延べ505人）

(実績) (実績) (実績)

取り組み内容・成果等

育児や児の発育・発達に関す
る保護者の不安等に対し、必
要に応じ地域担当の保健師や
助産師等が、家庭訪問を行っ
ている。適切な時期に関われ
るように支援が必要な家庭を
データ管理している。

育児や児の発育・発達に関す
る保護者の不安等に対し、必
要に応じ地域担当の保健師や
助産師等が、家庭訪問を行っ
ている。適切な時期に関われ
るように支援が必要な家庭を
データ管理している。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

職員数の減少や業務量の増加
により、適切な時期に支援が
できていない場合がある。
要支援者の進行管理と共に、
要支援者の基準などについて
再検討し、業務整理をしてい
くことで、適切な時期に関わ
れるようにしていく。

職員数の減少や業務量の増加
により、適切な時期に支援が
できていない場合がある。
要支援者の進行管理と共に、
要支援者の基準などについて
再検討し、業務整理をしてい
くことで、適切な時期に関わ
れるようにしていく。また、
必要に応じ他課・他機関と連
携していく。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ Ｂ

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

・要支援者の状況に応じ当課
だけで対応せず、他課と連携
して支援を行うようにしてい
る。連携は庁内だけでなく、
地域の子育て支援機関等とも
行っている。
・要支援者に対しては、専門
的な保健指導が必要であるた
め、保健師の人材確保に努め
ている。

ー

・虐待をなくすことは子ども
の生命であり、保護者にとっ
ても地域にとっても大切であ
る。保護者の養育を支援する
ことが特に必要と認められる
家庭等に対し、何が大切かを
再検討する時期である。
・自治体組織における対応の
限界もあるとは思うが、警察
組織との連携と共に地域コ
ミュニティーの意識の醸成を
働きかける啓蒙活動的な広告
宣伝も有効な活動になると考
える。

・要支援者の基準をどのよう
に定めるかがなかなか明確に
しづらいが、できるだけ広範
囲での支援が必要かと思われ
る。但し、支援者の教育プロ
グラムや管理も要するので、
大変困難であると推測する。
比較的軽い要支援者に対して
はボランティア等の支援を行
うなど、ボランティア要員の
確保も考えられるかと思う。
・訪問指導員の確保が必要で
ある。

ー
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ａ Ａ

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 103 事業名 ファミリー・サポート・センター事業 部名 子ども未来部 課名 子ども育成課

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容

指標 ファミリー・サポート・セン
ターの相互援助活動件数（件）

平成26年度
実績値

5,707

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 (10)子育て援助活動支援事業

「育児の援助を受けたい人」と「育児の援助を行いたい人」が依頼・援
助・両方のいずれかの会員として登録し、児童の放課後の預かりや保育
所等の送迎等で育児の援助が必要となったときに、会員相互の援助活動
を行います。

千円 (予算) 千円

(決算) 7,429 千円 (決算) 7,419 千円

千円 (予算) 7,434 千円 (予算)(予算) 7,434 千円 (予算) 7,434

(決算) 千円(決算) 千円

予算・決算額

(目標) 6,842 (目標) 6,762

(実績) 6,183 (実績) 6,695 (実績)

目標値と実績値

(目標) 7,050 (目標) 6,988 (目標) 6,902

(決算) 千円

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

積極的な広報活動の結果、会
員数は年々増加しているが、
依然として依頼会員に比べ
て、援助会員が少ない状況に
ある。このため、積極的な広
報活動や援助を行いやすい環
境づくりに引き続き取り組
み、援助会員の増加を図る。

依然として、援助会員が少な
い状況にあるため、積極的な
広報活動や援助を行いやすい
環境づくりに引き続き取り組
み、援助会員及び両方会員の
増加を図る。
また、地域子育て支援拠点等
の子育て支援団体及び民生児
童委員等の地域の子育て支援
者との交流・連携の強化を図
り、地域における子育て支援
を更に充実させていく。

(実績) (実績)

取り組み内容・成果等

援助会員を増やすための広報
を行うとともに、登録希望者
への説明会・講習会及び登録
会員のスキルアップ講座・交
流会等を開催し、会員の情報
交換と資質の向上を図ること
により、相互援助活動がス
ムーズかつ活発に行われるよ
うサポートした。

学校・保育園等への送迎や、
一時預かりなど会員による相
互援助活動を行い、地域での
子育ての仲間づくりや地域コ
ミュニティの活性化を図っ
た。

担当課評価 Ｂ Ｂ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども・子育て会議
における意見等

・No.66：公民館での各種教
室・講座の開催などとリンク
しながら事業を展開できる可
能性はないかと思われる。
・ファミリー・サポート・セ
ンター事業の援助会員不足は
全国的な課題です。依頼会員
は切実なニーズがあるので増
えますが、援助会員はなかな
か難しい。ファミサポの具体
的な活動をより広報し、依頼
者が助けられたことはもちろ
ん、援助者のやりがい・笑顔
なども広めることで援助者が
増えるかもしれない。

・子育て中の親を含めた援助
会員、もしくは利用会員と援
助会員の両方に登録する相互
会員を増加させる等の改善に
取り組んでいかれてはどう
か。

・ファミリー・サポート・セ
ンター事業の援助会員が少な
い状況とのことですが、地域
には人材が眠っているように
も思われます。広報活動だけ
でなく、地域毎の取り組みの
中でこうした事業の紹介や呼
びかけをしていくことも必要
かと思われます。
・援助会員をNo.６１「地域
子育て支援拠点事業」、
No.62.「子育てスポット事
業」、No.63「子育てスポッ
トすくすく事業」、No,６４
「市立こども園の地域活動の
推進」の担い手からも積極的
に募って、より一層促進して
いただきたいです。
・「地域における子育て支援
を更に充実させていく。」と
あるが、地域で活動をしてい
ても、奈良市で掌握できてい
ないものがあるのかの調査が
必要ではないか。
・奈良市のホームページでは
援助会員の具体的な活動の想
像がつきにくような気がしま
す。実際に利用していたり、
援助されている方の声を前面
に挙げていくとわかりやすい
のではと思います。

1 / 24 ページ



■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

意見等に対する対応状況

・公民館や地域子育て支援拠
点等との連携・協働を図るこ
とで、地域における子育て支
援を更に充実させていきた
い。
・援助会員を増やすため、
ホームページや奈良しみんだ
よりへの掲載、保育所・幼稚
園や福祉センター等へのリー
フレット配布などを行った
が、今後、具体的な事例を
使った広報など、効果的な広
報活動を検討する。
・援助会員のみならず、両方
会員の増加を図る取組も検討
していきたい。

・地域毎の取り組みの中での
事業の紹介については、公民
館等を利用し、説明会の開催
を計画している。
・各種子育て支援関連事業の
利用者向けの周知だけでな
く、スタッフにも積極的に登
録を呼びかける。
・地域における子育て支援の
活動については、ファミ
リー・サポート・センターだ
けでなく、地域子育て支援拠
点事業としても情報の収集に
努める。
・今後、現在の広報誌を市の
ホームページに掲載し、新た
に援助会員の活動を紹介した
チラシを作成、掲示し、市の
ホームページにも掲載する。

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ担
当
課
評
価

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

― ―
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 104 事業名 子育て支援アドバイザー事業 部名 子ども未来部 課名 子ども育成課

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容

指標
子育て支援アドバイザーの

派遣回数（回）
平成26年度

実績値
533

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

千円 (予算) 千円

(決算) 1,224 千円 (決算) 1,224 千円

千円 (予算) 1,224 千円 (予算)(予算) 1,224 千円 (予算) 1,224

(決算) 千円(決算) 千円

予算・決算額

(目標) 500 (目標) 500

(実績) 630 (実績) 552 (実績)

目標値と実績値

(目標) 500 (目標) 500 (目標) 500

(決算) 千円

(実績) (実績)

取り組み内容・成果等

活動内容を３区分に分類し、
依頼元のニーズに沿った派遣
を行うことにより、派遣回数
が増加している。また、事務
の効率化及び事業内容の充実
を図るため、子育て支援の経
験豊富なスタッフが在籍する
地域子育て支援拠点事業の実
施団体に事業を委託してい
る。

子育てサークル等の地域の子
育て支援団体からの依頼によ
り、子育て支援アドバイザー
が乳幼児とその保護者が集ま
る場所に出向き、子育てにつ
いての情報提供や育児相談、
絵本の読み聞かせ、手遊び、
親子体操等の遊びを伝えるな
ど、子育て支援を行った。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

今後も引き続き、事業を地域
子育て支援拠点事業の実施団
体に委託し、事務の効率化及
び事業内容の充実を図る。

引き続き、子育て支援アドバ
イザー事業を地域子育て支援
拠点事業の実施団体に委託す
ることで、子育て支援に関す
る専門知識や経験豊富な拠点
スタッフがアドバイザー業務
に携わることとなり、子育て
支援のさらなる連携の強化と
事業内容の充実を図る。ま
た、各地域子育て支援拠点等
との連携・協働を図ること
で、地域における子育て支援
を更に充実させていく。

・事業を通して貧困家庭であ
る可能性を探り、対策が可能
になるのではないか？そのた
めアドバイザーの人数増や各
地の子育てサークルの活動掌
握が必要である。

・子育て支援アドバイザー事
業を地域子育て支援拠点事業
の実施団体に委託することが
大切である。子育て支援に関
する専門知識や経験豊富な拠
点スタッフがアドバイザー業
務に携わること、子育て支援
のさらなる連携の強化と事業
内容の充実を図ることであ
る。各地域子育て支援拠点等
との連携・協働を図ること
で、地域における子育て支援
を更に充実させていく必要が
ある。ただ、何を支援するの
かは、時代と共に考えなけれ
ばならないのではないか。本
当に必要な人への支援となっ
ているのかは考えねばならな
い。
・事前面接や書類選考なしに
希望する受講者全員が2日間
の研修でアドバイザーの認定
をされることに少し不安を感
じています。たくさんのアド
バイザーを養成されることは
良いことですが、質の確保も
支援をしていくためには大切
だと思います。

担当課評価 Ａ Ａ

子育て支援アドバイザーとして登録した地域の子育て経験豊かな市民
を、乳幼児と保護者が集まる場所に派遣し、保護者の子育てに関する疑
問や悩みに対する相談等を行います。

子ども・子育て会議
における意見等

・No.66：公民館での各種教
室・講座の開催などとリンク
しながら事業を展開できる可
能性はないかと思われる。
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

― ―

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

意見等に対する対応状況

既に、公民館から依頼を受け
て、講座にアドバイザーが派
遣され、活動を行っている
ケースが多数あるが、公民館
のみならず、各地域子育て支
援拠点等との連携・協働を図
ることで、地域における子育
て支援を更に充実させていき
たい。

・市内各地域において、アド
バイザーや子育てサークルも
含めた地域の子育て支援関係
者交流会を実施しており、ア
ドバイザーが地域のサークル
の活動を把握し、サークルの
メンバーはアドバイザーを頼
るという関係は出来ている。
　また、アドバイザー事業を
地域子育て支援拠点事業の実
施団体に委託し、子育て支援
に関する専門知識や経験豊富
な拠点スタッフがアドバイ
ザー業務に携わっている。
　その上で、アドバイザーへ
の、子どもの貧困や児童虐待
に関する研修の実施等により
そのスキルアップを図り、各
地域の子育て支援拠点等との
連携・協働を密にすること
で、本当に必要な人への支援
へと繋げていきたい。

・２日間の研修でアドバイ
ザーを認定した後も、研修は
継続して実施している。
　今後、研修の内容をより充
実させるとともに、地域の子
育て支援関係者との交流の機
会を多く持つことにより、ア
ドバイザーの質の確保を図っ
ていきたい。

担
当
課
評
価

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

4 / 24 ページ



■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 105 事業名 子育てサークルの支援 部名 子ども未来部 課名 子ども育成課

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容

指標 子育て支援交流会の
開催回数（回）

平成26年度
実績値

7

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

千円 (予算) 千円

(決算) 812 千円 (決算) 631 千円

千円 (予算) 1,000 千円 (予算)(予算) 1,000 千円 (予算) 1,000

(決算) 千円(決算) 千円

予算・決算額

(目標) 7 (目標) 7

(実績) 7 (実績) 7 (実績)

目標値と実績値

(目標) 7 (目標) 7 (目標) 7

(決算) 千円

(実績) (実績)

取り組み内容・成果等

子育てサークルを含めた地域
の子育て支援団体を対象に交
流会を年間７回開催し、地域
に根ざしたサークル支援を行
うとともに、地域の子育て支
援団体との交流を図った。併
せて、活動の継続性を担保す
るため、子育てサークルに補
助金を交付している。

財政的基盤が脆弱な子育て
サークルの運営費の一部を補
助することにより、地域で孤
立しがちな子育て親子が参加
できるふれあいと情報交換の
場の確保に努めた。また、地
域子育て支援拠点を中心とし
て、地域の子育て支援のネッ
トワーク化を図り、子育て
サークルを支援した。
　

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

サークル運営補助金の交付に
よる経済的な支援と併せ、地
域子育て支援拠点や地域の子
育て支援者を対象とした「子
育て支援交流会」等の各種交
流会を実施し、関係機関及び
子育て支援者等の交流・連携
の強化を図ることにより、地
域で自主的に活動する「子育
てサークル」を支援してい
く。

サークル運営補助金の交付に
よる経済的な支援と併せ、地
域子育て支援拠点や地域の子
育て支援者を対象とした「子
育て支援交流会」等の各種交
流会を実施し、関係機関及び
子育て支援者等の交流・連携
の強化を図ることにより、地
域で自主的に活動する「子育
てサークル」を支援してい
く。

・事業を通して貧困家庭であ
る可能性を探り、対策が可能
になるのではないか？そのた
めアドバイザーの人数増や各
地の子育てサークルの活動掌
握が必要である。

・子育てサークルの方々への
補助金は、活動促進につなが
るが、一方で活用方法につい
ての知識が不足しているケー
スも多くみられる。単に補助
金を交付するだけでなく、子
育て支援のメニューを提供す
ることも必要ではないかと思
います。

担当課評価 Ｂ Ｂ

地域で活動する子育てサークルに補助金を交付することにより、経済的
に支援するとともに、サークルを含めた地域の子育て支援団体を対象に
した交流会を行うことにより、情報交換等のネットワーク化を図り、子
育て中の保護者が自主的に運営する子育てサークルを支援します。

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

・公民館で開催しているサー
クルは多数あり、公民館祭り
などの公民館主催の行事を合
同で行っているサークルもあ
る。
・今後、公民館のみならず、
地域子育て支援拠点を中心と
して、地域の子育て支援の
ネットワーク化を図り、子育
てサークルを支援していく。

・市内各地域において、アド
バイザーや子育てサークルも
含めた地域の子育て支援関係
者交流会を実施しており、ア
ドバイザーが地域のサークル
の活動を把握し、サークルの
メンバーはアドバイザーを頼
るという関係は出来ている。
　今後、アドバイザーへの、
子どもの貧困や児童虐待に関
する研修の実施等によりその
スキルアップを図り、各地域
の子育て支援拠点等との連
携・協働を密にすることで、
本当に必要な人への支援へと
繋げていきたい。

・地域子育て支援センターの
地域支援活動が充実してきて
おり、子育てサークルに対し
ても、サークル運営の助言や
情報提供等を行っている。
　また、子育てサークルと、
地域子育て支援拠点や地域の
子育て支援者を対象とした
「子育て支援交流会」を開催
し、地域で子育てサークルを
支援している。
　今後は、これらの支援をよ
り充実させ、地域の子育て支
援のネットワーク化を図るこ
とにより、子育てサークルを
支援していきたい。

・No.66：公民館での各種教
室・講座の開催などとリンク
しながら事業を展開できる可
能性はないかと思われる。

・子育てサークルは、親子で
参加しやすいため、予算が増
え開催回数が増える事は子育
て中の世帯にとって望ましい
と考える。
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

― ―

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

意見等に対する対応状況

・公民館で開催しているサー
クルは多数あり、公民館祭り
などの公民館主催の行事を合
同で行っているサークルもあ
る。
・今後、公民館のみならず、
地域子育て支援拠点を中心と
して、地域の子育て支援の
ネットワーク化を図り、子育
てサークルを支援していく。

・市内各地域において、アド
バイザーや子育てサークルも
含めた地域の子育て支援関係
者交流会を実施しており、ア
ドバイザーが地域のサークル
の活動を把握し、サークルの
メンバーはアドバイザーを頼
るという関係は出来ている。
　今後、アドバイザーへの、
子どもの貧困や児童虐待に関
する研修の実施等によりその
スキルアップを図り、各地域
の子育て支援拠点等との連
携・協働を密にすることで、
本当に必要な人への支援へと
繋げていきたい。

・地域子育て支援センターの
地域支援活動が充実してきて
おり、子育てサークルに対し
ても、サークル運営の助言や
情報提供等を行っている。
　また、子育てサークルと、
地域子育て支援拠点や地域の
子育て支援者を対象とした
「子育て支援交流会」を開催
し、地域で子育てサークルを
支援している。
　今後は、これらの支援をよ
り充実させ、地域の子育て支
援のネットワーク化を図るこ
とにより、子育てサークルを
支援していきたい。

担
当
課
評
価

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 106 事業名 交通安全教室の開催 部名 市民生活部 課名 交通政策課

事業内容

学校園に出向き、警察と協力して横断歩道の渡り方、正しい自転車の乗
り方などの交通ルールをビデオ・人形劇等でわかりやすく説明するとと
もに、信号機を使った実技指導なども併せて行い、子どもたちに交通事
故から身を守るすべを身につけてもらうために開催します。

指標 交通安全教室実施率（％）
平成26年度

実績値
53.2

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

千円

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

(予算) 5,174 千円 (予算) 4,189

(決算)

4,189 千円(予算)4,186 千円 (予算) 4,189

(目標) 63

(実績) 62.1 (実績) 50.2 (実績)

(目標) 63

(決算) 千円

(実績)

(決算) 5,112 千円 (決算)

予算・決算額

(目標) 63

目標値と実績値

(目標) 63 (目標)

(実績)

千円

4,181 千円

千円 (予算)

63

(決算) 千円

取り組み内容・成果等

当該年度実施分について前年
度末以降に各学校園からの要
望をいただき、日程調整の上
で、所轄警察署と連携し、交
通安全教室を実施している。
２７年度については要望の
あった学校園全てで実施する
ことができた。

当該年度実施分について前年
度末以降に各学校園からの要
望をいただき、日程調整の上
で、所轄警察署と連携し、交
通安全教室を実施している。
２８年度については要望の
あった学校園全てで実施する
ことができた。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

今後も引き続き、決め細やか
な交通安全教室の実施に向け
取り組んで行く。
・平成２７年６月の法改正に
より、一層正しい運転が定め
られた自転車の乗り方やルー
ル指導
・横断歩道や交差点での歩行
指導
・教員や保護者に対する立哨
指導

今後も引き続き、決め細やか
な交通安全教室の実施に向け
取り組んで行く。
・平成２７年６月の法改正に
より、一層正しい運転が定め
られた自転車の乗り方やルー
ル指導
・横断歩道や交差点での歩行
指導
・教員や保護者に対する立哨
指導

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ Ｂ

子ども・子育て会議
における意見等

・事件があった時には関心が
高くなるが、しばらくすると
忘れられる。定期的な広報活
動が必要である。
・何が安心・安全かという議
論において、子どもの気持ち
や意見を聴く（子ども参
加）、子どもの居場所を奪わ
ない、自分で防ぐ力を育む、
そのための適切な情報提供を
するという視点も大切にして
いただきたい。

・自転車の事故が増加し、ま
すます自転車のルールやマ
ナーなどが求められているの
で、子どもたちに知識を身に
付けさせる機会は重要で、積
極的な実施をお願いしたい。
・法改正に対応するきめ細や
かな安全教室の引き続きの実
施（内容）とともに、未実施
の学校園への実施についても
検討いただきたい。

・子どもの安全は危機といえ
る。大人が信用できない、地
域が信用できないことが多
く、セイフティーネットがか
けにくいといえる。
・事業の充実度が、その地域
の安全性・快適性に繋がって
いると考えます。ハード＆ソ
フト(支援、教室開催)等　充
実度ＵＰの推進をお願い致し
ます。

・子どもの交通安全に対する
意識は日常の声掛けが必要で
家庭によるところも大きい。
大人自体がルールを守ってい
ない現状もあり、交通安全教
室に大人も参加していくよう
な工夫も必要かと思います。
・子供たちの交通事故の減少
を図るため、実施率向上に向
け取り組んでいただきたい。
特に自転車の乗り方やルール
の指導を徹底してほしい。

意見等に対する対応状況

・各種行事やしみんだより、
ホームページ等を活用し、広
報活動を展開する。
・子どもが自ら安全を確保す
る力を育んでもらうため、
年々変動する交通状況に即し
た交通安全教室を実施してい
く。実施校を増やすべく、開
催案内の内容等を検討した
い。

・交通安全教室の実施、交通
安全指導員による登下校時の
立哨等、地域全体への交通安
全支援の充実を図る。
・学校園で実施する交通安全
教室は日程上大人の参加が難
しい。交通安全運動期間の休
日に実施する交通安全イベン
ト等で全世代へルールの周知
を図りたい。
・引き続き自転車の乗り方や
ルールの指導の充実を図る。
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ａ Ａ

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

・事件があった時には関心
が高くなるが、しばらくす
ると忘れられる。定期的な
広報活動が必要である。
・何が安心・安全かという
議論において、子どもの気
持ちや意見を聴く（子ども
参加）、子どもの居場所を
奪わない、自分で防ぐ力を
育む、そのための適切な情
報提供をするという視点も
大切にしていただきたい。

・大会参加人数も重要であ
るが、子どもの安全と確保
するには地域の方々の協力
は不可欠であり、次世代の
担い手の確保に努めてもら
いたい。また、子どもたち
を地域で見守るという体勢
は重要であり、広く周知し
てもらうための計画が必要
である。

・子どもの安全は危機とい
える。大人が信用できな
い、地域が信用できないこ
とが多く、セイフティー
ネットがかけにくいといえ
る。
・事業の充実度が、その地
域の安全性・快適性に繋
がっていると考えます。
ハード＆ソフト(支援、教室
開催)等　充実度ＵＰの推進
をお願い致します。
・ここに子どもを守る為の
防災・減災の項目があれば
良いと思います。
・防犯に関わっては、子ど
も自身の意識・知識の習
得、地域の人材を活用し
た、家庭・学校園・地域・
市の連携が重要である。子
どもを中心に据えた、各
者、関連機関の一層の連携
を期待する。

・子ども安全の日の集いの
参加人数は毎年目標達成し
ていますが、見守り活動の
次世代の担い手確保という
課題からは、新たな目標設
定が必要と感じます。
・「学校・家庭・地域が連
携した防犯力の充実」と
「指標」を「子ども安全の
日の集い」参加人数として
いるのは評価を矮小化させ
てしまうのではないか。指
標を「事業の実施件数及び
参加人数」にしてはどう
か。
・「防犯力の充実」を目指
すのであれば地域で実施さ
れている活動数や事業内容
の数を評価対象としてその
団体数や事業内容数の増加
を図るべきではないか。ま
た、「地域」とは何を指す
のか。

「子ども安全の日の集い」を開催する等、子どもの安全に取り組む大
人の防犯意識を高めます。

担当課評価

子ども・子育て会議
における意見等

Ｂ Ｂ

(実績) (実績)

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

平成28年度は、「子ども安
全の日の集い」に子どもの
安全に関わる大人と、市内
の小中高校生の代表ら、併
せて330名が参加した。「地
域の安全を守る」ことにつ
いて実効性のある取組を提
案した。
また、職員による青色防犯
パトロールを、毎月17日、
始業式及び終業式に,延べ88
回実施した。

平成27年度

(決算) 千円

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

奈良市で発生した小１女児
殺害事件の風化させないよ
う、子どもを守る大人の意
識を高め、維持するため
に、時宜にあった「子ども
安全の日の集い」を開催す
る必要がある。また、「な
ら子ども安全宣言」の発表
を受け、実効性のある取組
を進めていく。
見守り活動の継続について
は、次世代の担い手確保と
いう課題があり、より多く
の大人の協力が得られるよ
う取組を進めていく必要が
ある。

奈良市で発生した小１女児
殺害事件の風化させないよ
う、子どもを守る大人の意
識を高め、維持するため
に、時宜にあった「子ども
安全の日の集い」を開催す
る必要がある。また、「な
ら子ども安全宣言」の発表
を受け、実効性のある取組
を継続して進め、平時から
の備えを身に付ける。
見守り活動の継続について
は、次世代の担い手確保と
いう課題があり、より多く
の大人の協力が得られるよ
う取組を進めていく必要が
ある。

取り組み内容・成果等

平成27年度は、「子ども安
全の日の集い」に子どもの
安全に関わる大人と、市内
の小中高校生の代表ら、併
せて320名が参加した。「私
達の安全の取組」という
テーマでパネルディスカ
ションを実施し、実効性の
ある取組を提案した。
また、職員による青色防犯
パトロールを、毎月17日、
始業式及び終業式に実施し
た。（延べ88回、176人）

目標値と実績値

(目標) 300 (目標) 300 (目標)

千円 (決算) 1,283 千円

(目標) 300 (目標) 300

(実績) 320 (実績) 330 (実績)

300

千円(決算) 千円

予算・決算額

(予算) 122 千円 (予算) 1,302

(決算)

千円 (予算) 1,470 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) 43

事業内容

指標
「子ども安全の日の集い」

参加人数（人）
平成26年度

実績値
291

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 107 事業名 学校・家庭・地域が連携した防犯力の充実 部名 学校教育部 課名 いじめ防止生徒指導課
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

・事件があった時には関心
が高くなるが、しばらくす
ると忘れられる。定期的な
広報活動が必要である。
・何が安心・安全かという
議論において、子どもの気
持ちや意見を聴く（子ども
参加）、子どもの居場所を
奪わない、自分で防ぐ力を
育む、そのための適切な情
報提供をするという視点も
大切にしていただきたい。

・大会参加人数も重要であ
るが、子どもの安全と確保
するには地域の方々の協力
は不可欠であり、次世代の
担い手の確保に努めてもら
いたい。また、子どもたち
を地域で見守るという体勢
は重要であり、広く周知し
てもらうための計画が必要
である。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

・子どもの安全は危機とい
える。大人が信用できな
い、地域が信用できないこ
とが多く、セイフティー
ネットがかけにくいといえ
る。
・事業の充実度が、その地
域の安全性・快適性に繋
がっていると考えます。
ハード＆ソフト(支援、教室
開催)等　充実度ＵＰの推進
をお願い致します。
・ここに子どもを守る為の
防災・減災の項目があれば
良いと思います。
・防犯に関わっては、子ど
も自身の意識・知識の習
得、地域の人材を活用し
た、家庭・学校園・地域・
市の連携が重要である。子
どもを中心に据えた、各
者、関連機関の一層の連携
を期待する。

・子ども安全の日の集いの
参加人数は毎年目標達成し
ていますが、見守り活動の
次世代の担い手確保という
課題からは、新たな目標設
定が必要と感じます。
・「学校・家庭・地域が連
携した防犯力の充実」と
「指標」を「子ども安全の
日の集い」参加人数として
いるのは評価を矮小化させ
てしまうのではないか。指
標を「事業の実施件数及び
参加人数」にしてはどう
か。
・「防犯力の充実」を目指
すのであれば地域で実施さ
れている活動数や事業内容
の数を評価対象としてその
団体数や事業内容数の増加
を図るべきではないか。ま
た、「地域」とは何を指す
のか。

平成31年度

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努
めましたか

Ａ Ａ

担
当
課
評
価

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

学校、保護者、地域、行政
が一体となり、子どもの安
全を守る意識を高めると同
時に、子ども自身が自らの
安全を守る力を高めるため
の取組を一層充実させる。

市内２１中学校区にそれぞ
れ設置されている少年指導
協議会の定例会において、
子どもたちの現状や様子等
について情報交換をし、学
校、保護者、地域、行政が
一体となり子どもの安全確
保を図る。
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

・事件があった時には関心が
高くなるが、しばらくすると
忘れられる。定期的な広報活
動が必要である。
・何が安心・安全かという議
論において、子どもの気持ち
や意見を聴く（子ども参
加）、子どもの居場所を奪わ
ない、自分で防ぐ力を育む、
そのための適切な情報提供を
するという視点も大切にして
いただきたい。

・広報活動を通じて登録者数
の増加を引き続き図っていた
だきたい。また、「ナポくん
メール」との情報共有はもち
ろんであるが、統合について
も検討いただきたい。
・子どもたちを地域で見守る
という体勢は重要であり、広
く周知してもらうための計画
が必要である。

・子どもの安全は危機といえ
る。大人が信用できない、地
域が信用できないことが多
く、セイフティーネットがか
けにくいといえる。
・事業の充実度が、その地域
の安全性・快適性に繋がって
いると考えます。ハード＆ソ
フト(支援、教室開催)等　充
実度ＵＰの推進をお願い致し
ます。

・防犯に関わっては、子ども
自身の意識・知識の習得、地
域の人材を活用した、家庭・
学校園・地域・市の連携が重
要である。子どもを中心に据
えた、各者、関連機関の一層
の連携を期待する。

・サポートネット登録者数は
目標を達成しておりA評価で
も良いように思います。もし
くは目標値の設定を保護者世
帯の何％とする方が分かりや
すいという気もします。

子どもたちの登下校時の安全確保のために、警察と連携して、学校園や
地域から入ってくる不審者の情報を「なら子どもサポートネット」登録
者に配信します。

担当課評価

子ども・子育て会議
における意見等

Ｂ Ｂ

(実績) (実績)

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

平成28年度の登録者数（保護
者、地域、関係機関等）は
25,369人であり、正確な情報
確認と配信に努め、市内にお
ける子どもの安全安心情報の
提供ができた。
不審者情報の配信は、平成25
年度10件、平成26年度8件、
平成27年度9件,平成28年度7
件であった。また、学校ごと
の安全安心情報配信は、平成
25年度1,309件、平成26年度
976件平成27年度1,059件、平
成28年度1112件であった。

平成27年度

(決算) 千円

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

不審者情報や子どもの安全安
心情報については、保護者や
市民のニーズが高く、「なら
子どもサポートネット」の今
後の安定した運営と、登録者
を増やすために、「ならしみ
んだより」への掲載や登録案
内配布等の啓発活動が必要で
ある。また、「ナポくんメー
ル」等の安全情報を発信して
いる他の関係機関(奈良県
警）と情報共有を図ることも
重要である。

不審者情報や子どもの安全安
心情報については、保護者や
市民のニーズが高く、「なら
子どもサポートネット」の今
後の安定した運営と、登録者
を増やすために、「ならしみ
んだより」への掲載や登録案
内配布等の啓発活動が必要で
ある。また、「ナポくんメー
ル」等の安全情報を発信して
いる他の関係機関(奈良県
警）と情報共有を図ることも
重要である。

取り組み内容・成果等

平成27年度の登録者数（保護
者、地域、関係機関等）は
25,150人であり、正確な情報
確認と配信に努め、市内にお
ける子どもの安全安心情報の
提供ができた。
不審者情報の配信は、平成23
年度24件、平成24年度17件、
平成25年度10件、平成26年度
８件、平成27年度9件であっ
た。また、学校ごとの安全安
心情報配信は、平成23年度
1,313件、平成24年度1,028
件、平成25年度1,309件、平
成26年度976件平成27年度
1,059件であった。

目標値と実績値

(目標) 25,000 (目標) 25,000 (目標)

千円 (決算) 303 千円

(目標) 25,000 (目標) 25,000

(実績) 25,150 (実績) 25,369 (実績)

25,000

千円(決算) 千円

予算・決算額

(予算) 260 千円 (予算) 368

(決算)

千円 (予算) 451 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) 98

事業内容

指標 「なら子どもサポートネット」
登録者数（人）

平成26年度
実績値

25,635

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 108 事業名 不審者情報の配信 部名 学校教育部 課名 いじめ防止生徒指導課
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｃ Ｃ

担
当
課
評
価

意見等に対する対応状況

サポートネットの登録につい
ては、各学校から保護者、地
域へ周知し、奈良市ＨＰへの
掲載、その他様々な場面で呼
びかけを行っている。今後も
継続して周知していきたい。

学校、保護者、地域、行政が
一体となり、子どもの安全確
保についての取組の強化を図
る。
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

・事件があった時には関心が
高くなるが、しばらくすると
忘れられる。定期的な広報活
動が必要である。
・何が安心・安全かという議
論において、子どもの気持ち
や意見を聴く（子ども参
加）、子どもの居場所を奪わ
ない、自分で防ぐ力を育む、
そのための適切な情報提供を
するという視点も大切にして
いただきたい。

・子どもたちが瞬時に気付け
る標旗を検討してはどうか。
・全小学校において、「子ど
も安全の家」の設置場所を把
握するための取り組みを推進
されたい。

・子どもの安全は危機といえ
る。大人が信用できない、地
域が信用できないことが多
く、セイフティーネットがか
けにくいといえる。
・事業の充実度が、その地域
の安全性・快適性に繋がって
いると考えます。ハード＆ソ
フト(支援、教室開催)等　充
実度ＵＰの推進をお願い致し
ます。
・防犯に関わっては、子ども
自身の意識・知識の習得、地
域の人材を活用した、家庭・
学校園・地域・市の連携が重
要である。子どもを中心に据
えた、各者、関連機関の一層
の連携を期待する。
・子ども安全の家の旗は設置
しているものの、特に店舗等
では経営者が変わっている等
の理由で、子ども安全の家で
あることの認識もないケース
もあります。一定期間毎にそ
うした確認をして回る必要も
あるかと思います。
・子ども安全の家について
は、そこに設置されているこ
とで防犯効果が得られるよう
な取り組みが必要ではないか
と思います。そのためにも、
子ども安全の家の事業を大き
く啓発していく必要があると
考えます。

・「子ども安全の家」の標旗
の設置場所を各学校で必ず子
どもたちに確認させることを
義務化してはどうだろうか。
手間や時間はかかるが、子ど
もたちの安全を守るためには
必要であるし、見守る大人に
とっても責任を果たすために
大切かと思う。

子どもを犯罪や事故から守るため、地域の家庭などに「子ども安全の
家」になってもらい、家の入口などに「安全の家」標旗を掲げ、子ども
が危険を感じた時に、助けを求めて駆け込める場所を提供してもらい、
地域で子どもを守る機運を広めます。

担当課評価

子ども・子育て会議
における意見等

Ｂ Ｂ

(実績) (実績)

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子どもを犯罪や事故から守る
ため、地域の家庭などに「子
ども安全の家」になってもら
い、家の入口などに「安全の
家」標旗を掲げ、子どもが危
険を感じた時に、助けを求め
て駆け込める場所を提供して
もらい、地域で子どもを守る
機運を広めている。
平成28年度、4,537件の家庭
に標旗を設置していただいて
いる。
全小学校へ、「子ども安全の
家」標旗の設置場所を把握す
るための取組を推進してい
る。

平成27年度

(決算) 千円

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

「子ども安全の家」標旗は、
家の入口など目立つ場所に設
置していただいているが、子
どもたちが、校区の中のどこ
に設置されているのかを把握
できていないこともあり、標
旗設置場所を把握できるよう
な取組を実施している小学校
もある。今後、そのような取
組を奈良市の各学校へ広めて
いきたい。

「子ども安全の家」標旗は、
家の入口など目立つ場所に設
置していただいているが、子
どもたちが、校区の中のどこ
に設置されているのかを把握
できていないこともあり、標
旗設置場所を把握できるよう
な取組を実施している小学校
もある。さらに、そのような
取組を奈良市の各学校へ広め
ていきたい。
全小学校において、「子ども
安全の家」標旗の設置場所を
把握するための取組を推進

取り組み内容・成果等

子どもを犯罪や事故から守る
ため、地域の家庭などに「子
ども安全の家」になってもら
い、家の入口などに「安全の
家」標旗を掲げ、子どもが危
険を感じた時に、助けを求め
て駆け込める場所を提供して
もらい、地域で子どもを守る
機運を広めている。
平成27年度、4,812件の家庭
に標旗を設置していただいて
いる。

目標値と実績値

(目標) 5,000 (目標) 5,000 (目標)

千円 (決算) 180 千円

(目標) 5,000 (目標) 5,000

(実績) 4,812 (実績) 4,537 (実績)

5,000

千円(決算) 千円

予算・決算額

(予算) 184 千円 (予算) 206

(決算)

千円 (予算) 432 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) 184

事業内容

指標
「安全の家」標旗
延設置件数（件）

平成26年度
実績値

4,866

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 109 事業名 「子ども安全の家」標旗配布 部名 学校教育部 課名 いじめ防止生徒指導課
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

・事件があった時には関心が
高くなるが、しばらくすると
忘れられる。定期的な広報活
動が必要である。
・何が安心・安全かという議
論において、子どもの気持ち
や意見を聴く（子ども参
加）、子どもの居場所を奪わ
ない、自分で防ぐ力を育む、
そのための適切な情報提供を
するという視点も大切にして
いただきたい。

・子どもたちが瞬時に気付け
る標旗を検討してはどうか。
・全小学校において、「子ど
も安全の家」の設置場所を把
握するための取り組みを推進
されたい。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

・子どもの安全は危機といえ
る。大人が信用できない、地
域が信用できないことが多
く、セイフティーネットがか
けにくいといえる。
・事業の充実度が、その地域
の安全性・快適性に繋がって
いると考えます。ハード＆ソ
フト(支援、教室開催)等　充
実度ＵＰの推進をお願い致し
ます。
・防犯に関わっては、子ども
自身の意識・知識の習得、地
域の人材を活用した、家庭・
学校園・地域・市の連携が重
要である。子どもを中心に据
えた、各者、関連機関の一層
の連携を期待する。
・子ども安全の家の旗は設置
しているものの、特に店舗等
では経営者が変わっている等
の理由で、子ども安全の家で
あることの認識もないケース
もあります。一定期間毎にそ
うした確認をして回る必要も
あるかと思います。
・子ども安全の家について
は、そこに設置されているこ
とで防犯効果が得られるよう
な取り組みが必要ではないか
と思います。そのためにも、
子ども安全の家の事業を大き
く啓発していく必要があると
考えます。

・「子ども安全の家」の標旗
の設置場所を各学校で必ず子
どもたちに確認させることを
義務化してはどうだろうか。
手間や時間はかかるが、子ど
もたちの安全を守るためには
必要であるし、見守る大人に
とっても責任を果たすために
大切かと思う。

平成31年度

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ｂ Ｂ

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｂ Ｂ

担
当
課
評
価

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

全小学校において、子ども達
が「子ども安全の家」の設置
場所を把握できる取組の推進
を図る。

全小学校において、子ども達
が「子ども安全の家」の設置
場所を把握できる取組の推進
を図る。
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

・イクメン手帳も必要だが、
イクボスの育成がないとイク
メンの道は難しい。まずは、
年配者の意識改革が必要であ
る。
・イクメン手帳は毎年見直し
ながら病院など各機関に置い
て配布してもらえればと思
う。今後の事業展開に期待す
る。
・もっと父親に直接手に渡る
ように配布できると良いので
はないか。
・意識の高い人だけではな
く、子育てへの参加意識の薄
い人、本当に届けたい人へ配
布するため、保育所等を通し
た全戸配布等も検討されては
どうか。

・イクメン手帳配布機会を
もっと増やし、できるだけ多
くの方に届けてほしいと思
う。
・イクメン手帳の存在を周知
できるような工夫が必要かと
思います。
・未来の父親である高校生・
大学生など、学生への配布を
お願いしたい。

奈良市オリジナルのイクメン手帳「ＩＫＵＭＥＮ　ＨＡＮＤＢＯＯＫ
for　nara　papa」を母子健康手帳交付者及び子育て中の希望者に配布
します。

担当課評価

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況

イクメン手帳は母子手帳発行
時に配布しているため、奈良
市在住の子育て世代には行き
渡っている。しかし、新しい
情報の掲載を含め、また子育
てに関わりを持つ中でイクメ
ン手帳の必要性を感じる多く
の方に知ってもらえるよう配
布場所を検討する。父親の視
点から働き方改革を支援する
ことも大切なことから企業へ
の啓発を行い仕事と育児の両
立がやりやすいイクボスをは
じめとした職場環境整備の提
案を検討していく。

平成28年度は母子手帳発行時
の他、子育てイベントでの配
布や子育て関連部署、労働局
（マザーズコーナー）への配
置等を行うことでイクメン手
帳を手に取ってもらえる機会
を増やすことに努めた。今後
も頂いたご意見を参考に配布
の機会や配置場所を検討し、
より多くの方に手帳を手に
取ってもらえるよう努めてい
きたい。

Ｃ Ｃ

(実績) (実績)

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

出産や育児に関し、父親として
知っておきたい情報をまとめた
「パパのための育児ハンドブッ
ク」を母子手帳と共に配布して
いる。また、希望者にも配布で
きるよう各出張所や行政セン
ターへの配置、市ホームページ
での内容公開を行っている。
さらに、子育てイベントでの配
布や子育て世代が利用する施設
への配置も行っている。

平成27年度

(決算) 千円

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

子育て支援に関わる研修会に
おいて、各窓口及び相談者に
手に取ってもらえるよう、新
たに配布を行った。今後も必
要としている方に情報を届け
ることができるようイベント
等での配布を行っていく。

引き続き子育て支援に関わる
研修会において、各窓口及び
相談者に手に取ってもらえる
よう配布を行う。また、必要
としている方に情報を届ける
ことができるようイベント等
での配布を行っていく。

取り組み内容・成果等

出産や育児に関し、父親とし
て知っておきたい情報をまと
めた「パパのための育児ハン
ドブック」として母子手帳と
共に配布している。また、希
望者にも配布できるよう各出
張所や行政センターへの配置
も行っている。

目標値と実績値

(目標) 2,900 (目標) 2,950 (目標)

千円 (決算) 292 千円

(目標) 3,050 (目標) 3,100

(実績) 2,782 (実績) 2,808 (実績)

3,000

千円(決算) 千円

予算・決算額

(予算) 408 千円 (予算) 341

(決算)

千円 (予算) 341 千円 (予算) 千円 (予算) 千円

(決算) 394

事業内容

指標 イクメン手帳配布部数（部）
平成26年度

実績値
3,111

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 110 事業名 イクメン手帳の配付 部名 市民活動部 課名 男女共同参画課
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ｂ Ｂ

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｃ Ｃ

担
当
課
評
価
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 111 事業名 仕事と生活の調和推進事業 部名 観光経済部 課名 産業振興課

事業内容

指標
HPでの「労政の手引」
の更新回数（回）

平成26年度
実績値

1

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

千円

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

(予算) 0 千円 (予算) 0

(決算)

千円

(決算)

(予算)0 千円 (予算)

(目標)

(実績) 1 (実績) 1 (実績)

(目標) 1

(決算) 千円

(実績)

0 千円 (決算) 0

予算・決算額

(目標)

目標値と実績値

(目標) 1 (目標)

(実績)

千円

千円

千円 (予算)

(決算) 千円

取り組み内容・成果等

事業主や企業を対象に、育児
休業の取得促進や労働時間等
の改善など、仕事と生活の調
和のとれた働き方に向けた意
識啓発を行うため、「労政の
手引」等を通じて、情報提供
を行う。

平成28年3月の法改正の内容
を盛り込み、事業主や企業を
対象に、育児休業の取得促進
や労働時間等の改善など、仕
事と生活の調和のとれた働き
方に向けた意識啓発を行うた
め、「労政の手引」等を通じ
て、情報提供を行った。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

仕事と生活の調和を推進する
ため、様々な施策が存在して
いるが、一般に広く知られて
いるとはいえない状態にあ
る。また、国等の機構改革や
制度改正が行われるため、継
続して、WEBでの発信が望ま
れる。

平成29年3月に働き方改革実
行計画が決定されるなど、働
き方に対する見直しが進んで
いる。今後も、制度改正の状
況を注視しながら、継続し
て、WEBでの情報発信が望ま
れる。

平成29年度 平成30年度 平成31年度

・企業のというか社会全体の
働き方に対する意識が変わら
なければ「男女共同の子育
て」は本格的には進まないの
かなと思います。非常に難し
いところですがWebの更新回
数という指標では何とも言い
ようがないところもありま
す。
・事業主や企業に対しては、
イクボスを含めた、組織全体
で従業員のワークライフバラ
ンスを支援できる意識改革の
ための予算措置が必要不可欠
だと考えます。

担当課評価 Ｂ Ｂ

担
当
課
評
価

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

ー ー

平成31年度

事業主や企業を対象に、育児休業の取得促進や労働時間等の改善など、
仕事と生活の調和のとれた働き方に向けた意識啓発に努めます。

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

ー ー

子ども・子育て会議
における意見等

意見等に対する対応状況 ―

子ども・子育て会議の意見等
を踏まえ、指標について見直
しを行う。平成29年度から
は、市内の企業を対象に、
ワークライフバランスの啓発
および研修会を開催する等、
実務的な取り組みをサポート
する事業を指標とする予定。

―

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

平成27年度 平成28年度
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 112 事業名 通学路整備事業 部名 建設部 課名 道路建設課

事業内容
　児童・生徒が安全で安心して通園・通学できるよう歩道の整備及び防
護柵、路面標示等の安全施設を整備します。

指標 対策箇所数
平成26年度

実績値
53

予算・決算額

(予算)
（繰越分 39,487）

77,187
千円 (予算)

（繰越分 5,919）
102,864

千円 千円

(決算)
（繰越分 39,486）

69,115
千円 (決算)

（繰越分 5,918）
52,408

千円 (決算)

(予算) 50,400 千円 (予算) 千円 (予算)

千円 (決算) 千円 (決算)

(実績)

ー

千円

目標値と実績値

(目標) 73 (目標) 61 (目標) 39 (目標) (目標)

(実績) 60 (実績) 59 (実績) (実績)

ー

通学路の緊急合同点検に基づ
き、要対策箇所の残り13か所
について早期に対策を実施す
る。
また、平成27年度策定予定の
通学路交通安全プログラムに
基づく要対策箇所についても
対策を実施する。

通学路の緊急合同点検に基づ
く、要対策箇所の残り13か所
については、今年度より継続
的に着手しております。
また、奈良市通学路交通安全
プログラムに基づく、Ｃ・Ｄ
ブロックの小学校区の合同点
検により確認した、平成29年
度の要対策箇所39か所の対策
についても随時実施する。

Ａ

取り組み内容・成果等

通学路の緊急合同点検に基づ
き、要対策箇所73か所の内、
60か所の対策を実施した。
平成28～31年度までの目標値
については現在、教育総務課
において通学路交通安全プロ
グラムに基づく要対策箇所の
現場確認をおこなっており、
その取りまとめが完了後、箇
所数を目標として設定するこ
とができるため、今は記入で
きない。

奈良市通学路交通安全プログ
ラムに基づき、小学校区をＡ
～Ｄの４ブロックに分け、平
成27年度のＡ・Ｂブロックの
小学校区の合同点検により確
認した、要対策箇所61か所の
内、59か所の対策を実施し
た。
残る2か所についても来年度
に実施予定である。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ａ

子ども・子育て会議
における意見等

・通学路や公園については、
子ども会議でも多くのニーズ
があった。子ども会議からの
提案も活かしながら、進めて
いただきたい。

・早急の整備実施が必要なの
で、今後も継続してお願いし
たい。

意見等に対する対応状況

・子ども達の意見が反映でき
るよう通学路交通安全プログ
ラムに基づき、学校長・自治
会長・PTA代表及び教育総務
課と合同点検し現場を確認し
ている。
・来年度も事業を継続し、安
全確保のために引き続き通学
路の整備を推進する。

・当初予算のうち工事費につ
いては、順調に消化できた
が、用地買収に伴う交渉及び
補償に不測の時間を要し、公
有財産購入費等を繰越した。
ご指摘どおり、工事だけでは
なく速やかに用地を買収する
ために用地交渉も早期に着手
する。

・予算をしっかり消化し、早
期に実施してほしい。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ｃ Ｃ

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｃ Ｃ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 113 事業名 公園管理運営 部名 都市整備部 課名 公園緑地課

予算・決算額

(予算) 193,995 千円 (予算) 180,210

(決算)

平成26年度
実績値

千円 (決算)

688

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容

指標 管理する公園などの数身近な自然とのふれあいの場所、防災空間、良好な風致・景観を備えた
地域の形成等、多くの機能を有している公園・緑地の維持管理を行いま
す。

千円

千円

(決算) 192,118 千円 (決算) 176,265 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円 (予算)千円 (予算) 186,809

(目標) 708

(実績) 688 (実績)

目標値と実績値

(目標) 688 (目標) 688 (目標) 708 (目標) 708

708 (実績) (実績) (実績)

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ Ｂ

取り組み内容・成果等

公園の安全･安心の確保を図
るため、除草･剪定による都
市公園や緑地の維持管理及び
遊具の改修や安全点検に努め
る。

公園・緑地等を安全･安心で
快適な状態に保つために、除
草や樹木の剪定及び遊具の安
全点検・改修など行い維持管
理に努めた。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

公園施設の状況を的確に把握
し、安全性の向上に努める。
日ごろからの安全点検で遊具
の事故が発生しない安全な公
園施設を目指す。また、更な
る公園の遊具の安全確保を強
化するためにも、地域住民と
ともに安全意識の向上に努め
る。

年々管理する公園数が増加す
ることから、維持管理するた
めに必要な財源を確保する必
要がある。日ごろからの安全
点検で遊具の事故が発生しな
い安全な公園施設を目指し
て、地域住民とともに安全意
識の向上に努める。

意見等に対する対応状況

供用後、相当の年数を経過し
た公園も多くあり、特に遊具
における安全面の低下を招く
ことがないように財政的な対
応も含めて安全の確保に努め
る。

除草については以前のような
年3回の実施は、予算上厳し
い。公園は子どもたちの健全
育成を図るために設置してい
ます。安全に公園を利用して
いただけるよう維持管理に努
める。

・通学路や公園については、
子ども会議でも多くのニーズ
があった。子ども会議からの
提案も活かしながら、進めて
いただきたい。

・老朽化した遊具での事故
は、信頼を失い、利用者を減
らす原因となるので、安全の
確保に努めてほしい。

・児童公園では草刈が年2回
しか行われず(以前は3回)、
草が伸び放題となっている期
間が長く、公園としての体を
なしていない。保育所などで
は、子どものお散歩コースと
して活用しているところもあ
り、最低でも年3回は必要と
考える。

・園・学校の時間外の子ども
の居場所づくりは大切な問
題。子どもが安全に外で遊べ
る場所が不足していると思い
ます。遊具等の維持管理に費
用がかかるのならば、一定数
撤去しても良いとも思えま
す。ただの広場であっても子
どもたちは自由な発想で遊び
ますから、安全に遊べる広い
場所を確保して頂ければと思
います。

子ども・子育て会議
における意見等
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ｂ Ｂ

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｂ Ｂ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 114 事業名 公園整備事業 部名 都市整備部 課名 公園緑地課

予算・決算額

(予算) 35,052 千円 (予算) 40,146

(決算)

平成26年度
実績値

千円 (決算)

40

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容

指標
公園施設長寿命化計画に基づ
き危険度判定C,Dの施設につ
いて更新した遊具数都市公園の経年劣化による遊具等の公園施設の施設の改修を行います。

千円

千円

(決算) 35,052 千円 (決算) 0 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円 (予算)千円 (予算)
（繰越分 40,146）

71,146

(目標) 20

(実績) 3 (実績)

目標値と実績値

(目標) 3 (目標) 8 (目標) 16 (目標) 20

0 (実績) (実績) (実績)

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ Ｂ

取り組み内容・成果等

公園長寿命化計画策定業務を
完了した。

公園長寿命化計画にもとづき
遊具35基更新を計画したが、
地元との協議に不足の日数を
要したため、次年度に繰越と
なり平成29年度早期に完了す
る予定。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

長寿命化計画に基づき危険度
判定Dの公園施設について順
次改修を行っていく。

長寿命化計画に基づき危険度
判定C,Dの公園施設について
順次改修を行っていく。

意見等に対する対応状況

子どもの保護者や自治会から
の情報提供と長寿命化計画に
基づき調査した結果を照らし
合わせ危険度判定Dの公園施
設について順次改修を行って
いく。

長寿命化計画に基づき順次改
修を行っています。
遊具等の改修時は事前に地元
自治会と調整を行い実施して
います。その際に利用頻度の
低い遊具等は改修を行わず撤
去することも検討します。

・通学路や公園については、
子ども会議でも多くのニーズ
があった。子ども会議からの
提案も活かしながら、進めて
いただきたい。

・安全点検は、実際に使用し
ている子どもの保護者にも協
力を要請し、どの公園でどん
な改修が必要かを早期に把握
できるような取り組みが大切
かと思われる。

・都市公園の遊具改修や、施
設整備等は、子どもの遊び場
を確保するためにも非常に重
要な取り組みです。ぜひ、前
倒しですべての施設を早期に
改修してください。
・公園利用者への告知はして
いるのだろうか。利用者との
協働が必要では。

・園・学校の時間外の子ども
の居場所づくりは大切な問
題。子どもが安全に外で遊べ
る場所が不足していると思い
ます。遊具等の維持管理に費
用がかかるのならば、一定数
撤去しても良いとも思えま
す。ただの広場であっても子
どもたちは自由な発想で遊び
ますから、安全に遊べる広い
場所を確保して頂ければと思
います。

子ども・子育て会議
における意見等
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■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ｂ Ｂ

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

Ｂ Ｃ
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 115 事業名 公共賃貸住宅における多子世帯向けの優先入居制度の活用 部名 市民生活部 課名 住宅課

予算・決算額

(予算) ー 千円 (予算) ー

(決算)

平成26年度
実績値

千円 (決算)

1

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容

指標
多子世帯向け住宅の
新規募集件数（件）市営住宅の3ＤＫ若しくは3ＬＤＫの空家募集において、18歳未満の児童

が3人以上いる世帯（多子世帯）に対する優先入居制度を実施します。

千円

千円

(決算) ー 千円 (決算) ー 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円 (予算)千円 (予算) ー

(目標) ー

(実績) 1 (実績)

目標値と実績値

(目標) ー (目標) ー (目標) ー (目標) ー

1 (実績) (実績) (実績)

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ Ｂ

取り組み内容・成果等

多子世帯向けとして1件空家
募集し、1件入居した。予
算・決算額については、一般
向け住宅及び特定目的住宅の
空家修繕費に含まれるため、
多子世帯向住宅として個別で
計上していない。空家募集に
ついては、過去の応募状況等
を参考に、多子世帯向けを含
めた特定目的住宅の募集戸数
をその都度検討するため、目
標値は定めていない。

多子世帯向けとして1件空家
募集し、1件入居した。予
算・決算額については、一般
向け住宅及び特定目的住宅の
空家修繕費に含まれるため、
多子世帯向住宅として個別で
計上していない。空家募集に
ついては、過去の応募状況等
を参考に、多子世帯向けを含
めた特定目的住宅の募集戸数
をその都度検討するため、目
標値は定めていない。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

今後も現行の取り組み方針を
継続する。

今後も現行の取り組み方針を
継続する。

意見等に対する対応状況

・既存のしみんだよりやホー
ムページ・子育て世帯向け冊
子等による広報に加えて、さ
らなる広報活動を検討し、今
後も現行の取り組みを継続す
る。

より充実した事業となるよ
う、福祉部局等他課とも連携
しながら周知に努めます。

・空家募集の広報活動を強化
し、より多くの方々に知って
もらえるよう、引き続き取り
進めてほしい。

・需要のある世帯に対して、
こういった制度があることが
どれくらい周知されているの
かという点があると思いま
す。

平成27年度

子ども・子育て会議
における意見等

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

― ―
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■基本情報

■事業の取組状況

■事業の進捗状況に対する担当課評価及び奈良市子ども・子育て会議における意見等

■奈良市子どもにやさしいまちづくり条例第11条第2項の規定に対する担当課評価

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン　事業評価シート

事業Ｎｏ 116 事業名 公共賃貸住宅における子育て世帯向けの優先入居制度の活用 部名 市民生活部 課名 住宅課

予算・決算額

(予算) 26,000 千円 (予算) 15,600

(決算)

平成26年度
実績値

千円 (決算)

20

量の見込みと確保方策（事業計画第5章）対象事業 該当なし

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業内容

指標
子育て世帯向け住宅の
新規募集件数（件）市営住宅の空家募集において、同居親族に小学校就学前の児童がいる

世帯（子育て世帯）に対する優先入居制度を実施します。

千円

千円

(決算) 25,429 千円 (決算) 15,015 千円 (決算) 千円

千円 (予算) 千円 (予算)千円 (予算) 13,000

(目標) 10

(実績) 22 (実績)

目標値と実績値

(目標) 20 (目標) 12 (目標) 10 (目標) 10

12 (実績) (実績) (実績)

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当課評価 Ｂ Ｂ

取り組み内容・成果等

子育て世帯向けとして22件
空家募集し、20件入居し
た。

子育て世帯向けとして12件
空家募集し、12件入居し
た。

取り組みの方向性
（課題・改善点等）

22件中2件については、募集
したにも関わらず応募がな
かった。今後は、子育て世
帯の需要をより見極め、募
集住宅を選定する。

12件中3件については、当該
募集月では応募がなく、次
回以降の募集等で入居し
た。
今後は、子育て世帯の需要
をより見極め、募集住宅を
選定する。

意見等に対する対応状況

・既存のしみんだよりや
ホームページ・子育て世帯
向け冊子等による広報に加
えて、さらなる広報活動を
検討し、今後も現行の取り
組みを継続する。
・民間賃貸住宅の活用によ
る家賃補助制度への転換を
検討する。

現行の事業を継続しつつ、
民間の賃貸住宅の活用につ
いては、奈良県が補助する
特定優良賃貸住宅や、平成
２９年度から開始された
「新たな住宅セーフティ
ネット」等についても福祉
部局と連携して周知しま
す。

・空家募集の広報活動を強
化し、より多くの方々に
知ってもらえるよう、引き
続き取り進めてほしい。
・民間賃貸住宅の活用によ
る家賃補助制度への転換を
検討すべきではないか。住
居費の負担は大きいため市
の財政負担も大きいが、出
生率のアップや人口増にも
つながるのではないか。

・需要のある世帯に対し
て、こういった制度がある
ことがどれくらい周知され
ているのかという点がある
と思います。
・親の通勤、子の通学等の
関係から引越までして生活
圏域を変更するにはマイナ
ス面も多く使い勝手が悪
い。他市町村のように民間
の賃貸住宅も活用し思い
切って家賃補助制度への転
換を検討すべき。住居費の
負担は大きいため市の財政
出動も大きいが、出生率の
アップや人口増にもつなが
り、将来的には税収増につ
なげられるのでは。本計
画、本条例の理念にも合致
し、子育てしやすいまち奈
良市のシンボル的な事業と
なる可能性があると考え
る。

平成27年度

子ども・子育て会議
における意見等

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担
当
課
評
価

子ども及びその関係者に
対して適切な情報を提供
しましたか

Ａ Ａ

子どもが意見表明や参加
する機会を設けるよう努め
ましたか

― ―

24 / 24 ページ



 

 

 

 

 

 

 

 

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン 

（中間見直し）素案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成３０年１月３１日 

奈良市子ども未来部子ども政策課 

 

 

資料３ 



 



――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

目 次 

 

 

第１章 計画の見直しにあたって 

 

１ 奈良市子どもにやさしいまちづくりプランについて ························· 1 

２ 中間年の見直しについて ················································· 1 

３ 計画の期間について ····················································· 1 

４ 奈良市子育てに関するアンケート調査等について ··························· 2 

５ 推計児童数について ····················································· 2 

 

 

第２章 中間年の見直しについて 

 

１ 教育・保育の量の見込みと確保方策について ······························· 3 

 

２ 地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策について ·············· 12 

（１）利用者支援事業 ·················································· 13 

  （２）時間外保育事業（延長保育事業） ·································· 14 

（３）放課後児童健全育成事業（バンビーホーム等） ······················ 16 

（４）児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん訪問） ···················· 18 

（５）地域子育て支援拠点事業（子育て広場） ···························· 20 

（６）一時預かり事業 ·················································· 22 

   ①幼稚園における在園児を対象とした一時預かり ···················· 22 

②保育所等における一時預かり ···································· 24 

（７）病児・病後児保育事業 ············································ 26 

  （８）子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業） ···· 27 

（９）妊婦健康診査事業 ················································ 28 

 

 

資料編 

        進捗管理事業一覧 ············································ (別冊) 

 



――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

第1章 計画の見直しにあたって 

１ 奈良市子どもにやさしいまちづくりプランについて 

本市では、子ども・子育て関連 3法に基づき、平成 27年 3月に奈良市子どもにやさ

しいまちづくりプラン（計画年度：平成 27～31年度、以下「計画」）を策定し、教育・

保育の提供体制等の確保の施策を実施してきました。しかしながら、計画策定から 2年

が経過し、実際の利用状況と計画策定時の見込み値にかい離が生じている事業がありま

す。実際の利用希望に応じ適切に事業を行うため、本年度中間見直しを行うこととしま

した。 

 

２ 中間年の見直しについて 

本計画は平成 27年度から平成 31年度までの５か年を計画期間とし、計画内容と実

態にかい離が生じた場合は、中間年を目安に見直しを行うものとしています。 

中間見直しに係る内閣府通知においては、まず推計児童数について最新の諸情勢を踏

まえて再度推計し数値を補正すること、また最新の認定区分ごとに児童数に占める支給

認定子どもの割合をもって量の見込みを算出することを基本としつつ、各事業において

補正の要素を加味することとされており、その内容を踏まえた見直し等を行います。 

 

１． 教育・保育の提供体制 

教育・保育提供区域ごとの児童数の推移や保育利用率について、当初計画と実績に 

かい離があるため、平成30年度、31年度の量の見込みと確保方策を見直しします。 

２． 地域子ども・子育て支援事業 

 13事業のうち、ニーズ量の見込みと実際の利用状況にかい離がある事業や確保方

策等に変更のある事業について見直しを行います。 

 

３ 計画の期間について 

平成 27年度から 31年度までの計画期間のうち、平成 30年度及び 31年度につい

て見直しを行います。 

 

 

1 



 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

0～5歳 6歳～11歳 0～5歳 6歳～11歳 0～5歳 6歳～11歳

中央 春日、三笠、若草、飛鳥 3,941 4,217 3,895 4,229 -1.2% 0.3%

西部北
登美ヶ丘、平城西、二名、

平城、登美ヶ丘北、平城東
4,163 4,958 4,121 4,976 -1.0% 0.4%

西部南
伏見、富雄、京西、富雄

南、都跡、富雄第三
5,725 6,320 5,619 6,338 -1.9% 0.3%

南部 都南 1,183 1,227 1,141 1,229 -3.6% 0.2%

東部
田原、興東館柳生、月ヶ

372 468 361 464 -3.0% -0.9%

15,384 17,190 15,137 17,236 -1.6% 0.3%市全体

平成31年度の推計児童数（人）

見直し前 見直し後
推計値の増減

中学校区区域

教育・保育提供区域

４ 奈良市子育てに関するアンケート調査等について 

アンケート調査については、対象やその内容を平成 25年に行ったニーズ調査をベー

スに行い、同時に子育て中の方々の声を聴くためヒアリング調査も実施しました。この

調査によりニーズを確認するとともに、今後の事業の方向性を検討するにあたって、市

民の方の声を生かしていきたいと考えています。 

 

 

５ 推計児童数について 

過去の実績人口の動静から変化率を求め、将来人口を推計しています。児童数は全市

的に減少傾向にあり、計画策定時の推計値より本年度 4月における児童数が年齢によっ

ては 10％以上かい離のある地区もあるため、再度全体を算出し最新の値に置き換えま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 



提供区域：5つの提供区域

【教育・保育の量の見込みと確保方策について】

子ども・子育て関連3法に基づき、教育・保育について、5年間の量の見込み（利用に関する

ニーズ量）とその確保方策（量の見込みに対する受け皿の整備と実施時期）を定めていま

す。

【現況】

当初見込みよりも、1号認定ニーズが減少し、2・3号認定ニーズについては増加している状況

であり、かい離が見られます。

【量の見込みの考え方】

推計児童数の修正及び保育希望率の実績より見直します。

当初：見込み＝推計児童数×潜在家庭類型×利用意向

見直し：見込み＝推計児童数×保育希望率（実績×過去の保育希望率の伸び）

【今後の方向性】

大規模開発による子育て世代の人口流入や、女性の就労率増加によるニーズ量の増加を加味しつ

つつ、今後も既存施設の認定こども園化や新設保育所の設置等により、受け皿を確保していきます。

【平成27年度当初計画】

【平成27年度実績値】

3

1 教育・保育の量の見込みと確保方策における実績値及び見直し案について

＜市全域＞

＜市全域＞

1号

教育希望

が強い
左記以外

5,350 2,554

4,366 570 3,047 2,133 614

52.0% 39.9% 24.0%

特定教育・保育施設 3,753 2,005 657

確認を受けない教育・保育施設 0 0 0

特定地域型保育事業 17 7

計 3,753 2,022 664

0 ▲ 111 0

児童数推計

5,468

2号 3号

ニーズ量の見込み

保育希望率

当初計画

8,399

43.1%

3歳児以上

教育希望

3歳児以上保育必要
1・2歳

保育必要

0歳

保育必要

不足分 0

確保方策

3,124

2,344

1号

教育希望

が強い
左記以外

5,368 2,519

3,727 379 3,464 2,149 606

44.3% 40.0% 24.1%

特定教育・保育施設 3,738 1,994 663

確認を受けない教育・保育施設 0 0 0

特定地域型保育事業 17 7

計 3,738 2,011 670

0 ▲ 138 0

実績値

5,468

ニーズ量の見込み

保育希望率 45.7%

3歳児以上

教育希望

3歳児以上保育必要
1・2歳

保育必要

0歳

保育必要

2号 3号

2,344

不足分 0

確保方策

3,124

児童数推計 8,408



【平成28年度当初計画】

【平成28年度実績値】

【平成29年度当初計画】

【平成29年度実績値】

4

＜市全域＞

＜市全域＞

＜市全域＞

＜市全域＞

1号

教育希望

が強い
左記以外

5,246 2,515

4,311 561 3,011 2,140 620

52.0% 40.8% 24.7%

特定教育・保育施設 3,753 2,005 657

確認を受けない教育・保育施設 0 0 0

特定地域型保育事業 17 7

計 3,753 2,022 664

0 ▲ 118 0

3号2号

0

確保方策

不足分

3,149

2,344

5,493

1・2歳

保育必要

0歳

保育必要

8,297

43.1%

3歳児以上

教育希望

3歳児以上保育必要
当初計画

児童数推計

ニーズ量の見込み

保育希望率

1号

教育希望

が強い
左記以外

5,212 2,476

4,241 551 2,961 2,162 621

52.0% 41.5% 25.1%

特定教育・保育施設 3,753 2,025 657

確認を受けない教育・保育施設 0 0 0

特定地域型保育事業 62 19

計 3,753 2,087 676

0 ▲ 75 0

当初計画

児童数推計

ニーズ量の見込み

保育希望率

確保方策

不足分

2,924

2,344

5,268

0

3歳児以上

教育希望

3歳児以上保育必要
1・2歳

保育必要

0歳

保育必要

8,163

43.0%

2号 3号

1号

教育希望

が強い
左記以外

5,222 2,476

3,574 413 3,480 2,121 655

43.0% 40.6% 26.5%

特定教育・保育施設 3,648 1,992 666

確認を受けない教育・保育施設 0 0 0

特定地域型保育事業 56 25

計 3,648 2,048 691

0 ▲ 73 0不足分 0

3号

3歳児以上

教育希望

3歳児以上保育必要
1・2歳

保育必要

実績値

8,311

3,144

46.8%

ニーズ量の見込み

保育希望率

確保方策

0歳

保育必要

2,344

5,488

2号

児童数推計

1号

教育希望

が強い
左記以外

5,131 2,387

3,596 441 3,409 2,189 674

44.3% 42.7% 28.2%

特定教育・保育施設 3,650 2,014 673

確認を受けない教育・保育施設 32 68 18

特定地域型保育事業 56 25

計 3,682 2,138 716

0 ▲ 51 0

2,344

5,325

0

3号

3歳児以上

教育希望

3歳児以上保育必要
1・2歳

保育必要

0歳

保育必要

2号

2,981

8,126

47.4%

実績値

児童数推計

ニーズ量の見込み

保育希望率

確保方策

不足分



【平成30年度当初計画】

【平成30年度見直し案】

【平成31年度当初計画】

【平成31年度見直し案】

5

＜市全域＞

＜市全域＞

＜市全域＞

＜市全域＞

1号

教育希望

が強い
左記以外

5,132 2,448

4,193 547 2,929 2,128 613

52.0% 41.5% 25.0%

特定教育・保育施設 4,123 2,129 666

確認を受けない教育・保育施設 0 0 0

特定地域型保育事業 103 30

計 4,123 2,232 696

0 0 0

当初計画

児童数推計

ニーズ量の見込み

保育希望率

確保方策

不足分

2,674

2,259

4,933

0

3号2号

3歳児以上

教育希望

3歳児以上保育必要
1・2歳

保育必要

0歳

保育必要

8,068

43.1%

1号

教育希望

が強い
左記以外

5,062 2,397

4,118 535 2,877 2,100 600

52.0% 41.5% 25.0%

特定教育・保育施設 4,233 2,129 666

確認を受けない教育・保育施設 0 0 0

特定地域型保育事業 103 30

計 4,233 2,232 696

0 0 0

当初計画

児童数推計

ニーズ量の見込み

保育希望率

確保方策

不足分

2号 3号

3歳児以上

教育希望

3歳児以上保育必要
1・2歳

保育必要

0歳

保育必要

7,925

43.1%

2,639

2,259

4,898

0

1号

教育希望

が強い
左記以外

5,005 2,391

3,501 474 3,435 2,194 708

43.6% 43.8% 29.6%

特定教育・保育施設 3,925 2,167 744

確認を受けない教育・保育施設 159 205 71

特定地域型保育事業 52 24

計 4,084 2,424 839

0 0 0

3歳児以上

教育希望

3歳児以上保育必要
1・2歳

保育必要

保育希望率

8,037

48.6%

0歳

保育必要

3,112

2,235

5,347

2号 3号

確保方策

不足分

見直し案

児童数推計

ニーズ量の見込み

0

1号

教育希望

が強い
左記以外

4,939 2,340

3,368 499 3,420 2,224 726

42.9% 45.0% 31.0%

特定教育・保育施設 4,000 2,197 759

確認を受けない教育・保育施設 166 209 73

特定地域型保育事業 52 24

計 4,166 2,458 856

0 0 00

7,858

49.9%

3,082

2,235

5,317

2号 3号

3歳児以上

教育希望

3歳児以上保育必要
1・2歳

保育必要

0歳

保育必要

見直し案

児童数推計

ニーズ量の見込み

保育希望率

確保方策

不足分



【平成27年度当初計画】

【平成27年度実績値】

6

＜提供区域別＞

＜提供区域別＞

1号

教育希望

が強い
左記以外

1,097 103 841 774 227

51.7% 56.1% 33.7%

特定教育・保育施設 1,238 720 227

確認を受けない教育・保育施設 0 0 0

特定地域型保育事業 0 0

計 1,238 720 227

0 ▲ 54 0

1,256 126 769 485 127

54.7% 33.6% 18.7%

特定教育・保育施設 967 505 160

確認を受けない教育・保育施設 0 0 0

特定地域型保育事業 0 0

計 967 505 160

0 0 0

1,723 303 1,027 669 207

54.9% 33.7% 22.0%

特定教育・保育施設 1,037 526 195

確認を受けない教育・保育施設 0 0 0

特定地域型保育事業 17 7

計 1,037 543 202

0 ▲ 126 ▲ 5

215 34 293 163 45

34.1% 39.0% 22.1%

特定教育・保育施設 319 176 60

確認を受けない教育・保育施設 0 0 0

特定地域型保育事業 0 0

計 319 176 60

0 0 0

75 4 117 42 8

35.2% 33.6% 13.8%

特定教育・保育施設 192 78 15

確認を受けない教育・保育施設 0 0 0

特定地域型保育事業 0 0

計 192 78 15

0 0 0

確

保

方

策

150

0
東

部

量の見込み

保育希望率 56.8%

150

不足分 0

確

保

方

策

245

0
南

部

量の見込み

保育希望率 51.9%

245

不足分 ▲ 4

確

保

方

策

1,211

1,049

西

部

南

量の見込み

保育希望率 42.3%

2,260

不足分 0

確

保

方

策

993

472

西

部

北

量の見込み

保育希望率 39.0%

1,465

不足分 0

確

保

方

策

560

823
中

央

量の見込み

保育希望率 44.5%

1,383

不足分 0

当初計画

2号 3号

3歳以上教

育希望

3歳以上保育必要
1・2歳

保育必要

0歳

保育必要

1号

教育希望

が強い
左記以外

984 120 1,217 771 204

40.6% 55.7% 29.8%

特定教育・保育施設 1,238 720 227

確認を受けない教育・保育施設 0 0 0

特定地域型保育事業 0 0

計 1,238 720 227

0 ▲ 51 0

983 82 837 524 166

44.8% 36.2% 24.1%

特定教育・保育施設 953 499 160

確認を受けない教育・保育施設 0 0 0

特定地域型保育事業 0 0

計 953 499 160

0 ▲ 25 ▲ 6

1,622 172 1,038 662 198

54.2% 33.2% 21.7%

特定教育・保育施設 1,036 521 201

確認を受けない教育・保育施設 0 0 0

特定地域型保育事業 17 7

計 1,036 538 208

▲ 2 ▲ 124 0

105 1 254 142 29

17.9% 33.7% 16.3%

特定教育・保育施設 319 176 60

確認を受けない教育・保育施設 0 0 0

特定地域型保育事業 0 0

計 319 176 60

0 0 0

33 4 118 50 9

15.6% 40.7% 17.0%

特定教育・保育施設 192 78 15

確認を受けない教育・保育施設 0 0 0

特定地域型保育事業 0 0

計 192 78 15

0 0 0

確

保

方

策

115

0

確

保

方

策

245

東

部

量の見込み

保育希望率 57.5%

115

不足分 0

0
南

部

量の見込み

保育希望率 43.5%

245

不足分 0

確

保

方

策

1,211

1,049

確

保

方

策

993

西

部

南

量の見込み

保育希望率 40.5%

2,260

不足分 0

472

西

部

北

量の見込み

保育希望率 41.9%

1,465

不足分 0

不足分 0

確

保

方

策

560

823
中

央

量の見込み

保育希望率 55.2%

1,383

実績値

2号 3号

3歳以上教

育希望

3歳以上保育必要
1・2歳

保育必要

0歳

保育必要



【平成28年度当初計画】

【平成28年度実績値】

7

＜提供区域別＞

＜提供区域別＞

1号

教育希望

が強い
左記以外

1,084 101 832 780 231

51.7% 57.6% 34.7%

特定教育・保育施設 1,238 720 227

確認を受けない教育・保育施設 0 0 0

特定地域型保育事業 13 6

計 1,238 720 227

0 ▲ 60 ▲ 4

1,239 124 760 481 126

54.7% 34.1% 18.8%

特定教育・保育施設 967 505 160

確認を受けない教育・保育施設 0 0 0

特定地域型保育事業 0 0

計 967 505 160

0 0 0

1,701 299 1,013 669 210

54.8% 34.4% 22.7%

特定教育・保育施設 1,037 526 195

確認を受けない教育・保育施設 0 0 0

特定地域型保育事業 17 7

計 1,037 543 202

0 ▲ 126 ▲ 8

212 33 289 168 45

34.1% 40.7% 22.3%

特定教育・保育施設 319 176 60

確認を受けない教育・保育施設 0 0 0

特定地域型保育事業 0 0

計 319 176 60

0 0 0

75 4 117 42 8

35.4% 34.3% 14.0%

特定教育・保育施設 192 78 15

確認を受けない教育・保育施設 0 0 0

特定地域型保育事業 0 0

計 192 78 15

0 0 0

当初計画

中

央

量の見込み

保育希望率

確

保

方

策

不足分

西

部

北

量の見込み

保育希望率

確

保

方

策

不足分

東

部

量の見込み

保育希望率

確

保

方

策

不足分

140

0

57.1%

140

0

南

部

量の見込み

保育希望率

確

保

方

策

不足分

245

0

51.8%

245

0

西

部

南

量の見込み

保育希望率

確

保

方

策

不足分

1,211

1,049

42.3%

2,260

0

993

472

39.0%

1,465

0

560

823

44.5%

1,383

0

3歳以上

教育希望

3歳以上保育必要
1・2歳

保育必要

0歳

保育必要

2号 3号

1号

教育希望

が強い
左記以外

944 125 1,208 738 234

39.4% 54.7% 34.9%

特定教育・保育施設 1,238 720 227

確認を受けない教育・保育施設 0 0 0

特定地域型保育事業 13 6

計 1,238 733 233

0 ▲ 5 ▲ 1

941 93 898 534 166

43.4% 37.9% 24.5%

特定教育・保育施設 928 499 160

確認を受けない教育・保育施設 0 0 0

特定地域型保育事業 0 0

計 928 499 160

0 ▲ 35 ▲ 6

1,546 187 1,011 675 215

52.3% 34.9% 23.9%

特定教育・保育施設 1,007 527 204

確認を受けない教育・保育施設 0 0 0

特定地域型保育事業 43 19

計 1,007 570 223

▲ 4 ▲ 105 0

109 1 238 130 30

18.8% 31.7% 17.1%

特定教育・保育施設 313 176 60

確認を受けない教育・保育施設 0 0 0

特定地域型保育事業 0 0

計 313 176 60

0 0 0

34 7 125 44 10

16.1% 37.0% 18.9%

特定教育・保育施設 162 70 15

確認を受けない教育・保育施設 0 0 0

特定地域型保育事業 0 0

計 162 70 15

0 0 0

保育希望率

確

保

方

策

実績値

中

央

量の見込み

保育希望率

確

保

方

策

不足分

東

部

量の見込み

保育希望率

確

保

方

策

不足分

保育希望率

確

保

方

策

不足分

西

部

南

量の見込み

保育希望率

確

保

方

策

不足分

不足分

153

0

251

62.6%

153

0

0

41.3%

251

0

南

部

量の見込み

1,219

1,049

1,031

40.5%

2,268

0

472

45.8%

1,503

0

西

部

北

量の見込み

0

490

823

55.6%

1,313

3歳以上

教育希望

3歳以上保育必要
1・2歳

保育必要

0歳保

育必要

2号 3号



【平成29年度当初計画】

【平成29年度実績値】

8

＜提供区域別＞

＜提供区域別＞

1号

教育希望

が強い
左記以外

1,065 100 818 788 233

51.7% 58.7% 35.5%

特定教育・保育施設 1,238 720 227

確認を受けない教育・保育施設 0 0 0

特定地域型保育事業 15 4

計 1,238 735 231

0 ▲ 53 ▲ 2

1,222 121 749 485 124

54.7% 34.5% 18.9%

特定教育・保育施設 967 515 160

確認を受けない教育・保育施設 0 0 0

特定地域型保育事業 0 0

計 967 515 160

0 0 0

1,671 293 995 675 212

54.8% 34.9% 23.2%

特定教育・保育施設 1,037 536 195

確認を受けない教育・保育施設 0 0 0

特定地域型保育事業 47 15

計 1,037 583 210

0 ▲ 92 ▲ 2

209 33 285 172 44

34.2% 42.0% 22.5%

特定教育・保育施設 319 176 60

確認を受けない教育・保育施設 0 0 0

特定地域型保育事業 0 0

計 319 176 60

0 0 0

74 3 114 42 8

35.4% 34.8% 14.1%

特定教育・保育施設 192 78 15

確認を受けない教育・保育施設 0 0 0

特定地域型保育事業 0 0

計 192 78 15

0 0 0

当初計画

中

央

量の見込み

保育希望率

確

保

方

策

不足分

西

部

北

量の見込み

保育希望率

確

保

方

策

不足分

東

部

量の見込み

保育希望率

確

保

方

策

不足分

105

56.0%

0

105

0

南

部

量の見込み

保育希望率

確

保

方

策

不足分

245

52.0%

0

245

0

西

部

南

量の見込み

保育希望率

確

保

方

策

不足分

1,136

42.3%

1,049

2,185

0

878

38.9%

472

1,350

0

560

44.6%

823

1,383

0

3歳以上

教育希望

3歳以上保育必要
1・2歳

保育必要

0歳保育

必要

2号 3号

1号

教育希望

が強い
左記以外

949 133 1,172 763 223

40.3% 57.7% 34.5%

特定教育・保育施設 1,238 743 235

確認を受けない教育・保育施設 28 65 17

特定地域型保育事業 13 6

計 1,266 821 258

0 0 0

1,013 99 888 557 187

48.5% 40.3% 28.5%

特定教育・保育施設 945 510 162

確認を受けない教育・保育施設 4 3 1

特定地域型保育事業 0 0

計 949 513 163

0 ▲ 44 ▲ 24

1,491 200 1,006 716 215

51.6% 37.6% 24.9%

特定教育・保育施設 1,007 527 204

確認を受けない教育・保育施設 0 0 0

特定地域型保育事業 43 19

計 1,007 570 223

0 ▲ 146 0

104 1 237 113 39

18.4% 28.0% 23.2%

特定教育・保育施設 298 164 57

確認を受けない教育・保育施設 0 0 0

特定地域型保育事業 0 0

計 298 164 57

0 0 0

39 8 106 40 10

18.5% 34.2% 19.2%

特定教育・保育施設 162 70 15

確認を受けない教育・保育施設 0 0 0

特定地域型保育事業 0 0

計 162 70 15

0 0 0

実績値

中

央

量の見込み

保育希望率

確

保

方

策

不足分

西

部

北

量の見込み

保育希望率

確

保

方

策

不足分

西

部

南

量の見込み

保育希望率

確

保

方

策

不足分

東

部

量の見込み

保育希望率

確

保

方

策

不足分

確

保

方

策

不足分

211
南

部

量の見込み

保育希望率

55.3%

0

83

0

83

42.1%

0

211

0

1,184

41.8%

1,049

2,233

0

995

0

46.7%

472

1,467

0

508

55.5%

823

1,331

3歳以上

教育希望

3歳以上保育必要
1・2歳

保育必要

0歳

保育必要

2号 3号



【平成30年度当初計画】

【平成30年度見直し案】

9

＜提供区域別＞

＜提供区域別＞

1号

教育希望

が強い
左記以外

1,053 99 808 777 230

51.7% 58.7% 35.5%

特定教育・保育施設 1,348 764 236

確認を受けない教育・保育施設 0 0 0

特定地域型保育事業 30 8

計 1,348 794 244

0 0 0

1,205 121 739 477 123

54.7% 34.5% 18.9%

特定教育・保育施設 1,047 515 160

確認を受けない教育・保育施設 0 0 0

特定地域型保育事業 0 0

計 1,047 515 160

0 0 0

1,655 291 987 664 209

54.9% 34.9% 23.2%

特定教育・保育施設 1,217 596 195

確認を受けない教育・保育施設 0 0 0

特定地域型保育事業 73 22

計 1,217 669 217

0 0 0

207 32 281 169 44

34.2% 42.0% 22.5%

特定教育・保育施設 319 176 60

確認を受けない教育・保育施設 0 0 0

特定地域型保育事業 0 0

計 319 176 60

0 0 0

73 4 114 41 7

35.3% 34.8% 14.1%

特定教育・保育施設 192 78 15

確認を受けない教育・保育施設 0 0 0

特定地域型保育事業 0 0

計 192 78 15

0 0 00

0
東

部

量の見込み

保育希望率

確

保

方

策

不足分

57.0%

105

105

0

0
南

部

量の見込み

保育希望率

確

保

方

策

不足分

51.7%

245

245

0

1,049

西

部

南

量の見込み

保育希望率

確

保

方

策

不足分

42.4%

1,051

2,100

0

472

西

部

北

量の見込み

保育希望率

確

保

方

策

不足分

39.0%

858

1,330

0

738
中

央

量の見込み

保育希望率

確

保

方

策

不足分

44.6%

415

1,153

2号 3号

1・2歳

保育必要

0歳

保育必要

3歳以上

教育希望

3歳以上保育必要
当初計画

1号

教育希望

が強い
左記以外

924 143 1,181 765 234

39.7% 59.2% 36.1%

特定教育・保育施設 1,256 756 240

確認を受けない教育・保育施設 38 101 30

特定地域型保育事業 13 6

計 1,294 870 276

0 0 0

986 107 895 558 196

47.2% 41.4% 30.0%

特定教育・保育施設 1,082 578 188

確認を受けない教育・保育施設 11 15 12

特定地域型保育事業 0 0

計 1,093 593 200

0 0 0

1,452 215 1,014 718 226

50.8% 38.6% 26.0%

特定教育・保育施設 1,127 602 241

確認を受けない教育・保育施設 40 59 19

特定地域型保育事業 39 18

計 1,167 700 278

0 ▲ 18 0

101 1 239 113 41

18.2% 28.9% 24.2%

特定教育・保育施設 298 164 57

確認を受けない教育・保育施設 70 30 10

特定地域型保育事業 0 0

計 368 194 67

0 0 0

38 8 106 40 11

18.4% 35.2% 20.2%

特定教育・保育施設 162 67 18

確認を受けない教育・保育施設 0 0 0

特定地域型保育事業 0 0

計 162 67 18

0 0 00

0
東

部

量の見込み

保育希望率

確

保

方

策

不足分

83

55.1%

83

43.0%

南

部

量の見込み

保育希望率

確

保

方

策

不足分

211

211

0

0

0

1,049

西

部

南

量の見込み

保育希望率

確

保

方

策

不足分

2,163

43.0%

1,114

48.0%

西

部

北

量の見込み

保育希望率

確

保

方

策

不足分

1,507

1,035

0

472

1,383

0

中

央

量の見込み

保育希望率

確

保

方

策

不足分

714

56.9%

669

3歳以上

教育希望

3歳以上保育必要
見直し案

2号 3号

1・2歳

保育必要

0歳

保育必要



【平成3１年度当初計画】

【平成3１年度見直し案】

10

＜提供区域別＞

＜提供区域別＞

1号

教育希望

が強い
左記以外

1,035 97 794 767 225

51.8% 58.7% 35.5%

特定教育・保育施設 1,408 764 236

確認を受けない教育・保育施設 0 0 0

特定地域型保育事業 30 8

計 1,408 794 244

0 0 0

1,184 118 726 470 120

54.7% 34.5% 18.9%

特定教育・保育施設 1,047 515 160

確認を受けない教育・保育施設 0 0 0

特定地域型保育事業 0 0

計 1,047 515 160

0 0 0

1,625 284 968 656 205

54.9% 34.9% 23.2%

特定教育・保育施設 1,237 596 195

確認を受けない教育・保育施設 0 0 0

特定地域型保育事業 73 22

計 1,237 669 217

0 0 0

203 32 277 167 43

34.1% 42.0% 22.5%

特定教育・保育施設 349 176 60

確認を受けない教育・保育施設 0 0 0

特定地域型保育事業 0 0

計 349 176 60

0 0 0

71 4 112 40 7

35.0% 34.8% 14.1%

特定教育・保育施設 192 78 15

確認を受けない教育・保育施設 0 0 0

特定地域型保育事業 0 0

計 192 78 15

0 0 00

0

57.1%

105

105

東

部

量の見込み

保育希望率

確

保

方

策

不足分

0

0

51.9%

245

245

南

部

量の見込み

保育希望率

確

保

方

策

不足分

0

1,049

42.3%

1,016

2,065

西

部

南

量の見込み

保育希望率

確

保

方

策

不足分

0

472

西

部

北

量の見込み

保育希望率

確

保

方

策

不足分

39.0%

858

1,330

0

738
中

央

量の見込み

保育希望率

確

保

方

策

不足分

44.6%

415

1,153

3歳以上

教育希望

3歳以上保育必要
1・2歳

保育必要

0歳

保育必要

当初計画

2号 3号

1号

教育希望

が強い
左記以外

889 151 1,176 775 240

38.9% 60.8% 37.8%

特定教育・保育施設 1,256 756 240

確認を受けない教育・保育施設 38 101 30

特定地域型保育事業 13 6

計 1,294 870 276

0 0 0

949 112 891 566 201

46.4% 42.5% 31.4%

特定教育・保育施設 1,082 578 188

確認を受けない教育・保育施設 18 19 14

特定地域型保育事業 0 0

計 1,100 597 202

0 0 0

1,396 226 1,009 727 232

50.1% 39.7% 27.3%

特定教育・保育施設 1,202 632 256

確認を受けない教育・保育施設 40 59 19

特定地域型保育事業 39 18

計 1,242 730 293

0 0 0

97 1 238 115 42

17.9% 29.7% 25.5%

特定教育・保育施設 298 164 57

確認を受けない教育・保育施設 70 30 10

特定地域型保育事業 0 0

計 368 194 67

0 0 0

37 9 106 41 11

18.4% 36.0% 22.0%

特定教育・保育施設 162 67 18

確認を受けない教育・保育施設 0 0 0

特定地域型保育事業 0 0

計 162 67 18

0 0 0

南

部

量の見込み

保育希望率

確

保

方

策

不足分

東

部

量の見込み

保育希望率

確

保

方

策

不足分 0

0

58.0%

83

83

43.9%

211

211

0

0

0

1,049

西

部

南

量の見込み

保育希望率

確

保

方

策

不足分

44.3%

1,084

2,133

49.1%

確

保

方

策

不足分

1,035

1,507

0

472

西

部

北

量の見込み

保育希望率

1,383

0不足分

中

央

量の見込み

保育希望率

確

保

方

策

714

58.1%

669

3歳以上保育必要
1・2歳

保育必要

0歳

保育必要

見直し案

2号 3号

3歳以上

教育希望



11



【見直しの基準】

１）推計児童数を見直すため、児童数や対象者数を基に見込んでいる事業は見直しを行います。

２）H28年度実績値と計画値に概ね10％以上のかい離がある場合、量の見込みを見直します。

３）その他、確保方策に変更がある場合等は見直しを行います。

【地域子ども・子育て支援事業】

① 利用者支援事業

② 時間外保育事業（延長保育事業）

③ 放課後児童健全育成事業（バンビーホーム等）

④ 子育て短期支援事業（ショートステイ等）

⑤ 乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん訪問）

⑥ 養育支援訪問事業

⑦ 地域子育て支援拠点事業（子育て広場）

⑧ 一時預かり事業

（1） 幼稚園における在園児を対象とした一時預かり（預かり保育）

（2） 保育所等における一時預かり

⑨ 病児・病後児保育事業

⑩ 子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業）

⑪ 妊婦健康診査事業

⑫ 実費徴収に係る補足給付を行う事業

⑬ 多様な事業者の参入促進・能力活用事業

12

　子ども・子育て支援法第５９条では、「各区市町村は自ら策定した子ども・子育て支援事業計画（以下「計画」と
いう。）に沿って、同法第１～１３号の掲げられている地域子ども・子育て支援事業（以下「１３事業」という。）を行う
こととされています。
　１３事業について、以下の基準に照らし見込み量等を見直したものは①利用者支援事業、②時間外保育事業
（延長保育事業）、③放課後児童健全育成事業（バンビーホーム等）、⑤乳児家庭全戸訪問事業【こんにちは赤
ちゃん訪問）、⑦地域子育て支援拠点事業（子育て広場）、⑧一時預かり事業、⑨病児・病後児保育事業、⑩子
育て援助活動支援事業、⑪妊婦健康診査事業の９事業です。

２　地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策について



1 利用者支援事業

【現況】

【量の見込みの考え方】

【今後の方向性】

【量の見込みと確保方策】

＜市全域＞

＜市全域＞

13

（単位：箇所）

2

1 1 2 2 2

1 1 2 2

　利用者支援事業の類型に、事業計画策定時になかった母子保健型が平成27年度より追加され、本市で
も実施していますが、この内容が事業計画に反映されていないため見直しします。

　妊娠・出産・育児期の切れ目ない支援に向け、各利用者支援事業に従事する職員のスキルアップを図り
ます。また、適切な情報提供のための利用者支援事業三類型の連携強化を図るとともに、その他地域子育
て支援拠点等関係機関との連携を推進し、地域の子育て支援事業等の情報提供及び必要に応じ相談・助
言等が適切に行えるようにします。
　また、子育て中の親子の集いの場になっている地域子育て支援拠点においても、教育・保育施設や地域
の子育て支援事業等の情報提供及び必要に応じ相談助言等が適切に行えるよう体制を整えていきます。

平成31年度

（単位：箇所）

 　利用者支援事業は、就学前の子どもとその保護者や妊娠している方が、教育・保育施設や地域の子育て
支援事業等を円滑に利用できるよう、身近な場所で情報収集や提供のほか、必要に応じて相談・助言等を
行います。現在は市役所内で待機児童の解消を図るため保育に関する施設や事業の利用を支援する事業
（保育コンシェルジュ）と、平成29年度からは教育・保育施設や地域の子育て支援事業等を円滑に利用でき
るよう、支援する事業（子育てナビゲーター）を行っています。
　これに加え、妊娠・出産・育児を切れ目なくサポートする総合相談窓口として、保健師等が専門的な相談
支援等を実施するため子育て世代包括支援センターを健康増進課内に設置しており、平成29年度からは

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

2 4 4 4

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

4

当初計画
実施時期

確保方策 2 2 4 4

量の見込み

確保方策

実績(見込み） 見直し案
実績と見直し案

平成31年度

量の見込み 2



2 時間外保育事業（延長保育事業）

【現況】

【量の見込みの考え方】

【今後の方向性】

【量の見込みと確保方策】

※短時間利用の延長保育は含まれていません。

14

＜市全域＞

　保護者の就労形態の多様化等に伴う延長保育の需要に対応するため、保育所や認定こども園等におい
て認定された利用時間を超えた保育を実施し、就労世帯等の支援を図ります。

　区域別でみると、事業を実施している区域にかい離が見られます。また利用実績が当初の見込みを大きく
超えており、当初のニーズ調査で得た見込みとのかい離も見られます。そこで、保育利用者（2号・3号）の推
計児童数と直近の利用率の実績より再算出しました。

当初：見込み＝推計児童数×潜在家庭類型×利用意向
見直し：見込み＝推計児童数（2号・3号）×利用率（実績×過去の利用率の伸び）

時間外保育事業（延長保育事業）については、私立保育所において引き続き取り組んでいただくほか、市立
保育所や現在設置を進めている認定こども園においても実施することで、確保していくことを基本とします。確
保方策については、新園の開設等も併せて対応します。

量の見込み

確保方策

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度
当初計画

実施時期

2,467

2,102 2,193 2,284 2,375 2,467

2,102 2,193 2,284 2,375

2,629

実績と見直し案
実績(見込み） 見直し案

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

量の見込み 2,361 2,339 2,448 2,544

（単位：人（実人員））

確保方策 2,361 2,339 2,448 2,544 2,629

＜市全域＞

（単位：人（実人員））



＜提供区域別＞

＜提供区域別＞

※南部・東部地区においては延長保育事業（短時間利用を除く）を実施してないため、実績がありません。

15

中
央

量の見込み 553 577 601 625 648

南
部

量の見込み 155 162

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

（単位：人（実人員））

平成27年度 平成28年度 平成29年度

971

確保方策 857 881 900 937 971

中
央

量の見込み 857 881 900 937

当初計画
実施時期

確保方策

西
部
北

量の見込み 488

平成30年度

西
部
南

量の見込み 792 814 850 881

750

確保方策 712 644 698 726 750

西
部
北

量の見込み 712 644 698 726

東
部

量の見込み - - - -

-

確保方策 - - - - -

南
部

量の見込み - - - -

488 509 530 551 573

-

確保方策 - - - - -

908

確保方策 792 814 850 881 908

169

平成31年度

（単位：人（実人員））

確保方策 553 577 601 625 648

確保方策 155 162

943 981 1,020

確保方策 868 906 943 981 1,020

169 175

509 530 551 573

実績と見直し案
実績(見込み） 見直し案

東
部

量の見込み 38 39 41 43 44

確保方策 38 39 41 43 44

182

西
部
南

量の見込み 868 906

175 182



3 放課後児童健全育成事業（バンビーホーム等）

【現況】

【量の見込みの考え方】

【今後の方向性】

【量の見込みと確保方策】

＜市全域＞

＜市全域＞

16

782 802

実績（見込み） 見直し案

見
直
し
後 計

高学年

実績と見直し案

2,472

当
初

低学年

計

低学年

高学年

716 735 755 775 794

平成29年度 平成30年度 平成31年度

677

平成27年度 平成28年度

（単位：人）

735 762

　保護者が就労などで昼間家庭にいない世帯の小学生を預かり、放課後児童健全育成事業施設内におい
て、集団生活を体験させながら、健全育成を図ります。地区によって計画値を超えているが、学校の空き教
室等を利用することで対応しており、現在待機児童は発生していません。

　全体としては大きなかい離はないものの、地区別にみると南部地区について実績値が見込み値を大きく超
えているため、見直しします。児童数に対する利用者の割合を見直し、南部地区及び東部地区を見直ししま
す。

当初：見込み＝推計児童数×潜在家庭類型×利用意向　（高学年は対低学年の実績を基に算出）
見直し後＝かい離率が大きい地区の修正
　　　　　　　　推計児童数（対象）×利用率×伸び率

　放課後児童健全育成事業（バンビーホーム等）については、本市では既にほぼすべての小学校区に設置
しているほか、小学校６年生までを対象としています。量の見込みに対する確保方策については、国の「放課
後子ども総合プラン」に基づき、小学校の余裕教室の活用等も視野に入れながら、バンビーホーム施設の老
朽度及び子どもの人数に対する施設の狭さ等によって優先順位をつけて、計画的に整備を進めていくことを
基本とします。
　また、事業実施にあたっては、放課後子ども教室との連携を図りながら進めていくこととします。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

（単位：人）

実施時期
当初計画

2,223 2,284 2,345 2,406 2,465

2,939 3,019 3,100 3,181 3,259

2,860 3,056 3,113 3,198 3,274

2,183 2,321 2,351 2,416



＜提供区域別＞

＜提供区域別＞
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190 191

当初計画
実施時期

実績と見直し案
実績【見込み） 見直し案

南
部

量
の
見
込

確保方策

東
部

量
の
見
込

確保方策 187 177 183

中
央

量
の
見
込

確保方策

西
部
北

量
の
見
込

西
部
南

量
の
見
込

106 111 110

高学年 74 71 77 79 81

113 106

952 1,040 1,048 1,076 1,102

低学年 140 154 158 163 168

確保方策

合計 187 177 183 190 191

高学年 29 32 31 32 33

合計 169 186 189 195 201

169 186 189 195 201

低学年

785 804 804 825 845

低学年 748 808 797 818 838

高学年 204 232 251 258 264

合計 952 1,040 1,048 1,076 1,102

合計 785 804 804 825 845

確保方策

767 849 935

低学年 599 600 610 626 641

高学年 186 204 194 199 204

889 912

平成29年度 平成30年度 平成31年度

低学年 583 653 680 698 715

量
の
見
込

確保方策

確保方策

確保方策

東
部

確保方策

高学年 184 196

確保方策

量
の
見
込

合計

152 155

平成27年度 平成28年度

南
部

合計

高学年

量
の
見
込

低学年

西
部
南

994 1,022

合計 767 849 889 912 935

（単位：人）

（単位：人）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

209 214 220

804 825 845

209

量
の
見
込

合計

西
部
北

低学年

合計

698

中
央

低学年

高学年

高学年

762 783

量
の
見
込

220

715

214

843 865 889 912 935

645 662 680

198 203

1,048 1,076

994 1,022 1,048

935

264

843 865 889

1,102

578 594 610

762 783 804

838

626 641

912

825 845

合計

132 136

1,102

高学年 184 189 194 199 204

低学年 140 143129

低学年 756 777 797

238 245 251 258

1,076

818

188 194 199 203 209

165 168

25 25

165 168

124 128

81

188 194 199

73 75

203 209

77 79

152 155 160

高学年 23 23 24

115 119 122

160



5 乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん訪問）

【現況】

【量の見込みの考え方】

【今後の方向性】

【量の見込みと確保方策】

＜市全域＞

＜市全域＞

18

量の見込み 2,554 2,515 2,476 2,448

実績（見込み） 見直し案
実績と見直し案

平成31年度

2,554 2,515 2,397確保方策 2,476 2,448

（単位：面接件数）

2,340確保方策 2,482 2,417 2,387 2,391

量の見込み 2,482 2,417 2,387 2,391 2,340

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

生後４か月未満の乳児のいる全ての家庭を訪問し、子育てに関する必要な情報提供等を行います。また、
支援が必要な家庭に対しては助言を行い、乳児家庭の孤立化を防ぎ、保護者の育児不安等を軽減し、虐
待の予防や子どもの健全育成を図ります。

平成28年度の面接率は99.2％

出生数が見込み値を下回ったために、かい離が出ています。児童数推計の変更に伴い、0歳児の人数（量
の見込み）を変更します。

乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん訪問）については、面接率（平成28年度：99.2％）を維持でき
るよう、継続して実施します。

平成31年度
当初計画

実施時期

（単位：面接件数）

2,397

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度



19



7 地域子育て支援拠点事業（子育て広場）

【現況】

【量の見込みの考え方】

【今後の方向性】

【量の見込みと確保方策】

＜市全域＞

＜市全域＞

20

量の見込み

確保方策 150,910 163,715 176,422 189,171

138,255 150,910 163,715 176,422 189,171

155,892 159,359 166,773 175,866 185,606

138,255

実績 見直し案

155,892 159,359 166,773 175,866

　乳幼児と保護者が気軽に集い、交流できる場を地域に提供し、育児相談や子育て関連情報の提供、講習
会などを行います。
　平成27年度は利用実績が計画値を大きく上回り、平成28年度は前年からわずかに増加しており、事業の
利用者は緩やかな増加傾向にあります。

　平成27年度の利用実績が当初の見込みを大きく超えている一方、平成28年度については前年の利用者
数から大きく伸びていません。当初のニーズ調査で得た見込みとのかい離が見られ、またその伸びは就業率
の伸び等から当初の見込みより緩やかです（保育を受けていない人が事業の主な利用者になります）。そこ
で、見直し後の児童数と最近の利用者の伸び率より再算出しました。

当初：推計児童数×潜在家庭類型×利用意向
見直し：推計児童数（0～2歳）×利用実績（1人当たり平均）×伸び率

　地域子育て支援拠点事業（子育て広場）については、国が定める事業のほかに本市では「子育てスポット」
事業も実施することにより、概ねすべての中学校区で取り組んでいるところです。就学前の親子の居場所とし
ては、この事業だけではなく、認定こども園における子育て支援（未就園児保育等）も認定こども園の設置と
併せて進めていることから、トータルで考えたうえで内容を充実しつつ、利用者への周知を徹底する等、稼働
率の向上を図ることを基本とします。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度
当初計画

実施時期

（単位：人日（年間延べ利用者数））

185,606

平成30年度 平成31年度

（単位：人日（年間延べ利用者数））

量の見込み

確保方策

実績と見直し案
平成27年度 平成28年度 平成29年度



＜提供区域別＞

＜提供区域別＞
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13,331 13,621

確保方策 30,532 29,526 30,199

中
央

量の見込 33,186 34,900 36,614

確保方策 55,532 57,678

確保方策 43,481 52,552

南
部

量の見込 11,946 11,754 11,638

3,097 3,087

東
部

量の見込 5,676 5,389 5,543 5,699 5,822

確保方策 5,676 5,389 5,543 5,699 5,822

確保方策 14,516 13,331 13,621 14,009 14,429

31,099 32,041

西
部
南

量の見込 30,532 29,526 30,199 31,099 32,041

南
部

量の見込

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

14,009 14,42914,516

平成31年度

（単位：人日（年間延べ利用者数））

実施時期

38,328 40,042

確保方策 33,186 34,900 36,614 38,328 40,042

当初計画

64,119

59,824 61,970 64,119

西
部
北

量の見込 55,532 57,678 59,824 61,970

61,623 70,694

西
部
南

量の見込 34,410 43,481 52,552 61,623 70,694

34,410

11,466 11,293

確保方策 11,946 11,754 11,638 11,466 11,293

56,124 60,561

3,023

確保方策 3,181 3,097 3,087 3,035 3,023

平成31年度
実績と見直し案

実績（見込み） 見直し案

東
部

量の見込 3,181 3,035

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

（単位：人日（年間延べ利用者数））

45,371 48,574 51,946 56,124 60,561

中
央

量の見込

確保方策

量の見込 59,797 62,539 65,464 68,935 72,753西
部
北 確保方策 59,797 62,539 65,464 68,935 72,753

45,371 48,574 51,946



8 一時預かり事業　①幼稚園等における在園児を対象とした一時預かり（預かり保育）

【現況】

【量の見込みの考え方】

【今後の方向性】

【量の見込みと確保方策】

＜市全域＞

＜市全域＞

22

（単位：人日（年間延べ利用者数））

96,383 101,929 106,592確保方策 83,749 89,108

確保方策

83,749 88,040

ー ー

83,749 89,108

実績と見直し案
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

78,866 77,908

量
の
見
込

1号認定

2号認定

計

量
の
見
込

1号認定

2号認定

計

58,616 57,934 56,907

18,555 18,330 18,034 17,824

幼稚園や認定こども園の通常の教育時間外に、希望する園児を対象に一時預かり事業を実施し、保護者
の子育てを支援します。

　2年間の実績を見ると、利用者数が増加しています。1号認定者は減少傾向にあることから、幼稚園等在
園者の減少率よりも利用率の増加率が高まっていることを意味しています。当初は児童数の推計に伴い、減
少すると見込んでいましたが、就労率の上昇やその形態の多様化等により事業の利用者は増加しており、今
後もこの傾向であると見込まれます。

当初：見込み＝推計児童数×潜在家庭類型×利用意向
見直し：見込み＝推計児童数（1号）×利用率×伸び率

幼稚園における在園児を対象とした一時預かり事業（預かり保育）については、私立幼稚園全園のほか、市
立認定こども園及び一部の市立幼稚園で引き続き実施します。※認定こども園化により、事業実施園は増
加しています。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度
当初計画

実施時期

17,508

60,311 59,578

（単位：人日（年間延べ利用者数））

76,650 75,758 74,415

74,41578,866 77,908 76,650 75,758

101,929 106,592

実績 見直し案

96,383 101,929 106,592

ー ー ー

96,383



≪提供区域別≫

≪提供区域別≫
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東
部

量
の
見
込

確保方策

実績 見直し案

1,155 1,141 1,122 1,110 1,090

28,823

２号認定

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

１号認定 26,487

中
央

量
の
見
込

確保方策

27,433

27,433

3,226 3,169

１号認定 15,138 14,954 14,713

17,977 17,767 17,45318,496 18,272

14,284

3,264

1,033

17,767 17,453

16,685 16,389

22,478

9,314

31,792

33,694 33,285 32,747 32,366 31,792

18,496

3,939 3,869

20,624 20,258

20,624 20,258

西
部
南

量
の
見
込

確保方策

南
部

量
の
見
込

1,095 1,081 1,064 1,052

合計 33,694 33,285 32,747 32,366

２号認定

3,891合計

22,884

２号認定 9,871 9,752 9,594 9,482

23,153

確保方策

東
部

量
の
見
込

２号認定 130 128 126

合計

確保方策

１号認定 1,025 1,013 996

4,050 4,001 3,937

1,155

18,272 17,977

１号認定 17,370 17,158 16,881

確保方策

量
の
見
込

確保方策

２号認定 4,101 4,051 3,986

合計 21,471 21,209 20,867

21,471 21,209 20,867

西
部
北

14,541

当初計画
実施時期

量
の
見
込 合計

中
央

２号認定 3,358 3,318

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

１号認定 2,955 2,920 2,873 2,839 2,789

１号認定 23,823 23,533

985 967

２号認定 ー ー ー ー ー

合計 24,781

125 123

27,478 27,773 27,746

実績と見直し案

24,781

3,822

1,141 1,122 1,110 1,090

ー ー ー ー ー

26,487 27,478 27,773 27,746

24,781 26,487 27,478 27,773 27,746

3,8224,050 4,001 3,937 3,891

28,823

21,389 22,135 25,764 27,433 28,823

合計 21,389 22,135 25,764

量
の
見
込

36,599 37,812 41,767

西
部
北

量
の
見
込

確保方策

西
部
南

確保方策

１号認定 21,389 22,135 25,764

南
部

量
の
見
込

確保方策

１号認定 36,599 37,812 41,767 45,303 48,558

２号認定 ー ー ー ー ー

合計 36,599 37,812 41,767 45,303 48,558

45,303 48,558

１号認定 262 254 503 489 469

２号認定 ー ー ー ー ー

489 469

262 254 503 489 469

合計 262 254 503

１号認定 718 1,352 871 931 996

２号認定 ー ー ー ー ー

合計 718 1,352 871 931 996

718 1,352 871 931 996



一時預かり事業　②保育所等における一時預かり

【現況】

【量の見込みの考え方】

【今後の方向性】

【量の見込みと確保方策】

＜市全域＞

＜市全域＞

24

11,793 11,217 12,762 13,122 14,068

11,793 11,217 12,762 13,122 14,068

量の見込み

確保方策

17,836

10,104 11,520 14,634 16,236 17,836

量の見込み

確保方策

11,430 13,032 14,634 16,236

（単位：人日（年間延べ利用者数））

平成29年度 平成30年度 平成31年度

　保護者のパート就労や病気等により、家庭において保育を受けることが一時的に困難となる場合や、保
護者の育児の負担軽減やリフレッシュのため、乳幼児を保育所等において一時的に預かり保育し、子育
て世帯の支援を図ります。

　全体としては見込みと実績にかい離は少ないものの、地区別でみると中央区域、西部南区域、南部区
域、東部区域にかい離が見られます。平成27年度は計画値を上回っていたものの、平成28年度は対前
年で全体として減少しています。これは、保育認定の子どもが増加することに伴い、事業の主な利用者で
ある未就園児が減少していることが主な原因と考えられます。しかし、区域別でみると西部区域で増加し
ていることからも、今後も保育ニーズの多様化に伴い一定の利用は見込まれることから、新たな児童数
推計を基に、区域別に再算出します。
　また、南部地区では現在この事業を実施している箇所がないため実績はありませんが、今後もニーズの
把握に努め対応を検討します。

当初：見込み＝推計児童数×潜在家庭類型×利用意向
見直し：見込み＝推計児童数（未就園）×利用実績（1人当たり平均）×伸び率

保育所等における一時預かりについては、認可保育所における一時預かりのほか、地域子育て支援拠
点での一時預かりにより、確保を図っていくこととします。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度
当初計画

実施時期

（単位：人日（年間延べ利用者数））

当初計画
実績 見直し案

平成27年度 平成28年度



＜提供区域別＞

＜提供区域別＞

※南部地区においては保育所等において一時預かり事業を実施してないため、実績がありません。

25

量の見込み

確保方策 2,320

3,395

実施時期
当初計画

3,871

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

中
央

（単位：人日（年間延べ利用者数））

西
部
南

4,389 5,004 5,619 6,235

3,621

4,346 4,822 5,297

量の見込み 2,320 2,645 2,971 3,296

2,645 2,971 3,296 3,621

西
部
北

6,849

482

確保方策 0 0 395

3,395確保方策 3,871 4,346 4,822 5,297

量の見込み

確保方策 1,445 1,587

中
央 確保方策 4,475 3,356 4,171 3,932

482

6,849

4,389

南
部

1,017 1,160 1,303 1,445 1,587

0 0 1,303

量の見込み

量の見込み

確保方策 5,004 5,619 6,235

実績と見直し案
実績 見直し案

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

438

東
部

309 352 395 438

（単位：人日（年間延べ利用者数））

3,072 3,513 3,709 4,168 4,836

量の見込み 4,475 3,356 4,171 3,932 3,871

3,871

-

西
部
南

南
部 -

西
部
北

量の見込み 4,246 4,348 4,882 5,022 5,361

確保方策 4,246 4,348 4,882 5,022 5,361

量の見込み 3,072 3,513 3,709 4,168 4,836

確保方策

確保方策 - - - -

量の見込み - - - -

確保方策 14 58 69 76 80

東
部

量の見込み 14 58 69 76 80



9 病児・病後児保育事業

【現況】

【量の見込みの考え方】

【今後の方向性】

【量の見込みと確保方策】

＜市全域＞

＜市全域＞

26

確保方策

当初計画
実施時期

平成31年度

量の見込み

平成30年度 平成31年度

実施時期 見直し案

1,463

1,722

確保方策 1,373 1,202 1,210 1,362 1,722

量の見込み 1,373 1,202 1,210 1,362

実績と見直し案
平成27年度 平成28年度

1,322

平成29年度 平成30年度

896 1,038 1,180

896 1,038 1,180 1,322

（単位：人日（年間延べ利用者数））

1,463

平成29年度

　児童が病気や病気の回復期で、保護者の仕事の都合等で家庭での保育が困難な場合に、児童を一時的
に専用施設で預かります。
　平成27年度から平成28年度は利用者が減少していますが、計画値は大きく超えています。利用できる施
設の箇所は変わっていません。

　就業率の増加等により今後も保育ニーズの多様化に伴い一定の利用者が見込まれ、直近の実績値に新
園の設置による利用者の増加見込みを加え、見込みました。

当初：見込み＝推計児童数×潜在家庭類型×利用意向
見直し後：直近3年（H27～29年度見込まで）の平均値＋新園利用者（見込）

利用しやすい運営になるよう引き続き実施施設に働きかけを行っていくことで、稼働率を向上させるとともに、
新園の開設も視野に入れ、利用者数の増加に対応していくことを検討します。

平成27年度 平成28年度

（単位：人日（年間延べ利用者数））



10 子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業）

【現況】

【量の見込みの考え方】

【今後の方向性】

【量の見込みと確保方策】

＜市全域＞

＜市全域＞

27

確
保
方
策

就学前

就学後

計

確
保
方
策

就学前

就学後

計

実績と見直し案

量の見込み

量の見込み 7,050 6,988 6,902 6,842 6,762

（単位：人日（年間延べ利用者数））

4,122 4,172

2,853 2,817 2,769

6,9326,848

4,115 4,098 4,049 4,025

3,791 4,030 4,071

6,183 6,695 6763

2,760

6,183 6,695 6,763 6,848 6,932

2,392 2,665 2,692 2,726

　「育児の援助を受けたい人」と「育児の援助を行いたい人」が依頼・援助・両方のいずれかの会員として登
録し、児童の放課後の預かりや保育所等の送迎等で育児の援助が必要となったときに、会員相互の援助活
動を行います。
　就学前については、保育所等の利用に伴う子どもの送迎での利用等のため、実績値の方が高くなってお
り、就学後については、バンビーホームの利用時間延長等により、利用が27年度に大幅に減少しているもの
の、平成28年度からは就業率の上昇に伴い緩やかに増加傾向にあリます。

　就学前、就学後それぞれの見込み値が実績と大きくかい離しているため、直近の利用率と伸び率及び児
童数の推移より推計しました。

当初：見込み＝推計児童数×過去3年の利用率の最高値
見直し後：見込み＝H28実績×伸び率（利用実績）×伸び率（児童数）

事業の周知と会員数の増加に引き続き取り組むことを基本とします。

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度
当初計画

実施時期

2,935 2,890

6,902 6,762

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

（単位：人日（年間延べ利用者数））

実績（見込み） 見直し案

7,050 6,988 6,842

3,993



11 妊産婦健康診査事業

【現況】

【量の見込みの考え方】

【今後の方向性】

【量の見込みと確保方策】

＜市全域＞

＜市全域＞

28

実績と見直し案
平成27年度

32,760

確保方策 31,550 30,243 33,418 33,474 32,760

量の見込み 31,550 30,243 33,418 33,474

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

30,648 30,180 29,712 29,376 28,764

実績 見直し案

（単位：回）

確保方策

当初計画
実施時期

平成31年度

量の見込み 30,648 30,180 29,712 29,376 28,764

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

妊婦健康診査にかかる費用の一部を助成することにより、妊婦の経済的負担を軽減し、未受診妊婦の解消
を図るとともに、母体及び胎児の健康の保持・増進を図ります。1人当たりの平均健診回数は12.4回となって
います。

児童数推計の変更に伴い、0歳児の人数（量の見込み）を変更しました。また、1人当たりの健診回数を国が
標準と定める14回に変更します。

妊婦健康診査事業については、母子の健康保持、異常の早期発見のために医療機関等で健診を定期的
に受診できるよう、今後も継続して実施します。

（単位：回）



奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン」P１２７～P１３８と差し替えてご利用ください。

■基本目標１　子どもにとって大切な権利の保障

①子どもの権利保障のための取り組みの推進

No 事 業 名 事 業 内 容 担 当 課

1

奈良市子ども会議開催事業 子どもの意見表明や参加を支援するための取り組みとして、子どもの自

主的・自発的な運営による「子ども会議」を開催します。

子ども政策課

■基本目標２　乳幼児期の教育・保育の充実

①乳幼児期の教育・保育の提供体制の確保

No 事 業 名 事 業 内 容 担 当 課

2

教育・保育施設及び地域型保育

事業の整備

待機児童解消や多様な教育・保育ニーズに対応するため、既存の教育・

保育資源を活用するとともに、民間活力による教育・保育施設及び地域

型保育事業等の整備を行います。

子ども政策課

保育所・幼稚園課

3

市立こども園の設置 「奈良市幼保再編基本計画」「奈良市幼保再編実施計画」に基づき、

市立幼保施設の再編を進めながら、「市立こども園（幼保連携型認定こ

ども園）」の設置を進めます。

子ども政策課

こども園推進課

4

幼稚園等の一時預かり事業 幼稚園や認定こども園の通常の教育時間外に、希望する園児を対象に一

時預かり事業を実施し、保護者の子育てを支援します。

こども園推進課

保育所・幼稚園課

5

保育所等の延長保育 保護者の就労形態の多様化等に伴う延長保育の需要に対応するため、保

育所や認定こども園等において認定された利用時間を超えた保育を実施

し、就労世帯等の支援を図ります。

こども園推進課

保育所・幼稚園課

6

休日保育事業 保育所において、日曜・祝日などに就労するため、保育を必要とする保

護者の子どもを預かり保育します。

保育所・幼稚園課

7

夜間保育事業 保育所において、夜間に就労するため、保育を必要とする保護者の子ど

もを預かり保育します。

保育所・幼稚園課

②質の高い教育・保育の一体的提供と内容の充実

No 事 業 名 事 業 内 容 担 当 課

8

保育所及び幼稚園等職員研修の

推進

子どもの人権を十分配慮し、多様な教育・保育ニーズ及び子育て支援等

のサービスに対応するため、保育所及び幼稚園、認定こども園に勤務す

る職員を対象に園内外の研修を実施し、資質向上を図ります。

こども園推進課

9

保育所及び幼稚園等と小学校と

の連携の推進

中学校まで連携・接続した教育をめざし、保育所及び幼稚園、認定こど

も園から小学校への滑らかな接続を図るとともに、小学校との連携を

推進します。

こども園推進課

奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン 進捗管理事業一覧（見直し後）

　　基本方針１　子どもがいきいきと心豊かに育つまちづくり

（別冊）
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10

特別支援教育支援員の配置（幼

稚園等）

幼稚園等に在園する特別な支援を要する幼児に対して、必要な支援を提

供することにより、他の幼児を含めて行き届いた教育を提供するととも

に、特別支援教育の充実を図ります。

こども園推進課

11

公立保育所等の充実 公立保育所等においても、保育環境及び保育サービスの充実を図るこ

とにより、子育てと仕事の両立支援をめざします。

こども園推進課

12

保育所等における食育の推進 乳幼児期からの適切な食事のとり方や望ましい食習慣の定着、食を通

じた豊かな人間性の育成など、心身の健全育成を図るため、保育所等

で「食育カリキュラム」を作り、実施します。また、「奈良市立保育

園・こども園食物アレルギー対応マニュアル」に基づき、食物アレル

ギーのある園児に安全な給食を提供します。

こども園推進課

13

民間保育所等運営費補助金 運営費補助金の交付により、保育サービスの内容の充実を図り、多様

化する保育ニーズに応えることで、子育てと仕事の両立支援をめざしま

す。

保育所・幼稚園課

14

保育所等のサービス評価の実施 保育所等に第三者評価を導入し、保育サービスの質の向上を目的とし

て、これまでに提供してきた保育内容や保育の質を、保護者や子どもの

視点から見直し改善します。

こども園推進課

保育所・幼稚園課

15

私立幼稚園運営費補助金 運営費補助金の交付により、私立幼稚園の教育条件の維持向上と園児

にかかる経済的負担の軽減を図り、幼稚園の経営の健全性を高めるこ

とで私立幼稚園の健全な発展を図ります。

保育所・幼稚園課

■基本目標３　学齢期の教育・育成施策の充実

①豊かな人間性と生きる力を育む学校教育の充実

No 事 業 名 事 業 内 容 担 当 課

16

人権教育推進のための副教材の

配付

学校における人権教育の推進を図るため、副教材として人権教育テキス

ト「なかまとともに」を小・中・高等学校に配付し、活用を図っていま

す。

学校教育課

17

地域で決める学校予算事業 中学校区を単位として、地域と学校が連携・協働し、地域全体で子ども

を育てる体制をつくります。

地域教育課

18

世界遺産学習推進事業 世界遺産等の文化遺産や自然環境などを通じて、地域に対する誇りを育

て、奈良で学んだことを誇らしげに語れる子どもを育成します。

学校教育課

19

学校ICTの推進 タブレット端末等のＩＣＴ機器を小学校・中学校に配備し、その活用を

通して基礎学力の定着や学習意欲、コミュニケーション能力や課題解決

力の向上を図ります。

教育総務課

学校教育課

20

地域に開かれた魅力ある学校・

教育の推進（学校の自己評価）

各学校がその教育活動や学校運営の状況について自己評価を行い、成

果や課題を明らかにして改善を進めるとともに、それを保護者や地域社

会に公開することで、開かれた学校づくりを進めます。

学校教育課

21

コミュニティ・スクールの導入 保護者や地域住民などから構成される学校運営協議会を設け、学校運営

の基本方針を承認したり、教育活動などについて意見を述べるといった

取組を行うことで、学校運営の一層の改善を図ります。

学校教育課

22

小学校での少人数学級の実施 少人数学級を実施し、よりきめ細かな指導を行うことにより、子どもの

教育の充実を図ります。

教職員課

23

教職員研修の推進 奈良市教育センターを拠点とした研修と教員一人一人の指導力に応じ

た研修及び児童生徒の発達と学びの連続性をふまえた中学校区別の研

修を実施し、教員の意識改革と指導力向上を目指します。

教育支援課

24

中学校給食実施事業 健康で安心、安全な食を提供するため、小学校に加え、中学校でも給食

を実施します。

保健給食課
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②子どもの居場所や体験活動の充実

No 事 業 名 事 業 内 容 担 当 課

25

放課後児童健全育成事業 保護者が就労などで昼間家庭にいない世帯の小学生を預かり、放課後

児童健全育成事業施設内において、集団生活を体験させながら、健全

育成を図ります。

地域教育課

26

放課後子ども教室推進事業 放課後等に小学校等を活用して、子どもたちの安全・安心な活動拠点

(居場所)を設け、地域の方々の参画を得てスポーツ等交流活動を実施す

ることにより、子どもたちが地域社会の中で心豊かで健やかに育まれる

環境づくりを行います。

地域教育課

27

教育センター学習事業 教育センターのキッズ学びのフロアの設備を活用した体験教室等を開

催することで、子どもたちの豊かな学びを保障し、創造性や探究心を育

てます。

教育支援課

28

青少年野外体験施設の運営管理

（旧名称：黒髪山キャンプ

フィールド管理運営）

自然環境の中での野外活動やレクリエーション活動を通じて、青少年

の心身の健全な育成を図ります。

生涯学習課

29

児童館事業の充実 児童の健全育成とともに市民との協働による子育て支援の拠点としての

事業を行い、より開かれた児童館をめざします。

子ども育成課

30

スポーツ体験フェスティバルの

開催

「体育の日」にちなんで、スポーツの裾野を拡大し、「見て、触れて、

体験」することにより、子どもたちがスポーツに親しみ、取り組む足が

かりとなる場を提供します。

スポーツ振興課

31

スポーツ少年団の育成 スポーツ少年団事業として魅力ある本部事業を展開し、団への加入を促

進することにより、子どもたちのスポーツの継続的な活動を促進しま

す。

スポーツ振興課

32

子どもを対象とした文化事業の

実施

子どもたちが優れた芸術や伝統的な芸能等、文化に親しむ機会を設けま

す。

文化振興課

奈良町にぎわい課

33

アウトリーチ活動の実施 学校教育との連携を図り、子どもたちが芸術文化に親しむ機会を充実さ

せます。

文化振興課

③心身の健やかな成長のための取り組みの充実

No 事 業 名 事 業 内 容 担 当 課

34

教育相談業務の充実 教育センターに教育相談総合窓口を設け、カウンセラーを配置するとと

もに不登校や特別支援教育の相談、スクールカウンセラーの配置等を

行い、教育に関する様々な相談の充実を図ります。

教育相談課

35

特別支援教育推進事業 特別支援教育の推進のため、専門の相談員を配置し、特別な支援を必

要とする幼児児童生徒一人一人に応じた相談の充実を図ります。

教育相談課

36

すこやかテレフォン事業 青少年の健全育成を図るため、青少年の育成に関する相談業務を奈良

「いのちの電話」協会に委託し、すこやかテレフォン相談室を設置し、

専門の相談員が年中無休で電話による各種の相談業務を行います。

生涯学習課

37

エイズ・性感染症に関する正し

い知識の普及啓発事業

特に性行動が活発化する若年層を中心に、エイズや性感染症に関する正

しい知識を持ち予防行動がとれるよう、学校、NPO団体等関係機関と

協力しながら啓発事業を推進します。

また、感染不安のある方への相談や検査を行い、知識普及と感染予防

への意識づけを行います。

保健予防課
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38

未成年の喫煙対策 たばこから子どもたちの健康を守るため、関係機関と協力しながら子ど

もおよび保護者への啓発を行います。

医療政策課

健康増進課

39

思春期保健対策（性） １０代の望まない妊娠、性感染症の防止のために、思春期相談窓口を

設けています。関係機関と協力しながら啓発活動等を行います。

健康増進課

■基本目標１　子どもと子育て家庭の健康の確保

①妊娠から出産、子育てまでの切れ目ない支援の充実

No 事 業 名 事 業 内 容 担 当 課

40

産後ケア事業

【新事業】

生後4か月未満の乳児及びその母親で、親族等から出産後の援助が受け

られない者であって、心身のケアや育児サポートが必要な母子を対象

に、市内登録産科医療機関において産後ショートステイ（宿泊型）、

産後デイケア（日帰り型）のサービスを提供します。

健康増進課

41

特定不妊治療費助成事業 特定不妊治療費助成金を交付することにより、医療保険が適用されず高

額の医療費がかかる不妊治療費の一部を負担し、不妊に悩む夫婦の支

援を行います。

健康増進課

42

母子健康手帳の交付 医療機関で妊娠判定を受け、妊娠届けを出されたら母子健康手帳を交

付します。母子健康手帳は、妊娠出産の経過、お子さんの乳幼児健

診、予防接種の記録等大切な成長記録となります。また、妊娠期から

の健康づくりに関する情報を提供します。

健康増進課

43

妊婦健康診査事業 妊婦健康診査にかかる費用の一部を助成することにより、妊婦の経済的

負担を軽減し、未受診妊婦の解消を図るとともに、母体及び胎児の健

康の保持・増進を図ります。

健康増進課

44

母子健康教室 妊娠・出産・子育てに関する正しい情報を提供し、育児不安の軽減と虐

待予防を図ります。あわせて、安心して育児に挑めるように、保護者同

士の仲間づくりを促し、地域での孤立予防を図ります。

健康増進課

45

妊産婦、新生児、未熟児訪問

（保健指導事業）

妊産婦・新生児の家庭を訪問し、妊娠・出産・育児などの相談を行うと

ともに、適切な指導を行います。

また未熟児については、保護者の育児不安が強く、早期に援助を必要

とする対象者を医療機関等と連携しながら把握し支援します。

健康増進課

46

乳児家庭全戸訪問事業

（こんにちは赤ちゃん訪問）

生後４か月未満の乳児のいる全ての家庭を訪問し、子育てに関する必要

な情報提供等を行います。また、支援が必要な家庭に対しては助言を行

い、乳児家庭の孤立化を防ぎ、保護者の育児不安等を軽減し、虐待の

予防や子どもの健全育成を図ります。

子育て相談課

47

４か月児健康診査

（乳児一般健康診査）

生後4か月の時点で医療機関において、子どもの身体発達・運動発達・

栄養状態を診査し、疾病の早期発見・早期治療・早期療養および育児

指導を行い、乳児の健康の保持・増進を図るとともに育児不安の軽減

を図ります。また、4 か月健康診査を登録医療機関で受診することで、

小児科医にかかる機会を提供し、かかりつけ小児科医を持つ保護者の

割合を増やします。

健康増進課

48

１０か月児健康診査

（乳児一般健康診査）

生後１０か月の時点で医療機関において、子どもの身体発達・運動発

達・栄養状態を診査し、疾病の早期発見・早期治療・早期療養および

育児指導を行い、乳児の健康の保持・増進を図るとともに育児不安の

軽減を図ります。

健康増進課

　　基本方針２　子どもを安心して生み育てられるまちづくり
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49

１歳７か月児健診、１歳７か月

児歯科健診

１歳７か月児に対して健康診査を行い、疾病・障がい・発達の遅れ等を

早期に発見し、適切な指導を行うとともに、むし歯の予防・発育・栄

養・生活習慣、その他育児に関する指導を行い、子どもの心身の安らか

な成長の促進と育児不安の軽減を図ります。

健康増進課

50

３歳６か月児健診、３歳６か月

児歯科健診

身体の発育および精神発達の面から最も重要な時期である３歳児に対

して健康診査を行い、運動機能・視聴覚発達などの障がいや疾病等を早

期に発見し、適切な指導を行うことにより、障がい等の進行を未然に

防止するとともに、むし歯の予防・発育・栄養・生活習慣、その他育児

に関する指導を行い、子どもの心身の安らかな成長の促進と育児不安の

軽減を図ります。

健康増進課

51

フッ化物塗布事業 幼児のむし歯予防とかかりつけ歯科医をもつきっかけづくりのために、

２歳０か月児の希望者に実施します。歯科健診と歯みがき指導も併せ

て実施します。

健康増進課

52

乳幼児予防接種事業 子どもを感染症から守るため、予防接種を実施します。

<個別接種>

・ヒブ感染症(生後2か月～5歳未満)

・小児肺炎球菌感染症(生後2か月～5歳未満)

・ＢＣＧ（生後3～12か月未満）

・４種混合（生後3か月～７歳６か月未満）

・三種混合（生後3か月～７歳６か月未満）

・二種混合（小学校6年生）

・不活化ポリオ（生後3か月～７歳６か月未満）

・ＭＲ（麻しん・風しん）

　　第１期（１歳～2歳未満）

　　第２期（年長児）

・水痘（１歳～３歳未満）

・日本脳炎

　　第１期（生後６か月～7歳6か月未満）

　　第２期（９歳～１３歳未満）

・ヒトパピローマウイルス感染症(小学６年生～高校1年生相当の女子)

・Ｂ型肝炎（生後２か月～１歳未満）

保健予防課

②健やかな成長発達を促すための相談体制・情報提供の充実

No 事 業 名 事 業 内 容 担 当 課

53

妊産婦・乳幼児健康相談事業 安心して妊娠・出産・育児が行えるよう公民館等の地域の身近な場所に

出向き、保健師、助産師等が健康相談を実施します。また、親子の健

康づくりに関する情報提供の場として、おやこプチ講座を実施します。

健康増進課

54

発達支援 主に1歳7か月児健診後の精神発達の指導が必要な幼児の発達検査や発

達支援教室などを通じて、子どもの発達や発達段階に応じた適切な関わ

り方を学び、育児不安の軽減を図り、必要に応じて医療や療育に繋

げ、発達を援助します。

健康増進課

55

妊産婦の喫煙・飲酒対策事業 妊産婦・胎児・乳児へのタバコ・アルコールによる健康被害を防ぐため

の啓発、相談を行います。

健康増進課

③小児医療体制等の充実
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No 事 業 名 事 業 内 容 担 当 課

56

休日・夜間応急診療所、休日歯

科応急診療所の充実

子どもの急病に対応するため、休日・夜間における救急医療体制の充実

を図ります。

医療事業課

57

妊娠・出産の安全確保 奈良県及び県内の各医療機関と連携し、救急時の周産期医療体制を整

備し、妊婦・出産の安全確保を図ります。

医療事業課

■基本目標２　地域の子育て支援の充実

①子育て中の親子の居場所づくりの推進

No 事 業 名 事 業 内 容 担 当 課

58

地域子育て支援拠点事業 乳幼児と保護者が気軽に集い、交流できる場を地域に提供し、育児相

談や子育て関連情報の提供、講習会などを行います。

子ども育成課

59

子育てスポット事業 公共施設の空きスペースで、月1～2回、乳幼児と保護者が気軽に集っ

て、交流できる場を地域に提供し、育児相談や子育て関連情報の提

供、講習会などを行います。

子ども育成課

60

子育てスポットすくすく広場事

業

福祉センターで、主として乳幼児（0～3歳）と保護者が気軽に集える

場を提供し、高齢者から昔ながらの遊びや昔話を教えてもらうなど、異

世代間における交流を行います。

子ども育成課

61

市立こども園の地域活動の推進 地域に開かれたこども園として、地域の様々な人との交流を推進すると

ともに、未就園児の親子登園や子育て相談を実施する等、地域の子育て

支援の拠点として子育て支援の充実を図ります。

こども園推進課

62

地域に開かれた幼稚園・保育所

づくりの推進

地域の仲間とふれあう機会が少なくなっている幼児や、子育てに孤立

感・不安感を抱えている保護者のために、園庭・園舎を開放し、在園児

との交流や未就園児の親子登園を実施します。

こども園推進課

63

公民館での各種教室・講座 公民館の特性を生かし、各年度において、各種子育て支援事業を実施

します。

①親子が集える「場」の提供・情報提供事業

②子育て支援教室・講座（保護者対象）

③体験教室・講座（親子対象）

④体験教室・講座（児童対象）

⑤地域の子育て力向上をめざした教室・講座（市民対象）

生涯学習課（奈良市生涯

学習財団）

②多様な子育て支援サービスの充実

No 事 業 名 事 業 内 容 担 当 課

64

保育所等における一時預かり事

業

保護者のパート就労や病気等により、家庭において保育を受けること

が一時的に困難となる場合や、保護者の育児の負担軽減やリフレッ

シュのため、乳幼児を保育所等において一時的に保育し、子育て世帯

の支援を図ります。

保育所・幼稚園課

65

地域子育て支援拠点における一

時預かり事業

地域子育て支援拠点の利用経験のある乳幼児を対象に、一時預かりを

行い、地域の子育て家庭に対してよりきめ細やかな支援をします。

子ども育成課
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66

病児・病後児保育事業 児童が病気や病気の回復期で、保護者の仕事の都合等で家庭での保育

が困難な場合に、児童を一時的に専用施設で預かります。

保育所・幼稚園課

67

子育て短期支援事業 緊急一時的に児童の養育が困難になった場合に、児童を７日間を限度

に預かり、養育・保護を行います。（ショートステイ事業）

仕事等の理由で帰宅が遅くなり、長期に児童の養育が困難な場合に、

午後2時から10時までの時間帯のうち、１日４時間、6か月の範囲で児

童を預かり、養育・保護を行います。（トワイライト事業）

子ども育成課

■基本目標３　子育てに関する情報提供の推進と経済的な支援の充実

①子育てに関する相談体制・情報提供の充実

No 事 業 名 事 業 内 容 担 当 課

68

利用者支援事業 就学前の子どもとその保護者や妊娠している方が、教育・保育施設や地

域の子育て支援事業等を円滑に利用できるよう、身近な場所で情報収

集や提供のほか、必要に応じて相談・助言等を行います。

保育所・幼稚園課

子ども育成課

69

子育て世代支援ＰＲ事業 本市の子育て情報をわかりやすく掲載した子育ておうえんサイト「子育

て＠なら」を運営するとともに、本市の子育て情報を一冊にまとめた

「なら子育て情報ブック」を作成・配布します。

子ども政策課

70

家庭児童相談室運営事業 子どもの生活習慣、学校生活、家庭環境等、児童と家庭の福祉の向上を

図るため、家庭児童相談室を設置しています。

子育て相談課

71

幼稚園や保育所の子育て相談 幼稚園や保育所への電話や来園により、子育ての悩みや育児相談を行

います。

こども園推進課

72

家庭教育推進事業 子どもや家庭教育を取り巻く諸問題の解決と家庭の教育力の向上を図る

ため、公民館を拠点に地域で取り組む家庭教育支援の仕組みを構築し

ます。

生涯学習課

②子育て家庭への経済的な支援の充実

No 事 業 名 事 業 内 容 担 当 課

73

子ども医療費助成 健康保険に加入している中学校修了前（１５歳到達後最初の３月３１日

まで）の子どもを対象に、保険診療の自己負担額（入院時の食事療養費

は除く）から一部負担金を除いた額を助成します。ただし、中学生は

入院のみの助成です。

子ども育成課

74

就園奨励費補助 私立幼稚園に通う保護者の経済的負担の軽減を図ります。 保育所・幼稚園課

75

就学援助 小・中学校の就学が経済的に困難な世帯に必要な援助を行い、安心して

義務教育を受けられる環境を整えます。

教育総務課

76

特別支援教育就学奨励事業 特別支援学級への就学のために必要な援助を行い、特別支援学級に在

籍する児童・生徒が安心して義務教育を受けられる環境を整えます。

教育総務課

■基本目標４　様々な状況にある子どもと子育て家庭への支援の充実

①ひとり親家庭への支援の充実

No 事 業 名 事 業 内 容 担 当 課
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77

ひとり親家庭等医療費助成 健康保険に加入しているひとり親家庭の父または母と１８歳未満（１８

歳到達後最初の３月３１日まで）の子や父母のいない１８歳未満の子

を対象に、保険診療の自己負担額（入院時の食事療養費・生活療養費

は除く）から一部負担金を除いた額を助成します。

子ども育成課

78

ひとり親家庭等相談 母子家庭、父子家庭、寡婦または離婚前の方に対し、生活や家庭、子

どもの養育、就職や自立の支援、母子及び父子並びに寡婦福祉資金の利

用等の相談に応じます。

子育て相談課

79

ひとり親家庭等日常生活支援事

業

修学や求職等の自立に必要な理由や疾病等の社会的理由で一時的に生

活援助や保育サービスが必要な母子家庭、父子家庭、寡婦の世帯に、

家庭生活支援員を派遣します。

子育て相談課

80

母子家庭等就業・自立支援セン

ター事業

母子家庭の母、父子家庭の父、寡婦の自立を支援するため、就業相談、

就業支援講習会、就業情報提供等の施策を総合的・計画的に実施しま

す。

子育て相談課

81

母子家庭等自立支援教育訓練給

付金事業

母子家庭の母、または父子家庭の父の主体的な能力開発の取り組みを

支援するもので、母子家庭、父子家庭の自立促進を図るため、教育訓練

を受講することが適職につくため必要と認められる場合に、教育訓練給

付金を交付します。

子育て相談課

82

母子家庭等高等職業訓練促進給

付金等事業

母子家庭の母、または父子家庭の父が就業に結びつきやすい資格を取

得するために養成機関で受講するに際して、高等職業訓練促進給付金を

交付することで、受講期間中における生活の不安の解消および生活の負

担の軽減を図り、安定した修業環境を提供し、資格取得を容易にしま

す。

子育て相談課

83

公共賃貸住宅における母子・父

子世帯向けの優先入居制度の活

用

市営住宅の空家募集において、母子世帯または父子世帯で２０歳未満

の子がいる世帯に対する優先入居制度を実施します。

住宅課

②障がいのある子どもと子育て家庭への支援の充実

No 事 業 名 事 業 内 容 担 当 課

84

放課後児童健全育成事業施設に

おける障がい児の受け入れ推進

放課後に就労等で保育のできない世帯の小学生を対象に、バンビーホー

ムを開設しており、障がいの程度・内容に応じて指導員の加配をしなが

ら、障がい児の受入れを推進します。

地域教育課

85

短期入所 居宅においてその介護を行う方の疾病その他の理由により、障害者支

援施設、障害福祉施設等への短期間の入所を必要とする障がい児につ

き、当該施設に短期間の入所をさせて、入浴、排泄及び食事の介護そ

の他の必要な支援を行います。

障がい福祉課

86

障害児通所支援 障がい児を児童発達支援センター等の施設に通わせ、年齢に応じて日

常生活における基本的な動作の指導、知識技能の伝達及び集団生活へ

の適応訓練を行います。

障がい福祉課

87

居宅介護 居宅において、入浴、排泄及び食事等の介護ならびに生活等に関する相

談及び助言その他生活全般にわたる支援を行います。

障がい福祉課

88

行動援護 知的や精神に重い障がいがあり、一人で行動することが難しい障がい者

児が対象です。

対象児のことをよくわかっているヘルパーが、そばにいて、安心して外

出し、活動できるよう支援を行います。

障がい福祉課

89

奈良市歯科診療 みどりの家歯科診療所（総合福祉センター内）において、障がい児の歯

科検診及び治療を行います。

障がい福祉課

90

日中一時支援 家族の就労支援や一時的な休息を目的に、障がい児の一時的な介助や

見守りが必要な場合に、日帰りで施設を利用することができます。

※施設入所者及び病院に入院されている方は、利用できません。

障がい福祉課

91

移動支援 障がい児の外出及び余暇活動等の移動を支援します。ただし、通学及

び社会通念上適当でない外出を除き、原則として１日の範囲内で終わる

ものに限ります。

※病院に入院されている方は、利用できません。

障がい福祉課
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92

みどり園 総合福祉センター内の障がい児親子通園室「みどり園」において、就学

前の障がい児を対象に、保護者とともに通園し日常生活において必要

な指導を行い、集団生活への適応を促すよう療育を実施しています。ま

た、家族支援も行っています。

障がい福祉課

93

相談支援事業 障がい児が、地域で安心して自立した生活を送るために、本人や関係者

からの相談に応じ、必要な情報の提供及び助言などを総合的に行いま

す。

障がい福祉課

94

親子体操教室 総合福祉センター体育館において障がい児と保護者が、一緒にスポー

ツ・レクレーションを楽しみながら、健康の維持・増進を図ることを

目的に実施しています。

障がい福祉課

95

子ども発達支援事業 発達障害や言語・情緒・行動に発達の課題を抱える就学前の幼児とそ

の保護者に対して、相談・療育の場を設け、関係機関と協働しながら一

貫して支援します。

子育て相談課

96

長期療養児支援 障がい児が適切な医療ケアや医療・福祉制度を利用しながら在宅で生

活が送れることや、保護者は地域の人や専門職の支えを受けながら安

心して子育てができるように、訪問や相談等を実施します。

健康増進課

③児童虐待防止などの取り組みの充実

No 事 業 名 事 業 内 容 担 当 課

97

子ども家庭総合支援拠点事業

【新事業】

平成28年改正児童福祉法において、「市町村が、児童等に関する支援

（実情の把握、情報提供、調査、指導、関係機関との連絡調整）を一

体的に担うための機能を有する拠点の整備に努めなければならない」と

されました。今後、拠点設置に向けての検討を進め、平成30年度中に

は支援拠点の運営を開始します。

子育て相談課

98

被虐待児童対策地域協議会の活

用

児童虐待の未然防止・早期発見・再発防止のため、児童相談所、医療

機関、民生児童委員協議会連合会、弁護士、警察などの関係機関が連携

して、虐待から子どもを守るために「奈良市被虐待児童対策地域協議

会」を設置しています。

子育て相談課

99

養育支援訪問事業 保護者の養育を支援することが特に必要と認められる家庭等に対し、訪

問などにより、養育に関する相談、助言などの支援を行います。

子育て相談課

100

家庭訪問 育児が困難で支援が必要と思われる家庭を訪問し、生活環境と養育状

況・家庭環境・子の成長発達などを総合的に把握し、必要な支援を行う

ことにより、保護者の育児不安や育児ストレスの軽減を図り虐待予防

に努めます。

健康増進課
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■基本目標１　地域ぐるみで子どもを育てる環境づくりの推進

①地域における子育て支援活動の充実

No 事 業 名 事 業 内 容 担 当 課

101

ファミリー・サポート・セン

ター事業

「育児の援助を受けたい人」と「育児の援助を行いたい人」が依頼・

援助・両方のいずれかの会員として登録し、児童の放課後の預かりや保

育所等の送迎等で育児の援助が必要となったときに、会員相互の援助

活動を行います。

子ども育成課

102

子育て支援アドバイザー事業 子育て支援アドバイザーとして登録した地域の子育て経験豊かな市民

を、乳幼児と保護者が集まる場所に派遣し、保護者の子育てに関する疑

問や悩みに対する相談等を行います。

子ども育成課

103

子育てサークルの支援 地域で活動する子育てサークルに補助金を交付することにより、経済的

に支援するとともに、サークルを含めた地域の子育て支援団体を対象に

した交流会を行うことにより、情報交換等のネットワーク化を図り、

子育て中の保護者が自主的に運営する子育てサークルを支援します。

子ども育成課

②地域における子どもの見守り活動の推進

No 事 業 名 事 業 内 容 担 当 課

104

交通安全教室の開催 学校園に出向き、警察と協力して横断歩道の渡り方、正しい自転車の乗

り方などの交通ルールをビデオ・人形劇等でわかりやすく説明するとと

もに、信号機を使った実技指導なども併せて行い、子どもたちに交通事

故から身を守るすべを身につけてもらうために開催します。

交通政策課

105

学校・家庭・地域が連携した防

犯力の充実

「子ども安全の日の集い」を開催する等、子どもの安全に取り組む大人

の防犯意識を高めます。

いじめ防止生徒指導課

106

不審者情報の配信 子どもたちの登下校時の安全確保のために、警察と連携して、学校園や

地域から入ってくる不審者の情報を「なら子どもサポートネット」登録

者に配信します。

いじめ防止生徒指導課

107

「子ども安全の家」標旗配布 子どもを犯罪や事故から守るため、地域の家庭などに「子ども安全の

家」になってもらい、家の入口などに「安全の家」標旗を掲げ、子ども

が危険を感じた時に、助けを求めて駆け込める場所を提供してもらい、

地域で子どもを守る機運を広めます。

いじめ防止生徒指導課

■基本目標２　仕事と子育ての両立支援の推進

①男女共同の子育ての促進と子どもを大切にする社会的な機運の醸成

No 事 業 名 事 業 内 容 担 当 課

108

イクメン手帳の配付 奈良市オリジナルのイクメン手帳「ＩＫＵＭＥＮ　ＨＡＮＤＢＯＯＫ

for　nara　papa」を母子健康手帳交付者及び子育て中の希望者に配布

します。

男女共同参画課

109

仕事と生活の調和推進事業 事業主や企業を対象に、育児休業の取得促進や労働時間等の改善な

ど、仕事と生活の調和のとれた働き方に向けた意識啓発に努めます。

産業振興課

　　基本方針３　地域全体で子どもと子育て家庭を見守るまちづくり
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■基本目標３　子どもと子育て家庭にやさしい生活環境づくりの推進

①安心して外出できる環境づくりの推進

No 事 業 名 事 業 内 容 担 当 課

110

通学路整備事業 児童・生徒が安全で安心して通園・通学できるよう歩道の整備及び防護

柵、路面標示等の安全施設を整備します。

道路建設課

111

公園管理運営 身近な自然とのふれあいの場所、防災空間、良好な風致・景観を備え

た地域の形成等、多くの機能を有している公園・緑地の維持管理を行い

ます。

公園緑地課

112

公園整備事業 都市公園の経年劣化による遊具等の公園施設の施設の改修を行いま

す。

公園緑地課

113

公共賃貸住宅における多子世帯

向けの優先入居制度の活用

市営住宅の3ＤＫ若しくは3ＬＤＫの空家募集において、18歳未満の児

童が3人以上いる世帯（多子世帯）に対する優先入居制度を実施しま

す。

住宅課

114

公共賃貸住宅における子育て世

帯向けの優先入居制度の活用

市営住宅の空家募集において、同居親族に小学校就学前の児童がいる

世帯（子育て世帯）に対する優先入居制度を実施します。

住宅課
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　奈良市では、奈良市子ども・子育て会議での審議を踏まえ、平成２７年３月に奈良市子ども・子

育て支援事業計画「奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン」を策定しました。

　このプランは平成２７年度から平成３１年度までの５か年を計画期間としており、平成２９年度は

その中間年にあたります。

　本市では、計画策定時から現在に至るまでの実状を鑑みて、より現状に即した子ども・子育て支援

の推進を図るため、事業計画の中間見直しを実施いたします。

[ 見直しの範囲 ]

見直し対象  奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン

 第１章　事業計画の策定にあたって

 第２章　奈良市の子ども・子育てを取り巻く状況と課題

 第３章　事業計画の基本的な理念・方針

 第４章　奈良市の子ども・子育て支援のこれからの取組

★  第５章　主な事業の５年間の需給計画

 第６章　事業計画の推進体制

★  資料編（資料４　進捗管理事業一覧）

　見直しの対象となる「奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン」に記載されている進捗管理事業に

ついては、各事業の担当課と見直しの必要性(事業の統廃合や内容の変更等）について調整したところ、

次のとおり、修正が必要となる箇所がありました。

　このプランの進捗管理事業一覧について内容を見直すため、これらの内容を踏まえた進捗管理事業の

修正を行います。

【 主な見直し内容 】

・変更　３件　（経年により事業内容を変更するもの）

・統合　２件　（事業内容等が類似している事業について、その取組全体をまとめて評価等す

　　　　　　　　るため、１つの事業にまとめるもの）

・廃止　１件　（事業の終了によるもの）

・追加　１件　（今までプランに盛り込まれていなかった事業を追加するもの）

・新規　２件　（平成２９年度以降に新しく始まる事業のうち、プランに盛り込むもの）

平成30年１月31日　第20回奈良市子ども・子育て会議 資料

「奈良市子どもにやさしいまちづくりプラン」進捗管理事業の見直し案について
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1

見直し前 見直し後

No.19　ﾌｭｰﾁｬｰｽｸｰﾙ構想実証事業 No.19　学校ICTの推進

理由

　平成25年度にタブレット端末を学校現場への試験導入を開始し、平成26、27年度とモデル校

の新規設置を行い、タブレット型端末の学習効果について調査研究を実施してきました。

　その効果検証の結果、タブレット端末は児童生徒の学習に対する関心・意欲を高め、学力を

向上させることができると判断し、モデル校事業を平成28年度末で終了させました。

　平成29年度からは新たに奈良市全体にタブレット端末を整備する事業へ変更となります。タ

ブレット端末等のICT機器を小学校・中学校に配備し、その活用を通して基礎学力の定着や学習

意欲、コミュニケーション能力や課題解決力の向上を図ります。（学校教育課）

2

見直し前 見直し後

No.21　学校評議員制度の推進 No.21　コミュニティ・スクール

            の導入

理由

　本市では全ての小・中学校において、学校の職員以外の者で教育に関する理解及び識見を有

する者が、学校運営に関して意見を述べる学校評議員制度を導入し、定着してきました。今後、

学校評議員制度を学校と保護者や地域住民が学校運営や学校の課題解決に対して参画できる仕

組みである学校運営協議会制度へと変換します。平成33年までに全ての小・中学校に学校運営

協議会を設置したコミュニティ・スクールとなる予定です。なお、幼稚園、こども園における

学校評議員制度は今後も継続します。（学校教育課）

3

見直し前 見直し後

No.43　はじめてのﾏﾏﾊﾟﾊﾟ教室/ No.44　母子健康教室

　　　　ﾏﾀﾆﾃｨｰ歯っぴいﾁｪｯｸ

No.53　地域における幼児期からの歯の

　　　　健康教育

No.54　５か月児ぱくぱく教室

　　　　（離乳食教室）

No.55　１歳０か月児歯ぴか教室

　　　　（むし歯予防教室）

理由

　これらの事業は、妊娠期と出産期に係る事業であり、分けて考えると「妊娠から出産、子育て

までの切れ目ない支援の充実」にならないのではないかと考えます。これらの事業は方法が違う

だけで、目的はいずれも正しい知識の普及や不安の軽減、仲間づくり等の同じものですので、継

続的・全体的な事業評価をするためにも事業を統合します。（健康増進課）

変更

変更

統合
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4

見直し前 見直し後

No.57　すくすく相談

理由

　この事業については、平成28年度をもって廃止となっているので、このプランから削除します。

（健康増進課）

5

見直し前 見直し後

No.56　きしゃぽっぽ教室（発達支援教室） No.54　発達支援

No.58　発達相談

理由

　どちらの事業も発達支援事業として、実施しているもので、発達支援全体の取組や評価をする

ためにも事業を統合します。（健康増進課）

6

見直し前 見直し後

No.60　休日・夜間応急診療所、 No.56　休日・夜間応急診療所、　

　　　  休日歯科応急診療所の充実 　　　  休日歯科応急診療所の充実

No.57　妊娠・出産の安全確保

理由

　妊娠出産の安全確保と救急医療体制の整備充実を図る取組であり、「子どもにやさしいまち」

を実現していく上で重要な事業であると考えるため、このプランに追加します。

（事業内容）

　奈良県及び県内の各医療機関と連携し、救急時の周産期医療体制を整備し、妊婦・出産の安

全確保を図ります。（医療事業課）

7

見直し前 見直し後

No.40　産後ケア事業

理由

　平成29年度から開始している新たな事業です。

（事業内容）

　生後4か月未満の乳児及びその母親で、親族等から出産後の援助が受けられない者であって、

心身のケアや育児サポートが必要な母子を対象に、市内登録産科医療機関において産後ショー

トステイ（宿泊型）、産後デイケア（日帰り型）のサービスを提供する。（健康増進課）

統合

廃止

新規

追加
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8

見直し前 見直し後

No.97　子ども家庭総合支援拠点事業

理由

　平成30年度から開始する新たな事業です。

（事業内容）

　平成28年改正児童福祉法において「市町村が、児童等に関する支援（実情の把握、情報提供、

調査、指導、関係機関との連絡調整）を一体的に担うための機能を有する拠点の整備に努めなけ

ればならない」とされました。今後、拠点設置に向けての検討を進め、平成30年度中には支援

拠点の運営を開始する予定です。（子育て相談課）

9

見直し前 見直し後

No.107　仕事と生活の調和推進事業 No.109　仕事と生活の調和推進事業

（指標） （指標）

HPでの「労政の手引」の更新回数 ワークライフバランスに関する企業

向け講座回数

理由

　子ども・子育て会議における意見等を踏まえ、指標を「HPでの「労政の手引」の更新回数」

から、「ワークライフバランスに関する企業向け講座回数」への変更を検討しています。


ワークライフバランスの推進に関して、企業が自立的に推進できる体制構築のため、企業内で

の推進役となるリーダー育成の講座を実施（7月から10月まで毎月１回開催）。講座内でワー

クライフバランスの重要性を共有し、さらに各企業の受講者がワークライフバランスの推進に

向けたアクションプランシートを作成した。3月末までアクションプランの遂行をフォローア

ップする予定です。（産業振興課）

新規

変更

4 / 4 ページ


	【資料①】奈良市子ども・子育て会議委員名簿(171128以降)
	【資料②】表紙
	【資料②-1】事業評価シート（基本方針１）（事業番号1～39）H28
	【資料②-2】事業評価シート（基本方針２）（事業番号40～102）H28
	【資料②-3】事業評価シート（基本方針３）（事業番号103～116）H28
	【資料③】プラン中間見直し（案）※修正後
	【資料③-2】進捗管理事業一覧（案）
	【資料③-3】進捗管理事業見直し案

